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１ 短期入所療養介護  
 

(1) 短期入所療養介護とは〔介護保険法第８条第10項〕 
   居宅要介護者（その治療の必要の程度につき厚生労働省令で定めるものに限る。）について、介護老

人保健施設、介護医療院その他の厚生労働省令で定める施設に短期間入所させ、当該施設において看護、

医学的管理の下における介護及び機能訓練その他必要な医療並びに日常生活上の世話を行うことをい

う。 
 

(2) 指定居宅サービスの基準〔介護保険法第７３条第１項〕 
     事業者は、指定居宅サービスの事業の設備及び運営に関する基準に従い、要介護者の心身の状況等

に応じて適切な指定居宅サービスを提供するとともに、自らその提供する指定居宅サービスの質の評

価を行うことその他の措置を講ずることにより常に指定居宅サービスを受ける者の立場に立ってこれ

を提供するように努めなければならない。 

 

(3)－１ 基本方針〔第１４１条〕 
   要介護状態となった場合においても、その利用者が可能な限りその居宅において、その有する能力に

応じ自立した日常生活を営むことができるよう、看護、医学的管理の下における介護及び機能訓練その

他必要な医療並びに日常生活上の世話を行うことにより、療養生活の質の向上及び利用者の家族の身体

的及び精神的負担の軽減を図るものでなければならない。 

 

(3)－２ ユニット型の基本方針〔第１５５条の３〕 

    ユニット型指定短期入所療養介護の事業は、利用者一人一人の意思及び人格を尊重し、利用前の居宅

における生活と利用中の生活が連続したものとなるよう配慮しながら、看護、医学的管理の下における

介護及び機能訓練その他必要な医療並びに日常生活上の世話を行うことにより、各ユニットにおいて利

用者が相互に社会的関係を築き、自律的な日常生活を営むことを支援することにより、利用者の心身の

機能の維持並びに利用者の家族の身体的及び精神的負担の軽減を図るものでなければならない。 

 
 

(4) 人員に関する基準〔第１４２条／１の（１）〕 

１ 各事業者ごとに置くべき指定短期入所療養介護の提供に当たる従業者の員数 
① 介護老人保健施設の場合 

    当該事業所に置くべき医師、薬剤師、看護職員（看護師及び准看護師をいう。）、介護職員、支援

相談員、理学療法士又は作業療法士及び栄養士の員数は、それぞれ、利用者（当該事業者が指定介

護予防短期入所療養介護事業者の指定を併せて受け、かつ、短期入所療養介護の事業と指定介護予

防短期入所療養介護の事業とが同一の事業所において一体的に運営されている場合にあっては、当

該事業所における指定短期入所療養介護又は指定介護予防短期入所療養介護の利用者。以下同じ。）

を当該介護老人保健施設の入所者とみなした場合における法に規定する介護老人保健施設として

必要とされる数が確保されるために必要な数以上とする。 

② 医療法第７条第２項第４号に規定される療養病床を有する病院又は診療所の場合 

    当該事業所に置くべき医師、薬剤師、看護職員、介護職員（同法に規定する看護補助者をいう。）、

栄養士及び理学療法士又は作業療法士の員数はそれぞれ同法に規定する療養病床を有する病院又

以下〔〕内は「指定居宅サービス等の人員、設備及び運営に関する基準（平成11.3.31厚令37）」第10章及び「指定居宅サービ

ス等及び指定介護予防サービス等に関する基準についての第３介護サービスのうちの９短期入所療養介護」の条番号 
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は診療所として必要とされる数が確保されるために必要な数以上とする。 

③ 診療所（②に該当するものを除く）の場合 

    当該指定短期入所療養介護を提供する病室に置くべき看護職員又は介護職員の員数の合計は、常

勤換算方法で、利用者の数が３又はその端数を増すごとに１以上であること、かつ、夜間における

緊急連絡体制を整備することとし、看護師若しくは准看護師又は介護職員を１人以上配置している

こと。 

  ④ 介護医療院の場合 

   当該事業所に置くべき医師、薬剤師、看護職員、介護職員、理学療法士又は作業療法士及び栄養

士の員数は、それぞれ、利用者を当該介護医療院の入所者とみなした場合における法に規定する介

護医療院として必要とされる数が確保されるために必要な数以上とする。 

２ 事業者が指定介護予防短期入所療養介護事業者の指定を併せて受け、かつ、指定短期入所療養介護

の事業と指定介護予防短期入所療養介護の事業とが同一の事業所において一体的に運営されている

場合については、指定介護予防サービス等基準第 187条第１項に規定する人員に関する基準を満たす

ことをもって、前項に規定する基準を満たしているものとみなすことができる。 
 

(5)－１ 設備に関する基準〔第１４３条〕 

１ 設備に関する基準 

１ 事業所の整備に関する基準は次のとおり 

① 介護老人保健施設である指定短期入所療養介護事業所にあっては、法に規定する介護老人保健

施設として必要とされる施設及び設備（ユニット型介護老人保健施設（介護老人保健施設の人員、

施設及び設備並びに運営に関する基準（平成 11 年厚生省令第 40 号）第 39 条に規定するユニッ

ト型介護老人保健施設をいう。以下同じ。）に関するものを除く。）を有することとする。 

② 療養病床を有する病院又は診療所である指定短期入所療養介護事業所にあっては、医療法に規定

する療養病床を有する病院又は診療所として必要とされる設備を有することとする。 

③ 診療所（療養病床を有するものを除く。）である指定短期入所療養介護事業所にあっては、次に

掲げる要件に適合すること。 

イ 指定短期入所療養介護を提供する病室の床面積は、利用者一人につき 6.4平方メートル以上

とすること。 

ロ 浴室を有すること。 

ハ 機能訓練を行うための場所を有すること。 

④ 介護医療院である指定短期入所療養介護事業所にあっては、法に規定する介護医療院として必

要とされる施設及び設備（ユニット型介護医療院（介護医療院の人員、施設及び設備並びに運営

に関する基準（平成30年厚生労働省令第５号）第43条に規定するユニット型介護医療院をいう。

第 155条の４及び第 155条の 11において同じ。）に関するものを除く。）を有することとする。 

２ 前項②及び③に該当する指定短期入所療養介護事業所にあっては、同項に定めるもののほか、消

火設備その他の非常災害に際して必要な設備を有するものとする。 

３ 事業者が指定介護予防短期入所療養介護事業者の指定を併せて受け、かつ、指定短期入所療養介

護の事業と指定介護予防短期入所療養介護の事業とが同一の事業所において一体的に運営されて

いる場合については、指定介護予防サービス等基準第 188条第１項及び第２項に規定する設備に関

する基準を満たすことをもって、前２項（１及び２）に規定する基準を満たしているものとみなす

ことができる。 

 

(5)－２ ユニット型の設備に関する基準〔第１５５条の４〕 

１ 介護老人保健施設であるユニット型指定短期入所療養介護の事業を行う者（以下「事業者」という。）
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が当該事業を行う事業所（以下「ユニット型指定短期入所療養介護事業所」という。）の設備に関す

る基準は、法に規定する介護老人保健施設として必要とされる施設及び設備（ユニット型介護老人保

健施設に関するものに限る。）を有することとする。 

  ２ 療養病床を有する病院であるユニット型指定短期入所療養介護事業所の設備に関する基準は次に

掲げる設備を有することとする。 

   一 療養病床を有する病院であるユニット型指定短期入所療養介護事業所は、ユニット及び浴室を有 

  しなければならない。 

二 療養病床を有する病院であるユニット型指定短期入所療養介護事業所のユニット、廊下、機能訓  

 練室及び浴室については、次の基準を満たさなければならない。 

イ ユニット 

（１） 病室 

(ⅰ) 一の病室の定員は、１人とすること。ただし、利用者への指定短期入所療養介護の提

供上必要と認められる場合は、２人とすることができること。 

(ⅱ) 病室は、いずれかのユニットに属するものとし、当該ユニットの共同生活室に近接し

て一体的に設けること。ただし、１のユニットの利用者の定員は、原則としておおむね10

人以下とし、15人を超えないものとすること。 

(ⅲ) 一の病室の床面積等は、10.65平方メートル以上とすること。ただし、(ⅰ)ただし書の

場合にあっては、21.3平方メートル以上とすること。 

(ⅳ) ブザー又はこれに代わる設備を設けること。 

（２）共同生活室 

(ⅰ) 共同生活室は、いずれかのユニットに属するものとし、当該ユニットの利用者が交流

し、共同で日常生活を営むための場所としてふさわしい形状を有すること。 

(ⅱ) １の共同生活室の床面積は、２平方メートルに当該共同生活室が属するユニットの利

用者の定員を乗じて得た面積以上を標準とすること。 

(ⅲ) 必要な設備及び備品を備えること。 

（３）洗面設備 

(ⅰ) 病室ごとに設けること、又は共同生活室ごとに適当数設けること。 

(ⅱ) 身体の不自由な者が使用するのに適したものとすること。 

（４）便所 

(ⅰ) 病室ごとに設けること、又は共同生活室ごとに適当数設けること。 

(ⅱ) ブザー又はこれに代わる設備を設けるとともに、身体の不自由な者が使用するのに適

したものとすること。 

ロ 廊下幅 1.8 メートル以上とすること。ただし、中廊下の幅は、2.7 メートル以上とすること。 

ハ 機能訓練室 内法による測定で40平方メートル以上の床面積を有し、必要な器械及び器具を

備えること。 

ニ 浴室身体の不自由な者が入浴するのに適したものとすること。 

三 前号ロからニまでに掲げる設備は、専ら当該ユニット型指定短期入所療養介護事業所の用に供 

するものでなければならない。ただし、利用者に対する指定短期入所療養介護の提供に支障がない

場合は、この限りでない。 

四 第二号イ（２）の共同生活室は、医療法施行規則（昭和23年厚生省令第50号）第21条第３号に

規定する食堂とみなす。 

五 前各号に規定するもののほか、療養病床を有する診療所であるユニット型指定短期入所療養介護

事業所は、消火設備その他の非常災害に際して必要な設備を設けることとする。 
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  ３ 療養病床を有する診療所であるユニット型指定短期入所療養介護事業所の設備に関する基準は、次            

掲げる設備を有することとする。 

一 療養病床を有する診療所であるユニット型指定短期入所療養介護事業所は、ユニット及び浴室を 

有しなければならない。 

二 療養病床を有する診療所であるユニット型指定短期入所療養介護事業所のユニット、廊下、機能

訓練室及び浴室については、次の基準を満たさなければならない。 

イ ユニット 

（１） 病室 

(ⅰ) １の病室の定員は、１人とすること。ただし、利用者への指定短期入所療養介護の提

供上必要と認められる場合は、２人とすることができること。 

(ⅱ) 病室は、いずれかのユニットに属するものとし、当該ユニットの共同生活室に近接し

て一体的に設けること。ただし、一のユニットの利用者の定員は、原則としておおむね10

人以下とし、15人を超えないものとすること。 

(ⅲ) １の病室の床面積等は、10.65平方メートル以上とすること。ただし、(ⅰ)ただし書の

場合にあっては、21.3平方メートル以上とすること。 

(ⅳ) ブザー又はこれに代わる設備を設けること。 

（２）共同生活室 

(ⅰ) 共同生活室は、いずれかのユニットに属するものとし、当該ユニットの利用者が交流

し、共同で日常生活を営むための場所としてふさわしい形状を有すること。 

(ⅱ) １の共同生活室の床面積は、２平方メートルに当該共同生活室が属するユニットの利

用者の定員を乗じて得た面積以上を標準とすること。 

(ⅲ) 必要な設備及び備品を備えること。 

（３）洗面設備 

(ⅰ) 病室ごとに設けること、又は共同生活室ごとに適当数設けること。 

(ⅱ) 身体の不自由な者が使用するのに適したものとすること。 

（４）便所 

(ⅰ) 病室ごとに設けること、又は共同生活室ごとに適当数設けること。 

(ⅱ) ブザー又はこれに代わる設備を設けるとともに、身体の不自由な者が使用するのに適

したものとすること。 

ロ 廊下幅 1.8メートル以上とすること。ただし、中廊下の幅は、2.7メートル以上とすること。 

ハ 機能訓練室 機能訓練を行うために十分な広さを有し、必要な器械及び器具を備えること。 

ニ  浴室 身体の不自由な者が入浴するのに適したものとすること。 

三 前号ロからニまでに掲げる設備は、専ら当該ユニット型指定短期入所療養介護事業所の用に供す 

るものでなければならない。ただし、利用者に対する指定短期入所療養介護の提供に支障がない場

合は、この限りでない。 

四 第２号イ（２）の共同生活室は、医療法施行規則第 21 条の４において準用する同令 21 条第     

３号に規定する食堂とみなす。 

五 前各号に規定するもののほか、療養病床を有する診療所であるユニット型指定短期入所療養介護

事業所は、消火設備その他の非常災害に際して必要な設備を設けることとする。 

４ 介護医療院であるユニット型指定短期入所療養介護事業所の設備に関する基準は、法に規定する介

護医療院として必要とされる施設及び設備（ユニット型介護医療院に関するものに限る。）を有するこ

ととする。 

５ 事業者がユニット型指定介護予防短期入所療養介護事業者（指定介護予防サービス等基準第205条
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第１項に規定するユニット型指定介護予防短期入所療養介護事業者をいう。）の指定を併せて受け、

かつ、ユニット型指定短期入所療養介護の事業とユニット型指定介護予防短期入所療養介護の事業

（指定介護予防サービス等基準第203条に規定する指定介護予防短期入所療養介護の事業をいう。以

下同じ。）とが同一の事業所において一体的に運営されている場合については、指定介護予防サービ

ス等基準第205条第１項に規定する設備に関する基準を満たすことをもって、前項に規定する基準を

満たしているものとみなすことができる。 

※ 具体的な取扱いは以下のとおりであること。 

イ ユニットケアを行うためには、入院患者の自律的な生活を保障する病室（使い慣れた家具等を持ち

込むことのできる個室）と、少人数の家庭的な雰囲気の中で生活できる共同生活室（居宅での居間に

相当する部屋）が不可欠であることから、ユニット型の療養病床を有する病院又は診療所は、施設全

体を、こうした病室と共同生活室によって一体的に構成される場所（ユニット）を単位として構成し、

運営しなければならない。 

ロ 利用者が、自室のあるユニットを超えて広がりのある日常生活を楽しむことができるよう、他のユ

ニットの利用者と交流したり、多数の利用者が集まったりすることのできる場所を設けることが望ま

しい。 

ハ ユニット（第２項第２号イ） 

  ユニットは、居宅に近い居住環境の下で、居宅における生活に近い日常の生活の中でケアを行うと

いうユニットケアの特徴を踏まえたものでなければならない。 

ニ 病室（第２項第２号イ⑴及び第３項第２号イ⑴） 

ａ 前記イのとおりユニットケアには個室が不可欠なことから、病室の定員は１人とする。ただし、

夫婦で病室を利用する場合などサービスの提供上必要と認められる場合は、２人部屋とすることが

できる。 

ｂ 病室は、いずれかのユニットに属するものとし、当該ユニットの共同生活室に近接して一体的に

設けなければならない。この場合、「当該ユニットの共同生活室に近接して一体的に設け」られる

病室とは、次の３つをいう。 

(i)  当該共同生活室に隣接している病室 

(ii) 当該共同生活室に隣接してはいないが、イの病室と隣接している病室 

(ⅲ) その他当該共同生活室に近接して一体的に設けられている病室（他の共同生活室のイ及びロ

に該当する病室を除く。） 

ｃ ユニットの入居定員 

  ユニット型の療養病床を有する病院又は診療所は、各ユニットにおいて利用者が相互に社会的関

係を築き、自律的な日常生活を営むことを支援するものであることから、一のユニットの入居定員

は、おおむね 10 人以下とすることを原則とする。 

  ただし、各ユニットにおいて利用者が相互に社会的関係を築き、自律的な日常生活を営むことを

支援するのに支障がないと認められる場合には利用者の定員が 15 人までのユニットも認める。 

ｄ 病室の面積等 

  ユニット型の療養病床を有する病院又は診療所では、居宅に近い居住環境の下で、居宅における

生活に近い日常の生活の中でケアを行うため、利用者は長年使い慣れた箪笥などの家具を持ち込む

ことを想定しており、病室は次のいずれかに分類される。 

(i)  ユニット型個室 

  一の病室の床面積は、10・65 平方メートル以上（病室内に洗面設備が設けられているときは

その面積を含み、病室内に便所が設けられているときはその面積を除く。）とするとともに、身

の回りの品を保管することができる設備は、必要に応じて備えれば足りることとしている。 
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  また、利用者へのサービス提供上必要と認められる場合に２人部屋とするときは 21・３平方

メートル以上とすること。 

(ii) ユニット型個室的多床室（経過措置） 

  令和３年４月１日に現に存するユニット型の療養病床を有する病院又は診療所（基本的な設備

が完成しているものを含み、令和３年４月１日以降に増築され、又は全面的に改築された部分を

除く。）において、ユニットに属さない病室を改修してユニットが造られている場合であり、床

面積が、10・65 平方メートル以上（病室内に洗面設備が設けられているときはその面積を含み、

病室内に便所が設けられているときはその面積を除く。）であるもの。この場合にあっては、利

用者同士の視線が遮断され、利用者のプライバシーが十分に確保されていれば、天井と壁との間

に一定の隙間が生じていても差し支えない。壁については、家具等のように可動のもので室内を

区分しただけのものは認められず、可動でないものであって、プライバシーの確保のために適切

な素材であることが必要である。病室であるためには、一定程度以上の大きさの窓が必要であ 

ることから、多床室を仕切って窓のない病室を設けたとしても個室的多床室としては認められな

い。また、病室への入口が、複数の病室で共同であったり、カーテンなどで仕切られているに過

ぎないような場合には、十分なプライバシーが確保されているとはいえず、個室的多床室として

は認められないものである。なお、ユニットに属さない病室を改修してユニットを造る場合に、

病室がイの要件を満たしていれば、ユニット型個室に分類される。 

ホ 共同生活室（第２項第２号イ(2)及び第３項第２号イ(2)） 

ａ 共同生活室は、いずれかのユニットに属するものとし、当該ユニットの利用者が交流し、共同で

日常生活を営むための場所としてふさわしい形状を有するものでなければならない。このためには、

次の２つの要件を満たす必要がある。 

(i)  他のユニットの利用者が、当該共同生活室を通過することなく、施設内の他の場所に移動する

ことができるようになっていること。 

(ii) 当該ユニットの利用者全員とその介護等を行う職員が１度に食事をしたり、談話等を楽しん

だりすることが可能な備品を備えた上で、当該共同生活室内を車椅子が支障なく通行できる形状

が確保されていること。 

ｂ 共同生活室の床面積 

  共同生活室の床面積について「標準とする」とされている趣旨は、２平方メートル以上とするこ

とが原則であるが、建物の構造や敷地上の制約など特別の事情によって当該面積を確保することが

困難であると認められたときには、基準省令第 155 条の４の趣旨を損なわない範囲で、２平方メー

トル未満であっても差し支えないとするものである。 

ｃ 共同生活室には、介護を必要とする者が食事をしたり、談話等を楽しんだりするのに適したテー

ブル、椅子等の備品を備えなければならない。 

  また、利用者が、その心身の状況に応じて家事を行うことができるようにする観点から、簡易な

流し・調理設備を設けることが望ましい。 

ト 洗面設備（第２項第２号ロ及び第３項第２号ロ） 

  洗面設備は、病室ごとに設けることが望ましい。ただし、共同生活室ごとに適当数設けることとし

ても差し支えない。この場合にあっては、共同生活室内の１か所に集中して設けるのではなく、２か

所以上に分散して設けることが望ましい。なお、病室ごとに設ける方式と、共同生活室ごとに設ける

方式とを混在させても差し支えない。 

チ 便所（第２項第２号イ⑷及び第３項第２号イ⑷） 

  便所は、病室ごとに設けることが望ましい。ただし、共同生活室ごとに適当数設けることとしても

差し支えない。この場合にあっては、共同生活室内の１か所に集中して設けるのではなく、２か所以
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上に分散して設けることが望ましい。なお、病室ごとに設ける方式と、共同生活室ごとに設ける方式

とを混在させても差し支えない。 

リ 浴室 

 浴室は、病室のある階ごとに設けることが望ましい。 

ヌ 浴室や機能訓練室等の設備については、療養病床を有する病院又は診療所における短期入所療養介

護の指定を受けた病棟と受けない病棟とで共用することは当然認められるが、その場合には、利用者

数等からみて必要時に使用可能な広さを有することが必要である。 

ル 「火災に係る入所者の安全性が確保されている」と認められるときは、次の点を考慮して判断され

たい。 

ａ 病院においては、居宅基準第 155 の４の２条第２項第２号イ⑴(ⅰ)、第２項第２号イ⑴(ⅲ)、第

２項第２号ロ、第２項第２号ハ、第２項第２号二及び、診療所においては、居宅基準第 155 の４の

第３項第２号イ⑴(ⅰ)、第３項第２号イ⑴(ⅲ)、第３項第２号ロ、第３項第２号ハ及び第３項第２号

二及び以下の要件のうち、満たしていないものについても、一定の配慮措置が講じられていること。 

(i)  談話室は、療養病床の利用者同士や利用者とその家族が談話を楽しめる広さを有しなければな

らない。 

(ii) 食堂は、内法による測定で、療養病床における利用者１人につき１平方メートル以上の広さを

有しなければならない。 

ｂ 日常における又は火災時の火災に係る安全性の確保が、利用者が身体的、精神的に障害を有する

者であることにかんがみてなされていること。 

ｃ 管理者及び防火管理者は、当該療養病床を有する病院又は診療所の建物の燃焼性に対する知識を

有し、火災の際の危険性を十分認識するとともに、職員等に対して、火気の取扱いその他火災予防

に関する指導監督、防災意識の高揚に努めること。 

ｄ 定期的に行うこととされている避難等の訓練は、当該療養病床を有する病院又は診療所の建物の

燃焼性を十分に勘案して行うこと。  

 

(6) 運営に関する基準 

１ 内容及び手続の説明及び同意〔第１２５条〕 

   事業者は指定短期入所療養介護の提供の開始に際し、あらかじめ、利用申込者又はその家族に対し、

第 153条に規定する運営規程の概要、短期入所療養介護事業者の勤務の体制その他の利用申込者のサ

ービスの選択に資すると認められる重要事項を記した文書を交付して説明を行い、サービスの内容及

び利用期間等について利用申込者の同意を得なければならない。なお、当該同意については利用者及

び事業者双方の保護の立場から書面によって確認することが望ましいものである。 
 

２ 対象者〔第１４４条〕 

   事業者は、利用者の心身の状況若しくは病状により、若しくはその家族の疾病、冠婚葬祭、出張等

の理由により、又は利用者の家族の身体的及び精神的な負担の軽減等を図るために、一時的に入所し

て看護、医学的管理の下における介護及び機能訓練その他必要な医療等を受ける必要がある者を対象

に、介護老人保健施設若しくは介護医療院の療養室、病院の療養病床に係る病室又は診療所の指定短

期入所療養介護を提供する病室において指定短期入所療養介護を提供するものとする。 

 

３ 指定短期入所療養介護の開始及び終了〔第１２６条／８の２の（２）準用〕 

   事業者は居宅介護支援事業者等その他保健医療サービス又は福祉サービスを提供する者との密接

な連携により、指定短期入所療養介護の提供の開始前から終了後に至るまで利用者が継続的に保健医

療サービス又は福祉サービスを利用できるよう必要な援助に努めなければならない。 
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４ 提供拒否の禁止〔第９条／１の３の（３）準用〕 

   事業者は正当な理由なく指定短期入所療養介護の提供を拒んではならない。 

 

５ サービス提供困難時の対応〔第１０条／１の３の（４）準用〕 

   事業者は当該指定短期入所療養介護事業所の通常の事業の実施地域等を勘案し、利用申込者に対し

自ら適切な指定短期入所療養介護を提供することが困難であると認めた場合は、当該利用申込者に係

る居宅介護支援事業者への連絡、適当な他の事業者等の紹介その他の必要な措置を速やかに講じなけ

ればならない。 

 

６ 受給資格等の確認〔第１１条／１の３の（５）準用〕 

  １ 事業者は指定短期入所療養介護の提供を求められた場合は、その者の提示する被保険者証によっ

て、被保険者資格、要介護認定の有無及び要介護認定の有効期間を確かめるものとする。 

 ２ 事業者は第１項の被保険者証に、認定審査会意見が記載されているときは、当該認定審査会意見

に配慮して、指定短期入所療養介護を提供するように努めなければならない。 

 

７ 要介護認定の申請に係る援助〔第１２条／１の３の（６）準用〕 

  １ 事業者は指定短期入所療養介護の提供の開始に際し、要介護認定の申請が既に行われているかど

うかを確認し、申請が行われていない場合は、当該利用者の意思を踏まえて速やかに当該申請が行

われるよう必要な援助を行わなければならない。 

  ２ 事業者は、居宅介護支援（これに相当するサービスを含む。）が利用者に対して行われていない

等の場合であって必要と認められるときは、要介護認定の更新の申請が、遅くとも当該利用者が受

けている要介護認定の有効期限が終了する 30 日前にはなされるよう、必要な援助を行わなければ

ならない。 

 

８ 心身の状況等の把握〔第１３条〕 

   事業者は、指定短期入所療養介護の提供に当たっては、利用者に係る居宅介護支援事業者が開催す

るサービス担当者会議等を通じて、利用者の心身の状況、その置かれている環境、他の保健医療サー

ビス又は福祉サービスの利用状況等の把握に努めなければならない。 

 

９ 法定代理受領サービスの提供を受けるための援助〔第１５条／１の３の（７）準用〕 

   事業者は、指定短期入所療養介護の提供の開始に際し、利用者が介護保険法施行規則第６４条各号

のいずれも該当しないときは、当該利用申込者又はその家族に対し、居宅サービス計画の作成を居宅

介護支援事業者に依頼する旨を市町村に対して届け出ること等により、指定短期入所療養介護の提供

を法定代理受領サービスとして受けることができる旨を説明すること、居宅介護支援事業者に関する

情報を提供することその他の法定代理受領サービスを行うために必要な援助を行わなければならな

い。 

 

１０ 居宅サービス計画に沿ったサービスの提供〔第１６条〕 

   事業者は、居宅サービス計画が作成されている場合は、当該計画に沿った指定短期入所療養介護を

提供しなければならない。 
 

１１ サービスの提供の記録〔第１９条／１の３の（１０）準用〕 

  １ 事業者は指定短期入所療養介護を提供した際には、当該指定短期入所療養介護の提供日及び内容、
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当該指定短期入所療養介護について法第４１条第６項の規定により利用者に代わって支払いを受

ける居宅介護サービス費の額その他必要な事項を、利用者の居宅サービス計画を記載した書面又は

これに準ずる書面に記載しなければならない。 

  ２ 事業者は、指定短期入所療養介護を提供した際には、提供した具体的なサービスの内容等を記録

するとともに、利用者からの申出があった場合には、文書の交付その他適切な方法により、その情

報を利用者に対して提供しなければならない。 
 

１２－１ 利用料等の受領〔第１４５条〕 

  １ 事業者は、法定代理受領サービスに該当する指定短期入所療養介護を提供した際には、その利用

者から利用料の一部として、当該指定短期入所療養介護に係る居宅介護サービス費用基準額から事

業者に支払われる居宅介護サービス費の額を控除して得た額の支払を受けるものとする。 

  ２ 事業者は、法定代理受領サービスに該当しない指定短期入所療養介護を提供した際にその利用者

から支払を受ける利用料の額と、指定短期入所療養介護に係る居宅介護サービス費用基準額との間

に、不合理な差額が生じないようにしなければならない。 

  ３ 事業者は前２項の支払を受ける額のほか、次の費用の額の支払を利用者から受けることができる。 

    ① 食事の提供に要する費用 

    ② 滞在に要する費用 

    ③ 厚生労働大臣の定める基準に基づき利用者が選定する特別な療養室等の提供を行ったこと

に伴い必要となる費用 

    ④ 厚生労働大臣の定める基準に基づき利用者が選定する特別な食事の提供を行ったことに伴

い必要となる費用 

    ⑤ 送迎に要する費用 

    ⑥ 理美容代 

    ⑦ 指定短期入所療養介護において提供される便宜のうち、日常生活においても通常必要となる

ものに係る費用であって、その利用者に負担させることが適当と認められるもの 

  ４ ①～④の費用については居住、滞在及び宿泊並びに食事の提供に係る利用料等に関する指針によ

るものとする。 

  ５ 事業者は、３の費用の額に係るサービスの提供に当たっては、あらかじめ、利用者又はその家族

に対し当該サービスの内容及び費用を記した書類を交付して説明を行い、利用者の同意を得なけれ

ばならない。ただし①～④の費用に係る同意については、文書によるものとする。 

 

１２－２ ユニット型の利用料の受領〔第１５５条の５〕 

１ 事業者は、法定代理受領サービスに該当する指定短期入所療養介護を提供した際には、その利用者

から利用料の一部として、当該指定短期入所療養介護に係る居宅介護サービス費用基準額から当該事

業者に支払われる居宅介護サービス費の額を控除して得た額の支払を受けるものとする。 

２ 事業者は、法定代理受領サービスに該当しない指定短期入所療養介護を提供した際にその利用者か

ら支払を受ける利用料の額と、指定短期入所療養介護に係る居宅介護サービス費用基準額との間に、

不合理な差額が生じないようにしなければならない。 

３ 事業者は、前２項の支払を受ける額のほか、次に掲げる費用の額の支払を受けることができる。 

① 食事の提供に要する費用 

    ② 滞在に要する費用 

    ③ 厚生労働大臣の定める基準に基づき利用者が選定する特別な療養室等の提供を行ったこと

に伴い必要となる費用 

    ④ 厚生労働大臣の定める基準に基づき利用者が選定する特別な食事の提供を行ったことに伴
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い必要となる費用 

    ⑤ 送迎に要する費用 

    ⑥ 理美容代 

    ⑦ 指定短期入所療養介護において提供される便宜のうち、日常生活においても通常必要となる

ものに係る費用であって、その利用者に負担させることが適当と認められるもの 

４ ①～④の費用については、別に厚生労働大臣が定めるところによるものとする。 

５ 事業者は、３の費用の額に係るサービスの提供に当たっては、あらかじめ、利用者又はその家族に

対し、当該サービスの内容及び費用を記した文書を交付して説明を行い、利用者の同意を得なければ

ならない。ただし、①～④の費用に係る同意については、文書によるものとする。 
 

１３ 保険給付の請求のための証明書の交付〔第２１条／１の３の（１２）準用〕 

   事業者は、法定代理受領サービスに該当しない指定短期入所療養介護に係る利用料の支払を受けた

場合は、提供した指定短期入所療養介護の内容、費用の額その他必要と認められる事項を記載したサ

ービス提供証明書を利用者に対して交付しなければならない。 
 

１４－１ 指定短期入所療養介護の取扱方針〔第１４６条〕 

  １ 事業者は利用者の要介護状態の軽減又は悪化の防止に資するよう、認知症の状況等利用者の心身の

状況を踏まえて、当該利用者の療養を妥当適切に行わなければならない。 

  ２ 介護は、相当期間以上にわたり継続して入所する利用者については、短期入所療養介護計画の作成

の第１項に規定する短期入所療養介護計画に基づき、漫然かつ画一的なものとならないよう配意して

行わなければならない。 

  ３ 従業者は、指定短期入所療養介護の提供に当たっては、懇切丁寧を旨とし、利用者又はその家族に

対し、療養上必要な事項について、理解しやすいように指導又は説明を行わなければならない。 

  ４ 事業者は、指定短期入所療養介護の提供に当たっては、当該利用者又は他の利用者等の生命又は身

体を保護するため緊急やむを得ない場合を除き、身体的拘束等を行ってはならない。 

５ 事業者は、前項の身体的拘束等を行う場合には、その態様及び時間、その際の利用者の心身の状

況並びに緊急やむを得ない理由を記録しなければならない。 

６ 事業者は、身体的拘束等の適正化を図るため、次に掲げる措置を講じなければならない。 

一 身体的拘束等の適正化のための対策を検討する委員会（テレビ電話装置等を活用して行うこ

とができるものとする。）を３月に１回以上開催するとともに、その結果について、介護職員そ

の他の従業者に周知徹底を図ること。 

 二 身体的拘束等の適正化のための指針を整備すること。 

 三 介護職員その他の従業者に対し、身体的拘束等の適正化のための研修を定期的に実施するこ

 と。 

（※身体的拘束等の適正化に係る措置は、令和７年４月１日より義務化） 

７ 事業者は、自らその提供する指定短期入所療養介護の質の評価を行い、常にその改善を図らなけ

ればならない。 

※ 居宅基準第 146 条第２項に定める「相当期間以上」とは、概ね４日以上連続して利用する場合を  

指すこととするが、４日未満の利用者にあっても、利用者を担当する居宅介護支援事業者等と連携を

とること等により、利用者の心身の状況を踏まえて必要な療養を提供するものとする。 

※ 事業者は、居宅基準第 154 条の２第２項の規定に基づき、身体的拘束等の態様及び時間、その際

の利用者の心身の状況並びに緊急やむを得ない理由を記録し、２年間保存しなければならないこと

としたものである。また、緊急やむを得ない理由については、切迫性、非代替性及び一時性の３つ
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の要件を満たすことについて、組織等としてこれらの要件の確認等の手続きを極めて慎重に行うこ

ととし、その具体的な内容について記録しておくことが必要である。なお、当該記録は主治医が診

療録に行わなければならないものとする。 

※ 「身体的拘束等の適正化のための対策を検討する委員会」とは、身体的拘束等の適正化のための

対策を検討する委員会であり、委員会の構成メンバーは、事業所の管理者及び従業者より構成する

場合のほか、これらの職員に加えて、第三者や専門家を活用した構成とすることが望ましく、その

方策として、精神科専門医等の専門医の活用等も考えられる。また、関係する職種、取り扱う事項

等が相互に関係が深いと認められる他の会議体を設置している場合、これと一体的に設置・運営す

ることとして差し支えない。 

  また、身体的拘束等適正化検討委員会は、テレビ電話装置等を活用して行うことができるものと

する。この際、個人情報保護委員会・厚生労働省「医療・介護関係事業者における個人情報の適切

な取扱いのためのガイダンス」、厚生労働省「医療情報システムの安全管理に関するガイドライン」

等を遵守すること。 

  事業者が、報告、改善のための方策を定め、周知徹底する目的は、身体的拘束等の適正化につい

て、施設全体で情報共有し、今後の再発防止につなげるためのものであり、決して従業者の懲罰を

目的としたものではないことに留意することが必要である。具体的には、次のようなことを想定し

ている。 

イ 身体的拘束等について報告するための様式を整備すること。 

ロ 介護従業者その他の従業者は、身体的拘束等の発生ごとにその状況、背景等を記録するとともに

、イの様式に従い、身体的拘束等について報告すること。 

ハ 身体的拘束等適正化検討委員会において、ロにより報告された事例を集計し、分析すること。 

ニ 事例の分析に当たっては、身体的拘束等の発生時の状況等を分析し、身体的拘束等の発生原因、

結果等をとりまとめ、当該事例の適正性と適正化策を検討すること。 

ホ 報告された事例及び分析結果を従業者に周知徹底すること。 

へ 適正化策を講じた後に、その効果について評価すること。 

※  事業者が整備する「身体的拘束等の適正化のための指針」には、次のような項目を盛り込むこと

とする。 

イ 事業所における身体的拘束等の適正化に関する基本的考え方 

ロ 身体的拘束等適正化検討委員会その他事業所内の組織に関する事項 

ハ 身体的拘束等の適正化のための職員研修に関する基本方針 

ニ 事業所内で発生した身体的拘束等の報告方法等のための方策に関する基本方針 

ホ 身体的拘束等発生時の対応に関する基本方針 

へ 利用者等に対する当該指針の閲覧に関する基本方針 

ト その他身体的拘束等の適正化の推進のために必要な基本方針 

※  介護従業者その他の従業者に対する身体的拘束等の適正化のための研修の内容としては、身体的

拘束等の適正化の基礎的内容等の適切な知識を普及・啓発するとともに、当該事業者における指針

に基づき、適正化の徹底を行うものとする。職員教育を組織的に徹底させていくためには、当該事

業者が指針に基づいた研修プログラムを作成し、定期的な教育（年２回以上）を開催するとともに

、新規採用時には必ず身体的拘束等の適正化の研修を実施することが重要である。また、研修の実

施内容についても記録することが必要である。研修の実施は、職員研修事業所内での研修で差し支

えない。 

 

１４－２ ユニット型の指定短期入所療養介護の取扱方針〔第１５５条の６〕 

11



    
 

１ 指定短期入所療養介護は、利用者が、その有する能力に応じて、自らの生活様式及び生活習慣に沿

って自律的な日常生活を営むことができるようにするため、利用者の日常生活上の活動について必要

な援助を行うことにより、利用者の日常生活を支援するものとして行われなければならない。 

２ 指定短期入所療養介護は、各ユニットにおいて利用者がそれぞれの役割を持って生活を営むことが

できるよう配慮して行われなければならない。 

３ 指定短期入所療養介護は、利用者のプライバシーの確保に配慮して行われなければならない。 

４ 指定短期入所療養介護は、利用者の自立した生活を支援することを基本として、利用者の要介護状

態の軽減又は悪化の防止に資するよう、その者の心身の状況等を常に把握しながら、適切に行われな

ければならない。 

５ ユニット型指定短期入所療養介護事業所の従業者は、指定短期入所療養介護の提供に当たって、利

用者又はその家族に対し、サービスの提供方法等について、理解しやすいように説明を行わなければ

ならない。 

６ 事業者は、指定短期入所療養介護の提供に当たっては、当該利用者又は他の利用者等の生命又は身

体を保護するため緊急やむを得ない場合を除き、身体的拘束等を行ってはならない。 

７ 事業者は、前項の身体的拘束等を行う場合には、その態様及び時間、その際の利用者の心身の状況

並びに緊急やむを得ない理由を記録しなければならない。 

８ 事業者は、身体的拘束等の適正化を図るため、次に掲げる措置を講じなければならない。 

 一 身体的拘束等の適正化のための対策を検討する委員会（テレビ電話装置等を活用して行うことが 

  できるものとする。）を３月に１回以上開催するとともに、その結果について、介護職員その他の 

  従業者に周知徹底を図ること。 

 二 身体的拘束等の適正化のための指針を整備すること。 

 三 介護職員その他の従業者に対し、身体的拘束等の適正化のための研修を定期的に実施すること。 

（※身体的拘束等の適正化に係る措置は、令和７年４月１日より義務化） 

９ 事業者は、自らその提供する指定短期入所療養介護の質の評価を行い、常にその改善を図らなけれ

ばならない。 

※ 事業者は、居宅基準第 155 条の６第６項の規定に基づき、身体的拘束等の態様及び時間、その際

の利用者の心身の状況並びに緊急やむを得ない理由を記録し、２年間保存しなければならないこと

としたものである。また、緊急やむを得ない理由については、切迫性、非代替性及び一時性の３つ

の要件を満たすことについて、組織等としてこれらの要件の確認等の手続きを極めて慎重に行うこ

ととし、その具体的な内容について記録しておくことが必要である。なお、当該記録は主治医が診

療録に行わなければならないものとする。 

※ 「身体的拘束等の適正化のための対策を検討する委員会」とは、身体的拘束等の適正化のための

対策を検討する委員会であり、委員会の構成メンバーは、事業所の管理者及び従業者より構成する

場合のほか、これらの職員に加えて、第三者や専門家を活用した構成とすることが望ましく、その

方策として、精神科専門医等の専門医の活用等も考えられる。また、関係する職種、取り扱う事項

等が相互に関係が深いと認められる他の会議体を設置している場合、これと一体的に設置・運営す

ることとして差し支えない。 

  また、身体的拘束等適正化検討委員会は、テレビ電話装置等を活用して行うことができるものと

する。この際、個人情報保護委員会・厚生労働省「医療・介護関係事業者における個人情報の適切

な取扱いのためのガイダンス」、厚生労働省「医療情報システムの安全管理に関するガイドライン」

等を遵守すること。 

  事業者が、報告、改善のための方策を定め、周知徹底する目的は、身体的拘束等の適正化につい

て、施設全体で情報共有し、今後の再発防止につなげるためのものであり、決して従業者の懲罰を
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目的としたものではないことに留意することが必要である。具体的には、次のようなことを想定し

ている。 

 イ 身体的拘束等について報告するための様式を整備すること。 

 ロ 介護従業者その他の従業者は、身体的拘束等の発生ごとにその状況、背景等を記録するととも

に、イの様式に従い、身体的拘束等について報告すること。 

 ハ 身体的拘束等適正化検討委員会において、ロにより報告された事例を集計し、分析すること。 

 ニ 事例の分析に当たっては、身体的拘束等の発生時の状況等を分析し、身体的拘束等の発生原因、 

  結果等をとりまとめ、当該事例の適正性と適正化策を検討すること。 

 ホ 報告された事例及び分析結果を従業者に周知徹底すること。 

 へ 適正化策を講じた後に、その効果について評価すること。  

※ 事業者が整備する「身体的拘束等の適正化のための指針」には、次のような項目を盛り込むこと

とする。 

 イ 事業所における身体的拘束等の適正化に関する基本的考え方 

 ロ 身体的拘束等適正化検討委員会その他事業所内の組織に関する事項 

 ハ 身体的拘束等の適正化のための職員研修に関する基本方針 

 二 事業所内で発生した身体的拘束等の報告方法等のための方策に関する基本方針 

 ホ 身体的拘束等発生時の対応に関する基本方針 

 へ 利用者等に対する当該指針の閲覧に関する基本方針 

 ト その他身体的拘束等の適正化の推進のために必要な基本方針 

※ 介護従業者その他の従業者に対する身体的拘束等の適正化のための研修の内容としては、身体的

拘束等の適正化の基礎的内容等の適切な知識を普及・啓発するとともに、当該事業者における指針

に基づき、適正化の徹底を行うものとする。職員教育を組織的に徹底させていくためには、当該事

業者が指針に基づいた研修プログラムを作成し、定期的な教育（年２回以上）を開催するとともに、

新規採用時には必ず身体的拘束等の適正化の研修を実施することが重要である。また、研修の実施

内容についても記録することが必要である。研修の実施は、職員研修事業所内での研修で差し支え

ない。  

 
 

１５ 短期入所療養介護計画の作成〔第１４７条〕 

１ 事業所の管理者は、相当期間以上にわたり継続して入所することが予定される利用者については

、利用者の心身の状況、病状、希望及びその置かれている環境並びに医師の診療の方針に基づき、

指定短期入所療養介護の提供の開始前から終了後に至るまでの利用者が利用するサービスの継続性

に配慮して、他の短期入所療養介護従業者と協議の上、サービスの目標、当該目標を達成するため

の具体的なサービスの内容等を記載した短期入所療養介護計画を作成しなければならない。 

２ 短期入所療養介護計画は、既に居宅サービス計画が作成されている場合は、当該計画の内容に沿

って作成しなければならない。 

３ 指定短期入所療養介護事業所の管理者は、短期入所療養介護計画の作成に当たっては、その内容

について利用者又はその家族に対して説明し、利用者の同意を得なければならない。 

４ 指定短期入所療養介護事業所の管理者は、短期入所療養介護計画を作成した際には、当該短期入

所療養介護計画を利用者に交付しなければならない。 

 

１６ 診療の方針〔第１４８条〕 

   医師の診療の方針は次に掲げるところによるものとする。 

   ① 診療は一般に医師として診療の必要性があると認められる疾病又は負傷に対して、的確な診断
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を基とし、療養上妥当適切に行う。 

   ② 診療に当たっては、常に医学の立場を堅持して、利用者の心身の状況を観察し、要介護者の心

理が健康に及ぼす影響を十分配慮して、心理的な効果をも上げることができるよう適切な指導を

行う。 

   ③ 常に利用者の病状及び心身の状況並びに日常生活及びその置かれている環境の的確な把握 

に努め、利用者又はその家族に対し、適切な指導を行う。 

④ 検査、投薬、注射、処置等は、利用者の病状に照らして妥当適切に行う。 

⑤ 特殊な療法または新しい療法等については、別に厚生労働大臣が定めるもののほか行っては 

ならない。 

   ⑥ 別に厚生労働大臣が定める医薬品以外の医薬品を利用者に施用し、又は処方してはならない。 

   ⑦ 入院患者の病状の急変等により、自ら必要な医療を提供することが困難であると認めたときは、

他の医師の対診を求める等診療について適切な措置を講じなければならない。 
 

１７ 機能訓練〔第１４９条〕 

   事業者は、利用者の心身の諸機能の維持回復を図り、日常生活の自立を助けるため、必要な理学療

法、作業療法その他必要なリハビリテーションを行わなければならない。 

 

１８－１ 看護及び医学的管理の下における介護〔第１５０条〕 

  １ 看護及び医学的管理の下における介護は、利用者の自立の支援と日常生活の充実に資するよう、

利用者の病状及び心身の状況に応じ、適切な技術をもって行わなければならない。 

  ２ 事業者は、１週間に２回以上、適切な方法により、利用者を入浴させ、又は清しきしなければな

らない。 

  ３ 事業者は、利用者の病状及び心身の状況に応じ、適切な方法により、排せつの自立について必要

な援助を行わなければならない。 

  ４ 事業者は、おむつを使用せざるを得ない利用者のおむつを適切に切り替えなければならない。 

  ５ 事業者は、前各項に定めるほか、利用者に対し、離床、着替え、整容その他日常生活上の世話を

適切に行わなければならない。 

  ６ 事業者は、その利用者に対して、利用者の負担により、当該事業所の従業者以外の者による看護

及び介護を受けさせてはならない。 

 

１８－２ ユニット型の看護及び医学的管理の下における介護〔第１５５条の７〕 

１ 看護及び医学的管理の下における介護は、各ユニットにおいて利用者が相互に社会的関係を築き、

自律的な日常生活を営むことを支援するよう、利用者の病状及び心身の状況等に応じ、適切な技術を

もって行われなければならない。 

２ 事業者は、利用者の日常生活における家事を、利用者が、その病状及び心身の状況等に応じて、そ

れぞれの役割を持って行うよう適切に支援しなければならない。 

３ 事業者は、利用者が身体の清潔を維持し、精神的に快適な生活を営むことができるよう、適切な方

法により、利用者に入浴の機会を提供しなければならない。ただし、やむを得ない場合には、清しき

を行うことをもって入浴の機会の提供に代えることができる。 

４ 事業者は、利用者の病状及び心身の状況に応じて、適切な方法により、排せつの自立について必要

な支援を行わなければならない。 

５ 事業者は、おむつを使用せざるを得ない利用者については、排せつの自立を図りつつ、そのおむつ

を適切に取り替えなければならない。 

６ 事業者は、前各項に定めるほか、利用者が行う離床、着替え、整容等の日常生活上の行為を適切に
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支援しなければならない。 

７ 事業者は、その利用者に対して、利用者の負担により、当該ユニット型指定短期入所療養介護事業

所の従業者以外の者による看護及び介護を受けさせてはならない。 

 

１９－１ 食事の提供〔第１５１条〕 

  １ 利用者の食事は、栄養並びに利用者の身体の状況、病状及び嗜好を考慮したものとするとともに、

適切な時間に行わなければならない。 

  ２ 利用者の食事は、その者の自立の支援に配慮し、できるだけ離床して食堂で行われるよう努めな

ければならない。 

 

１９－２ 食事〔第１５５条の８〕 

１ 事業者は、栄養並びに利用者の心身の状況及び嗜好を考慮した食事を提供しなければならない。 

２ 事業者は、利用者の心身の状況に応じて、適切な方法により、食事の自立について必要な支援を行

わなければならない。 

３ 事業者は、利用者の生活習慣を尊重した適切な時間に食事を提供するとともに、利用者がその心身

の状況に応じてできる限り自立して食事を摂ることができるよう必要な時間を確保しなければなら

ない。 

４ 事業者は、利用者が相互に社会的関係を築くことができるよう、その意思を尊重しつつ、利用者が

共同生活室で食事を摂ることを支援しなければならない。 

 

２０－１ その他のサービスの提供〔１５２条〕 

  １ 事業者は、適宜利用者のためのレクリエーション行事を行うよう努めるものとする。 

  ２ 事業者は、常に利用者の家族との連携を図るよう努めなければならない。 

 

２０－２ ユニット型のその他のサービスの提供〔第１５５条の９〕 

１ 事業者は、利用者の嗜好に応じた趣味、教養又は娯楽に係る活動の機会を提供するとともに、利用

者が自律的に行うこれらの活動を支援しなければならない。 

２ 事業者は、常に利用者の家族との連携を図るよう努めなければならない。 

 

２１ 利用者に関する市町村への通知〔第２６条〕 

   事業者は、指定短期入所療養介護を受けている利用者が次のいずれかに該当する場合は、遅滞なく、

意見を付してその旨を市町村に通知しなければならない。 

   ① 正当な理由なしに指定短期入所療養介護の利用に関する指示に従わないことにより、要介護状

態の程度を増進させたと認められるとき。 

   ② 偽りその他不正な行為によって保険給付を受け、又は受けようとしたとき。 
 

２２ 管理者の責務〔第５２条〕 

  １ 事業所の管理者は事業所の従業者の管理及び指定短期入所療養介護の利用の申込みに係る調整、

業務の実施状況の把握その他の管理を一元的に行うものとする。 

  ２ 事業所の管理者が当該事業所の従業者にこの節の規定を遵守させるため必要な指揮命令を行う

ものとする。 
 

２３－１ 運営規程〔１５３条〕 

   事業者は、次に掲げる事業運営についての重要事項に関する規程（運営規程）を定めておかなけれ

15



    
 

ばならない。 

   ① 事業の目的及び運営の方針 

   ② 従業者の職種、員数及び職務の内容 

   ③ 指定短期入所療養介護の内容及び利用料その他の費用の額 

   ④ 通常の送迎の実施地域 

   ⑤ 施設利用に当たっての留意事項 

   ⑥ 非常災害対策 

⑦ 虐待防止のための措置に関する事項 

   ⑧ その他運営に関する重要事項 

＜運営指導における不適正事例＞ 

・重要事項に関する規定に、通常の送迎の実施地域の規定を定めていない。 

 

２３－２ ユニット型の運営規程〔第１５５条の１０〕 

事業者は、次に掲げる事業の運営についての重要事項に関する規程を定めておかなければならない。 

① 事業の目的及び運営の方針 

② 従業者の職種、員数及び職務の内容 

③ 指定短期入所療養介護の内容及び利用料その他の費用の額 

④ 通常の送迎の実施地域 

⑤ 施設利用に当たっての留意事項 

⑥ 非常災害対策 

⑦ 虐待防止のための措置に関する事項 

⑧ その他運営に関する重要事項 

 

２４ 業務継続計画の策定等〔第３０条の２〕 

１ 短期入所療養介護事業者は、感染症や非常災害の発生時において、利用者に対する短期入所療養介

護サービスの提供を継続的に実施するための、及び非常時の体制で早期の業務再開を図るための計画

（以下「業務継続計画」という。）を策定し、当該業務継続計画に従い必要な措置を講じなければな

らない。 

２ 短期入所療養介護事業者は、従業者に対し、業務継続計画について周知するとともに、必要な研修

及び訓練を定期的に実施しなければならない。 

※ 計画の策定、研修及び訓練の実施については、他のサービス事業者との連携等により行うこと

も差し支えない。 

※ 研修及び訓練の実施にあたっては、全ての従業者が参加できるようにすることが望ましい。 

※ 業務継続計画には、以下の項目等を記載すること。なお、各項目の記載内容については、「介護

施設・事業所における新型コロナウイルス感染症発生時の業務継続ガイドライン」及び「介護施

設・事業所における自然災害発生時の業務継続ガイドライン」を参照されたい。また、想定され

る災害等は地域によって異なるものであることから、項目については実態に応じて設定するこ

と。なお、感染症及び災害の業務継続計画を一体的に策定することを妨げるものではない。さら

に、感染症に係る業務継続計画、感染症の予防及びまん延の防止のための指針、災害に係る業務

継続計画並びに非常災害に関する具体的計画については、それぞれの対応する項目を適切に設定

している場合には、一体的に策定することとして差し支えない。 

 

ⅰ 感染症に係る業務継続計画 
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ａ 平時からの備え（体制構築・整備、感染症防止に向けた取組の実施、備蓄品の確保等） 

ｂ 初動対応 

ｃ 感染拡大防止体制の確立（保健所との連携、濃厚接触者への対応、関係者との情報共有等） 

ⅱ 災害に係る業務継続計画 

ａ 平常時の対応（建物・設備の安全対策、電気・水道等のライフラインが停止した場合の対

策、必要品の備蓄等） 

ｂ 緊急時の対応（業務継続計画発動基準、対応体制等） 

ｃ 他施設及び地域との連携 

 

※ 研修の内容は、感染症及び災害に係る業務継続計画の具体的内容を職員間に共有するととも

に、平常時の対応の必要性や、緊急時の対応にかかる理解の励行を行うものとする。職員教育を

組織的に浸透させていくために、定期的（年１回以上）な教育を開催するとともに、新規採用時

には別に研修を実施することが望ましい。また、研修の実施内容についても記録すること。なお、

感染症の業務継続計画に係る研修については、感染症の予防及びまん延の防止のための研修と一

体的に実施することも差し支えない。 

 訓練（シミュレーション）においては、業務継続計画に基づき、事業所内の役割分担の確認、感

染症や災害が発生した場合に実践するケアの演習等を定期的（年１回以上）に実施するものとす

る。なお、感染症の業務継続計画に係る訓練については、感染症の予防及びまん延の防止のため

の訓練と一体的に実施することも差し支えない。訓練の実施は、机上を含めその実施手法は問わ

ないものの、机上及び実地で実施するものを適切に組み合わせながら実施することが適切であ

る。 

３ 短期入所療養介護事業者は、定期的に業務継続計画の見直しを行い、必要に応じて業務継続計画の

変更を行うものとする。 

 

２５－１ 勤務体制の確保等〔第１０１条〕 

１ 事業者は、利用者に対し適切な指定短期入所療養介護を提供できるよう、指定短期入所療養介護事業

所ごとに従業者の勤務の体制を定めておかなければならない。 

２ 事業者は、指定短期入所療養介護事業所ごとに、当該指定短期入所療養介護事業所の従業者によって

指定短期入所療養介護を提供しなければならない。ただし、利用者の処遇に直接影響を及ぼさない業務

については、この限りでない。 

３ 事業者は、短期入所療養介護従業者の資質の向上のために、その研修の機会を確保しなければならな

い。その際、当該事業者は、全ての短期入所療養介護従業者（看護師、准看護師、介護福祉士、介護支

援専門員、法第８条第２項に規定する政令で定める者等の資格を有する者その他これに類する者を除

く。）に対し、認知症介護に係る基礎的な研修を受講させるために必要な措置を講じなければならない。 

※ 同条第３項前段は、当該指定短期入所療養介護事業所の従業者の質の向上を図るため、研修機関が

実施する研修や当該事業所内の研修への参加の機会を計画的に確保することとしたものであること。

また、同項後段は、介護サービス事業者に、介護に直接携わる職員のうち、医療・福祉関係の資格を

有さない者について、認知症介護基礎研修を受講させるために必要な措置を講じることを義務づける

こととしたものであり、これは、介護に関わる全ての者の認知症対応力を向上させ、認知症について

の理解の下、本人主体の介護を行い、認知症の人の尊厳の保障を実現していく観点から実施するもの

であること。 

※ 当該義務付けの対象とならない者は、各資格のカリキュラム等において、認知症介護に関する基礎

的な知識及び技術を習得している者とすることとし、具体的には、同条第３項において規定されてい
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る看護師、准看護師、介護福祉士、介護支援専門員、実務者研修修了者、介護職員初任者研修修了者、

生活援助従事者研修修了者に加え、介護職員基礎研修課程又は訪問介護員養成研修一級課程・二級課

程修了者、社会福祉士、医師、歯科医師、薬剤師、理学療法士、作業療法士、言語聴覚士、精神保健

福祉士、管理栄養士、栄養士、あん摩マッサージ師、はり師、きゅう師等とする。 

４ 事業者は、適切な指定短期入所療養介護の提供を確保する観点から、職場において行われる性的な言

動又は優越的な関係を背景とした言動であって業務上必要かつ相当な範囲を超えたものにより短期入

所療養介護従業者の就業環境が害されることを防止するための方針の明確化等の必要な措置を講じな

ければならない。 

※ 同条第４項は、雇用の分野における男女の均等な機会及び待遇の確保等に関する法律（昭和 47年

法律第 113 号）第 11 条第１項及び労働施策の総合的な推進並びに労働者の雇用の安定及び職業生

活の充実等に関する法律（昭和 41年法律第 132号）第 30条の２第１項の規定に基づき、事業主に

は、職場におけるセクシュアルハラスメントやパワーハラスメント（以下「職場におけるハラスメ

ント」という。）の防止のための雇用管理上の措置を講じることが義務づけられていることを踏ま

え、規定したものである。事業主が講ずべき措置の具体的内容及び事業主が講じることが望ましい

取組については、次のとおりとする。なお、セクシュアルハラスメントについては、上司や同僚に

限らず、利用者やその家族等から受けるものも含まれることに留意すること。 

イ 事業主が講ずべき措置の具体的内容 

  事業主が講ずべき措置の具体的な内容は、事業主が職場における性的な言動に起因する問題に関

して雇用管理上講ずべき措置等についての指針（平成 18 年厚生労働省告示第 615 号）及び事業主

が職場における優越的な関係を背景とした言動に起因する問題に関して雇用管理上構ずべき措置

等についての指針（令和２年厚生労働省告示第５号。以下「パワーハラスメント指針」という。）に

おいて規定されているとおりであるが、特に留意されたい内容は以下のとおりである。 

ａ 事業主の方針等の明確化及びその周知・啓発 

  職場におけるハラスメントの内容及び職場におけるハラスメントを行ってはならない旨の方

針を明確化し、従業者に周知・啓発すること。 

ｂ 相談（苦情を含む。以下同じ。）に応じ、適切に対応するために必要な体制の整備 

  相談に対応する担当者をあらかじめ定めること等により、相談への対応のための窓口をあらか

じめ定め、労働者に周知すること。 

ロ 事業主が講じることが望ましい取組について 

  パワーハラスメント指針においては、顧客等からの著しい迷惑行為（カスタマーハラスメント）

の防止のために、事業主が雇用管理上の配慮として行うことが望ましい取組の例として、①相談に

応じ、適切に対応するために必要な体制の整備、②被害者への配慮のための取組（メンタルヘルス

不調への相談対応、行為者に対して１人で対応させない等）及び③被害防止のための取組（マニュ

アル作成や研修の実施等、業種・業態等の状況に応じた取組）が規定されている。必要な措置を講

じるにあたっては、「介護現場におけるハラスメント対策マニュアル」、「（管理職・職員向け）研修

のための手引き」等を参考にした取組を行うことが望ましい。この際、上記マニュアルや手引きに

ついては、以下の厚生労働省ホームページに掲載しているので参考にされたい。 

 （https://www.mhlw.go.jp/stf/newpage_05120.html） 

 

２５－２ ユニット型の勤務体制の確保等〔第155条の10の２〕 

１ 事業者は、利用者に対し適切なユニット型指定短期入所療養介護を提供できるよう、ユニット型指

定短期入所療養介護事業所ごとに従業者の勤務の体制を定めておかなければならない。 

２ 前項の従業者の勤務の体制を定めるに当たっては、次の各号に定める職員配置を行わなければな 

18



    
 

らない。 

① 昼間については、ユニットごとに常時１人以上の介護職員又は看護職員を配置すること。 

② 夜間及び深夜については、２ユニットごとに１人以上の介護職員又は看護職員を夜間及び深夜の

勤務に従事する職員として配置すること。 

③ ユニットごとに、常勤のユニットリーダーを配置すること。 

３ 事業者は、ユニット型指定短期入所療養介護事業所ごとに、当該ユニット型指定短期入所療養介護

事業所の従業者によってユニット型指定短期入所療養介護を提供しなければならない。ただし、利用

者の処遇に直接影響を及ぼさない業務については、この限りでない。 

４ 事業者は、短期入所療養介護従業者の資質の向上のために、その研修の機会を確保しなければなら

ない。その際、当該事業者は、全ての短期入所療養介護従業者（看護師、准看護師、介護福祉士、介

護支援専門員、法第８条第２項に規定する政令で定める者等の資格を有する者その他これに類する者

を除く。）に対し、認知症介護に係る基礎的な研修を受講させるために必要な措置を講じなければな

らない。 

５ ユニット型指定短期入所療養介護事業所の管理者は、ユニット型施設の管理等に係る研修を受講す

るよう努めなければならない。 

６ 事業者は、適切なユニット型指定短期入所療養介護の提供を確保する観点から、職場において行わ

れる性的な言動又は優越的な関係を背景とした言動であって業務上必要かつ相当な範囲を超えたも

のにより短期入所療養介護従業者の就業環境が害されることを防止するための方針の明確化等の必

要な措置を講じなければならない。 

 

２６－１ 定員の遵守〔第１５４条〕 

   事業者は、次に掲げる利用者数以上の利用者に対して同時に指定短期入所療養介護を行ってはなら

ない。ただし、災害、虐待その他のやむを得ない事情がある場合は、この限りでない。 

   ① 介護老人保健施設である事業所にあっては、利用者を当該介護老人保健施設の入所者とみなし

た場合において入所定員及び療養室の定員を超えることとなる利用者数 

   ② 療養病床を有する病院又は診療所である指定短期入所療養介護事業所にあっては、療養病床に

係る病床数及び療養病床に係る病室の定員を超えることとなる利用者数 

   ③ 診療所（②を除く。）である事業所であっては、指定短期入所療養介護を提供する病床数及び

病室の定員を超えることとなる利用者数 

   ④ 介護医療院である事業所であっては、利用者を当該介護医療院の入所者とみなした場合におい

て入所定員及び療養室の定員を超えることとなる利用者数 

 

２６－２ ユニット型の定員の遵守〔第１５５条の１１〕 

事業者は、次に掲げる利用者(当該事業者がユニット型指定介護予防短期入所療養介護事業者の指定

を併せて受け、かつ、ユニット型指定短期入所療養介護の事業とユニット型指定介護予防短期入所療養

介護の事業とが同一の事業所において一体的に運営されている場合にあっては、当該事業所におけるユ

ニット型指定短期入所療養介護又はユニット型指定介護予防短期入所療養介護の利用者。以下この条に

おいて同じ。)数以上の利用者に対して同時に指定短期入所療養介護を行ってはならない。ただし、災

害、虐待その他のやむを得ない事情がある場合は、この限りでない。 

① ユニット型介護老人保健施設であるユニット型指定短期入所療養介護事業所にあっては、利用者

を当該ユニット型介護老人保健施設の入居者とみなした場合において入居定員及び療養室の定

員を超えることとなる利用者数 

② ユニット型介護医療院であるユニット型指定短期入所療養介護事業所にあっては、利用者を当該
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ユニット型介護医療院の入居者とみなした場合において入居定員及び療養室の定員を超えること

となる利用者 

 

２７ 非常災害対策〔第１０３条〕 

  １ 事業者は、非常災害に関する具体的計画を立て、非常災害時の関係機関への通報及び連携体制を

整備し、それらを定期的に従業者に周知するとともに、定期的に避難、救出その他必要な訓練を行

わなければならない。 

２ 事業者は、前項に規定する訓練の実施に当たって、地域住民の参加が得られるよう連携に努めなけ

ればならない。 

 

２８ 衛生管理等（第１１８条） 

  １ 事業者は、利用者の使用する施設、食器その他の設備又は飲用に提供する水について、衛生的な

管理に努め、又は衛生上必要な措置を講ずるとともに、医薬品及び医療機器の管理を適正に行わな

ければならない。 

 ２ 事業者は、当該事業所において感染症が発生し、又はまん延しないように必要な措置を講じなけ

ればならない。 

   （ｱ）当該指定短期入所療養介護事業所における感染症の予防及びまん延の防止のための対策を検討

する委員会（テレビ電話装置等を活用して行うことができるものとする。）をおおむね６月に１

回以上開催するとともに、その結果について、短期入所療養介護従業者に周知徹底を図ること。 

※ 委員会は、感染対策の知識を有する者を含む、幅広い職種により構成することが望ましく、特 

に、感染症対策の知識を有する者については外部の者も含め積極的に参画を得ることが望ましい。 

構成メンバーの責任及び役割分担を明確にするとともに、専任の感染対策を担当する者（以下「感 

染対策担当者」という。）を決めておくことが必要である。感染対策委員会は、利用者の状況な 

ど事業所の状況に応じ、おおむね６月に１回以上、定期的に開催するとともに、感染症が流行する 

時期等を勘案して必要に応じ随時開催する必要がある。 

※ 委員会は、テレビ電話装置等（リアルタイムでの画像を介したコミュニケーションが可能な機 

器をいう。以下同じ。）を活用して行うことができるものとする。この際、個人情報保護委員会・ 

厚生労働省「医療・介護関係事業者における個人情報の適切な取扱いのためのガイダンス」、厚 

生労働省「医療情報システムの安全管理に関するガイドライン」等を遵守すること。 

※ 委員会は、他の会議体を設置している場合、これと一体的に設置・運営することとして差し支 

えない。また、他のサービス事業者との連携等により行うことも差し支えない。 

   （ｲ）当該指定短期入所療養介護事業所における感染症の予防及びまん延の防止のための指針を整備

すること。 

※ 指針には、平常時の対策及び発生時の対応を規定する。 

※ 平常時の対策としては、事業所内の衛生管理（環境の整備等）、ケアにかかる感染対策（手洗 

い、標準的な予防策）等、発生時の対応としては、発生状況の把握、感染拡大の防止、医療機 

関や保健所、市町村における事業所関係課等の関係機関との連携、行政等への報告等が想定さ 

れる。また、発生時における事業所内の連絡体制や上記の関係機関への連絡体制を整備し、明 

記しておくことも必要である。 

なお、それぞれの項目の記載内容の例については、「介護現場における感染対策の手引き」を 

参照されたい。 

   （ｳ）当該指定短期入所療養介護事業所において、短期入所療養介護従業者に対し、感染症の予防及

びまん延の防止のための研修及び訓練を定期的に実施すること。 
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※ 研修の内容は、感染対策の基礎的内容等の適切な知識を普及・啓発するとともに、当該事業 

所における指針に基づいた衛生管理の徹底や衛生的なケアの励行を行うものとする。 

職員教育を組織的に浸透させていくためには、当該事業所が定期的な教育（年１回以上）を開 

催するとともに、新規採用時には感染対策研修を実施することが望ましい。また,研修の実施 

内容についても記録することが必要である。 

なお、研修の実施は、厚生労働省「介護施設・事業所の職員向け感染症対策力向上のための 

研修教材」等を活用するなど、事業所内で行うものでも差し支えなく、当該事業所の実態に応 

じ行うこと。 

また、平時から、実際に感染症が発生した場合を想定し、発生時の対応について、訓練（シ 

ミュレーション）を定期的（年１回以上）に行うことが必要である。訓練においては、感染症 

発生時において迅速に行動できるよう、発生時の対応を定めた指針及び研修内容に基づき、事 

業所内の役割分担の確認や、感染対策をした上でのケアの演習などを実施するものとする。 

訓練の実施は、机上を含めその実施手法は問わないものの、机上及び実地で実施するものを 

適切に組み合わせながら実施することが適切である。 

 

２９ 掲示〔第３２条〕 

  １ 事業者は、事業所の見やすい場所に運営規程の概要、従業者の勤務の体制その他の利用申込者の

サービスの選択に資すると認められる重要事項（以下この条において単に「重要事項」という。）を

掲示しなければならない。 

※ 運営規程の概要、従業者の勤務の体制、事故発生時の対応、苦情処理の体制、提供するサービ 

スの第三者評価の実施状況（実施の有無、実施した直近の年月日、実施した評価機関の名称、評 

価結果の開示状況）等の利用申込者のサービスの選択に資すると認められる重要事項を短期入所 

療養介護事業所の見やすい場所に掲示すること。 

掲示する際には、次に掲げる点に留意する必要がある。 

ⅰ  事業所の見やすい場所とは、重要事項を伝えるべき介護サービスの利用申込者、利用者又は

その家族に対して見やすい場所のことであること。 

ⅱ 短期入所療養介護従業者の勤務の体制については、職種ごと、常勤・非常勤ごと等の人数を

掲示する趣旨であり、短期入所療養介護従業者の氏名まで掲示することを求めるものではないこと。 

２ 事業者は、重要事項を記載した書面を当該短期入所療養介護業所に備え付け、かつ、これをいつで

も関係者に自由に閲覧させることにより、前項の規定による掲示に代えることができる。 

※ 重要事項を記載したファイル等を介護サービスの利用申込者、利用者又はその家族等が自由に閲

覧可能な形で当該短期入所療養介護事業所内に備え付けることで同条第１項の掲示に代えること

ができる。 

３ 事業者は、原則として、重要事項をウェブサイトに掲載しなければならない。 

※ 事業所は、原則として、重要事項を事業者のウェブサイトに掲載することを規定したものであ 

  るが、ウェブサイトとは、法人のホームページ等又は介護サービス情報公表システムのことをい 

 う。ただし、介護保険法施行規則（平成 11年厚生省令第 36号）第 140条の 44各号に掲げる基 

準に該当する事業所については、介護サービス情報制度における報告義務の対象ではないことか 

ら、基準省令第 32条第３項の規定によるウェブサイトへの掲載は行うことが望ましい。なお、 

ウェブサイトへの掲載を行わない場合も、同条第１項の規定による掲示は行う必要があるが、こ 

れを同条第２項や居宅基準第 217条第１項の規定に基づく措置に代えることができる。 

 

３０ 秘密保持等〔第３３条〕 
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  １ 従業者は、正当な理由がなく、その業務上知り得た利用者又はその家族の秘密を漏らしてはならない。 

  ２ 事業者は、従業者であった者が、正当な理由がなく、その業務上知り得た利用者又はその家族の

秘密を漏らすことがないよう、必要な措置を講じなければならない。 

  ３ 事業者は、サービス担当者会議等において、利用者の個人情報を用いる場合は利用者の同意を、

利用者の家族の個人情報を用いる場合は当該家族の同意を、あらかじめ文書により得ておかなけれ

ばならない。 

 

３１ 居宅介護支援事業者に対する利益供与の禁止〔第３５条〕 

   事業者は、居宅介護支援事業者又はその従業者に対し、利用者に対して特定の事業者によるサービ

スを利用させることの対償として、金品その他の財産上の利益を供与してはならない。 
 

３２ 苦情処理〔第３６条〕 

  １ 事業者は、提供した指定短期入所療養介護に係る利用者及びその家族からの苦情に迅速かつ適切

に対応するために、苦情を受け付けるための窓口を設置する等の必要な措置を講じなければならな

い。 

※ 「必要な措置」とは、具体的には、相談窓口、苦情処理の体制及び手順等当該事業所における

苦情を処理するために講ずる措置の概要について明らかにし、利用申込者又はその家族にサービ

スの内容を説明する文書に苦情に対する措置の概要についても併せて記載するとともに、事業所

に掲示し、かつ、ウェブサイトに掲載すること等である。なお、ウェブサイトへの掲載に関する

取扱いは、第３の一の３の(24)の①に準ずるものとする。 

  ２ 事業者は、前項の苦情を受け付けた場合には、当該苦情の内容等を記録しなければならない。 

  ３ 事業者は、提供した指定短期入所療養介護に関し、法第２３条の規定により市町村が行う文書そ

の他の物件の提出若しくは提示の求め又は当該市町村の職員からの質問若しくは照会に応じ、及び

利用者からの苦情に関して市町村が行う調査に協力するとともに、市町村から指導又は助言を受け

た場合においては、当該指導又は助言に従って必要な改善を行わなければならない。 

  ４ 事業者は、市町村からの求めがあった場合には、前項の改善の内容を市町村に報告しなければな

らない。 

  ５ 事業者は、提供した指定短期入所療養介護に係る利用者からの苦情に対して国民健康保険団体連

合会が行う調査（法第 176条第１項第３号）に協力するとともに、国民健康保険団体連合会から指

導又は助言（同号）を受けた場合においては、当該指導又は助言に従って必要な改善を行わなけれ

ばならない。 

  ６ 事業者は、国民健康保険団体連合会からの求めがあった場合には、前項の改善の内容を国民健康

保険団体連合会に報告しなければならない。 

  

３３ 地域との連携等〔第３６条の２〕 

事業者は、事業の運営に当たっては、提供したサービスに関する利用者からの苦情に関して市町村 

  等が派遣する者が相談及び援助を行う事業その他の市町村が実施する事業に協力するよう努めなけれ 

  ばならない。 

※ 介護サービス相談員を派遣する事業を積極的に受け入れる等、市町村との密接な連携に努めること。

なお、「市町村が実施する事業」には、介護サービス相談員派遣事業のほか、広く市町村が人クラブ、

婦人会その他の非営利団体や住民の協力を得て行う事業が含まれる。 

 

３４ 事故発生時の対応〔第３７条〕 

１ 事業者は、利用者に対する指定短期入所療養介護の提供により事故が発生した場合は、市町村、当
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該利用者の家族、当該利用者に係る居宅介護支援事業者等に連絡を行うとともに、必要な措置を講じ

なければならない。 

２ 事業者は、前項の事故の状況及び事故に際して採った処置について記録しなければならない。 

３ 事業者は、利用者に対する指定短期入所療養介護の提供により賠償すべき事故が発生した場合は、

損害賠償を速やかに行わなければならない。 

 

３５ 虐待の防止〔第３７条の２〕 

 事業者は、虐待の発生又はその再発を防止するため、次の各号に掲げる措置を講じなければならな

い。 

１ 当該指定短期入所療養介護事業所における虐待の防止のための対策を検討する委員会（テレビ電

話装置等を活用して行うことができるものとする。）を定期的に開催するとともに、その結果につ

いて、短期入所療養介護従業者に周知徹底を図ること。 

２ 当該指定短期入所療養介護事業所における虐待の防止のための指針を整備すること。 

３ 当該指定短期入所療養介護事業所において、短期入所療養介護従業者に対し、虐待の防止のため

の研修を定期的に実施すること。 

４ 前３号に掲げる措置を適切に実施するための担当者を置くこと。 

※ 居宅基準第 37 条の２は、虐待の防止に関する事項について規定したものである。虐待は、法の

目的の１つである高齢者の尊厳の保持や、高齢者の人格の尊重に深刻な影響を及ぼす可能性が極め

て高く、事業者は虐待の防止のために必要な措置を講じなければならない。虐待を未然に防止する

ための対策及び発生した場合の対応等については、「高齢者虐待の防止、高齢者の養護者に対する

支援等に関する法律」（平成 17 年法律第 124 号。以下「高齢者虐待防止法」という。）に規定され

ているところであり、その実効性を高め、利用者の尊厳の保持・人格の尊重が達成されるよう、次

に掲げる観点から虐待の防止に関する措置を講じるものとする。 

・虐待の未然防止 

 事業者は高齢者の尊厳保持・人格尊重に対する配慮を常に心がけながらサービス提供にあたる必

要があり、第３条の一般原則に位置付けられているとおり、研修等を通じて、従業者にそれらに関

する理解を促す必要がある。同様に、従業者が高齢者虐待防止法等に規定する養介護事業の従業者

としての責務・適切な対応等を正しく理解していることも重要である。 

・虐待等の早期発見 

 指定短期入所療養介護事業所の従業者は、虐待等又はセルフ・ネグレクト等の虐待に準ずる事案

を発見しやすい立場にあることから、これらを早期に発見できるよう、必要な措置（虐待等に対す

る相談体制、市町村の通報窓口の周知等）がとられていることが望ましい。また、利用者及びその

家族からの虐待等に係る相談、利用者から市町村への虐待の届出について、適切な対応をすること。 

・虐待等への迅速かつ適切な対応 

 虐待が発生した場合には、速やかに市町村の窓口に通報される必要があり、事業者は当該通報の

手続が迅速かつ適切に行われ、市町村等が行う虐待等に対する調査等に協力するよう努めることと

する。 

 以上の観点を踏まえ、虐待等の防止・早期発見に加え、虐待等が発生した場合はその再発を確実

に防止するために次に掲げる事項を実施するものとする。 

① 虐待の防止のための対策を検討する委員会（第１号） 

 虐待防止検討委員会は、虐待等の発生の防止・早期発見に加え、虐待等が発生した場合はその

再発を確実に防止するための対策を検討する委員会であり、管理者を含む幅広い職種で構成する。

構成メンバーの責務及び役割分担を明確にするとともに、定期的に開催することが必要である。
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また、虐待防止の専門家を委員として積極的に活用することが望ましい。 

 一方、虐待等の事案については、虐待等に係る諸般の事情が、複雑かつ機微なものであること

が想定されるため、その性質上、一概に従業者に共有されるべき情報であるとは限られず、個別

の状況に応じて慎重に対応することが重要である。 

なお、虐待防止検討委員会は、他の会議体を設置している場合、これと一体的に設置・運営する

こととして差し支えない。また、事業所に実施が求められるものであるが、他のサービス事業者

との連携等により行うことも差し支えない。 

 また、虐待防止検討委員会は、テレビ電話装置等を活用して行うことができるものとする。こ

の際、個人情報保護委員会・厚生労働省「医療・介護関係事業者における個人情報の適切な取扱

いのためのガイダンス」、厚生労働省「医療情報システムの安全管理に関するガイドライン」等を

遵守すること。 

 虐待防止検討委員会は、具体的には、次のような事項について検討することとする。その際、

そこで得た結果（事業所における虐待に対する体制、虐待等の再発防止策等）は、従業者に周知

徹底を図る必要がある。 

イ 虐待防止検討委員会その他事業所内の組織に関すること 

ロ 虐待の防止のための指針の整備に関すること 

ハ 虐待の防止のための職員研修の内容に関すること 

ニ 虐待等について、従業者が相談・報告できる体制整備に関すること 

ホ 従業者が高齢者虐待を把握した場合に、市町村への通報が迅速かつ適切に行われるための方

法に関すること 

ヘ 虐待等が発生した場合、その発生原因等の分析から得られる再発の確実な防止策に関するこ

と 

ト 前号の再発の防止策を講じた際に、その効果についての評価に関すること 

② 虐待の防止のための指針(第２号) 

 事業者が整備する「虐待の防止のための指針」には、次のような項目を盛り込むこととする。 

イ 事業所における虐待の防止に関する基本的考え方 

ロ 虐待防止検討委員会その他事業所内の組織に関する事項 

ハ 虐待の防止のための職員研修に関する基本方針 

ニ 虐待等が発生した場合の対応方法に関する基本方針 

ホ 虐待等が発生した場合の相談・報告体制に関する事項 

ヘ 成年後見制度の利用支援に関する事項 

ト 虐待等に係る苦情解決方法に関する事項 

チ 利用者等に対する当該指針の閲覧に関する事項 

リ その他虐待の防止の推進のために必要な事項 

③ 虐待の防止のための従業者に対する研修（第３号） 

 従業者に対する虐待の防止のための研修の内容としては、虐待等の防止に関する基礎的内容等

の適切な知識を普及・啓発するものであるとともに、当該指定短期入所療養介護事業所における

指針に基づき、虐待の防止の徹底を行うものとする。 

職員教育を組織的に徹底させていくためには、当該事業者が指針に基づいた研修プログラムを作

成し、定期的な研修（年１回以上）を実施するとともに、新規採用時には必ず虐待の防止のため

の研修を実施することが重要である。 

また、研修の実施内容についても記録することが必要である。研修の実施は、事業所内での研修

で差し支えない。 
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④ 虐待の防止に関する措置を適切に実施するための担当者（第４号） 

 指定短期入所療養介護事業所における虐待を防止するための体制として、①から③までに掲げ

る措置を適切に実施するため、担当者を置くことが必要である。当該担当者としては、虐待防止

検討委員会の責任者と同一の従業者が務めることが望ましい。なお、同一事業所内での複数担当

の兼務や他の事業所・施設等との担当(※)の兼務については、担当者としての職務に支障がなけ

れば差し支えない。ただし、日常的に兼務先の各事業所内の業務に従事しており、利用者や事業

所の状況を適切に把握している者など、各担当者としての職務を遂行する上で支障がないと考え

られる者を選任すること。 

(※)身体的拘束等適正化担当者、褥瘡予防対策担当者（看護師が望ましい。）、感染対策担当者（看

護師が望ましい。）、事故の発生又はその再発を防止するための措置を適切に実施するための担当

者、虐待の発生又はその再発を防止するための措置を適切に実施するための担当者 

 

３６ 会計の区分〔第３８条〕 

   事業者は、事業所ごとに経理を区分するとともに、指定短期入所療養介護の事業の会計とその他の

事業の会計を区分しなければならない。 

 

３７ 利用者の安全並びに介護サービスの質の確保及び職員の負担軽減に資する方策を検討するための

委員会の設置〔第１３９条の２〕 

 事業者は、当該指定短期入所療養介護事業所における業務の効率化、介護サービスの質の向上その

他の生産性の向上に資する取組の促進を図るため、当該指定短期入所療養介護事業所における利用者

の安全並びに介護サービスの質の確保及び職員の負担軽減に資する方策を検討するための委員会（テ

レビ電話装置等を活用して行うことができるものとする。）を定期的に開催しなければならない。※

令和９年３月３１日まで努力義務 

※ 居宅基準第 139条の２は、介護現場の生産性向上の取組を促進する観点から、現場における課題

を抽出及び分析した上で、事業所の状況に応じた必要な対応を検討し、利用者の尊厳や安全性を確

保しながら事業所全体で継続的に業務改善に取り組む環境を整備するため、利用者の安全並びに介

護サービスの質の確保及び職員の負担軽減に資する方策を検討するための委員会の設置及び開催

について規定したものである。なお、本条の適用に当たっては、令和６年改正省令附則第４条にお

いて、３年間の経過措置を設けており、令和９年３月 31 日までの間は、努力義務とされている。

本委員会は、生産性向上の取組を促進する観点から、管理者やケア等を行う職種を含む幅広い職種

により構成することが望ましく、各事業所の状況に応じ、必要な構成メンバーを検討すること。な

お、生産性向上の取組に関する外部の専門家を活用することも差し支えないものであること。 

※ また、本委員会は、定期的に開催することが必要であるが、開催する頻度については、本委員会

の開催が形骸化することがないよう留意した上で、各事業所の状況を踏まえ、適切な開催頻度を決

めることが望ましい。 

※ あわせて、本委員会の開催に当たっては、厚生労働省老健局高齢者支援課「介護サービス事業に

おける生産性向上に資するガイドライン」等を参考に取組を進めることが望ましい。また、本委員

会はテレビ電話装置等を活用して行うことができるものとし、この際、個人情報保護委員会・厚生

労働省「医療・介護関係事業者における個人情報の適切な取扱いのためのガイダンス」、厚生労働省

「医療情報システムの安全管理に関するガイドライン」等を遵守すること。 

※ なお、事務負担軽減の観点等から、本委員会は、他に事業運営に関する会議（事故発生の防止の

ための委員会等）を開催している場合、これと一体的に設置・運営することとして差し支えない。

本委員会は事業所毎に実施が求められるものであるが、他のサービス事業者との連携等により行う
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ことも差し支えない。また、委員会の名称について、法令では「利用者の安全並びに介護サービス

の質の確保及び職員の負担軽減に資する方策を検討するための委員会」と規定されたところである

が、他方、従来から生産性向上の取組を進めている事業所においては、法令とは異なる名称の生産

性向上の取組を進めるための委員会を設置し、開催している場合もあるところ、利用者の安全並び

に介護サービスの質の確保及び職員の負担軽減に資する方策が適切に検討される限りにおいては、

法令とは異なる委員会の名称を用いても差し支えない。 

 

３８ 記録の整備〔第１５４条の２〕 

  １ 事業者は、従事者、設備、備品及び会計に関する諸記録を整備しておかなければならない。 

  ２ 事業者は、利用者に対する指定短期入所療養介護の提供に関する次の記録を整備し、各指定権者

が定める基準に沿って、５年間又は２年間保存しなければならない。 

   ① 短期入所療養介護計画 

   ② 提供した具体的なサービスの内容等の記録 

   ③ 身体的拘束等の態様及び時間、その際の利用者の心身の状況並びに緊急やむを得ない理由の記録 

   ④ 市町村への通知に係る記録 

   ⑤ 苦情の内容等の記録 

   ⑥ 事故の状況及び事故に際して採った処置の記録 

 

２ 介護予防短期入所療養介護 

 

(1) 介護予防短期入所療養介護とは〔介護保険法第８条の２第８項〕 

「介護予防短期入所療養介護」とは居宅要支援者（その治療の必要の程度につき厚生労働省令で定め

る者に限る。）について、介護老人保健施設、介護医療院その他厚生労働省令で定める施設に短期間入所

させ、その介護予防を目的として、厚生労働省令で定める期間にわたり、当該施設において看護、医学

的管理の下における介護及び機能訓練その他必要な医療並びに日常生活上の支援を行うことをいう。 

 

(2) 指定介護予防サービスの基準〔介護保険法第１１５条の３第１項〕 
    事業者は、指定介護予防サービスの事業の設備及び運営に関する基準に従い、要支援者の心身の状況

等に応じて適切なサービスを提供するとともに、自ら質の評価を行うことその他の措置を講ずることに

より常にサービスを受ける者の立場に立ってこれを提供するように努めなければならない。 

 

(3) 基本方針〔第１８６条〕 
その利用者が可能な限りその居宅において、その有する能力に応じ自立した日常生活を営むことがで

きるよう、看護、医学的管理下における介護及び機能訓練その他必要な医療並びに日常生活上の支援を

行うことにより、利用者の療養生活の質の向上及び心身機能の維持回復を図り、もって利用者の生活機

能の維持又は向上を目指すものでなければならない。 

 

(4) 介護予防のための効果的な支援の方法に関する基準 

１ 指定介護予防短期入所療養介護の基本取扱方針〔第１９６条〕 

１ 指定介護予防短期入所療養介護は、利用者の介護予防に資するよう、その目標を設定し、計画的

に行われなければならない。 

２ 指定介護予防短期入所療養介護事業者は、自らその提供する指定介護予防短期入所療養介護の質
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の評価を行うとともに主治の医師又は歯科医師とも連携を図りつつ、常にその改善を図らなければ

ならない。 

３ 指定介護予防短期入所療養介護事業者は、指定介護予防短期入所療養介護の提供に当たり、利用

者ができる限り要介護状態とならないで自立した日常生活を営むことができるよう支援することを

目的とするものであることを常に意識してサービスの提供に当たらなければならない。 

４ 指定介護予防短期入所療養介護事業者は、利用者がその有する能力を最大限活用することができ

るような方法によるサービスの提供に努めなければならない。 

５ 指定介護予防短期入所療養介護事業者は、指定介護予防短期入所療養介護の提供に当たり、利用

者とのコミュニケーションを十分に図ることその他の様々な方法により、利用者が主体的に事業に

参加するよう適切な働きかけに努めなければならない。 

 

 ２ 指定介護予防短期入所療養介護の具体的取扱方針〔第１９７条〕 

指定介護予防短期入所療養介護の方針は、第186条に規定する基本方針及び前条に規定する基本取扱

方針に基づき、次に掲げるところによるものとする。 

① 指定介護予防短期入所療養介護の提供に当たっては、主治の医師又は歯科医師からの情報伝達

やサービス担当者会議を通じる等の適切な方法により、利用者の心身の状況、病状、その置かれ

ている環境等利用者の日常生活全般の状況の的確な把握を行うものとする。 

   ② 指定介護予防短期入所療養介護事業所の管理者は、相当期間以上にわたり継続して入所するこ

とが予定される利用者については、前号に規定する利用者の日常生活全般の状況及び希望を踏ま

えて、指定介護予防短期入所療養介護の目標、当該目標を達成するための具体的なサービスの内

容、サービスの提供を行う期間等を記載した介護予防短期入所療養介護計画を作成するものとす

る。 

③ 介護予防短期入所療養介護計画は、既に介護予防サービス計画が作成されている場合は、当該

計画の内容に沿って作成しなければならない。 

④ 指定介護予防短期入所療養介護事業所の管理者は、介護予防短期入所療養介護計画の作成に当

たっては、その内容について利用者又はその家族に対して説明し、利用者の同意を得なければな

らない。 

⑤ 指定介護予防短期入所療養介護事業所の管理者は、介護予防短期入所療養介護計画を作成した

際には、当該介護予防短期入所療養介護計画を利用者に交付しなければならない。 

⑥ 指定介護予防短期入所療養介護の提供に当たっては、介護予防短期入所療養介護計画が作成さ

れている場合は、当該計画に基づき、利用者が日常生活を営むのに必要な支援を行うものとする

。 

⑦ 指定介護予防短期入所療養介護の提供に当たっては、懇切丁寧に行うことを旨とし、利用者又

はその家族に対し、サービスの提供方法等について、理解しやすいように指導又は説明を行うも

のとする。 

 

３ （介護予防）短期入所療養介護の介護報酬 

   ※介護予防短期入所療養介護は短期入所療養介護とほぼ同じ内容のため、参考にすること。 

 

(1) 基本報酬 

イ 介護老人保健施設における短期入所療養介護費 

留意事項 

① 介護老人保健施設短期入所療養介護費を算定するための基準について 
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この場合の短期入所療養介護は、介護老人保健施設の空きベッドを利用して行われるものであるこ

とから、所定単位数の算定(職員の配置数の算定)、定員超過利用・人員基準欠如(介護支援専門員に係

るものを除く。)・夜勤体制による所定単位数の減算及び認知症ケア加算については、介護老人保健施

設の本体部分と常に一体的な取扱いが行われるものであること。したがって、認知症ケア加算、緊急

時施設療養費については、以下資料を準用すること。また、施設基準及び夜勤職員の基準を満たす旨

の届出並びに認知症ケア加算の届出については、本体施設である介護老人保健施設について行われて

いれば、短期入所療養介護については行う必要がないこと（老健資料参照）。 

ただし、特定介護老人保健施設短期入所療養介護費を算定した場合は、認知症ケア加算について算

定できない。 

② 介護老人保健施設短期入所療養介護費(Ⅰ)の介護老人保健施設短期入所療養介護費(ⅰ)若しくは

(ⅲ)又はユニット型介護老人保健施設短期入所療養介護費(Ⅰ)のユニット型介護老人保健施設短期

入所療養介護費(ⅰ)若しくは経過的ユニット型介護老人保健施設短期入所療養介護費(ⅰ)を算定す

る介護老人保健施設における短期入所療養介護について 

イ 所定単位数の算定区分について 

当該介護老人保健施設における短期入所療養介護について、適用すべき所定単位数の算定区分に

ついては、月の末日において、それぞれの算定区分に係る施設基準を満たさない場合は、当該施設

基準を満たさなくなった月の翌々月に変更の届出を行い、当該月から、介護老人保健施設短期入所

療養介護費(Ⅳ)のユニット型介護老人保健施設短期入所療養介護費若しくは経過的ユニット型介護

老人保健施設短期入所療養介護費を算定することとなる。（ただし、翌月の末日において当該施設

基準を満たしている場合を除く。） 

ロ 当該基本施設サービス費の算定根拠等の関係書類を整備しておくこと 

ハ 当該介護老人保健施設における短期入所療養介護に係る施設基準について 

ａ 施設基準第 14 号イ(１)(８)Ａの基準における居宅とは、病院、診療所及び介護保険施設を除

くものである。また、この基準において、算定日が属する月の前６月間における退所者のうち、

居宅において介護を受けることとなった者の占める割合については、以下の式により計算するこ

と。 

(ａ) (ⅰ)に掲げる数÷（(ⅱ)に掲げる数－(ⅲ)に掲げる数） 

(ⅰ) 算定日が属する月の前６月間における居宅への退所者で、当該施設における入所期間

が１月間を超えていた者の延数 

(ⅱ) 算定日が属する月の前６月間における退所者の延数 

(ⅲ) 算定日が属する月の前６月間における死亡した者の総数 

(ｂ) (ａ)において、当該施設を退所後、直ちに病院又は診療所に入院し、１週間以内に退院し

た後、直ちに再度当該施設に入所した者については、当該入院期間は入所期間とみなすこと

とする。 

(ｃ) 退所後直ちに短期入所生活介護又は短期入所療養介護若しくは小規模多機能型居宅介護

の宿泊サービス等を利用する者は居宅への退所者に含まない。 

(ｄ) (ａ)の分母（(ⅱ)に掲げる数－(ⅲ)に掲げる数）が０の場合、算定日が属する月の前６月

間における退所者のうち、居宅において介護を受けることとなった者の占める割合は０とす

る。 

ｂ 施設基準第14号イ(１)(８)Ｂの基準における、30.4を当該施設の入所者の平均在所日数で除

して得た数については、短期入所療養介護の利用者を含まないものとする。また、平均在所日数

については、直近３月間の数値を用いて、以下の式により計算すること。 

(ａ) (ⅰ)に掲げる数÷(ⅱ)に掲げる数 
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(ⅰ) 当該施設における直近３月間の延入所者数 

(ⅱ) （当該施設における当該３月間の新規入所者の延数＋当該施設における当該３月間の

新規退所者数）÷２ 

(ｂ) (ａ)において入所者とは、毎日 24 時現在当該施設に入所中の者をいい、この他に、当該

施設に入所してその日のうちに退所又は死亡した者を含むものである。 

(ｃ) (ａ)において新規入所者数とは、当該３月間に新たに当該施設に入所した者（以下「新規

入所者」という。）の数をいう。当該３月以前から当該施設に入所していた者は、新規入所

者数には算入しない。 

また、当該施設を退所後、当該施設に再入所した者は、新規入所者として取り扱うが、当

該施設を退所後、直ちに病院又は診療所に入院し、１週間以内に退院した後、直ちに再度当

該施設に入所した者については、新規入所者数には算入しない。 

(ｄ) (ａ)において新規退所者数とは、当該３月間に当該施設から退所した者の数をいう。当該

施設において死亡した者及び医療機関へ退所した者は、新規退所者に含むものである。 

ただし、当該施設を退所後、直ちに病院又は診療所に入院し、１週間以内に退院した後、

直ちに再度当該施設に入所した者については、新規退所者数には算入しない。 

ｃ 施設基準第 14 号イ(１)(８)Ｃの基準における、入所者のうち、入所期間が１月を超えると見

込まれる者の入所予定日前 30 日以内又は入所後７日以内に当該者が退所後生活することが見込

まれる居宅を訪問し、退所を目的とした施設サービス計画の策定及び診療方針の決定を行った者

の占める割合については、以下の式により計算すること。 

(ａ) (ⅰ)に掲げる数÷(ⅱ)に掲げる数 

(ⅰ) 算定日が属する月の前３月間における新規入所者のうち、入所期間が１月以上である

と見込まれる入所者であって、入所予定日前30日以内又は入所後７日以内に当該者が退

所後生活することが見込まれる居宅を訪問し、退所を目的とした施設サービス計画の策

定及び診療方針の決定を行った者の延数 

(ⅱ) 算定日が属する月の前３月間における新規入所者の延数 

(ｂ) (ａ)において居宅とは、病院、診療所及び介護保険施設を除くものであり、(ａ)の(ⅰ)に

は、退所後に当該者の自宅ではなく、他の社会福祉施設等に入所する場合であって、当該者

の同意を得て、当該社会福祉施設等（居宅のうち自宅を除くもの。）を訪問し、退所を目的

とした施設サービス計画の策定及び診療方針の決定を行った者を含む。 

(ｃ) (ａ)において、当該施設を退所後、直ちに病院又は診療所に入院し、１週間以内に退院し

た後、直ちに再度当該施設に入所した者については、新規入所者数には算入しない。 

(ｄ) (ａ)において、退所後生活することが見込まれる居宅を訪問し、退所を目的とした施設サ

ービス計画の策定及び診療方針の決定を行うこととは、医師、看護職員、支援相談員、理学

療法士、作業療法士、言語聴覚士、管理栄養士、介護支援専門員等が協力して、退所後生活

することが見込まれる居宅を訪問し、必要な情報を収集するとともに、当該入所者が退所後

生活する居宅の状況に合わせ、入所者の意向を踏まえ、入浴や排泄等の生活機能について、

入所中に到達すべき改善目標を定めるとともに当該目標に到達するために必要な事項につ

いて入所者及びその家族等に指導を行い、それらを踏まえ退所を目的とした施設サービス計

画の策定及び診療方針の決定を行うことである。また、指導日及び指導内容の要点について

は診療録等に記載すること。 

(ｅ) (ａ)の分母（(ⅱ)に掲げる数）が０の場合、入所期間が１月を超えると見込まれる者の入

所予定日前 30 日以内又は入所後７日以内に当該者が退所後生活することが見込まれる居宅

を訪問し、退所を目的とした施設サービス計画の策定及び診療方針の決定を行った者の占め
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る割合は０とする。 

ｄ 施設基準第 14 号イ(１)(８)Ｄの基準における、新規退所者のうち、入所期間が１月を超える

と見込まれる者の退所前30日以内又は退所後30日以内に当該者が退所後生活することが見込ま

れる居宅を訪問し、当該者及びその家族等に対して退所後の療養上の指導を行った者の占める割

合については、以下の式により計算すること。 

(ａ) (ⅰ)に掲げる数÷(ⅱ)に掲げる数 

(ⅰ) 算定日が属する月の前３月間における新規退所者のうち、入所期間が１月以上の退所

者であって、退所前 30 日以内又は退所後 30 日以内に当該者が退所後生活することが

見込まれる居宅を訪問し、当該者及びその家族等に対して退所後の療養上の指導を行っ

た者の延数 

(ⅱ) 算定日が属する月の前３月間における居宅への新規退所者の延数 

(ｂ) (ａ)において居宅とは、病院、診療所及び介護保険施設を除くものであり、(ａ)には、退

所後に当該者の自宅ではなく、他の社会福祉施設等に入所する場合であって、当該者の同意

を得て、当該社会福祉施設等（居宅のうち自宅を除くもの。）を訪問し、退所を目的とした

施設サービス計画の策定及び診療方針の決定を行った者を含む。 

(ｃ) (ａ)において、当該施設を退所後、直ちに病院又は診療所に入院し、１週間以内に退院し

た後、直ちに再度当該施設に入所した者については、当該入院期間は入所期間とみなすこと

とする。 

(ｄ) (ａ)において、退所後の療養上の指導とは、医師、看護職員、支援相談員、理学療法士、

作業療法士、言語聴覚士、栄養士、介護支援専門員等が協力して、退所後生活することが見

込まれる居宅を訪問し、①食事、入浴、健康管理等居宅療養に関する内容、②退所する者の

運動機能及び日常生活動作能力の維持及び向上を目的として行う体位変換、起座又は離床訓

練、起立訓練、食事訓練、排泄訓練の内容、③家屋の改善の内容及び④退所する者の介助方

法の内容について必要な情報を収集するとともに、必要な事項について入所者及びその家族

等に指導を行うことをいう。また、指導日及び指導内容の要点を診療録等に記載すること。 

なお、同一の入所者について、当該退所後の療養上の指導のための訪問と施設基準第 14 

号イ(１)(七)Ｃで規定する退所を目的とした施設サービス計画の策定及び診療方針を決定

するための訪問を同一日に行った場合には、ｄ(a)の(ⅰ)に掲げる数には含めない。 

(ｅ) (ａ)の分母（(ⅱ)に掲げる数）が０の場合、退所者のうち、入所期間が１月を超えると見

込まれる者の退所前 30 日以内又は退所後 30 日以内に当該者が退所後生活することが見込

まれる居宅を訪問し、当該者及びその家族等に対して退所後の療養上の指導を行った者の占

める割合は０とする。 

ｅ 施設基準第 14 号イ(１)(８)Ｅの基準については、当該施設において、算定日が属する月の前

３月間に提供実績のある訪問リハビリテーション、通所リハビリテーション及び短期入所療養介

護の種類数を用いること。 

ただし、当該施設と同一敷地内又は隣接若しくは近接する敷地の病院、診療所、介護老人保健 

施設又は介護医療院であって、相互に職員の兼務や施設の共用等が行われているものにおいて、 

算定日が属する月の前３月間に提供実績のある訪問リハビリテーション、通所リハビリテーショ 

ン及び短期入所療養介護の種類数を含むことができる。 

ｆ 施設基準第 14 号イ(１)(８)Ｆの基準における、常勤換算方法で算定したリハビリテーション

を担当する理学療法士、作業療法士又は言語聴覚士（以下「理学療法士等」という。）の数を入

所者の数で除した数に100を乗じた数については、以下の式により計算すること。 

(ａ) (ⅰ)に掲げる数÷(ⅱ)に掲げる数÷(ⅲ)に掲げる数×(ⅳ)に掲げる数×100 
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(ⅰ) 算定日が属する月の前３月間における理学療法士等の当該介護保健施設サービスの

提供に従事する勤務延時間数 

(ⅱ) 理学療法士等が当該３月間に勤務すべき時間（当該３月間における１週間に勤務すべ

き時間数が32時間を下回る場合は32時間を基本とする。） 

(ⅲ) 算定日が属する月の前３月間における延入所者数 

(ⅳ) 算定日が属する月の前３月間の日数 

(ｂ) (ａ)において入所者とは、毎日 24 時現在当該施設に入所中の者をいい、当該施設に入所

してその日のうちに退所又は死亡した者を含むものである。 

(ｃ) (ａ)において理学療法士等とは、当該介護老人保健施設の入所者に対して主としてリハビ

リテーションを提供する業務に従事している理学療法士等をいう。 

(ｄ) (ａ)の(ⅱ)において、当該３月間に勤務すべき時間数の算出にあっては、常勤換算方法で

用いる当該者の勤務すべき時間数を用いることとし、例えば、１週間単位で勤務すべき時間

数を規定している場合には、１週間に勤務すべき時間数を７で除した数に当該３月間の日数

を乗じた数を用いることとする。なお、常勤換算方法と同様に、１週間に勤務すべき時間数

が32時間を下回る場合は32時間を基本とする。 

ｇ 施設基準第 14 号イ(１)(８)Ｇの基準において、常勤換算方法で算定した支援相談員の数を入

所者の数で除した数に100を乗じた数については、以下の式により計算すること。また、社会福

祉士については、支援相談員として勤務する者のうち社会福祉士の資格を持つ者が１名以上であ

ること。 

(ａ) (ⅰ)に掲げる数÷(ⅱ)に掲げる数÷(ⅲ)に掲げる数×(ⅳ)に掲げる数×100 

(ⅰ) 算定日が属する月の前３月間において支援相談員が当該介護保健施設サービスの提

供に従事する勤務延時間数 

(ⅱ) 支援相談員が当該３月間に勤務すべき時間（当該３月間中における１週間に勤務すべ

き時間数が32時間を下回る場合は32時間を基本とする。） 

(ⅲ) 算定日が属する月の前３月間における延入所者数 

(ⅳ) 算定日が属する月の前３月間の延日数 

(ｂ) (ａ)において入所者とは、毎日 24 時現在当該施設に入所中の者をいい、当該施設に入所

してその日のうちに退所又は死亡した者を含むものである。 

(ｃ) (ａ)において支援相談員とは、保健医療及び社会福祉に関する相当な学識経験を有し、主

として次に掲げるような入所者に対する各種支援及び相談の業務を行う職員をいう。 

① 入所者及び家族の処遇上の相談 

② レクリエーション等の計画、指導 

③ 市町村との連携 

④ ボランティアの指導 

ｈ 施設基準第 14 号イ(１)(８)Ｈの基準における、入所者のうち要介護状態区分が要介護４又は

要介護５の者の占める割合については、以下の式により計算すること。 

(ａ) (ⅰ)に掲げる数÷(ⅱ)に掲げる数 

(ⅰ) 算定日が属する月の前３月間における要介護４若しくは要介護５に該当する入所者延日数 

(ⅱ) 当該施設における直近３月間の入所者延日数 

ｉ 施設基準第 14 号イ(１)(８)Ｉの基準における、入所者のうち、喀痰吸引が実施された者の占

める割合については、以下の式により計算すること。 

(ａ) (ⅰ)に掲げる数÷(ⅱ)に掲げる数 

(ⅰ) 当該施設における直近３月間の入所者ごとの喀痰吸引を実施した延入所者数 
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(ⅱ) 当該施設における直近３月間の延入所者数 

ｊ 施設基準第 14 号イ(１)(８)Ｊの基準における、入所者のうち、経管栄養が実施された者の占

める割合については、以下の式により計算すること。 

(ａ) (ⅰ)に掲げる数÷(ⅱ)に掲げる数 

(ⅰ) 当該施設における直近３月間の入所者ごとの経管栄養を実施した延入所者数 

(ⅱ) 当該施設における直近３月間の延入所者数 

  ③ 在宅復帰・在宅療養支援機能加算（Ⅰ）については別途記載 

④ 介護老人保健施設短期入所療養介護費(Ⅰ)の介護老人保健施設短期入所療養介護費(ⅱ)若しくは

(ⅳ)又はユニット型介護老人保健施設短期入所療養介護費(Ⅰ)のユニット型介護老人保健施設短期

入所療養介護費(ⅱ)若しくは経過的ユニット型介護老人保健施設短期入所療養介護費(ⅱ)を算定す

る介護老人保健施設における短期入所療養介護について 

イ 所定単位数の算定区分について 

当該介護老人保健施設における短期入所療養介護について、適用すべき所定単位数の算定区分に

ついては、月の末日において、それぞれの算定区分に係る施設基準を満たさない場合は、当該施設

基準を満たさなくなった月の翌々月に変更の届出を行い、当該月から、介護老人保健施設短期入所

療養介護費(Ⅰ)の介護老人保健施設短期入所療養介護費(ⅰ)若しくは(ⅲ)、ユニット型介護老人保

健施設短期入所療養介護費(Ⅰ)のユニット型介護老人保健施設短期入所療養介護費(ⅰ)若しくは経

過的ユニット型介護老人保健施設短期入所療養介護費(ⅰ)介護老人保健施設短期入所療養介護 

費(Ⅳ)の介護老人保健施設短期入所療養介護費(ⅰ)若しくは(ⅱ)又はユニット型介護老人保健施設

短期入所療養介護費(Ⅳ)のユニット型介護老人保健施設短期入所療養介護費若しくは経過的ユニッ

ト型介護老人保健施設短期入所療養介護費を算定することとなる。（ただし、翌月の末日において当

該施設基準を満たしている場合を除く。） 

ロ 当該基本施設サービス費の算定根拠等の関係書類を整備しておくこと。 

ハ 当該介護老人保健施設における短期入所療養介護に係る施設基準について 

ａ 施設基準第 14 号イ(２)(三)における「地域に貢献する活動」とは、在宅復帰・在宅療養支援

機能加算（Ⅰ）の留意事項ロを準用する。 

⑤ 介護老人保健施設短期入所療養介護費(Ⅱ)若しくは介護老人保健施設短期入所療養介護費(Ⅲ)又

はユニット型介護老人保健施設短期入所療養介護費(Ⅱ)若しくはユニット型介護老人保健施設短期

入所療養介護費(Ⅲ)を算定する介護老人保健施設（以下この号において「介護療養型老人保健施設」

という。）における短期入所療養介護について 

イ 所定単位数の算定区分について 

介護療養型老人保健施設における短期入所療養介護について、適用すべき所定単位数の算定区分

については、それぞれの算定区分に係る施設基準を満たさない場合は、当該施設基準を満たさなく

なった事実が発生した月の翌月に変更の届出を行い、当該月から、介護老人保健施設短期入所療養

介護費(Ⅰ)の介護老人保健施設短期入所療養介護費(ⅰ)から(ⅳ)、ユニット型介護老人保健施設短

期入所療養介護費(Ⅰ)のユニット型介護老人保健施設短期入所療養介護費(ⅰ)若しくは(ⅱ)又は経

過的ユニット型介護老人保健施設短期入所療養介護費の(ⅰ)若しくは(ⅱ)、介護老人保健施設短期

入所療養介護費(Ⅳ)の介護老人保健施設短期入所療養介護費(ⅰ)若しくは(ⅱ)又はユニット型介護

老人保健施設短期入所療養介護費(Ⅳ)のユニット型介護老人保健施設短期入所療養介護費 

若しくは経過的ユニット型介護老人保健施設短期入所療養介護費を算定することとなる。 

ロ 介護療養型老人保健施設における短期入所療養介護に係る施設基準及び夜勤職員基準について 

ａ 一般病床、療養病床若しくは老人性認知症疾患療養病棟を有する病院又は一般病床若しくは療

養病床を有する診療所の開設者が、当該病院の一般病床、療養病床若しくは老人性認知症疾患療
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養病棟又は当該診療所の一般病床若しくは療養病床を平成 18 年７月１日から平成 30 年３月 31 

日までの間に転換を行って開設した介護老人保健施設であること。 

ｂ 施設基準第 14 号イ(３)(二)の基準については、算定月の前３月における割合が当該基準に適

合していること。また、当該基準において、「著しい精神症状、周辺症状若しくは重篤な身体疾患

が見られ専門医療を必要とする認知症高齢者」とあるのは、認知症高齢者の日常生活自立度のラ

ンクＭに該当する者をいうものであること。 

ｃ 介護老人保健施設短期入所療養介護費(Ⅱ)又はユニット型介護老人保健施設短期入所療養介

護費(Ⅱ)を算定する介護療養型老人保健施設における短期入所療養介護については、夜勤を行う

看護職員の数は、利用者及び当該介護老人保健施設の入所者の合計数を 41 で除して得た数以上

とすること。 

また、夜勤を行う看護職員は、１日平均夜勤看護職員数とすることとする。１日平均夜勤看護

職員数は、暦月ごとに夜勤時間帯（午後 10 時から翌日の午前５時までの時間を含めた連続する

16時間をいう。）における延夜勤時間数を、当該月の日数に16を乗じて得た数で除することによ

って算定し、小数点第３位以下は切り捨てるものとする。なお、夜勤職員の減算方法については、

１(６)②によるものであるが、夜勤を行う看護職員に係る１日平均夜勤看護職員数が以下のいず

れかに該当する月においては、当該規定にかかわらず、利用者及び当該介護療養型老人保健施設

の入所者の全員について、所定単位数が減算される。 

(ａ) 前月において１日平均夜勤看護職員数が、夜勤職員基準により確保されるべき員数から

１割を超えて不足していたこと。 

(ｂ) １日平均夜勤看護職員数が、夜勤職員基準により確保されるべき員数から１割の範囲内

で不足している状況が過去３月間（暦月）継続していたこと。 

ｄ 介護老人保健施設短期入所療養介護費(Ⅲ)又はユニット型介護老人保健施設短期入所療養介

護費(Ⅲ)を算定する指定短期入所療養介護事業所については、当該事業所の看護職員又は病院、

診療所若しくは訪問看護ステーションとの連携により、夜間看護のオンコール体制を整備し、必

要な場合には当該事業所からの緊急の呼出に応じて出勤すること。なお、病院、診療所又は訪問

看護ステーションと連携する場合にあっては、連携する病院、診療所又は訪問看護ステーション

をあらかじめ定めておくこととする。 

 
 

(１)介護老人保健施設短期入所療養介護費(1日につき) 

 要介護度 ⅰ ⅱ ⅲ ⅳ 

（一）（Ⅰ） 

 

介護老人保健施

設（Ⅰ） 

要介護１ ７５３単位 ８１９単位 ８３０単位 ９０２単位 

要介護２ ８０１単位 ８９３単位 ８８０単位 ９７９単位 

要介護３ ８６４単位 ９５８単位 ９４４単位 １，０４４単位 

要介護４ ９１８単位 １，０１７単位 ９９７単位 １，１０２単位 

要介護５ ９７１単位 １，０７４単位 １，０５２単位 １，１６１単位 

（二）（Ⅱ） 

 

療養型老健： 

看護職員を配置 

要介護１ ７９０単位 ８７０単位   

要介護２ ８７４単位 ９５６単位   

要介護３ ９９２単位 １，０７４単位   

要介護４ １，０７１単位 １，１５４単位   

要介護５ １，１５０単位 １，２３１単位   

（三）（Ⅲ） 

 

要介護１ ７９０単位 ８７０単位   

要介護２ ８６８単位 ９４９単位   
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療養型老健： 

看護オンコール

体制 

要介護３ ９６５単位 １，０４６単位   

要介護４ １，０４３単位 １，１２４単位   

要介護５ １，１２１単位 １，２０３単位   

（四）（Ⅳ） 

 

特別介護老人保

健施設短期入所

療養介護費 

要介護１ ７３８単位 ８１３単位   

要介護２ ７８４単位 ８６３単位   

要介護３ ８４８単位 ９２５単位   

要介護４ ９０１単位 ９７７単位   

要介護５ ９５３単位 １，０３１単位   

（２）ユニット型介護老人保健施設短期入所療養介護費（１日につき） 

 要介護度 ⅰ ⅱ 経過的ⅰ 経過的ⅱ 

（一）（Ⅰ） 

 

ユニット型（Ⅰ） 

要介護１ ８３６単位 ９０６単位 ８３６単位 ９０６単位 

要介護２ ８８３単位 ９８３単位 ８８３単位 ９８３単位 

要介護３ ９４８単位 １，０４８単位 ９４８単位 １，０４８単位 

要介護４ １，００３単位 １，１０６単位 １，００３単位 １，１０６単位 

要介護５ １，０５６単位 １，１６５単位 １，０５６単位 １，１６５単位 

  ユニット型 経過的ユニット型   

（二）（Ⅱ） 

 

療養型老健： 

看護職員を配置 

要介護１ ９５９単位 ９５９単位   

要介護２ １，０４３単位 １，０４３単位   

要介護３ １，１６２単位 １，１６２単位   

要介護４ １，２４２単位 １，２４２単位   

要介護５ １，３１９単位 １，３１９単位   

（三）（Ⅲ） 

 

療養型老健： 

看護オンコール

体制 

要介護１ ９５９単位 ９５９単位   

要介護２ １，０３７単位 １，０３７単位   

要介護３ １，１３５単位 １，１３５単位   

要介護４ １，２１３単位 １，２１３単位   

要介護５ １，２９１単位 １，２９１単位   

（四）（Ⅳ） 

 

特別介護老人保

健施設短期入所

療養介護費 

要介護１ ８１８単位 ８１８単位   

要介護２ ８６６単位 ８６６単位   

要介護３ ９２９単位 ９２９単位   

要介護４ ９８３単位 ９８３単位   

要介護５ １，０３５単位 １，０３５単位   

 （３）特定介護老人保健施設短期入所療養介護費（１日につき） 

（一）３時間以上４時間未満 ６６４単位 

（二）４時間以上６時間未満 ９２７単位 

（三）６時間以上８時間未満 １，２９６単位 

※ 利用対象者は、在宅において生活しており、当該サービスを提供するに当たり、常時看護職員による観

察を必要とする難病等を有する重度者又はがん末期の利用者 

 

注１ (１)及び(２)について、別に厚生労働大臣が定める施設基準【※１】に適合し、かつ、別に厚生労働

大臣が定める夜勤を行う職員の勤務条件に関する基準を満たすものとして、電子情報処理組織を使用す

る方法により、都道府県知事に対し、老健局長が定める様式による届出を行った介護老人保健施設であ

る指定短期入所療養介護事業所(指定居宅サービス基準第 142 条第１項に規定する指定短期入所療養介

護事業所をいう。以下同じ。)において、指定短期入所療養介護(指定居宅サービス基準第141条に規定
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する指定短期入所療養介護をいう。以下同じ。)を行った場合に、当該施設基準に掲げる区分及び別に

厚生労働大臣が定める基準に掲げる区分に従い、利用者の要介護状態区分に応じて、それぞれ所定単位

数を算定する。ただし、当該夜勤を行う職員の勤務条件に関する基準を満たさない場合は、所定単位数

の 100 分の 97 に相当する単位数を算定する。なお、利用者の数又は医師、看護職員、介護職員、理学

療法士、作業療法士若しくは言語聴覚士の員数が別に厚生労働大臣が定める基準に該当する場合は、別

に厚生労働大臣が定めるところにより算定する。 
…………………………………………………………………………………………………………………………… 

【※１】別に厚生労働大臣が定める施設基準の内容は次のとおり。 

○指定短期入所療養介護の施設基準 

イ 介護老人保健施設短期入所療養介護費を算定すべき指定短期入所療養介護の施設基準 

(１) 介護老人保健施設短期入所療養介護費(Ⅰ)の介護老人保健施設短期入所療養介護費(ⅰ)又は(ⅲ)を算

定すべき指定短期入所療養介護の施設基準 

(一) 介護老人保健施設である指定短期入所療養介護事業所(指定居宅サービス等基準第 142 条第１項

に規定する指定短期入所療養介護事業所をいう。以下同じ。)であること。 

(二) 当該介護老人保健施設における看護職員又は介護職員の数が、常勤換算方法で、利用者等(当該

介護老人保健施設である指定短期入所療養介護事業所の利用者及び当該介護老人保健施設の入所者

をいう。以下この号において同じ。)の数の合計数が３又はその端数を増すごとに１以上であること。 

(三) 通所介護費等の算定方法第４号イ(２)に規定する基準に該当していないこと。 

(四) 入所者の居宅への退所時に、当該入所者及びその家族等に対して、退所後の療養上の指導を行っ

ていること。 

(五) 当該施設から退所した者（当該施設内で死亡した者及び当該施設を退所後、直ちに病院又は診療

所に入院し、１週間以内に退院した後、直ちに再度当該施設に入所した者を除く。以下この㈤におい

て「退所者」という。）の退所後30日以内（当該退所者の退所時の要介護状態区分が要介護４又は要

介護５の場合にあっては、14日以内）に、当該施設の従業者が当該退所者の居宅を訪問し、又は指定

居宅介護支援事業者から情報提供を受けることにより、当該退所者の在宅における生活が継続する見

込みであることを確認し、記録していること。 

(六) 入所者の心身の諸機能の維持回復を図り、日常生活の自立を助けるため、理学療法、作業療法そ

の他必要なリハビリテーションを計画的に行い、適宜その評価を行っていること。 

(七) 当該施設の医師が、リハビリテーションの実施に当たり、当該施設の理学療法士、作業療法士又

は言語聴覚士に対し、入所者に対するリハビリテーションの目的に加えて、リハビリテーション開始

前又は実施中の留意事項、やむを得ずリハビリテーションを中止する際の基準、リハビリテーション

における入所者に対する負荷等のうちいずれか１以上の指示を行うこと。 

(八) 次に掲げる算定式により算定した数が20以上であること。 

   Ａ＋Ｂ＋Ｃ＋Ｄ＋Ｅ＋Ｆ＋Ｇ＋Ｈ＋Ｉ＋Ｊ 

備考 この算式中次に掲げる記号の意義は、それぞれ次に定めるとおりとする。 

Ａ 算定日が属する月の前６月間において、退所者のうち、在宅において介護を受けることとなったも

の（当該施設における入所期間が１月間を超えていた退所者に限る。）の占める割合が100分の50を

超える場合は 20、100 分の 50 以下であり、かつ、100 分の 30 を超える場合は 10、100 分の 30 以下

である場合は０となる数 

Ｂ 30.4 を当該施設の平均在所日数で除して得た数が 100 分の 10 以上である場合は 20、100 分の 10

未満であり、かつ、100分の５以上である場合は10、100分の５未満である場合は０となる数 

Ｃ 算定日が属する月の前３月間において、入所者のうち、入所期間が１月を超えると見込まれる者の

入所予定日前 30 日以内又は入所後７日以内に当該者が退所後生活することが見込まれる居宅を訪問

し、退所を目的とした施設サービス計画の策定及び診療方針の決定（退所後にその居宅ではなく、他

の社会福祉施設等に入所する場合であって、当該者の同意を得て、当該社会福祉施設等を訪問し、退
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所を目的とした施設サービス計画の策定及び診療方針の決定を行った場合を含む。）を行った者の占

める割合が 100 分の 35 以上である場合は 10、100 分の 35 未満であり、かつ、100 分の 15 以上であ

る場合は５、100分の15未満である場合は０となる数 

Ｄ  算定日が属する月の前３月間において、入所者のうち、入所期間が１月を超えると見込まれる者

の退所前 30 日以内又は退所後 30 日以内に当該者が退所後生活することが見込まれる居宅を訪問し、

当該者及びその家族等に対して退所後の療養上の指導を行った者（退所後にその居宅ではなく、他の

社会福祉施設等に入所する場合であって、当該者の同意を得て、当該社会福祉施設等を訪問し、連絡

調整、情報提供等を行った場合を含む。）の占める割合が100分の35以上である場合は10、100分の

35未満であり、かつ、100分の15以上である場合は５、100分 15未満である場合は０となる数 

Ｅ 介護保険法（平成９年法律第 123 号。以下「法」という。）第８条第５項に規定する訪問リハビリ

テーション、法第８条第８項に規定する通所リハビリテーション及び法第８条第 10 項に規定する短

期入所療養介護について、当該施設（当該施設に併設する病院、診療所、介護老人保健施設及び介護

医療院を含む。）において全てのサービスを実施している場合は５、いずれか２種類のサービスを実

施している場合であって訪問リハビリテーションを実施しているときは３、いずれか２種類のサービ

スを実施している場合であって訪問リハビリテーションを実施していないときは１、いずれか１種類

以下であった場合は０となる数 

Ｆ 当該施設において、常勤換算方法で算定したリハビリテーションを担当する理学療法士、作業療法

士又は言語聴覚士の数を入所者の数で除した数に100を乗じた数が５以上であり、かつ、リハビリテ

ーションを担当する理学療法士、作業療法士及び言語聴覚士のいずれの職種も入所者の数で除した数

に１００を乗じた数が０・２以上である場合は５、５以上の場合は３、５未満であり、かつ、３以上

である場合は２、３未満である場合は０となる数 

Ｇ 当該施設において、常勤換算方法で算定した支援相談員の数を入所者の数で除した数に100を乗じ

た数が３以上であり、かつ、社会福祉士である支援相談員を１名以上配置している場合は５、常勤換

算方法で算定した支援相談員の数を入所者の数で除した数に 100 を乗じた数が３以上である場合は

３、３未満であり、かつ、２以上である場合は１、２未満である場合は０となる数 

Ｈ 算定日が属する月の前３月間における入所者のうち、要介護状態区分が要介護４又は要介護５の者

の占める割合が100分の50以上である場合は５、100分の50未満であり、かつ、100分の35以上で

ある場合は３、100分の35未満である場合は０となる数 

Ｉ 算定日が属する月の前３月間における入所者のうち、喀痰吸引が実施された者の占める割合が100

分の10以上である場合は５、100分の10未満であり、かつ、100分の５以上である場合は３、100分

の５未満である場合は０となる数 

Ｊ 算定日が属する月の前３月間における入所者のうち、経管栄養が実施された者の占める割合が100

分の10以上である場合は５、100分の10未満であり、かつ、100分の５以上である場合は、100分の

５未満である場合は０となる数 

(２) 介護老人保健施設短期入所療養介護費(Ⅰ)の介護老人保健施設短期入所療養介護費(ⅱ)又は(ⅳ)を

算定すべき指定短期入所療養介護の施設基準 

(一) (１)(一)から(六)までに該当するものであること。 

(二) (１)(八)に掲げる算定式により算定した数が60以上であること。 

(三) 地域に貢献する活動を行っていること。 

(四) 入所者に対し、少なくとも週３回程度のリハビリテーションを実施していること。 

(３) 介護老人保健施設短期入所療養介護費(Ⅱ)の介護老人保健施設短期入所療養介護費(ⅰ)又は(ⅱ)を

算定すべき指定短期入所療養介護の施設基準 

(一) 平成 18 年７月１日から平成 30 年３月 31 日までの間に介護老人保健施設の人員、施設及び設備
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並びに運営に関する基準(平成11年厚生省令第40号。以下「介護老人保健施設基準」という。)附則

第13条に規定する転換(以下「転換」という。)を行って開設した介護老人保健施設である指定短期

入所療養介護事業所であること。 

(二) 算定日が属する月の前３月間における利用者等のうち、喀痰吸引若しくは経管栄養が実施された

者の占める割合が100分の15以上又は著しい精神症状、周辺症状若しくは重篤な身体疾患が見られ

専門医療を必要とする認知症（法第５条の２に規定する認知症をいう。以下同じ。）の高齢者（以下

「認知症高齢者」という。）の占める割合が100分の20以上であること。 

(三) (１)(二)及び(三)に該当するものであること。 

(４) 削除 

(５) 介護老人保健施設短期入所療養介護費(Ⅲ)の介護老人保健施設短期入所療養介護費(ⅰ)又は(ⅱ)を

算定すべき指定短期入所療養介護の施設基準 

(一) (３)に該当するものであること。 

(二) 利用者等の合計数が40以下であること。 

(６) 介護老人保健施設短期入所療養介護費(Ⅳ)の介護老人保健施設短期入所療養介護費(ⅰ)又は(ⅱ)を

算定すべき指定短期入所療養介護の施設基準 

  (１)(一)から(三)までに該当するものであること。 

ロ ユニット型介護老人保健施設短期入所療養介護費を算定すべき指定短期入所療養介護の施設基準 

(１) ユニット型介護老人保健施設短期入所療養介護費(Ⅰ)のユニット型介護老人保健施設短期入所療養

介護費(ⅰ)又は(ⅲ)を算定すべき指定短期入所療養介護の施設基準 

(一) イ(１)(一)、(二)及び(四)から(八)までに該当するものであること。 

(二) 通所介護費等の算定方法第四号イ(3)に規定する基準に該当していないこと。 

(２) ユニット型介護老人保健施設短期入所療養介護費(Ⅰ)のユニット型介護老人保健施設短期入所療養

介護費(ⅱ)又は(ⅳ)を算定すべき指定短期入所療養介護の施設基準 

 (１)（二）及びイ(１)(一)、(二)及び(四)から（七）で及びイ(２)(二)から(四)までに該当するもの

であること。 

(３) ユニット型介護老人保健施設短期入所療養介護費(Ⅱ)のユニット型介護老人保健施設短期入所療養

介護費又は経過的ユニット型介護老人保健施設短期入所療養介護費を算定すべき指定短期入所療養介護

の施設基準 

 (１)(二)、イ(１)(二)並びにイ(３)(一)及び(二)に該当するものであること。 

(４) 削除 

(５) ユニット型介護老人保健施設短期入所療養介護費(Ⅲ)のユニット型介護老人保健施設短期入所療養

介護費又は経過的ユニット型介護老人保健施設短期入所療養介護費を算定すべき指定短期入所療養介護

の施設基準 

(一) (３)に該当するものであること。 

(二) 利用者等の合計数が40以下であること。 

(６) ユニット型介護老人保健施設短期入所療養介護費(Ⅳ)のユニット型介護老人保健施設短期入所療養

介護費又は経過的ユニット型介護老人保健施設短期入所療養介護費を算定すべき指定短期入所療養介護

の施設基準 

    イ（１）（二）並びにイ（１）（一）及び（２）までに該当するものであること 

ハ 特定介護老人保健施設短期入所療養介護費を算定すべき指定短期入所療養介護の施設基準 

  イ又はロに該当するものであること。 

ニ 病院療養病床短期入所療養介護費を算定すべき指定短期入所療養介護の施設基準 

(１) 病院療養病床短期入所療養介護費(Ⅰ)(ⅰ)又は(ⅳ)を算定すべき指定短期入所療養介護の施設基準 
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(一) 療養病床を有する病院(医療法施行規則(昭和 23 年厚生省令第 50 号)第 52 条の規定の適用を受

ける病院を除く。)である指定短期入所療養介護事業所であること。 

(二) 当該指定短期入所療養介護を行う療養病床に係る病棟（以下「療養病棟」という。）における看

護職員の数が、常勤換算方法で、入院患者等（当該療養病棟における指定短期入所療養介護（指定

居宅サービス等基準第141条に規定する指定短期入所療養介護をいう。以下同じ。）の利用者及び入

院患者をいう。以下このニからヘまでにおいて同じ。）の数の合計数が６又はその端数を増すごとに

１以上であること。  

(三) 当該療養病棟における介護職員の数が、常勤換算方法で、入院患者等の数の合計数が４又はその

端数を増すごとに１以上であること。 

(四) (二)により算出した看護職員の最少必要数の２割以上は看護師であること。 

(五) 通所介護費等の算定方法第４号ロ(２)に規定する基準に該当していないこと。 

(六) 当該療養病棟の病室が医療法施行規則第16条第１項第２号の二、第３号イ及び第11号イに規定

する基準に該当するものであること。 

(七) 当該療養病棟の機能訓練室が医療法施行規則第 20 条第 11 号に規定する基準に該当するもので

あること。 

(八) 医療法施行規則第 21 条第３号及び第４号に規定する基準に該当する食堂及び浴室を有している

こと。 

(２) 病院療養病床短期入所療養介護費(Ⅰ)(ⅱ)又は(ⅴ)を算定すべき指定短期入所療養介護の施設基準 

(一) (１)に該当するものであること。 

(二) 次のいずれにも適合すること。 

ａ 算定日が属する月の前３月間における入院患者等のうち、重篤な身体疾患を有する者及び身体

合併症を有する認知症高齢者の占める割合が100分の50以上であること。 

ｂ 算定日が属する月の前３月間における入院患者等のうち、喀痰吸引、経管栄養又はインスリン

注射が実施された者の占める割合が100分の50以上であること。 

(三) 算定日が属する月の前３月間における入院患者等のうち、次のいずれにも適合する者の占める割

合が100分の10以上であること。 

ａ 医師が一般に認められている医学的知見に基づき回復の見込みがないと診断した者であるこ

と。 

ｂ 入院患者等又はその家族等の同意を得て、当該入院患者等のターミナルケアに係る計画が作成

されていること。 

ｃ 医師、看護師、介護職員、管理栄養士等が共同して、入院患者等の状態又は家族の求め等に応

じ随時、入院患者等又はその家族への説明を行い、同意を得てターミナルケアが行われているこ

と。 

ｄ ｂ及びｃについて、入所者本人及びその家族等と話し合いを行い、入所者本人の意思決定を基

本に、他の関係者との連携の上、対応していること。 

(四) 生活機能を維持改善するリハビリテーションを行っていること。 

(五) 地域に貢献する活動を行っていること(平成 27 年度に限り、平成 28 年度中において当該活動を

行うことが見込まれることを含む。)。 

(３) 病院療養病床短期入所療養介護費(Ⅰ)(ⅲ)又は(ⅵ)を算定すべき指定短期入所療養介護の施設基準 

 (２)の規定を準用する。この場合において、(２)(二)ｂ中「100 分の 50」とあるのは「100 分の 30」

と、(２)(三)中「100分の10」とあるのは「100分の５」と読み替えるものとする。 

(４) 病院療養病床短期入所療養介護費(Ⅱ)(ⅰ)又は(ⅲ)を算定すべき指定短期入所療養介護の施設基準 

(一) (１)(一)、(二)及び(四)から(八)までに該当するものであること。 
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(二) 当該療養病棟における介護職員の数が、常勤換算方法で、入院患者等の数の合計数が５又はその

端数を増すごとに１以上であること。 

(５) 病院療養病床短期入所療養介護費(Ⅱ)(ⅱ)又は(ⅳ)を算定すべき指定短期入所療養介護の施設基準 

(一) (４)に該当するものであること。 

(二) (２)(二)から(五)までの規定を準用する。この場合において、(２)(二)ｂ中「100分の50」とあ

るのは「100分の30」と、(２)(三)中「100分の10」とあるのは「100分の５」と読み替えるものと

する。 

(６) 病院療養病床短期入所療養介護費(Ⅲ)を算定すべき指定短期入所療養介護の施設基準 

(一) (１)(一)、(二)及び(四)から(八)までに該当するものであること。 

(二) 当該療養病棟における介護職員の数が、常勤換算方法で、入院患者等の数の合計数が６又はその

端数を増すごとに１以上であること。  

ホ 病院療養病床経過型短期入所療養介護費を算定すべき指定短期入所療養介護の施設基準 

(１) 病院療養病床経過型短期入所療養介護費(Ⅰ)を算定すべき指定短期入所療養介護の施設基準 

(一) 療養病床を有する病院(平成24年３月31日において、医療法施行規則第52条の規定の適用を受

けていたものに限る。)である指定短期入所療養介護事業所であること。 

(二) 当該療養病棟における看護職員の数が、常勤換算方法で、入院患者等の数の合計数が６又はその

端数を増すごとに１以上であること。 

(三) 当該療養病棟における介護職員の数が、常勤換算方法で、入院患者等の数の合計数が４又はその

端数を増すごとに１以上であること。 

(四) 通所介護費等の算定方法第４号ロ(２)に規定する基準に該当していないこと。 

(五) 当該療養病棟の病室が医療法施行規則第 16 条第１項第２号の二、第３号イ及び第 11 号イ(同令

第51条の規定の適用を受ける場合を含む。)に規定する基準に該当するものであること。 

(六) ニ(１)(四)、(七)及び(八)に該当するものであること。 

(２) 病院療養病床経過型短期入所療養介護費(Ⅱ)を算定すべき指定短期入所療養介護の施設基準 

(一) 当該療養病棟における看護職員の数が、常勤換算方法で、入院患者等の数の合計数が８又はその

端数を増すごとに１以上であること。 

(二) (１)(一)及び(三)から(六)までに該当するものであること。 

ヘ ユニット型病院療養病床短期入所療養介護費又はユニット型病院療養病床経過型短期入所療養介護費

を算定すべき指定短期入所療養介護の施設基準 

(１) ユニット型病院療養病床短期入所療養介護費(Ⅰ)経過的ユニット型病院療養病床短期入所療養介護

費（Ⅰ）を算定すべき指定短期入所療養介護の施設基準 

(一) ニ(１)(一)、(四)及び(六)から(八)までに該当するものであること。 

(二) 当該療養病棟における看護職員の数が、常勤換算方法で、入院患者等の数の合計数が６又はその

端数を増すごとに１以上であること。 

(三) 当該療養病棟における介護職員の数が、常勤換算方法で、入院患者等の数の合計数が４又はその

端数を増すごとに１以上であること。 

(四) 通所介護費等の算定方法第４号ロ(３)に規定する基準に該当していないこと。 

(２) ユニット型病院療養病床短期入所療養介護費(Ⅱ)経過的ユニット型病院療養病床短期入所療養介護

費（Ⅱ）を算定すべき指定短期入所療養介護の施設基準 

(一) (１)に該当するものであること。 

(二) ニ(２)(二)から(五)までの規定を準用する。 

(３) ユニット型病院療養病床短期入所療養介護費(Ⅲ)経過的ユニット型病院療養病床短期入所療養介護

費（Ⅲ）を算定すべき指定短期入所療養介護の施設基準 
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(一) (１)に該当するものであること。 

(二) ニ(２)(二)から(五)までの規定を準用する。この場合において、ニ(２)(二)ｂ中「100 分の 50」

とあるのは「100分の30」と、ニ(２)(三)中「100分の10」とあるのは「100分の５」と読み替える

ものとする。 

(４) ユニット型病院療養病床経過型短期入所療養介護費を算定すべき指定短期入所療養介護の施設基準 

   (１)(二)から(四)まで並びにホ(１)(一)、(五)及び(六)に該当するものであること 

ト 特定病院療養病床短期入所療養介護費を算定すべき指定短期入所療養介護の施設基準 

 ニ、ホ又はヘのいずれかに該当するものであること。 

チ 診療所短期入所療養介護費を算定すべき指定短期入所療養介護の施設基準 

(１) 診療所短期入所療養介護費(Ⅰ)(ⅰ)又は(ⅳ)を算定すべき指定短期入所療養介護の施設基準 

(一) 診療所である指定短期入所療養介護事業所であること。 

(二) 当該指定短期入所療養介護を行う病室(医療法施行規則第 16 条第２号の二又は第３号に規定す

る病室をいう。以下このチ及びリにおいて同じ。)における看護職員の数が、常勤換算方法で、入院

患者等(当該病室における指定短期入所療養介護の利用者及び入院患者をいう。以下このチ及びリに

おいて同じ。)の数の合計数が６又はその端数を増すごとに１以上であること。 

(三) 当該病室における介護職員の数が、常勤換算方法で、入院患者等の数の合計数が６又はその端数

を増すごとに１以上であること。 

(四) 当該指定短期入所療養介護を行う療養病床に係る病室が医療法施行規則第 16 条第１項第２号の

二、第３号イ及び第11号イに規定する基準に該当するものであること。 

(五) 当該指定短期入所療養介護を行う診療所における療養病床以外の病床の床面積は、利用者１人に

つき6.4平方メートル以上であること。 

(六) 療養病床を有する診療所においては、医療法施行規則第21条の４において準用する同令第21条

第３号及び第４号に規定する基準に該当する食堂及び浴室を有していること。 

(七) 診療所((六)の診療所を除く。)においては、食堂及び浴室を有していること。 

(２) 診療所短期入所療養介護費(Ⅰ)(ⅱ)又は(ⅴ)を算定すべき指定短期入所療養介護の施設基準 

(一) (１)に該当するものであること。 

(二) ニ(２)(二)から(五)までの規定を準用する。 

(３) 診療所短期入所療養介護費(Ⅰ)(ⅲ)又は(ⅵ)を算定すべき指定短期入所療養介護の施設基準 

(一) (１)に該当するものであること。 

(二) ニ(２)(二)から(五)までの規定を準用する。この場合において、ニ(２)(二)ａ中「100 分の 50」

とあるのは「100分の40」と、ニ(２)(二)b中「100分の50」とあるのは「100分の20」と、ニ(２)(三)

中「100分の10」とあるのは「100分の５」と読み替えるものとする。 

(４) 診療所短期入所療養介護費(Ⅱ)を算定すべき指定短期入所療養介護の施設基準 

(一) (１)(一)及び(四)から(七)までに該当するものであること。 

(二) 当該病室における看護職員又は介護職員の数が、常勤換算方法で、入院患者等の数の合計数が３

又はその端数を増すごとに１以上であること。 

リ ユニット型診療所短期入所療養介護費を算定すべき指定短期入所療養介護の施設基準 

(１) ユニット型診療所短期入所療養介護費(Ⅰ)経過的ユニット型診療所短期入所療養介護費（Ⅰ）を算定

すべき指定短期入所療養介護の施設基準 

(一) チ(１)(一)及び(四)から(七)までに該当するものであること。 

(二) 当該病室における看護職員の数が、常勤換算方法で、入院患者等の数の合計数が６又はその端数

を増すごとに１以上であること。 

(三) 当該病室における介護職員の数が、常勤換算方法で、入院患者等の数の合計数が６又はその端数
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を増すごとに１以上であること。 

(２) ユニット型診療所短期入所療養介護費(Ⅱ)経過的ユニット型診療所短期入所療養介護費（Ⅱ）を算定

すべき指定短期入所療養介護の施設基準 

(一) (１)に該当するものであること。 

(二) ニ(２)(二)から(五)までの規定を準用する。 

(３) ユニット型診療所短期入所療養介護費(Ⅲ)経過的ユニット型診療所短期入所療養介護費（Ⅲ）を算定

すべき指定短期入所療養介護の施設基準 

(一) (１)に該当するものであること。 

(二) ニ(２)(二)から(五)までの規定を準用する。この場合において、ニ(２)(二)ａ中「100 分の 50」

とあるのは「100分の40」と、ニ(２)(二)b中「100分の50」とあるのは「100分の20」と、ニ(２)(三)

中「100分の10」とあるのは「100分の５」と読み替えるものとする。 

ヌ 特定診療所療養病床短期入所療養介護費を算定すべき指定短期入所療養介護の施設基準 

 チ又はリのいずれかに該当するものであること。 

…………………………………………………………………………………………………………………………… 

注２ (３)について、別に厚生労働大臣が定める施設基準に適合し、かつ、別に厚生労働大臣が定める夜勤

を行う職員の勤務条件に関する基準を満たすものとして都道府県知事に届け出た介護老人保健施設で

ある指定短期入所療養介護事業所において、利用者(別に厚生労働大臣が定めるものに限る。)に対して、

日中のみの指定短期入所療養介護を行った場合に、現に要した時間ではなく、短期入所療養介護計画(指

定居宅サービス基準第 147 条第１項に規定する短期入所療養介護計画をいう。以下同じ。)に位置付け

られた内容の指定短期入所療養介護を行うのに要する標準的な時間でそれぞれ所定単位数を算定する。

ただし、当該夜勤を行う職員の勤務条件に関する基準を満たさない場合は、所定単位数の 100 分の 97

に相当する単位数を算定する。なお、利用者の数又は医師、看護職員、介護職員、理学療法士、作業療

法士若しくは言語聴覚士の員数が別に厚生労働大臣が定める基準に該当する場合は、別に厚生労働大臣

が定めるところにより算定する。 

 

ユニットにおける職員に係る減算について 

注３ (２)について、別に厚生労働大臣が定める施設基準を満たさない場合は、１日につき所定単位数の100

分の97に相当する単位数を算定する。 

ユニットにおける職員の員数が、ユニットにおける職員の基準に満たない場合の減算については、

ある月（暦月）において基準に満たない状況が発生した場合に、その翌々月から基準に満たない状況

が解消されるに至った月まで、入所者全員について、所定単位数が減算されることとする（ただし、

翌月の末日において基準を満たすに至っている場合を除く。）。 

 

 

身体拘束廃止未実施減算について 

注４ 別に厚生労働大臣が定める基準を満たさない場合は、身体拘束廃止未実施減算として、所定単位数の

100分の１に相当する単位数を所定単位数から減算する。 

 身体拘束廃止未実施減算については、事業所において身体的拘束等が行われていた場合ではなく、居

宅サービス基準第 146 条第５項の記録（同条第４項に規定する身体的拘束等を行う場合の記録）を行

っていない場合及び同条第６項に規定する措置を講じていない場合に、利用者全員について所定単位数

から減算することとなる。具体的には、記録を行っていない、身体的拘束等の適正化のための対策を検

討する委員会を３月に１回以上開催していない、身体的拘束等の適正化のための指針を整備していない

又は身体的拘束等の適正化のための定期的な研修を実施していない事実が生じた場合、速やかに改善計

画を都道府県知事に提出した後、事実が生じた月から３月後に改善計画に基づく改善状況を都道府県知

事に報告することとし、事実が生じた月の翌月から改善が認められた月までの間について、利用者全員

について所定単位数から減算することとする。 
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高齢者虐待防止措置未実施減算について 

注５ 別に厚生労働大臣が定める基準を満たさない場合は、高齢者虐待防止措置未実施減算として、所定単

位数の 100 分の１に相当する単位数を所定単位数から減算する。 

 高齢者虐待防止措置未実施減算については、事業所において高齢者虐待が発生した場合ではなく、指

定居宅サービス基準第 155 条（指定居宅サービス等基準第 155 条の 12 において準用する場合を含む。）

において準用する第 37 条の２に規定する措置を講じていない場合に、利用者全員について所定単位数

から減算することとなる。具体的には、高齢者虐待防止のための対策を検討する委員会を定期的に開催

していない、高齢者虐待防止のための指針を整備していない、高齢者虐待防止のための年１回以上の研

修を実施していない又は高齢者虐待防止措置を適正に実施するための担当者を置いていない事実が生

じた場合、速やかに改善計画を都道府県知事に提出した後、事実が生じた月から３月後に改善計画に基

づく改善状況を都道府県知事に報告することとし、事実が生じた月の翌月から改善が認められた月まで

の間について、利用者全員について所定単位数から減算することとする。 

 

業務継続計画未策定減算について 

注６ 別に厚生労働大臣が定める基準を満たさない場合は、業務継続計画未策定減算として、所定単位数の

100 分の１に相当する単位数を所定単位数から減算する。 

業務継続計画未策定減算については、指定居宅サービス等基準第 155 条（指定居宅サービス等基準第

155 条の 12 において準用する場合を含む。）において準用する指定居宅サービス等基準第 30 条の２

第１項に規定する基準を満たさない事実が生じた場合に、その翌月（基準を満たさない事実が生じた

日が月の初日である場合は当該月）から基準に満たない状況が解消されるに至った月まで、当該事業

所の利用者全員について、所定単位数から減算することとする。 

 

室料相当額控除について （※令和７年８月１日施行） 

注７ 介護老人保健施設短期入所療養介護費(Ⅰ)の介護老人保健施設短期入所療養介護費(ⅲ)及び(ⅳ)、介護

老人保健施設短期入所療養介護費(Ⅱ)の介護老人保健施設短期入所療養介護費(ⅱ)、介護老人保健施設短

期入所療養介護費(Ⅲ)の介護老人保健施設短期入所療養介護費(ⅱ)並びに介護老人保健施設短期入所療養

介護費(Ⅳ)の介護老人保健施設短期入所療養介護費(ⅱ)について、別に厚生労働大臣が定める施設基準に

該当する介護老人保健施設である指定短期入所療養介護事業所については、室料相当額控除として、１日

につき 26 単位を所定単位数から控除する。 

 

夜間職員配置加算について 

注８ (１)及び(２)について、別に厚生労働大臣が定める夜勤を行う職員の勤務条件に関する基準を満たす

ものとして、電子情報処理組織を使用する方法により、都道府県知事に倒し、老健局長が定める様式に

よる届出を行った指定短期入所療養介護事業所については、夜勤職員配置加算として、１日につき 24

単位を所定単位数に加算する。 

 夜勤を行う職員の数は、１日平均夜勤職員数とする。１日平均夜勤職員数は、暦月ごとに夜勤時間

帯(午後 10 時から翌日の午前５時までの時間を含めた連続する 16 時間をいう。)における延夜勤時間

数を、当該月の日数に16を乗じて得た数で除することによって算定し、小数点第３位以下は切り捨て

るものとする。 

 

個別リハビリテーション実施加算について 

注９ 指定短期入所療養介護事業所の医師、看護職員、理学療法士、作業療法士、言語聴覚士等が共同して
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利用者ごとに個別リハビリテーション計画を作成し、当該個別リハビリテーション計画に基づき、医師

又は医師の指示を受けた理学療法士、作業療法士又は言語聴覚士が個別リハビリテーションを行った場

合は、個別リハビリテーション実施加算として、１日につき240単位を所定単位数に加算する。 

当該加算は、医師、看護職員、理学療法士、作業療法士、言語聴覚士等が共同して利用者ごとに

個別リハビリテーション計画を作成し、当該個別リハビリテーション計画に基づき、個別リハビリ

テーションを20分以上実施した場合に算定するものである。 

 

介護老人保健施設短期入所療養介護費を算定するための基準について〔認知症ケア加算の準用等〕 

注 10 別に厚生労働大臣が定める施設基準に適合しているものとして、電子情報処理組織を使用する方法

により、都道府県知事に対し、老健局長が定める様式による届出を行った介護老人保健施設において、

日常生活に支障を来すおそれのある症状又は行動が認められることから介護を必要とする認知症の利

用者に対して指定短期入所療養介護を行った場合は、１日につき76単位を所定単位数に加算する。 

① 「日常生活に支障をきたすおそれのある症状若しくは行動が認められることから介護を必要と

する認知症の者」とは、日常生活自立度のランクⅢ、Ⅳ又はMに該当する入所者を指すものとす

る。 

② 認知症専門棟の従業者の勤務体制を定めるに当たっては、継続性を重視したサービスの提供に 

 配慮しなければならない。これは、従業者が一人一人の入居者について個性、心身の状況、生活

歴などを具体的に把握した上で、その日常生活上の活動を適切に援助するためにはいわゆる「馴

染みの関係」が求められる。以上のことから認知用専門棟における介護職員等の配置については

次の配置を行うことを標準とする。 

 イ 日中については利用者10人に対し常時１人以上の介護職員又は看護職員を配置すること。 

 ロ 夜間及び深夜については、20人に1人以上の看護職員又は介護職員を夜間及び深夜の勤務 

に従事する職員として配置すること。 

③ ユニット型介護老人保健施設サービス費を算定している場合は、認知症ケア加算は算定しない。 

 

認知症行動・心理症状緊急対応加算について 

注11 (１)及び(２)について、医師が、認知症の行動・心理症状が認められるため、在宅での生活が困難で

あり、緊急に指定短期入所療養介護を利用することが適当であると判断した者に対し、指定短期入所療

養介護を行った場合は、利用を開始した日から起算して７日を限度として、１日につき200単位を所定

単位数に加算する。 

① 「認知症の行動・心理症状」とは、認知症による認知機能の障害に伴う、妄想・幻覚・興奮 

暴言等の症状を指すものである。 

② 本加算は、利用者に「認知症の行動・心理症状」が認められ、緊急に短期入所生活介護が必要 

であると医師が判断した場合であって、介護支援専門員、受け入れ事業所の職員と連携し、利用 

者又は家族の同意の上、指定短期入所生活介護の利用を開始した場合に算定することができる。 

本加算は医師が判断した当該日又はその次の日に利用を開始した場合に限り算定できるものと 

する。 

この際、短期入所生活介護ではなく、医療機関における対応が必要であると判断される場合に

あっては、速やかに適当な医療機関の紹介、情報提供を行うことにより、適切な医療が受けられ

るように取り計らう必要がある。 

③ 次に掲げる者が、直接、短期入所生活介護の利用を開始した場合には、当該加算は算定できな

いものであること。 

ａ 病院又は診療所に入院中の者 

ｂ 介護保険施設又は地域密着型介護老人福祉施設に入院中又は入所中の者 

ｃ 認知症対応型共同生活介護、地域密着型特定施設入居者生活介護、特定施設入居者生活 

介護、短期入所生活介護、短期入所療養介護、短期利用認知症対応型共同生活介護、短 

期利用特定施設入居者生活介護及び地域密着型短期利用特定施設入居者生活介護を利 

用中の者 

④ 判断を行った医師は診療録等に症状、判断の内容等を記録しておくこと。また、事業所も判断

を行った医師名、日付及び利用開始に当たっての留意事項等を介護サービス計画書に記録してお

くこと。 
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⑤ ７日を限度として算定することとあるのは、本加算が「認知症の行動・心理症状」が認められ

る利用者を受け入れる際の初期の手間を評価したものであるためであり、利用開始後８日目以降

の短期入所生活介護の利用の継続を妨げるものではないことに留意すること。 

 

緊急短期入所受入加算について 

注 12 別に厚生労働大臣が定める利用者に対し、居宅サービス計画において計画的に行うこととなってい

ない指定短期入所療養介護を緊急に行った場合は、緊急短期入所受入加算として、利用を開始した日か

ら起算して７日（利用者の日常生活上の世話を行う家族の疾病等やむを得ない事情がある場合は、１４

日）を限度として１日につき90単位を所定単位数に加算する。ただし、注11の加算を算定している場

合は算定しない。 

① 本加算は、介護を行う者が疾病にかかっていることその他やむを得ない理由により短期入所が

必要となった場合であって、かつ、居宅サービス計画において当該日に短期入所を利用すること

が計画されていない居宅要介護者に対して、居宅サービス計画を担当する居宅介護支援事業所の

介護支援専門員が、その必要性を認め緊急に短期入所療養介護が行われた場合に算定できる。 

② やむを得ない事情により、当該介護支援専門員との事前の連携が図れない場合に、利用者又は

家族の同意の上、短期入所療養介護事業所により緊急に短期入所療養介護が行われた場合であっ

て、事後に当該介護支援専門員によって、当該サービス提供が必要であったと判断された場合に

ついても、当該加算を算定できる。 

③ 本加算の算定対象期間は原則として７日以内とし、その間に緊急受入れ後に適切な介護を受け

られるための方策について、担当する指定居宅介護支援事業所の介護支援専門員と密接な連携を

行い、相談すること。ただし、利用者の介護を行う家族等の疾病が当初の予想を超えて長期間に

及んだことにより在宅への復帰が困難となったこと等やむを得ない事情により、７日以内に適切

な方策が立てられない場合には、その状況を記録した上で 14 日を限度に引き続き加算を算定す

ることができること。その場合であっても、利用者負担軽減に配慮する観点から、機械的に加算

算定を継続するのではなく、随時、適切なアセスメントによる代替手段の確保等について、十分

に検討すること。 

④ 緊急利用した者に関する利用の理由、期間、緊急受入れ後の対応などの事項を記録しておくこ

と。また、緊急利用者にかかる変更前後の居宅介護サービス計画を保存するなどして、適正な緊

急利用に努めること。 

⑤ 認知症行動・心理症状緊急対応加算を算定した場合には、当該加算は算定できないものである

こと。 

⑥ 緊急受入に対応するため、居宅介護支援事業所や近隣の他事業所との情報共有に努め、緊急的

な利用ニーズの調整を行うための窓口を明確化すること。また、空床の有効活用を図る観点から、

情報公表システム、当該事業所のホームページ又は地域包括支援センターへの情報提供等によ

り、空床情報を公表するよう努めること。 

 

若年性認知症利用者受入加算について 

注 13 別に厚生労働大臣が定める基準に適合しているものとして、電子情報処理組織を使用する方法によ

り、都道府県知事に対し、老健局長が定める様式による届出を行った指定短期入所療養介護事業所にお

いて、若年性認知症利用者に対して指定短期入所療養介護を行った場合は、若年性認知症利用者受入加

算として、(１)及び(２)については１日につき 120 単位を、(３)については１日につき 60 単位を所定

単位数に加算する。ただし、注11を算定している場合は、算定しない。 

受け入れた若年性認知症利用者ごとに個別に担当者を定め、その者を中心に、当該利用者の特性

やニーズに応じたサービス提供を行うこと。 

 

重度療養管理加算について 

注14 (１)(Ⅰ)、(２)(Ⅰ)及び(３)について、利用者(要介護状態区分が要介護４又は要介護５の者に限る。)

であって、別に厚生労働大臣が定める状態にあるもの【※１】に対して、計画的な医学的管理を継続し

て行い、かつ、療養上必要な処置を行った場合は、重度療養管理加算として、(１)(Ⅰ)及び(２)(Ⅰ)に

ついては１日につき120単位を、(３)については１日につき60単位を所定単位数に加算する。 

…………………………………………………………………………………………………………………………… 
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【※１】別に厚生労働大臣が定める状態（利用者等告示（９５号告示第１８号）） 

 イ 常時頻回の喀痰吸引を実施している状態 

 ロ 呼吸障害等により人工呼吸器を使用している状態 

 ハ 中心静脈注射を実施している状態 

 ニ 人工腎臓を実施しておりつつ、重篤な合併症を有する状態 

 ホ 重篤な心機能障害、呼吸障害等により常時モニター測定を実施している状態 

 へ 膀胱又は直腸の機能障害程度が身体障害者障害程度等等級表の４級以上に該当し、かつストーマの 

   処置を実施している状態 

 ト 経鼻胃管や胃瘦等の経腸栄養が行われている状態 

 チ 褥瘡に対する治療を実施している状態 

 リ 気管切開が行われている状態 

…………………………………………………………………………………………………………………………… 

① 重度療養管理加算は、要介護４又は要介護５に該当する者であって別に厚生労働大臣の定める

状態にある利用者に対して、計画的な医学的管理を継続的に行い、指定短期入所療養介護を行った

場合に、所定単位数を加算する。当該加算を算定する場合にあっては、当該医学的管理の内容等を

診療録に記載しておくこと。 

② 重度療養管理加算を算定できる利用者は、次のいずれかについて、当該状態が一定の期間や頻度

で継続している者であること。 

なお、請求明細書の摘要欄に該当する状態(95号告示第18号のイからリまで)を記載することと

する。なお、複数の状態に該当する場合は主たる状態のみを記載すること。 

ア 95号告示第18号イの「常時頻回の喀痰吸引を実施している状態」とは、当該月において１

日当たり８回(夜間を含め約３時間に１回程度)以上実施している日が20日を超える場合をい

うものであること。 

イ 95号告示第18号ロの「呼吸障害等により人工呼吸器を使用している状態」については、当

該月において１週間以上人工呼吸又は間歇的陽圧呼吸を行っていること。 

ウ 95号告示第18号ハの「中心静脈注射を実施している状態」については、中心静脈注射によ

り薬剤の投与をされている利用者又は中心静脈栄養以外に栄養維持が困難な利用者であること。 

エ 95号告示第18号ニの「人工腎臓を実施しており、かつ、重篤な合併症を有する状態」につ

いては、人工腎臓を各週２日以上実施しているものであり、かつ、下記に掲げるいずれかの合

併症をもつものであること。 

ａ 透析中に頻回の検査、処置を必要とするインスリン注射を行っている糖尿病 

ｂ 常時低血圧(収縮期血圧が90mmHg以下) 

ｃ 透析アミロイド症で手根管症候群や運動機能障害を呈するもの 

ｄ 出血性消化器病変を有するもの 

ｅ 骨折を伴う二次性副甲状腺機能亢進症のもの 

ｆ うっ血性心不全(NYHAⅢ度以上)のもの 

オ 95号告示第18号ホの「重篤な心機能障害、呼吸障害等により常時モニター測定を実施して

いる状態」については、持続性心室性頻拍や心室細動等の重症不整脈発作を繰り返す状態、収

縮期血圧90mmHg以下が持続する状態、又は、酸素吸入を行っても動脈血酸素飽和度90％以下

の状態で常時、心電図、血圧、動脈血酸素飽和度のいずれかを含むモニタリングを行っている

こと。 

カ 95 号告示第 18 号ヘの「膀胱または直腸の機能障害の程度が身体障害者福祉法施行規則(昭

和 25 年厚生省令第 15 号)別表第５号に掲げる身体障害者障害程度等級表の４級以上に該当

し、かつ、ストーマの処置を実施している状態」については、当該利用者に対して、皮膚の炎

症等に対するケアを行った場合に算定できるものであること。 

キ 95号告示第18号トの「経鼻胃管や胃痩等の経腸栄養が行われている状態」については、 

  経口摂取が困難で経腸栄養以外に栄養維持が困難な利用者に対して、経腸栄養を行った場合 

  に算定できるものであること。 

 ク 95号告示第18号チの「褥瘡に対する治癒を実施している状態」については、以下の分類で

第3度以上に該当し、かつ当該褥瘡に対して必要な処置を行った場合に限る。 

  第１度：皮膚の発赤が持続している部分があり、圧迫を取り除いても消失しない（皮膚の損傷 
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はない） 

   第 2度：皮膚層の部分的喪失（びらん、水疱、浅いくぼみとして現れるもの） 

   第 3度：皮膚層がなくなり潰瘍が皮下組織にまで及ぶ。深いくぼみとして現れ、隣接組織まで 

       及んでいることもあれば、及んでいないこともある 

   第 4度：皮膚層と皮下組織が失われ、筋肉や骨が露出している 

ケ 95号告示第18号リの「気管切開が行われている状態」については、気管切開が行われてい

る利用者について、気管切開の医学的管理を行った場合に算定できるものであること。 

 

在宅復帰・在宅療養支援機能加算について 

注 15 介護老人保健施設短期入所療養介護費(Ⅰ)の介護老人保健施設短期入所療養介護費(ⅰ)及び(ⅲ)並

びにユニット型介護老人保健施設短期入所療養介護費(Ⅰ)のユニット型介護老人保健施設短期入所療養

介護費(ⅰ)及び(ⅲ)について、別に厚生労働大臣が定める基準に適合するものとして、電子情報処理組織

を使用する方法により、都道府県知事に対し、老健局長が定める様式による届出を行った指定短期入所療

養介護事業所については、在宅復帰・在宅療養支援機能加算(Ⅰ)として、１日につき 51 単位を、介護老

人保健施設短期入所療養介護費(Ⅰ)の介護老人保健施設短期入所療養介護費(ⅱ)及び(ⅳ)並びにユニッ

ト型介護老人保健施設短期入所療養介護費(Ⅰ)のユニット型介護老人保健施設短期入所療養介護費(ⅱ)

及び(ⅳ)について、別に厚生労働大臣が定める基準に適合するものとして、電子情報処理組織を使用する

方法により、都道府県知事に対し、老健局長が定める様式による届出を行った介護老人保健施設について

は、在宅復帰・在宅療養支援機能加算(Ⅱ)として、１日につき51単位を所定単位数に加算する。 
……………………………………………………………………………………………………………………………
【※２】 別に厚生労働大臣が定める基準の内容は次のとおり。 

介護老人保健施設である指定短期入所療養介護における在宅復帰・在宅療養支援機能加算の基準 

イ 在宅復帰・在宅療養支援機能加算(Ⅰ)の基準 

(１)注１【※１】イ（１）（35ページ参照）に掲げる算定式により算定した数が40以上であること。 

(２) 地域に貢献する活動を行っていること。 

(３) 介護老人保健施設短期入所療養介護費(Ⅰ)の介護老人保健施設短期入所療養介護費(ⅰ)若しくは(ⅲ)

又はユニット型介護老人保健施設短期入所療養介護費(Ⅰ)のユニット型介護老人保健施設短期入所療養

介護費(ⅰ)若しくは経過的ユニット型介護老人保健施設短期入所療養介護費（ⅰ）を算定しているもの

であること。 

ロ 在宅復帰・在宅療養支援機能加算(Ⅱ)の基準 

(１) イ(１)に掲げる算定式により算定した数が70以上であること。 

(２) 介護老人保健施設短期入所療養介護費(Ⅰ)の介護老人保健施設短期入所療養介護費(ⅱ)若しくは(ⅳ)

又はユニット型介護老人保健施設短期入所療養介護費(Ⅰ)のユニット型介護老人保健施設短期入所療養

介護費(ⅱ)若しくは経過的ユニット型介護老人保健施設短期入所療養介護費（ⅱ）を算定しているもの

であること。 

…………………………………………………………………………………………………………………………… 

③ 在宅復帰・在宅療養支援機能加算(Ⅰ)について 

イ 介護老人保健施設による短期入所型療養介護費の留意事項②のハを準用する。 

ロ 「地域に貢献する活動」とは、以下の考え方によるものとする。 

(ａ) 地域との連携については、介護老人保健施設の人員、施設及び設備並びに運営に

関する基準（平成11年厚生省令第40号。以下「介護老人保健施設基準」という。）

第35条において、地域住民又はその自発的な活動等との連携及び協力を行う等の地

域との交流に努めなければならないと定めているところであるが、当該基準におい

ては、自らの創意工夫によって更に地域に貢献する活動を行うこと。 

(ｂ) 当該活動は、地域住民への介護予防を含む健康教室、認知症カフェ等、地域住民

相互及び地域住民と当該介護老人保健施設の入所者等との交流に資するなど地域の

高齢者に活動と参加の場を提供するものであるよう努めること。 

⑤ 在宅復帰・在宅療養支援機能加算(Ⅱ)について 

留意事項②～④を準用する 
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送迎加算について 

注16 利用者の心身の状態、家族等の事情等からみて送迎を行うことが必要と認められる利用者に対して、

その居宅と指定短期入所療養介護事業所との間の送迎を行う場合は、片道につき184単位を所定単位数

に加算する。 

 

注 17 次のいずれかに該当する者に対して、介護老人保健施設短期入所療養介護費を支給する場合は、介護

老人保健施設短期入所療養介護費(Ⅰ)の介護老人保健施設短期入所療養介護費(ⅲ)若しくは(ⅳ)、介護

老人保健施設短期入所療養介護費(Ⅱ)の介護老人保健施設短期入所療養介護費(ⅱ)、介護老人保健施設

短期入所療養介護費(Ⅲ)の介護老人保健施設短期入所療養介護費(ⅱ)又は介護老人保健施設短期入所

療養介護費(Ⅳ)の介護老人保健施設短期入所療養介護費(ⅱ)を算定する。 

イ 感染症等により、従来型個室の利用の必要があると医師が判断した者 

ロ 別に厚生労働大臣が定める基準に適合する従来型個室を利用する者 

ハ 著しい精神症状等により、同室の他の利用者の心身の状況に重大な影響を及ぼすおそれがある

として、従来型個室の利用の必要があると医師が判断した者 
 

注 18 指定施設サービス等介護給付費単位数表の規定により、注１及び注10の規定による届出に相当する

介護保健施設サービスに係る届出があったときは、注１及び注 10 の規定による届出があったものとみ

なす。 

 

30日連続の利用について 

注19 利用者が連続して30日を超えて指定短期入所療養介護を受けている場合においては、30日を超える

日以降に受けた指定短期入所療養介護については、介護老人保健施設における短期入所療養介護費は、

算定しない。 
 
 
介護療養型老人保健施設における特別療養費について 

注 20 (１)(Ⅱ)及び(Ⅲ)並びに(２)(Ⅱ)及び(Ⅲ)について、利用者に対して、指導管理等のうち日常的に

必要な医療行為として別に厚生労働大臣が定めるものを行った場合に、特別療養費として、別に厚生労

働大臣が定める単位数に10円を乗じて得た額を算定する。 

特別療養費は、利用者に対して、日常的に必要な医療行為を行った場合等に算定できるものであ

る。その内容については、別途通知するところによるものとする。 

 

介護療養型老人保健施設における療養体制維持特別加算について 

注21 (１)(Ⅱ)及び(Ⅲ)並びに(２)(Ⅱ)及び(Ⅲ)について、別に厚生労働大臣が定める施設基準【※】に適

合しているものとして都道府県知事に届け出た介護老人保健施設である指定短期入所療養介護事業所

については、療養体制維持特別加算として、次に掲げる区分に応じ、それぞれ１日につき次に掲げる所

定単位数を加算する。 

① 療養体制維持特別加算（Ⅰ） 27単位 

② 療養体制維持特別加算（Ⅱ） 57単位 

……………………………………………………………………………………………………………………………

【※】別に厚生労働大臣が定める施設基準の内容は次のとおり。 

指定短期入所療養介護における療養体制維持特別加算に係る施設基準 

イ 介護老人保健施設における療養体制維持特別加算(Ⅰ)に係る施設基準 

(１) 当該指定短期入所療養介護を行う介護老人保健施設が次のいずれかに該当すること。 

(一) 転換を行う直前において、療養型介護療養施設サービス費(Ⅰ)、療養型経過型介護療養施設サービ

ス費、ユニット型療養型介護療養施設サービス費、ユニット型療養型経過型介護療養施設サービス費、

認知症疾患型介護療養施設サービス費(Ⅱ)又はユニット型認知症疾患型介護療養施設サービス費(Ⅱ)

を算定する指定介護療養型医療施設（健康保険法等の一部を改正する法律（平成 18 年法律第 83 号）

第26条による改正前の法第48条第１項第３号に規定する指定介護療養型医療施設をいう。以下同じ。）
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を有する病院であった介護老人保健施設であること。 

(二)転換を行う直前において、療養病床を有する病院（診療報酬の算定方法（平成 20 年厚生労働省告示

第59号）の別表第１医科診療報酬点数表に規定する療養病棟入院基本料１の施設基準に適合している

ものとして当該病院が地方厚生局長等に届け出た病棟、基本診療料の施設基準等の一部を改正する件

（平成22年厚生労働省告示第72号）による改正前の基本診療料の施設基準等（平成20年厚生労働省

告示第62号。以下この号及び第61号において「新基本診療料の施設基準等」という。）第５の３(２)

イ②に規定する20対１配置病棟又は新基本診療料の施設基準等による廃止前の基本診療料の施設基準

等（平成18年厚生労働省告示第93号）第５の３(２)ロ①２に規定する20対１配置病棟を有するもの

に限る。）であった介護老人保健施設であること。 

(２) 当該介護老人保健施設における看護職員又は介護職員の数のうち、介護職員の数が、常勤換算方法で、

指定短期入所療養介護の利用者の数及び当該介護老人保健施設の入所者の数の合計数が４又はその端数

を増すごとに１以上であること。 

(３) 通所介護費等算定方法第４号イに規定する基準に該当していないこと。 

ロ 介護老人保健施設における療養体制維持特別加算(Ⅱ)に係る施設基準 

当該指定短期入所療養介護を行う介護老人保健施設が次のいずれにも該当すること。 

(１) 算定日が属する月の前３月間における入所者等のうち、喀痰吸引又は経管栄養が実施された者の占め

る割合が100分の20以上であること。 

(２) 算定日が属する月の前３月間における入所者等のうち、著しい精神症状、周辺症状又は重篤な身体疾

患又は日常生活に支障を来すような症状・行動や意思疎通の困難さが頻繁に見られ、専門医療を必要と

する認知症高齢者の占める割合が100分の50以上であること。 

…………………………………………………………………………………………………………………………… 

ａ 療養体制維持特別加算(Ⅰ)は、介護療養型老人保健施設の定員のうち、転換前に４：１の介護

職員配置を施設基準上の要件とする介護療養施設サービス費を算定する指定介護療養型医療施

設又は医療保険の療養病棟入院基本料１の施設基準に適合しているものとして地方厚生局長等

に届け出た病棟であったもの（平成 22 年４月１日以前に転換した場合にあっては、医療保険の

療養病棟入院基本料におけるいわゆる20：１配置病棟であったもの）の占める割合が２分の１以

上である場合に、転換前の療養体制を維持しつつ、質の高いケアを提供するための介護職員の配

置を評価することとする。 

ｂ 療養体制維持特別加算(Ⅱ)にかかる施設基準第 18 号ロ(２)の基準において、「著しい精神症

状、周辺症状又は重篤な身体疾患又は日常生活に支障を来すような症状・行動や意志疎通の困難

さが頻繁に見られ、専門医療を必要とする認知症高齢者」とあるのは、認知症高齢者の日常生活

自立度のランクⅣ又はＭに該当する者をいうものであること。 
 
注 22 (１)(四)又は(２)(四)を算定している介護老人保健施設である指定短期入所療養介護事業所につい

ては、注９、注14及び注15は算定しない。 

 

(４) 総合医学管理加算 ２７５単位 

注１ 治療管理を目的とし、別に厚生労働大臣が定める基準【※】に従い指定短期入所療養介護を行った

場合に、10日を限度として１日につき所定単位数を加算する。 

注２ 緊急時施設療養費を算定した日は算定しない。 

…………………………………………………………………………………………………………………………… 

【※】別に厚生労働大臣が定める基準の内容は次のとおり。 

 介護老人保健施設である指定短期入所療養介護における総合医学管理加算の基準 

 次に掲げる基準のいずれにも適合すること。 

 イ 診療方針を定め、治療管理として投薬、検査、注射、処置等を行うこと。 

 ロ 診療方針、診断、診断を行った日、実施した投薬、検査、注射、処置等の内容等を診療録に記載する

こと。 

 ハ 利用者の主治の医師に対して、当該利用者の同意を得て、当該利用者の診療状況を示す文書を添えて
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必要な情報の提供を行うこと。 

…………………………………………………………………………………………………………………………… 

① 本加算は、居宅要介護者に対して、居宅サービス計画を担当する居宅介護支援事業所の介護支援

専門員と連携し、利用者又は家族の同意の上、治療管理を目的として、指定短期入所療養介護事業

所により短期入所療養介護が行われた場合に10日を限度として算定できる。利用にあたり、医療

機関における対応が必要と判断される場合にあっては、速やかに医療機関の紹介、情報提供を行う

ことにより、適切な医療が受けられるように取りはからう必要がある。 

② 利用にあたり、診断等に基づき、診療方針を定め、治療管理として投薬、検査、注射、処置等を

行うこと。 

③ 算定する場合にあっては、診療方針、診断名、診断を行った日、実施した投薬、検査、注射、処

置の内容等を診療録に記載しておくこと。 

④ 利用終了日から７日以内に、利用者の主治の医師に対して、利用者の同意を得て、診療状況を示

す文書を交付すること。また、交付した文書の写しを診療録に添付するとともに、主治の医師から

の当該利用者に係る問合せに対しては、懇切丁寧に対応するものとする。 

⑤ 主治の医師への文書の交付がない場合には、利用期間中を通じて、算定できなくなることに留意

すること。ただし、利用者又はその家族の同意が得られない場合は、この限りではない。 

⑥ 利用中に入院することとなった場合は、医療機関に診療状況を示す文書を添えて必要な情報提

供を行った場合に限り、入院した日を除いて算定できる。 

⑦ 緊急時施設療養費を算定した場合には、本加算は算定できないものであること。 

（５）口腔連携強化加算 50単位 

注 別に厚生労働大臣が定める基準【※】に適合しているものとして、電子情報処理組織を使用する方

法により、都道府県知事に対し、老健局長が定める様式による届出を行った指定短期入所療養介護事

業所の従業者が、口腔の健康状態の評価を実施した場合において、利用者の同意を得て、歯科医療機

関及び介護支援専門員に対し、当該評価の結果の情報提供を行ったときは、口腔連携強化加算として、

１月に１回に限り所定単位数を加算する。 

……………………………………………………………………………………………………………………………

【※】別に厚生労働大臣が定める基準の内容は次のとおり。 

イ 指定短期入所療養介護事業所（指定居宅サービス等基準第142条第１項に規定する指定短期入所療養

介護事業所をいう。以下同じ。）の従業者が利用者の口腔の健康状態に係る評価を行うに当たって、歯

科診療報酬点数表の区分番号Ｃ０００に掲げる歯科訪問診療料の算定の実績がある歯科医療機関の歯

科医師又は歯科医師の指示を受けた歯科衛生士に相談できる体制を確保し、その旨を文書等で取り決め

ていること。 

ロ 次のいずれにも該当しないこと。 

⑴ 他の介護サービスの事業所において、当該利用者について、栄養状態のスクリーニングを行い、口

腔・栄養スクリーニング加算(Ⅱ)を算定している場合を除き、口腔・栄養スクリーニング加算を算定

していること。 

⑵ 当該利用者について、口腔の健康状態の評価の結果、居宅療養管理指導が必要であると歯科医師が

判断し、初回の居宅療養管理指導を行った日の属する月を除き、指定居宅療養管理指導事業所が歯科

医師又は歯科衛生士が行う居宅療養管理指導費を算定していること。 

⑶ 当該事業所以外の介護サービス事業所において、当該利用者について、口腔連携強化加算を算定し

ていること。 

① 口腔連携強化加算の算定に係る口腔の健康状態の評価は、利用者に対する適切な口腔管理につ

なげる観点から、利用者ごとに行われるケアマネジメントの一環として行われることに留意する

こと。 

② 口腔の健康状態の評価の実施に当たっては、必要に応じて、厚生労働大臣が定める基準におけ

る歯科医療機関（以下｢連携歯科医療機関｣という。）の歯科医師又は歯科医師の指示を受けた歯科

衛生士に口腔の健康状態の評価の方法や在宅歯科医療の提供等について相談すること。なお、連

携歯科医療機関は複数でも差し支えない。 
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③ 口腔の健康状態の評価をそれぞれ利用者について行い、評価した情報を歯科医療機関及び当該

利用者を担当する介護支援専門員に対し、別紙様式11等により提供すること。 

④ 歯科医療機関への情報提供に当たっては、利用者又は家族等の意向及び当該利用者を担当する

介護支援専門員の意見等を踏まえ、連携歯科医療機関・かかりつけ歯科医等のいずれか又は両方

に情報提供を行うこと。 

⑤ 口腔の健康状態の評価は、それぞれ次に掲げる確認を行うこと。ただし、ト及びチについては、

利用者の状態に応じて確認可能な場合に限って評価を行うこと。 

イ 開口の状態 

ロ 歯の汚れの有無 

ハ 舌の汚れの有無 

ニ 歯肉の腫れ、出血の有無 

ホ 左右両方の奥歯のかみ合わせの状態 

ヘ むせの有無 

ト ぶくぶくうがいの状態 

チ 食物のため込み、残留の有無 

⑥ 口腔の健康状態の評価を行うに当たっては、別途通知（｢リハビリテーション・個別機能訓練、

栄養、口腔の実施及び一体的取組について｣及び｢入院（所）中及び在宅等における療養中の患者

に対する口腔の健康状態の確認に関する基本的な考え方｣令和６年３月日本歯科医学会）等を参考

にすること。 

⑦ 口腔の健康状態によっては、主治医の対応を要する場合もあることから、必要に応じて介護支

援専門員を通じて主治医にも情報提供等の適切な措置を講ずること。 

⑧ 口腔連携強化加算の算定を行う事業所については、サービス担当者会議等を活用し決定するこ

ととし、原則として、当該事業所が当該加算に基づく口腔の健康状態の評価を継続的に実施する

こと。 

 

（６）療養食加算 ８単位 

注 次に掲げるいずれの基準にも適合するものとして、電子情報処理組織を使用する方法により、都道

府県知事に対し、老健局長が定める様式による届出を行った当該基準による食事の提供を行う指定短

期入所療養介護事業所が、別に厚生労働大臣が定める療養食【※１】を提供したときは、１日につき

３回を限度として、所定単位数を加算する。 

イ 食事の提供が管理栄養士又は栄養士によって管理されていること。 

ロ 利用者の年齢、心身の状況によって適切な栄養量及び内容の食事の提供が行われていること。 

ハ 食事の提供が、別に厚生労働大臣が定める基準【※２】に適合する指定短期入所療養介護事業

所において行われていること。 

……………………………………………………………………………………………………………………………

【※１】別に厚生労働大臣が定める基準の内容は次のとおり。 

疾病治療の直接手段として、医師の発行する食事箋に基づき提供された適切な栄養量及び内容を有

する糖尿病食、腎臓病食、肝臓病職、胃潰瘍食、貧血食、膵臓病食、脂質異常症食、痛風食及び特別

な場合の検査食 

…………………………………………………………………………………………………………………………… 

【※２】別に厚生労働大臣が定める基準は次のとおり。 

 定員超過利用・人員基準欠如に該当していないこと。 

…………………………………………………………………………………………………………………………… 

① 療養食の加算については、利用者の病状等に応じて、主治の医師より利用者に対し疾患治療の直

接手段として発行された食事箋に基づき、利用者等告示に示された療養食が提供された場合に算

定すること。なお、当該加算を行う場合は、療養食の献立表が作成されている必要があること。 

② 加算の対象となる療養食は、疾病治療の直接手段として、医師の発行する食事箋に基づいて提供

される利用者の年齢、病状等に対応した栄養量及び内容を有する治療食(糖尿病食、腎臓病食、肝

臓病食、胃潰瘍食(流動食は除く。)、貧血食、膵臓病食、脂質異常症食、痛風食及び特別な場合の

検査食をいうものであること。 
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③ 前記の療養食の摂取の方法については、経口又は経管の別を問わないこと。 

④ 減塩食療法等について 

心臓疾患等に対して減塩食療法を行う場合は、腎臓病食に準じて取り扱うことができるもので

あるが、高血圧症に対して減塩食療法を行う場合は、加算の対象とはならないこと。 

また、腎臓病食に準じて取り扱うことができる心臓疾患等の減塩食については、総量6.0g未満

の減塩食をいうこと。 

⑤ 肝臓病食について 

肝臓病食とは、肝庇護食、肝炎食、肝硬変食、閉鎖性黄疸食(胆石症及び胆嚢炎による閉鎖性黄

疸の場合を含む。)等をいうこと。 

⑥ 胃潰瘍食について 

十二指腸潰瘍の場合も胃潰瘍食として取り扱って差し支えないこと。手術前後に与える高カロ

リー食は加算の対象としないが、侵襲の大きな消化管手術の術後において胃潰瘍食に準ずる食事

を提供する場合は、療養食の加算が認められること。また、クローン病、潰瘍性大腸炎等により腸

管の機能が低下している入所者等に対する低残さ食については、療養食として取り扱って差し支

えないこと。 

⑦ 貧血食の対象者となる入所者等について 

療養食として提供される貧血食の対象となる入所者等は、血中ヘモグロビン濃度が 10g／dl 以

下であり、その原因が鉄分の欠乏に由来する者であること。 

⑧ 高度肥満症に対する食事療法について 

高度肥満症(肥満度が＋70％以上又はＢＭＩ(Body Mass Index)が 35以上)に対して食事療法を

行う場合は、脂質異常症食に準じて取り扱うことができること。 

⑨ 特別な場合の検査食について 

特別な場合の検査食とは、潜血食をいう他、大腸X線検査・大腸内視鏡検査のために特に残さの

少ない調理済食品を使用した場合は、「特別な場合の検査食」として取り扱って差し支えないこと。 

⑩ 脂質異常症食の対象となる入所者等について 

療養食として提供される脂質異常症食の対象となる入所者等は、空腹時定常状態におけるLDL－

コレステロール値が 140mg／dl 以上である者又は HDL－コレステロール値が 40mg／dl 未満若しく

は血清中性脂肪値が150mg／dl以上である者であること。 

 

(７) 認知症専門ケア加算 

注 別に厚生労働大臣が定める基準 【※１】に適合しているものとして、電子情報処理組織を使用す

る方法により、都道府県知事に対し、老健局長が定める様式による届出を行った指定短期入所療養介

護事業所において、別に厚生労働大臣が定める者【※２】に対して専門的な認知症ケアを行った場合

は、当該基準に掲げる区分に従い、１日につき次に掲げる所定単位数を加算する。ただし、次に掲げ

るいずれかの加算を算定している場合においては、次に掲げるその他の加算は算定しない。 

① 認知症専門ケア加算(Ⅰ) ３単位 

② 認知症専門ケア加算(Ⅱ) ４単位 

………………………………………………………………………………………………………………………… 

【※１】別に厚生労働大臣が定める基準の内容は次のとおり。 

短期入所生活介護費、短期入所療養介護費（認知症病棟を有する病院における短期入所療養介護費を除く。）、

特定施設入居者生活介護費、認知症対応型共同生活介護費、地域密着型特定施設入居者生活介護費、地域密

着型介護老人福祉施設入所者生活介護、介護福祉施設サービス、介護保健施設サービス、介護療養施設サー

ビス（認知症病棟を有する病院における介護療養施設サービスを除く。）、介護医療院サービス、介護予防短

期入所生活介護費、介護予防短期入所療養介護費（認知症病棟を有する病院における介護予防短期入所療養

介護費を除く。）、介護予防特定施設入居者生活介護費及び介護予防認知症対応型共同生活介護費における認

知症専門ケア加算の基準 

イ 認知症専門ケア加算(Ⅰ)  次に掲げる基準のいずれにも適合すること。 

(１) 事業所又は施設における利用者又は入所者の総数のうち、日常生活に支障を来すおそれのある症状又

は行動が認められることから介護を必要とする認知症の者（以下この号において「対象者」という。）の
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占める割合が２分の１以上であること。 

(２) 認知症介護に係る専門的な研修を修了している者を、事業所における対象者の数が20人未満である場

合にあっては、１以上、対象者の数が20人以上である場合にあっては、１に対象者の数が19を超えて

10又はその端数を増すごとに１を加えて得た数以上配置し、チームとして専門的な認知症ケアを実施し

ていること。 

(３) 当該事業所又は施設の従業者に対する認知症ケアに関する留意事項の伝達又は技術的指導に係る会議

を定期的に開催していること。 

ロ 認知症専門ケア加算(Ⅱ)  次に掲げる基準のいずれにも適合すること。 

(１) イの基準のいずれにも適合すること。 

(２) 認知症介護の指導に係る専門的な研修を修了している者（短期入所生活介護、短期入所療養介護、特

定施設入居者生活介護、地域密着型特定施設入居者生活介護、介護予防短期入所生活介護、介護予防短

期入所療養介護又は介護予防特定施設入居者生活介護を提供する場合にあっては、別に厚生労働大臣が

定める者を含む。）を１名以上配置し、事業所又は施設全体の認知症ケアの指導等を実施していること。 

(３) 当該事業所又は施設における介護職員、看護職員ごとの認知症ケアに関する研修計画を作成し、当該

計画に従い、研修（外部における研修を含む。）を実施又は実施を予定していること。 

…………………………………………………………………………………………………………………………… 

【※２】別に厚生労働大臣が定める利用者の内容は次のとおり。 

指定居宅サービス介護給付費単位数表の短期入所療養介護費のイ(５)の注、ロ(７)の注、ハ(５)の注及びホ

(10)の注の厚生労働大臣が定める者 

日常生活に支障を来すおそれのある症状又は行動が認められることから介護を必要とする認知症の者 

…………………………………………………………………………………………………………………………… 

① 「日常生活に支障を来すおそれのある症状若しくは行動が認められることから介護を必要とす

る認知症の者」とは、日常生活自立度のランクⅢ、Ⅳ又はＭに該当する利用者を指すものとする。 

② 認知症高齢者の日常生活自立度Ⅲ以上の割合が１／２以上の算定方法は、算定日が属する月の

前３月間の利用者実人員数又は利用延人員数（要支援者を含む）の平均で算定すること。また、届

出を行った月以降においても、直近３月間の認知症高齢者の日常生活自立度Ⅲ以上の割合につき、

毎月継続的に所定の割合以上であることが必要である。なお、その割合については、毎月記録する

ものとし、所定の割合を下回った場合については、直ちに訪問通所サービス通知第１の５の届出を

提出しなければならない。 

③ 「認知症介護に係る専門的な研修」とは、「認知症介護実践者等養成事業の実施について」（平成 

18年３月31日老発第0331010号厚生労働省老健局長通知）、「認知症介護実践者等養成事業の円滑 

な運営について」（平成18年３月31日老計第0331007号厚生労働省計画課長通知）に規定する「認 

知症介護実践リーダー研修」及び認知症看護に係る適切な研修を指すものとする。 

④ 「認知症ケアに関する留意事項の伝達又は技術的指導に係る会議」は、テレビ電話装置等を活用

して行うことができるものとする。この際、個人情報保護委員会・厚生労働省「医療・介護関係事

業者における個人情報の適切な取扱いのためのガイダンス」、厚生労働省「医療情報システムの安全

管理に関するガイドライン」等を遵守すること。 

⑤ 「認知症介護の指導に係る専門的な研修」とは、「認知症介護実践者等養成事業の実施について」、

「認知症介護実践者等養成事業の円滑な運営について」に規定する「認知症介護指導者研修」及び 

認知症看護に係る適切な研修を指すものとする。 

⑥ 併設事業所及び介護老人保健施設の空床利用について 

  併設事業所であって本体施設と一体的に運営が行われている場合及び介護老人保健施設の空床

を利用して指定短期入所療養介護を行う場合の認知症専門ケア加算の算定は、本体施設である介

護老人保健施設と一体的に行うものとすること。具体的には、本体施設の対象の数と併設事業所の

対象者の数（介護老人保健施設の空床を利用して指定短期入所療養介護を行う場合にあっては、当

該指定短期入所療養介護の対象者の数）を合算した数が２０人未満である場合にあっては、１以

上、当該対象者の数が２０人以上である場合にあっては、１に当該対象者の数が１９を超えて１０

又はその端数を増やすごとに１を 
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 加えて得た数以上の③又は⑤に規定する研修を修了した者を配置している場合に算定可能となる。 

 

 (８) 緊急時施設療養費 

 利用者の病状が著しく変化した場合に緊急その他やむを得ない事情により行われる次に掲げる医療

行為につき算定する。 

① 緊急時治療管理(１日につき) ５１８単位 

注１ 利用者の病状が重篤となり救命救急医療が必要となる場合において緊急的な治療管理とし

ての投薬、検査、注射、処置等を行ったときに算定する。 

注２ 同一の利用者について１月に１回、連続する３日を限度として算定する。 

② 特定治療 

注 医科診療報酬点数表第１章及び第２章において、高齢者の医療の確保に関する法律(昭和57年

法律第 80 号)第 57 条第３項に規定する保険医療機関等が行った場合に点数が算定されるリハビ

リテーション、処置、手術、麻酔又は放射線治療(別に厚生労働大臣が定めるものを除く。)を行

った場合に、当該診療に係る医科診療報酬点数表第１章及び第２章に定める点数に 10 円を乗じ

て得た額を算定する。 

入所者の病状が著しく変化し、入院による治療が必要とされる場合には、速やかに協力病院等の病

院へ入院させることが必要であるが、こうした場合であっても、介護老人保健施設において緊急その

他やむを得ない事情により施設療養を行うときがあるので、緊急時施設療養費は、このような場合に

行われる施設療養を評価するために設けられていること。 

① 緊急時治療管理 

イ 緊急時治療管理は、入所者の病状が重篤になり、救命救急医療が必要となる入所者に対し、

応急的な治療管理として投薬、注射、検査、処置等が行われた場合に、１日につき511単位を

算定すること。 

ロ 緊急時治療管理は、１回に連続する３日を限度とし、月１回に限り算定するものであるの

で、例えば、１月に連続しない１日を３回算定することは認められないものであること。 

ハ また、緊急時治療管理と特定治療とは同時に算定することはできないこと。 

ニ 緊急時治療管理の対象となる入所者は、次のとおりであること。 
 

a 意識障害又は昏睡 

b 急性呼吸不全又は慢性呼吸不全の急性増悪 

c 急性心不全(心筋梗塞を含む。) 

d ショック 

e 重篤な代謝障害 

f その他薬物中毒等で重篤なもの 

② 特定治療 

イ 特定治療は、介護老人保健施設においてやむを得ない事情により行われるリハビリテーシ

ョン、処置、手術、麻酔又は放射線治療について、診療報酬の算定方法(平成20年厚生労働省

告示第59号)別表第一医科診療報酬点数表により算定する点数に10円を乗じた額を算定する

こと。 

ロ 算定できないものは、95号告示第67号に示されていること。 

ハ ロの具体的取扱いは、診療報酬の算定方法(平成 20 年厚生労働省告示第 59 号)別表第一医

科診療報酬点数表の取扱いの例によること。 
 
（９）生産性向上推進体制加算 

注 別に厚生労働大臣が定める基準【※】に適合しているものとして、電子情報処理組織を使用する方

法により、都道府県知事に対し、老健局長が定める様式による届出を行った指定短期入所療養介護事

業所において、利用者に対して指定短期入所療養介護を行った場合は、当該基準に掲げる区分に従い、

１月につき次に掲げる所定単位数を加算する。ただし、次に掲げるいずれかの加算を算定している場

合においては、次に掲げるその他の加算は算定しない。 

㈠ 生産性向上推進体制加算(Ⅰ) 100単位 

㈡ 生産性向上推進体制加算(Ⅱ) 10単位 

生産性向上推進体制加算の内容については、別途通知（「生産性向上推進体制加算に関する基本的考
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え方並びに事務処理手順及び様式例等の提示について」を参照すること。 

 

………………………………………………………………………………………………………………………… 

【※】別に厚生労働大臣が定める基準の内容は次のとおり。 

イ 生産性向上推進体制加算(Ⅰ) 次に掲げる基準のいずれにも適合すること。 

(１) 利用者の安全並びに介護サービスの質の確保及び職員の負担軽減に資する方策を検討す

るための委員会において、次に掲げる事項について必要な検討を行い、及び当該事項の実施

を定期的に確認していること。 

(一) 業務の効率化及び質の向上又は職員の負担の軽減に資する機器(以下「介護機器」とい

う。)を活用する場合における利用者の安全及びケアの質の確保 

(二) 職員の負担の軽減及び勤務状況への配慮 

(三) 介護機器の定期的な点検 

(四) 業務の効率化及び質の向上並びに職員の負担軽減を図るための職員研修 

(２) (1)の取組及び介護機器の活用による業務の効率化及びケアの質の確保並びに職員の負担 

軽減に関する実績があること。 

(３) 介護機器を複数種類活用していること。 

(４) (1)の委員会において、職員の業務分担の明確化等による業務の効率化及びケアの質の確 

保並びに負担軽減について必要な検討を行い、当該検討を踏まえ、必要な取組を実施し、及 

び当該取組の実施を定期的に確認すること。 

(５) 事業年度ごとに(1)、(3)及び(4)の取組に関する実績を厚生労働省に報告すること。 

 

ロ 生産性向上推進体制加算(Ⅱ) 次に掲げる基準のいずれにも適合すること。 

(１) イ(1)に適合していること。 

(２) 介護機器を活用していること。 

(３) 事業年度ごとに(2)及びイ(1)の取組に関する実績を厚生労働省に報告すること。 

 

 (10) サービス提供体制強化加算 

注 別に厚生労働大臣が定める基準【※】に適合しているものとして、電子情報処理組織を使用する方

法により、都道府県知事に対し、老健局長が定める様式による届出を行った指定短期入所療養介護事

業所が、利用者に対して指定短期入所療養介護を行った場合は、当該基準に掲げる区分に従い、1日

につき次に掲げる所定単位数を加算する。ただし、次に掲げるいずれかの加算を算定している場合に

おいては、次に掲げるその他の加算は算定しない。 

(1) サービス提供体制強化加算(Ⅰ)  22単位 

(2) サービス提供体制強化加算(Ⅱ)  18単位 

(3) サービス提供体制強化加算(Ⅲ)   6単位 
…………………………………………………………………………………………………………………………… 

【※】別に厚生労働大臣が定める基準は次のとおり。 

イ サービス提供体制強化加算(Ⅰ) 次に掲げる基準のいずれにも適合すること。 

(1) 次に掲げる基準のいずれかに適合すること。 

  ㈠ 指定短期入所療養介護を行う短期入所療養介護事業所の介護職員の総数のうち、介護福祉

士の占める割合が100分の80以上であること。 

㈡ 指定短期入所療養介護を行う短期入所療養介護事業所の介護職員の総数のうち、勤続年数

10年以上の介護福祉士の占める割合が100分の35以上であること。 

(2) 定員超過利用・人員基準欠如に該当していないこと。 

ロ サービス提供体制強化加算(Ⅱ) 次に掲げる基準のいずれにも適合すること。 

(1) 指定短期入所療養介護を行う短期入所療養介護事業所の介護職員の総数のうち、介護福祉士の

占める割合が100分の60以上であること。 

(2) イ（2）に該当するものであること。 

ハ サービス提供体制強化加算(Ⅲ) 次に掲げる基準のいずれにも適合すること。 
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(1) 次に掲げる基準のいずれかに適合すること。 

  ㈠ 指定短期入所療養介護を行う短期入所療養介護事業所の介護職員の総数のうち、介護福祉

士の占める割合が100分の50以上であること。 

㈡ 指定短期入所療養介護を行う短期入所療養介護事業所の看護・介護職員の総数のうち、常

勤職員の占める割合が100分の75以上であること。 

㈢ 指定短期入所療養介護を行う短期入所療養介護事業所を入所者に直接提供する職員の総数

のうち、勤続年数７年以上の者の占める割合が100分の30以上であること。 

(2) イ(2)に該当するものであること。 

…………………………………………………………………………………………………………………………… 

① 職員の割合の算出に当たっては、常勤換算方法により算出した前年度(３月を除く。)の平均を

用いることとする。なお、この場合の介護職員に係る常勤換算にあっては、利用者・入所者への

介護業務(計画作成等介護を行うに当たって必要な業務は含まれるが、請求事務等介護に関わら

ない業務を除く。)に従事している時間を用いても差し支えない。 

ただし、前年度の実績が６月に満たない事業所(新たに事業を開始し、又は再開した事業所を含

む。)については、届出日の属する月の前３月について、常勤換算方法により算出した平均を用い

ることとする。したがって、新たに事業を開始し、又は再開した事業者については、４月目以降

届出が可能となるものであること。 

なお、介護福祉士については、各月の前月の末日時点で資格を取得している者とすること。 

② 前号ただし書の場合にあっては、届出を行った月以降においても、直近３月間の職員の割合に

つき、毎月継続的に所定の割合を維持しなければならない。なお、その割合については、毎月記

録するものとし、所定の割合を下回った場合については、直ちに届出を提出しなければならない。 

③ 勤続年数とは、各月の前月の末日時点における勤続年数をいうものとする。 

④ 勤続年数の算定に当たっては、当該事業所における勤務年数に加え、同一法人等の経営する他

の介護サービス事業所、病院、社会福祉施設等においてサービスを利用者に直接提供する職員と

して勤務した年数を含めることができるものとする。 

⑤ 指定短期入所療養介護を利用者に直接提供する職員とは、看護職員、介護職員、支援相談員、理

学療法士、作業療法士又は言語聴覚士として勤務を行う職員を指すものとする。 

⑥ 同一の事業所において指定介護予防短期入所療養介護を一体的に行っている場合においては、

本加算の計算も一体的に行うこととする。 

 

(11)  介護職員等処遇改善加算 

注１ 別に厚生労働大臣が定める基準に適合する介護職員等の賃金の改善等を実施しているものとして、

電子情報処理組織を使用する方法により、都道府県知事に対し、老健局長が定める様式による届出を

行った指定短期入所療養介護事業所が、利用者に対し、指定短期入所療養介護を行った場合は、当該

基準に掲げる区分に従い、次に掲げる単位数を所定単位数に加算する。ただし、次に掲げるいずれか

の加算を算定している場合においては、次に掲げるその他の加算は算定しない。 

㈠ 介護職員等処遇改善加算(Ⅰ) ⑴から⑽までにより算定した単位数の1000分の75に相当する単位

数 

㈡ 介護職員等処遇改善加算(Ⅱ) ⑴から⑽までにより算定した単位数の1000分の71に相当する単位

数 

㈢ 介護職員等処遇改善加算(Ⅲ) ⑴から⑽までにより算定した単位数の1000分の54に相当する単位

数 

㈣ 介護職員 等処遇改善加算 (Ⅳ) ⑴から⑽までにより算定した単位数の1000分の44に相当する単

位数 

 

 

ロ 療養病床を有する病院における短期入所療養介護費 
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留意事項（病院又は診療所における短期入所療養介護費） 

① 療養病床(医療法等の一部を改正する法律(平成 12 年法律第 41 号)附則第２条第３項第５号に規

定する経過的旧療養型病床群を含む。以下同じ。)を有する病院、病床を有する診療所における短期

入所療養介護 

イ 適用すべき所定単位数(人員配置)については、人員配置の算定上、配置されている看護職員を

適宜介護職員とみなすことにより、最も有利な所定単位数を適用することとする。例えば、60床

の病棟で、看護職員が12人、介護職員が13人配置されていて、診療報酬上、看護職員５：１(12

人以上)、介護職員５：１(12 人以上)の点数を算定している場合については、看護職員のうち２

人を介護職員とみなすことにより、短期入所療養介護については看護職員６：１(10人以上)、介

護職員４：１(15人以上)に応じた所定単位数が適用されるものであること。 

ロ 病院又は診療所における短期入所療養介護の対象となるサービスの範囲について 

  病院又は診療所における短期入所療養介護費については、医療保険の診療報酬点数表における

入院基本料(入院診療計画、院内感染対策、褥瘡対策に係る費用分を除く。)、夜間勤務等看護加

算及び療養病棟療養環境加算並びにおむつ代を含むものであること。 

ハ 「病棟」について 

ａ 病棟の概念は、病院である医療機関の各病棟における看護体制の１単位をもって病棟として

取り扱うものとする。なお、高層建築等の場合であって、複数階(原則として２つの階)を１病

棟として認めることは差し支えないが、３つ以上の階を１病棟とすることは、ｄの要件を満た

している場合に限り、特例として認められるものであること。 

ｂ １病棟当たりの病床数については、効率的な看護管理、夜間における適正な看護の確保、当

該病棟に係る建物等の構造の観点から、総合的に判断した上で決定されるものであり、原則と

して60床以下を標準とする。 

ｃ ｂの病床数の標準を上回っている場合については、２以上の病棟に分割した場合には、片方

について一病棟として成り立たない、建物構造上の事情で標準を満たすことが困難である、近

く建物の改築がなされることが確実である等、やむを得ない理由がある場合に限り、認められ

るものであること。 

ｄ 複数階で１病棟を構成する場合についても前記b及びcと同様であるが、いわゆるサブナー

ス・ステーションの設置や看護職員の配置を工夫すること。 

ニ 100床未満の病院の人員基準欠如等による減算の特例について 

ａ 医療法(昭和 23 年法律第 205 号)上の許可病床数(感染症病床を除く。)が 100 床未満の病院

においては、やむを得ない事情により配置されていた職員数が１割の範囲内で減少した場合の

人員基準欠如による所定単位数の減算については、当分の間、次のとおり取り扱うものとする。 

(ⅰ) 看護・介護職員の人員基準欠如については、人員基準上必要とされる員数から１割を超え

て減少した場合には、その翌月から人員基準欠如が解消されるに至った月まで、利用者等の全

員について所定単位数が通所介護費等の算定方法に規定する算定方法に従って減算される。ま

た、１割の範囲内で減少した場合には、その３月後から人員基準欠如が解消されるに至った月

まで、利用者等の全員について所定単位数が通所介護費等の算定方法に規定する算定方法に従

って減算される(ただし、翌々月の末日において人員基準を満たすに至っている場合を除く。)。 

(ⅱ) 看護・介護職員以外の人員基準欠如については、その３月後から人員基準欠如が解消され

るに至った月まで、利用者等の全員について所定単位数が通所介護費等の算定方法に規定する

算定方法に従って減算される(ただし、翌々月の末日において人員基準を満たすに至っている

場合を除く。)。 

ｂ 医療法上の許可病床数(感染症病床を除く。)が100床未満の病院において、届け出ていた看護
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職員・介護職員の職員配置を満たせなくなった場合のより低い所定単位数の適用(人員基準欠如

の場合を除く。)については、ａの例によるものとすること。  

ホ 看護職員の数の算定について 

  看護職員の数は、病棟において実際に入院患者の看護に当たっている看護職員の数であり、そ

の算定に当たっては、看護部長等(専ら、病院全体の看護管理に従事する者をいう。)、当該医療

機関附属の看護師養成所等の専任教員、外来勤務、手術室勤務又は中央材料室勤務等の看護職員

の数は算入しない。ただし、病棟勤務と外来勤務、手術室勤務、中央材料室勤務、集中治療室勤

務、褥瘡対策に係る専任の看護師等を兼務する場合は、勤務計画表による病棟勤務の時間を比例

計算のうえ、看護職員の数に算入することができる。なお、兼務者の時間割比例計算による算入

は、兼務者の病棟勤務延時間数を所定労働時間で除して得た数をもって看護職員の人員とするこ 

と。 

へ 夜勤体制による減算及び加算の特例について 

  病院における短期入所療養介護費については、所定単位数及び夜間勤務等看護(Ⅰ)から(Ⅲ)ま

でを算定するための基準を夜勤職員基準において定めている(第２号ロ⑴)ところであるが、その

取扱いについては、以下のとおりとすること。 

ａ 夜勤を行う職員の勤務体制については、施設単位ではなく、病棟単位で職員数を届け出るこ

と。 

ｂ 夜勤を行う職員の数は、１日平均夜勤職員数とする。１日平均夜勤職員数は、暦月ごとに夜

勤時間帯(午後10時から翌日の午前５時までの時間を含めた連続する16時間をいう。)におけ

る延夜勤時間数を、当該月の日数に 16 を乗じて得た数で除することによって算定し、小数点

第３位以下は切り捨てるものとする。 

ｃ 月平均夜勤時間数は、病棟ごとに届出前１月又は４週間の夜勤時間帯における看護職員及び

介護職員の延夜勤時間数を夜勤時間帯に従事した実人員で除して得た数とし、当該月当たりの

平均夜勤時間数の直近１月又は直近４週間の実績の平均値によって判断する。なお、届出直後

においては、当該病棟の直近３月間又は 12 週間の実績の平均値が要件を満たしていれば差し

支えない。 

ｄ 専ら夜間勤務時間帯に従事する者(以下「夜勤専従者」という。)については、それぞれの夜

勤時間数は基準のおおむね２倍以内であること。月平均夜勤時間数の計算に含まれる実人員及

び延夜勤時間数には、夜勤専従者及び月当たりの夜勤時間数が 16 時間以下の者は除く。ただ

し、１日平均夜勤職員数の算定においては、全ての夜勤従事者の夜勤時間数が含まれる。 

ｅ １日平均夜勤職員数又は月平均夜勤時間数が以下のいずれかに該当する月においては、入院

患者の全員について、所定単位数が減算される。夜間勤務等看護加算を算定している病院にお

いて、届け出ていた夜勤を行う職員数を満たせなくなった場合も同様に取り扱うものとする。 

(i) 前月において１日平均夜勤職員数が、夜勤職員基準により確保されるべき員数から１割を超

えて不足していたこと。 

(ii)１日平均夜勤職員数が、夜勤職員基準により確保されるべき員数から１割の範囲内で不足し

ている状況が過去３月間(暦月)継続していたこと。 

(iii)前月において月平均夜勤時間数が、夜勤職員基準上の基準時間を１割以上上回っていたこ

と。 

(iv) 月平均夜勤時間数の過去３月間(暦月)の平均が、夜勤職員基準上の基準時間を超えていた

こと。 

f  夜勤体制による減算が適用された場合は夜勤体制による加算は算定しないものとする。 

g  当該施設ユニット部分又はユニット部分以外について所定の員数を置いていない場合につ
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いて施設利用者全員に対して行われるものであること。具体的には、ユニット部分について夜

勤体制による要件を満たさずユニット以外の部分について夜勤体制の要件を満たす場合であ

っても施設利用者全員に対し減算が行われること。 

ト 所定単位数を算定するための施設基準について 

  病院又は診療所における短期入所療養介護費のそれぞれ所定単位数を算定するためには、看護

職員及び介護職員の員数が所定の員数以上配置されることのほか、次に掲げる基準を満たす必要

があること。 

ａ ユニット型でない場合 

(i) 病院にあっては、看護職員の最少必要数の２割以上が看護師であること。 

(ii) 病院にあっては、医師の員数が、いわゆる人員基準欠如になっていないこと。 

(iii)病院にあっては、機能訓練室が内法による測定で40平方メートル以上の床面積を有する

こと。 

(iv) １の病室の病床数が４床以下であること。 

(v) 入院患者１人当たりの病室の床面積が6.4平方メートル以上であること。 

(vi) 隣接する廊下の幅が内法による測定で1.8メートル(両側に居室がある廊下については、

2.7メートル)以上であること。 

(vii)入院患者１人につき1平方メートル以上の広さを有する食堂、及び浴室を有すること(ユ

ニット型個室及びユニット型個室的多床室を除く。)。 

ｂ ユニット型の場合 

(i) 病院にあっては、看護職員の最少必要数の２割以上が看護師であること。 

(ii) 病院にあっては、医師の員数が、いわゆる人員基準欠如になっていないこと。 

(iii)病院にあっては、機能訓練室が内法による測定で40平方メートル以上の床面積を有する

こと。 

(iv) １の病室の定員は、１人とすること。ただし、入院患者への病院における短期入所療養介

護サービスの提供上必要と認められる場合は、２人とすることができること。 

(v) 病室は、いずれかのユニットに属するものとし、当該ユニットの共同生活室に近接して一

体的に設けること。ただし、１のユニットの入院患者の定員は、おおむね 10 人以下としな

ければならないこと。ただし、各ユニットにおいて入院患者が相互に社会的関係を築き、自

律的な日常生活を営むことを支援するのに支障がないと認められる場合には、入居定員が15

人までのユニットも認める。 

(vi) １の病室の床面積等は、10.65平方メートル以上とすること。ただし、⒜ただし書の場合

にあっては、21.3平方メートル以上とすること。 

(vii)ブザー又はこれに代わる設備を設けること。 

(viii)入院患者１人につき 1 平方メートル以上の広さを有する食堂、及び浴室を有すること

(ユニット型個室及びユニット型個室的多床室を除く。)。  

チ 療養環境減算の適用について 

ａ 病院療養病床療養環境減算の基準 

  病院療養病床療養環境減算は、旧指定介護療養型医療施設基準附則第７条に規定する病床転

換による旧療養型病床群又は医療法施行規則の一部を改正する省令(平成 13 年厚生労働省令

第８号。以下「平成 13 年医療法施行規則等改正省令」という。)附則第 41 条の規定の適用を

受ける療養病床に係る病室であって、隣接する廊下の幅が内法による測定で 1.8 メートル(両

側に居室がある廊下については、2.7 メートル)未満である場合に適用されること。(施設基準

第64号において準用する施設基準第19号) 
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ｂ 診療所療養病床設備基準減算の基準 

  診療所療養病床設備基準減算は、旧指定介護療養型医療施設基準附則第 12 条に規定する病

床転換による診療所旧療養型病床群又は平成13年医療法施行規則等改正省令附則第41条の規

定の適用を受ける療養病床に係る病室にあっては、隣接する廊下の幅が内法による測定で 

1.8メートル(両側に居室がある廊下については、2.7メートル)未満であること。(施設基準第 

65号において準用する施設基準第20号) 

ｃ 病棟ごとの適用の原則  

  療養環境減算については、各病棟を単位として評価を行うものであり、設備基準を満たす病

棟とそうでない病棟とがある場合には、同一施設であっても異なる療養環境減算の適用を受け

ることとなること。  

リ 医師は、短期入所療養介護に係る医療行為を行った場合には、その旨を診療録に記載すること。

当該診療録については、医療保険における診療録と分ける必要はないが、短期入所療養介護に係

る記載部分に下線を引くか枠で囲む等により明確に分けられるようにすること。また、診療録の

備考の欄に、介護保険の保険者の番号、利用者の被保険者証の番号、要介護状態区分及び要介護

認定の有効期限を記載すること。なお、これらの取扱いについては、介護保険の訪問看護、訪問

リハビリテーション、居宅療養管理指導及び通所リハビリテーションについても同様であるこ

と。 

ヌ 当該医療機関において、当該利用者に対して基本的に短期入所療養介護以外の医療を行わない

場合の診療録の記載について、医療保険の診療録の様式を用いる場合にあっては、「保険者番号」

の欄には介護保険者の番号を、「被保険者証・被保険者手帳」の「記号・番号」の欄には介護保

険の被保険者証の番号を、「有効期限」の欄には要介護認定の有効期限を、「被保険者氏名」の

欄には要介護状態区分をそれぞれ記載し、「資格取得」、「事業所」及び「保険者」の欄は空白

とし、「備考欄」に医療保険に係る保険者番号等の情報を記載すること。緊急時等で医療保険に

請求する医療行為等を行った場合には、当該医療行為等に係る記載部分に下線を引くか枠で囲む

等により明確に分けられるようにすること。なお、病院又は診療所における短期入所療養介護の

利用者の診療録については、当該病院又は診療所の患者と見分けられるようにすること。 

ル 病院である短期入所療養介護事業所の人員基準欠如による所定単位数の減算の基準は、通所介

護費等の算定方法第４号ロ(２)において規定しているところであるが、具体的な取扱いは以下の

とおりであること。 

ａ 看護職員又は介護職員の員数が居宅サービス基準に定める員数を満たさない場合は、他の職

種の配置数とは関係なく、病院療養病床短期入所療養介護費のⅢ、病院療養病床経過型短期入

所療養介護費のⅡ、ユニット型病院療養病床短期入所療養介護費、ユニット型病院療養病床経

過型短期入所療養介護費又は特定病院療養病床短期入所療養介護費にあっては、当該事業所の

区分に応じた所定単位数に100分の70を乗じて得た単位数が算定される。 

ｂ 短期入所療養介護を行う病棟において、看護・介護職員の員数については居宅サービス基準

に定める員数を満たすが、看護師の員数の看護職員の必要数に対する割合（以下「正看比率」

という。）が２割未満である場合は、病院療養病床短期入所療養介護費のⅢ、病院療養病床経

過型短期入所療養介護費のⅡ、ユニット型病院療養病床短期入所療養介護費、ユニット型病院

療養病床経過型短期入所療養介護費又は特定病院療養病床短期入所療養介護費にあっては、当

該事業所の区分に応じた所定単位数に100分の90を乗じて得た単位数が算定される。 

ｃ 厚生労働大臣が定める利用者等の数の基準及び看護職員等の員数の基準並びに通所介護費

等の算定方法の規定に基づき厚生労働大臣が定める地域（平成12年厚生省告示第28号）各号

に掲げる地域（以下次の(4)において「僻地」という。）に所在する病院であって、短期入所療
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養介護を行う病棟における看護・介護職員の員数については居宅サービス基準に定める員数を

満たし、正看比率も２割以上であるが、医師の員数が居宅サービス基準に定める員数の６割未

満であるもの（医師の確保に関する計画を都道府県知事に届け出たものに限る。）においては、

各類型の短期入所療養介護費又は特定病院療養病床短期入所療養介護費のうち、看護・介護職

員の配置に応じた所定単位数から12単位を控除して得た単位数が算定される。 

ｄ 僻地に所在する病院であって医師の確保に関する計画を都道府県知事に届け出ていない病

院又は僻地以外に所在する病院であって、短期入所療養介護を行う病棟における看護・介護職

員の員数については居宅サービス基準に定める員数を満たしている（正看比率は問わない）が、

医師の員数が居宅サービス基準に定める員数の６割未満であるものにおいては、病院療養病床

短期入所療養介護費のⅢ、病院療養病床経過型短期入所療養介護費のⅡ、ユニット型病院療養

病床短期入所療養介護費、ユニット型病院療養病床経過型短期入所療養介護費又は特定病院療

養病床短期入所療養介護費にあっては、当該事業所の区分に応じた所定単位数に 100 分の 90

を乗じて得た単位数が算定される。 

ｅ なお、医師の配置について、人員基準欠如による所定単位数の減算が適用される場合は、医

療法施行規則(昭和 23 年厚生省令第 50 号)第 49 条の規定が適用される病院に係る減算は適用

されない。 

ヲ 特定診療費については、別途通知するところによるものとすること。 

ワ 病院療養病床経過型短期入所療養介護費又はユニット型病院療養病床経過型短期入所療養介

護費については、平成24年３月31日において、当該短期入所療養介護費を算定している場合に

限り算定できるものである。 

② 病院療養病床短期入所療養介護費(Ⅰ)(ⅱ)、(ⅲ)、(ⅴ)若しくは(ⅵ)若しくは(Ⅱ)(ⅱ)若しくは

(ⅳ)又はユニット型病院療養病床短期入所療養介護費(Ⅱ)若しくは(Ⅲ)又は経過的ユニット型病

院療養病床短期入所療養介護費(Ⅱ)若しくは(Ⅲ)を算定するための基準について 

イ 施設基準第 14 号ニ(２)(二)ａについては、ハに示す重篤な身体疾患を有する者と二に示す身

体合併症を有する認知症高齢者の合計についてヘに示す方法で算出した割合が、基準を満たすも

のであること。ただし、同一のものについて、重篤な身体疾患を有する者の基準及び身体合併症

を有する認知症高齢者の基準のいずれにも当てはまる場合は、いずれか一方にのみ含めるものと

する。なお、当該基準を満たす利用者については、給付費請求明細書の摘要欄にハ又はニに示す

いずれの状態に適合するものであるかについて、記載要領に示す記号を用いてその状態を記入す

ること。 

ロ 施設基準 14 号ニ(２)(二)ａの「重篤な身体疾患を有する者」とは、次のいずれかに適合する

者をいう。 

ａ ＮＹＨＡ分類Ⅲ以上の慢性心不全の状態 

ｂ Hugh-Jones 分類Ⅳ以上の呼吸困難の状態又は連続する１週間以上人工呼吸器を必要として

いる状態 

ｃ 各週２日以上の人工腎臓の実施が必要であり、かつ、次に掲げるいずれかの合併症を有する

状態。なお、人工腎臓の実施については、他科受診によるものであっても差し支えない。 

(ａ) 常時低血圧（収縮期血圧が90mmHg以下） 

(ｂ) 透析アミロイド症で毛根管症候群や運動機能障害を呈するもの 

(ｃ) 出血性消化器病変を有するもの 

(ｄ) 骨折を伴う二次性副甲状腺機能亢進症のもの 

ｄ Child-Pugh分類Ｃ以上の肝機能障害の状態 

ｅ 連続する３日以上、ＪＣＳ100以上の意識障害が継続している状態 
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ｆ 単一の凝固因子活性が40％未満の凝固異常の状態 

ｇ 現に経口により食事を摂取している者であって、著しい摂食機能障害を有し、造影撮影（医

科診療報酬点数表中「造影剤使用撮影」をいう。）又は内視鏡検査（医科診療報酬点数表中「喉

頭ファイバースコピー」をいう。）により誤嚥が認められる（喉頭侵入が認められる場合を含

む。）状態 

ハ 施設基準第 14 号ニ(２)(二)ａの「身体合併症を有する認知症高齢者」とは、次のいずれかに

適合する者をいう。 

ａ 認知症であって、悪性腫瘍と診断された者 

ｂ 認知症であって、次に掲げるいずれかの疾病と診断された者 

(ａ) パーキンソン病関連疾患（進行性核上性麻痺、大脳皮質基底核変性症、パーキンソン病） 

(ｂ) 多系統萎縮症（線条体黒質変性症、オリーブ橋小脳萎縮症、シャイ・ドレーガー症候群） 

(ｃ) 筋萎縮性側索硬化症 

(ｄ) 脊髄小脳変性症 

(ｅ) 広範脊柱管狭窄症 

(ｆ) 後縦靱帯骨化症 

(ｇ) 黄色靱帯骨化症 

(ｈ) 悪性関節リウマチ 

ｃ 認知症高齢者の日常生活自立度のランクⅢｂ、Ⅳ又はＭに該当する者 

ニ 施設基準第 14 号ニ(２)(二)ｂの「経管栄養」の実施とは、経鼻経管又は胃ろう若しくは腸ろ

うによる栄養の実施を指す。ただし、過去１年間に経管栄養が実施されていた者（入院期間が１

年以上である入院患者にあっては、当該入院期間中（入院時を含む。）に経管栄養が実施されて

いた者）であって、経口維持加算を算定している者又は管理栄養士が栄養ケア・マネジメントを

実施する者（令和２年度以前においては、経口維持加算又は栄養マネジメント加算を算定されて

いた者）は、経管栄養が実施されている者として取り扱うものとすること。「喀痰吸引」の実施

とは、過去１年間に喀痰吸引が実施されていた者（入院期間が１年以上である入院患者にあって

は、当該入院期間中（入院時を含む。）に喀痰吸引が実施されていた者）であって、口腔衛生管

理加算を算定されている者又は平成 27 年度から令和２年度の口腔衛生管理体制加算の算定要件

を満たしている者（平成 26 年度以前においては、口腔機能維持管理加算又は口腔機能維持管理

体制加算を算定されていた者及び平成 27 年度から令和２年度においては口腔衛生管理加算又は

口腔衛生管理体制加算を算定されていた者）については、喀痰吸引が実施されている者として取

り扱うものとすること。「インスリン注射」の実施においては、自ら実施する者は除くものであ

ること。同一の者について、例えば、「喀痰吸引」と「経管栄養」の両方を実施している場合、

２つの処置を実施しているため、喀痰吸引と経管栄養を実施しているそれぞれの人数に含めるこ

と。 

ホ 施設基準 14 号ニ(２)(二)ａ及び(二)ｂの基準については、次のいずれかの方法によるものと

し、小数点第３位以下は切り上げることとする。なお、ここにおいて入院患者等（当該療養病棟

における指定短期療養介護の利用者及び入院患者をいう。）とは、毎日 24 時現在当該施設に入

院している者をいい、当該施設に入院してその日のうちに退院又は死亡した者を含むものである

こと。 

ａ 月の末日における該当者の割合によることとし、算定日が属する月の前３月において当該割

合の平均値が当該基準に適合していること 

ｂ 算定日が属する月の前３月において、当該基準を満たす入院患者等の入院述べ日数が全ての

入院患者等の入院述べ日数に占める割合によることとし、算定月の前３月において当該割合の
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平均値が当該基準に適合していること。 

ヘ 施設基準第 14 号ニ(２)(三)の基準については、同号ニ(２)(三)ａからｄまでのすべてに適合

する入院患者等の入院述べ日数が、全ての入院患者等の入院述べ日数に占める割合が、基準を満

たすものであること。当該割合の算出に当たっては、小数点第３位以下は切り上げるものとする。

ただし、本人が十分に判断をできる状態になく、かつ、家族の来院が見込めないような場合も、

医師、看護職員、介護職員等が入院患者等の状態等に応じて随時、入院患者等に対するターミナ

ルケアについて相談し、共同してターミナルケアを行っていると認められる場合を含む。この場

合には、適切なターミナルケアが行われていることが担保されるよう、職員間の相談日時、内容

等を記録するとともに、本人の状態や、家族と連絡を取ったにもかかわらず来院がなかった旨を

記録しておくことが必要である。ターミナルケアにあたっては、厚生労働省「人生の最終段階に

おける医療・ケアの決定プロセスに関するガイドライン」等を参考にしつつ、本人の意思を尊重

した医療・ケアの方針が実施できるよう、多職種が連携し、本人及びその家族と必要な情報の共

有等の支援に努めること。 

ト 施設基準第 14 号ニ(２)(四)における「生活機能を維持改善するリハビリテーション」とは、

以下の考え方によるものとする。 

ａ 可能な限りその入院患者等の居宅における生活への復帰を目指し、日常生活動作を維持改善

するリハビリテーションを、医師の指示を受けた作業療法士を中心とする多職種の共同によっ

て、医師の指示に基づき、療養生活の中で随時行うこと。 

ｂ 入院中のリハビリテーションに係るマネジメントについては「リハビリテーション・個別機

能訓練、栄養管理及び口腔管理の実施に関する基本的な考え方並びに事務処理手順及び様式例

の提示について」（令和３年３月16日老認発0316第３号、老老発0316第２号）で考え方等を

示しているところであるが、生活機能を維持改善するリハビリテーションについても、この考

え方は適用されるものである。 

ｃ 具体的には、患者ごとに解決すべき日常生活動作上の課題の把握（アセスメント）を適切に

行い、改善に係る目標を設定し、計画を作成した上で、当該目標を達成するために必要なリハ

ビリテーションを、機能訓練室の内外を問わず、また時間にこだわらず療養生活の中で随時行

い、入院患者等の生活機能の維持改善に努めなければならないこと。 
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（１）病院療養病床短期入所療養介護費（１日につき） 

  ⅰ ⅱ ⅲ ⅳ ⅴ ⅵ 

（一）（Ⅰ） 

 

看護６：１ 

介護４：１ 

要介護１ ７２３単位 ７５３単位 ７４２単位 ８３１単位 ８６７単位 ８５５単位 

要介護２ ８３０単位 ８６６単位 ８５４単位 ９４１単位 ９８０単位 ９６６単位 

要介護３ 
１，０６４

単位 

１，１０９

単位 

１，０９４

単位 

１，１７３

単位 

１，２２４

単位 

１，２０６

単位 

要介護４ 
１，１６３

単位 

１，２１３

単位 

１，１９６

単位 

１，２７３

単位 

１，３２８

単位 

１，３０７

単位 

要介護５ 
１，２５３

単位 

１，３０６

単位 

１，２８８

単位 

１，３６２

単位 

１，４２１

単位 

１，３９９

単位 

（二）（Ⅱ） 

 

看護６：１ 

介護５：１ 

要介護１ ６６６単位 ６８１単位 ７７５単位 ７９５単位   

要介護２ ７７３単位 ７９２単位 ８８４単位 ９０５単位   

要介護３ ９３３単位 ９５５単位 １，０４２

単位 

１，０６６

単位 

  

要介護４ １，０８６

単位 

１，１１１

単位 

１，１９６

単位 

１，２２４

単位 

  

要介護５ １，１２７

単位 

１，１５４

単位 

１，２３７

単位 

１，２６６

単位 

  

（三）（Ⅲ） 

 

看護６：１ 

介護６：１ 

要介護１ ６４２単位 ７５４単位     

要介護２ ７５４単位 ８６４単位     

要介護３ ９０４単位 １，０１４

単位 

    

要介護４ １，０５９

単位 

１，１７０

単位 

    

要介護５ １，１００

単位 

１，２１１

単位 

    

（２）病院療養病床経過型短期入所療養介護費（１日につき） 

  ⅰ ⅱ 

（一）（Ⅰ） 

 

看護６：１ 

介護４：１ 

要介護１ ７３２単位 ８４３単位 

要介護２ ８４１単位 ９５３単位 

要介護３ ９９２単位 １，１０１単位 

要介護４ １，０８１単位 １，１９３単位 

要介護５ １，１７２単位 １，２８３単位 

（二）（Ⅱ） 

 

看護８：１ 

介護４：１ 

要介護１ ７３２単位 ８４３単位 

要介護２ ８４１単位 ９５３単位 

要介護３ ９５０単位 １，０５９単位 

要介護４ １，０４１単位 １，１４９単位 

要介護５ １，１３０単位 １，２４２単位 

（３）ユニット型病院療養病床短期入所療養介護費（１日につき） 

ユニット型 経過的ユニット型 

 Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅰ Ⅱ Ⅲ 
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要介護１ ８５６単位 ８８５単位 ８７４単位 ８５６単位 ８８５単位 ８７４単位 

要介護２ ９６３単位 ９９８単位 ９８５単位 ９６３単位 ９９８単位 ９８５単位 

要介護３ 
１，１９７単

位 

１，２４２単

位 

１，２２６単

位 

１，１９７単

位 

１，２４２単

位 

１，２２６単

位 

要介護４ 
１，２９６単

位 

１，３４５単

位 

１，３２８単

位 

１，２９６単

位 

１，３４５単

位 

１，３２８単

位 

要介護５ 
１，３８５単

位 

１，４３８単

位 

１，４１９単

位 

１，３８５単

位 

１，４３８単

位 

１，４１９単

位 

（４）ユニット型病院療養病床経過型短期入所療養介護費（１日につき） 

 ユニット型 経過的ユニット型 

要介護１ ８５６単位 ８５６単位 

要介護２ ９６３単位 ９６３単位 

要介護３ １，１０５単位 １，１０５単位 

要介護４ １，１９５単位 １，１９５単位 

要介護５ １，２８４単位 １，２８４単位 

（５）特定病院療養病床短期入所療養介護費（１日につき） 

（一）３時間以上４時間未満 ６８４単位 

（二）４時間以上６時間未満 ９４８単位 

（三）６時間以上８時間未満 １，３１６単位 

 

注１ ⑴から⑷までについて、療養病床（医療法第７条第２項第４号に規定する療養病床をいう。以下同じ。）

を有する病院である指定短期入所療養介護事業所であって、別に厚生労働大臣が定める施設基準に適合

し、かつ、別に厚生労働大臣が定める夜勤を行う職員の勤務条件に関する基準を満たすものとして、電

子情報処理組織を使用する方法により、都道府県知事に対し、老健局長が定める様式による届出を行っ

たものにおける当該届出に係る病棟（療養病床に係るものに限る。）において、指定短期入所療養介護

を行った場合に、当該施設基準に掲げる区分及び別に厚生労働大臣が定める基準に掲げる区分に従い、

利用者の要介護状態区分に応じて、それぞれ所定単位数を算定する。ただし、当該夜勤を行う職員の勤

務条件に関する基準を満たさない場合は、所定単位数から 25 単位を控除して得た単位数を算定する。

なお、利用者の数又は医師、看護職員若しくは介護職員の員数が別に厚生労働大臣が定める基準に該当

する場合は、別に厚生労働大臣が定めるところにより算定する。 
 

特定診療所短期入所療養介護費について 

注２ ⑸について、療養病床を有する病院である指定短期入所療養介護事業所であって、別に厚生労働大臣

が定める施設基準に適合し、かつ、別に厚生労働大臣が定める夜勤を行う職員の勤務条件に関する基準

を満たすものとして、電子情報処理組織を使用する方法により、都道府県知事に対し、老健局長が定め

る様式による届出を行ったものにおける当該届出に係る病棟（療養病床に係るものに限る。）において、

利用者（別に厚生労働大臣が定める者に限る。）に対して、日中のみの指定短期入所療養介護を行った

場合に、現に要した時間ではなく、短期入所療養介護計画に位置付けられた内容の指定短期入所療養介

護を行うのに要する標準的な時間でそれぞれ所定単位数を算定する。ただし、当該夜勤を行う職員の勤

務条件に関する基準を満たさない場合は、所定単位数から 25 単位を控除して得た単位数を算定する。

なお、利用者の数又は医師、看護職員若しくは介護職員の員数が別に厚生労働大臣が定める基準に該当

する場合は、別に厚生労働大臣が定めるところにより算定する。 

 

ユニットにおける職員に係る減算について 

注３ (３)及び(４)について、別に厚生労働大臣が定める基準を満たさない場合は、１日につき所定単位数

の100分の97に相当する単位数を算定する。 
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身体拘束廃止未実施減算について 

注４ 別に厚生労働大臣が定める基準を満たさない場合は、身体拘束廃止未実施減算として、所定単位数の

100分の１に相当する単位数を所定単位数から減算する。 

※ 身体拘束廃止未実施減算については、事業所において身体的拘束等が行われていた場合ではなく、居宅

サービス基準第 146 条第５項の記録（同条第４項に規定する身体的拘束等を行う場合の記録）を行ってい

ない場合及び同条第６項に規定する措置を講じていない場合に、利用者全員について所定単位数から減算

することとなる。具体的には、記録を行っていない、身体的拘束等の適正化のための対策を検討する委員

会を３月に１回以上開催していない、身体的拘束等の適正化のための指針を整備していない又は身体的拘

束等の適正化のための定期的な研修を実施していない事実が生じた場合、速やかに改善計画を都道府県知

事に提出した後、事実が生じた月から３月後に改善計画に基づく改善状況を都道府県知事に報告すること

とし、事実が生じた月の翌月から改善が認められた月までの間について、利用者全員について所定単位数

から減算することとする。 

 

高齢者虐待防止措置未実施減算について 

注５ 別に厚生労働大臣が定める基準を満たさない場合は、高齢者虐待防止措置未実施減算として、所定単

位数の 100 分の１に相当する単位数を所定単位数から減算する。 

※ 高齢者虐待防止措置未実施減算については、事業所において高齢者虐待が発生した場合ではなく、指定

居宅サービス基準第 155 条（指定居宅サービス等基準第 155 条の 12 において準用する場合を含む。）に

おいて準用する第 37 条の２に規定する措置を講じていない場合に、利用者全員について所定単位数から

減算することとなる。具体的には、高齢者虐待防止のための対策を検討する委員会を定期的に開催してい

ない、高齢者虐待防止のための指針を整備していない、高齢者虐待防止のための年１回以上の研修を実施

していない又は高齢者虐待防止措置を適正に実施するための担当者を置いていない事実が生じた場合、速

やかに改善計画を都道府県知事に提出した後、事実が生じた月から３月後に改善計画に基づく改善状況を

都道府県知事に報告することとし、事実が生じた月の翌月から改善が認められた月までの間について、利

用者全員について所定単位数から減算することとする。 

 

業務継続計画未策定減算について 

注６ 別に厚生労働大臣が定める基準を満たさない場合は、業務継続計画未策定減算として、所定単位数の

100 分の１に相当する単位数を所定単位数から減算する。 

※ 業務継続計画未策定減算については、指定居宅サービス等基準第 155 条（指定居宅サービス等基準第

155 条の 12 において準用する場合を含む。）において準用する指定居宅サービス等基準第 30 条の２第１

項に規定する基準を満たさない事実が生じた場合に、その翌月（基準を満たさない事実が生じた日が月の

初日である場合は当該月）から基準に満たない状況が解消されるに至った月まで、当該事業所の利用者全

員について、所定単位数から減算することとする。 

 

病院療養病床療養環境減算について 

注７ 別に厚生労働大臣が定める施設基準に該当する指定短期入所療養介護事業所については、病院療養病

床療養環境減算として、１日につき25単位を所定単位数から減算する。 

 

医師の配置に関する減算について 

注８ 医師の配置について、医療法施行規則(昭和 23 年厚生省令第 50 号)第 49 条の規定が適用されている

病院については、１日につき12単位を所定単位数から減算する。 
 

夜勤勤務等看護の加算について 

注９ ⑴から⑷までについて、別に厚生労働大臣が定める夜勤を行う職員の勤務条件に関する基準を満たす

ものとして、電子情報処理組織を使用する方法により、都道府県知事に対し、老健局長が定める様式に
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よる届出を行った指定短期入所療養介護事業所については、当該基準に掲げる区分に従い、１日につき

次に掲げる単位数を所定単位数に加算する。 

イ 夜間勤務等看護(Ⅰ) 23単位 

ロ 夜間勤務等看護(Ⅱ) 14単位 

ハ 夜間勤務等看護(Ⅲ) 14単位 

ニ 夜間勤務等看護(Ⅳ) ７単位 
 

認知症行動・心理症状緊急対応加算について 

注10 (１)から(４)までについて、医師が、認知症の行動・心理症状が認められるため、在宅での生活が困

難であり、緊急に指定短期入所療養介護を利用することが適当であると判断した者に対し、指定短期入

所療養介護を行った場合は、利用を開始した日から起算して７日を限度として、１日につき200単位を

所定単位数に加算する。 
 

緊急短期入所受入加算について 

注 11 別に厚生労働大臣が定める利用者に対し、居宅サービス計画において計画的に行うこととなってい

ない指定短期入所療養介護を緊急に行った場合は、緊急短期入所受入加算として、利用を開始した日か

ら起算して７日（利用者の日常生活上の世話を行う家族の疾病等やむを得ない事情がある場合は、１４

日）を限度として１日につき 90 単位を所定単位数に加算する。ただし、注 10 を算定している場合は、

算定しない。 

 

若年性認知症患者受入加算について 

注 12 別に厚生労働大臣が定める基準に適合しているものとして、電子情報処理組織を使用する方法によ

り、都道府県知事に対し、老健局長が定める様式による届出を行った指定短期入所療養介護事業所にお

いて、若年性認知症利用者に対して指定短期入所療養介護を行った場合は、若年性認知症利用者受入加

算として、⑴から⑷までについては１日につき 120 単位を、⑸については１日につき 60 単位を所定単

位数に加算する。ただし、注10を算定している場合は、算定しない。 
 

送迎加算について 

注 13 電子情報処理組織を使用する方法により、都道府県知事に対し、老健局長が定める様式による届出を

行った指定短期入所療養介護事業所において、利用者の心身の状態、家族等の事情等からみて送迎を行

うことが必要と認められる利用者に対して、その居宅と指定短期入所療養介護事業所との間の送迎を行

う場合は、片道につき184単位を所定単位数に加算する。 

 

注 14 次のいずれかに該当する者に対して、病院療養病床短期入所療養介護費(Ⅰ)、病院療養病床短期入所

療養介護費(Ⅱ)若しくは病院療養病床短期入所療養介護費(Ⅲ)又は病院療養病床経過型短期入所療養

介護費(Ⅰ)若しくは病院療養病床経過型短期入所療養介護費(Ⅱ)を支給する場合は、それぞれ、病院療

養病床短期入所療養介護費(Ⅰ)の病院療養病床短期入所療養介護費(ⅳ)、(ⅴ)若しくは(ⅵ)、病院療養

病床短期入所療養介護費(Ⅱ)の病院療養病床短期入所療養介護費(ⅲ)若しくは(ⅳ)若しくは病院療養

病床短期入所療養介護費(Ⅲ)の病院療養病床短期入所療養介護費(ⅱ)又は病院療養病床経過型短期入

所療養介護費(Ⅰ)の病院療養病床経過型短期入所療養介護費(ⅱ)若しくは病院療養病床経過型短期入

所療養介護費(Ⅱ)の病院療養病床経過型短期入所療養介護費(ⅱ)を算定する。 

イ 感染症等により、従来型個室の利用の必要があると医師が判断した者 

ロ 別に厚生労働大臣が定める基準に適合する従来型個室を利用する者 

ハ 著しい精神症状等により、同室の他の利用者の心身の状況に重大な影響を及ぼすおそれがある

として、従来型個室の利用の必要があると医師が判断した者 

 

30日連続の利用について 

注15 利用者が連続して30日を超えて指定短期入所療養介護を受けている場合においては、30日を超える

日以降に受けた指定短期入所療養介護については、療養病床を有する病院における短期入所療養介護費

は、算定しない。 

 

(６) 口腔連携強化加算 50単位 
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注 別に厚生労働大臣が定める基準に適合しているものとして、電子情報処理組織を使用する方法により、

都道府県知事に対し、老健局長が定める様式による届出を行った指定短期入所療養介護事業所の従業者

が、口腔の健康状態の評価を実施した場合において、利用者の同意を得て、歯科医療機関及び介護支援

専門員に対し、当該評価の結果の情報提供を行ったときは、口腔連携強化加算として、１月に１回に限

り所定単位数を加算する。 

 

(７) 療養食加算 ８単位 

注 次に掲げるいずれの基準にも適合するものとして、電子情報処理組織を使用する方法により、都道

府県知事に対し、老健局長が定める様式による届出を行い、当該基準による食事の提供を行う指定短

期入所療養介護事業所が、別に厚生労働大臣が定める療養食を提供したときは、１日につき３回を限

度として、所定単位数を加算する。 

イ 食事の提供が管理栄養士又は栄養士によって管理されていること。 

ロ 利用者の年齢、心身の状況によって適切な栄養量及び内容の食事の提供が行われていること。 

ハ 食事の提供が、別に厚生労働大臣が定める基準に適合する指定短期入所療養介護事業所におい

て行われていること。 
 

(８) 認知症専門ケア加算 

注 別に厚生労働大臣が定める基準に適合しているものとして、電子情報処理組織を使用する方法によ

り、都道府県知事に対し、老健局長が定める様式による届出を行い、指定短期入所療養介護事業所に

おいて、別に厚生労働大臣が定める者に対して専門的な認知症ケアを行った場合は、当該基準に掲げ

る区分に従い、１日につき次に掲げる所定単位数を加算する。ただし、次に掲げるいずれかの加算を

算定している場合においては、次に掲げるその他の加算は算定しない。 

① 認知症専門ケア加算(Ⅰ) ３単位 

② 認知症専門ケア加算(Ⅱ) ４単位 
 
(９) 特定診療費 

注 利用者に対して、指導管理、リハビリテーション等のうち日常的に必要な医療行為として別に厚生

労働大臣が定めるものを行った場合に、別に厚生労働大臣が定める単位数に 10 円を乗じて得た額を

算定する。 

 

(10) 生産性向上推進体制加算 

注 別に厚生労働大臣が定める基準に適合しているものとして、電子情報処理組織を使用する方法によ

り、都道府県知事に対し、老健局長が定める様式による届出を行った指定短期入所療養介護事業所に

おいて、利用者に対して指定短期入所療養介護を行った場合は、当該基準に掲げる区分に従い、１月

につき次に掲げる所定単位数を加算する。ただし、次に掲げるいずれかの加算を算定している場合に

おいては、次に掲げるその他の加算は算定しない。 

㈠ 生産性向上推進体制加算(Ⅰ) 100単位 

㈡ 生産性向上推進体制加算(Ⅱ) 10単位 

 

(11) サービス提供体制強化加算 

注 別に厚生労働大臣が定める基準に適合しているものとして、電子情報処理組織を使用する方法によ

り、都道府県知事に対し、老健局長が定める様式による届出を行った指定短期入所療養介護事業所が、

利用者に対し、指定短期入所療養介護を行った場合は、当該基準に掲げる区分に従い、１日につき次

に掲げる所定単位数を加算する。ただし、次に掲げるいずれかの加算を算定している場合においては、

次に掲げるその他の加算は算定しない。 

① サービス提供体制強化加算(Ⅰ)  ２２単位 

② サービス提供体制強化加算(Ⅱ)  １８単位 

③ サービス提供体制強化加算(Ⅲ)   ６単位 

 

(12)  介護職員等処遇改善加算 

注１ 別に厚生労働大臣が定める基準に適合する介護職員等の賃金の改善等を実施しているものとして、
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電子情報処理組織を使用する方法により、都道府県知事に対し、老健局長が定める様式による届出を

行った指定短期入所療養介護事業所が、利用者に対し、指定短期入所療養介護を行った場合は、当該

基準に掲げる区分に従い、次に掲げる単位数を所定単位数に加算する。ただし、次に掲げるいずれか

の加算を算定している場合においては、次に掲げるその他の加算は算定しない。 

㈠ 介護職員等処遇改善加算(Ⅰ) ⑴から⑾までにより算定した単位数の1000分の51に相当する単位 

㈡ 介護職員等処遇改善加算(Ⅱ) ⑴から⑾までにより算定した単位数の1000分の47に相当する単位

数 

㈢ 介護職員等処遇改善加算(Ⅲ) ⑴から⑾までにより算定した単位数の1000分の36に相当する単位

数 

㈣ 介護職員 等処遇改善加算 (Ⅳ) ⑴から⑾までにより算定した単位数の1000分の29に相当する単

位数 

 

ハ 診療所における短期入所療養介護費 

（１）診療所短期入所療養介護費（１日につき） 

  ⅰ ⅱ ⅲ ⅳ ⅴ ⅵ 

（一）（Ⅰ） 

 

看護６：１ 

介護６：１ 

要介護１ ７０５単位 ７３２単位 ７２３単位 ８１３単位 ８４７単位 ８３５単位 

要介護２ ７５６単位 ７８６単位 ７７５単位 ８６４単位 ９０１単位 ８８８単位 

要介護３ ８０６単位 ８３９単位 ８２７単位 ９１６単位 ９５４単位 ９４１単位 

要介護４ ８５７単位 ８９３単位 ８７９単位 ９６５単位 
１，００６

単位 
９９２単位 

要介護５ ９０８単位 ９４６単位 ９３２単位 
１，０１６単

位 

１，０５９

単位 

１，０４５

単位 

（二）（Ⅱ） 

 

看護・介護 

３：１ 

要介護１ ６２４単位 ７３４単位     

要介護２ ６７０単位 ７７９単位     

要介護３ ７１５単位 ８２５単位     

要介護４ ７６２単位 ８７１単位     

要介護５ ８０７単位 ９１７単位     

（２）ユニット型診療所短期入所療養介護費（１日につき） 

ユニット型 経過的ユニット型 

 Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅰ Ⅱ Ⅲ 

要介護１ ８３５単位 ８６４単位 ８５４単位 ８３５単位 ８６４単位 ８５４単位 

要介護２ ８８７単位 ９１８単位 ９０７単位 ８８７単位 ９１８単位 ９０７単位 

要介護３ ９３７単位 ９７０単位 ９５９単位 ９３７単位 ９７０単位 ９５９単位 

要介護４ ９８８単位 
１，０２２単

位 

１，０１０単

位 
９８８単位 

１，０２２単

位 
１，０１０単位 

要介護５ 
１，０３９単

位 

１，０７６単

位 

１，０６２単

位 

１，０３９

単位 

１，０７６単

位 
１，０６２単位 

（３）特定診療所療養病床短期入所療養介護費（１日につき） 

（一）３時間以上４時間未満 ６８４単位 

（二）４時間以上６時間未満 ９４８単位 

（三）６時間以上８時間未満 １，３１６単位 

 

注１ ⑴及び⑵について、診療所である指定短期入所療養介護事業所であって、別に厚生労働大臣が定める

施設基準に適合しているものとして、電子情報処理組織を使用する方法により、都道府県知事に対し、

老健局長が定める様式による届出を行ったものにおける当該届出に係る病室において、指定短期入所療
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養介護を行った場合に、当該施設基準に掲げる区分及び別に厚生労働大臣が定める基準に掲げる区分に

従い、利用者の要介護状態区分に応じて、それぞれ所定単位数を算定する。ただし、利用者の数が別に

厚生労働大臣が定める基準に該当する場合は、別に厚生労働大臣が定めるところにより算定する。 

 

注２ ⑶について、診療所である指定短期入所療養介護事業所であって、別に厚生労働大臣が定める施設基

準に適合しているものとして、電子情報処理組織を使用する方法により、都道府県知事に対し、老健局

長が定める様式による届出を行ったものにおける当該届出に係る病室において、利用者（別に厚生労働

大臣が定める者に限る。）に対して、日中のみの指定短期入所療養介護を行った場合に、現に要した時

間ではなく、短期入所療養介護計画に位置付けられた内容の指定短期入所療養介護を行うのに要する標

準的な時間でそれぞれ所定単位数を算定する。ただし、利用者の数が別に厚生労働大臣が定める基準に

該当する場合は、別に厚生労働大臣が定めるところにより算定する。 

 

ユニットにおける職員に係る減算について 

注３ (２)について、別に厚生労働大臣が定める施設基準を満たさない場合は、１日につき所定単位数の100

分の97に相当する単位数を算定する。 

 

身体拘束廃止未実施減算について 

注４ 別に厚生労働大臣が定める基準を満たさない場合は、身体拘束廃止未実施減算として、所定単位数の

100分の１に相当する単位数を所定単位数から減算する。 

※ 身体拘束廃止未実施減算については、事業所において身体的拘束等が行われていた場合ではなく、居宅

サービス基準第 146 条第５項の記録（同条第４項に規定する身体的拘束等を行う場合の記録）を行ってい

ない場合及び同条第６項に規定する措置を講じていない場合に、利用者全員について所定単位数から減算

することとなる。具体的には、記録を行っていない、身体的拘束等の適正化のための対策を検討する委員

会を３月に１回以上開催していない、身体的拘束等の適正化のための指針を整備していない又は身体的拘

束等の適正化のための定期的な研修を実施していない事実が生じた場合、速やかに改善計画を都道府県知

事に提出した後、事実が生じた月から３月後に改善計画に基づく改善状況を都道府県知事に報告すること

とし、事実が生じた月の翌月から改善が認められた月までの間について、利用者全員について所定単位数

から減算することとする。 

 

高齢者虐待防止措置未実施減算について 

注５ 別に厚生労働大臣が定める基準を満たさない場合は、高齢者虐待防止措置未実施減算として、所定単

位数の 100 分の１に相当する単位数を所定単位数から減算する。 

※ 高齢者虐待防止措置未実施減算については、事業所において高齢者虐待が発生した場合ではなく、指定

居宅サービス基準第 155 条（指定居宅サービス等基準第 155 条の 12 において準用する場合を含む。）に

おいて準用する第 37 条の２に規定する措置を講じていない場合に、利用者全員について所定単位数から

減算することとなる。具体的には、高齢者虐待防止のための対策を検討する委員会を定期的に開催してい

ない、高齢者虐待防止のための指針を整備していない、高齢者虐待防止のための年１回以上の研修を実施

していない又は高齢者虐待防止措置を適正に実施するための担当者を置いていない事実が生じた場合、速

やかに改善計画を都道府県知事に提出した後、事実が生じた月から３月後に改善計画に基づく改善状況を

都道府県知事に報告することとし、事実が生じた月の翌月から改善が認められた月までの間について、利

用者全員について所定単位数から減算することとする。 

 

業務継続計画未策定減算について 

注６ 別に厚生労働大臣が定める基準を満たさない場合は、業務継続計画未策定減算として、所定単位数の

100 分の１に相当する単位数を所定単位数から減算する。 

※ 業務継続計画未策定減算については、指定居宅サービス等基準第 155 条（指定居宅サービス等基準第
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155 条の 12 において準用する場合を含む。）において準用する指定居宅サービス等基準第 30 条の２第１

項に規定する基準を満たさない事実が生じた場合に、その翌月（基準を満たさない事実が生じた日が月の

初日である場合は当該月）から基準に満たない状況が解消されるに至った月まで、当該事業所の利用者全

員について、所定単位数から減算することとする。 

 
 
診療所設備基準減算 

注７ 別に厚生労働大臣が定める施設基準に該当する指定短期入所療養介護事業所については、診療所設備

基準減算として、１日につき60単位を所定単位数から減算する。 

 

注８ 別に厚生労働大臣が定める施設基準【※】に該当する指定短期入所療養介護事業所については、１日

につき25単位を所定単位数から減算する。 

……………………………………………………………………………………………………………………………

【※】別に厚生労働大臣が定める施設基準の内容は次のとおり。 

指定居宅サービス介護給付費単位数表の短期入所療養介護費のハ(１)か(３)までの注５における別に厚生労働大臣が定める施

設基準 

指定短期入所療養介護事業所において食堂を有していないこと。 

…………………………………………………………………………………………………………………………… 

 

認知症行動・心理症状緊急対応加算について 

注９ (１)及び(２)について、医師が、認知症の行動・心理症状が認められるため、在宅での生活が困難で

あり、緊急に指定短期入所療養介護を利用することが適当であると判断した者に対し、指定短期入所療

養介護を行った場合は、利用を開始した日から起算して７日を限度として、１日につき200単位を所定

単位数に加算する。 

 

緊急短期入所受入加算について 

注 10 別に厚生労働大臣が定める利用者に対し、居宅サービス計画において計画的に行うこととなってい

ない指定短期入所療養介護を緊急に行った場合は、緊急短期入所受入加算として、利用を開始した日か

ら起算して７日（利用者の日常生活上の世話を行う家族の疾病等やむを得ない事情がある場合は、１４

日）を限度として１日につき 90 単位を所定単位数に加算する。ただし、注９を算定している場合は、

算定しない。 

 

若年性認知症利用者受入加算について 

注 11 別に厚生労働大臣が定める基準に適合しているものとして、電子情報処理組織を使用する方法によ

り、都道府県知事に対し、老健局長が定める様式による届出を行った指定短期入所療養介護事業所にお

いて、若年性認知症利用者に対して指定短期入所療養介護を行った場合は、若年性認知症利用者受入加

算として、⑴及び⑵については１日につき 120 単位を、⑶については１日につき 60 単位を所定単位数

に加算する。ただし、注９を算定している場合は、算定しない。 

 

送迎加算について 

注 12 電子情報処理組織を使用する方法により、都道府県知事に対し、老健局長が定める様式による届出を

行った指定短期入所療養介護事業所において、利用者の心身の状態、家族等の事情等からみて送迎を行

うことが必要と認められる利用者に対して、その居宅と指定短期入所療養介護事業所との間の送迎を行

う場合は、片道につき184単位を所定単位数に加算する。 

 

注 13 次のいずれかに該当する者に対して、診療所短期入所療養介護費(Ⅰ)又は診療所短期入所療養介護

費(Ⅱ)を支給する場合は、それぞれ、診療所短期入所療養介護費(Ⅰ)の診療所短期入所療養介護費(ⅳ)、

(ⅴ)若しくは(ⅵ)又は診療所短期入所療養介護費(Ⅱ)の診療所短期入所療養介護費(ⅱ)を算定する。 

イ 感染症等により、従来型個室の利用の必要があると医師が判断した者 

ロ 別に厚生労働大臣が定める基準に適合する従来型個室を利用する者 
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ハ 著しい精神症状等により、同室の他の利用者の心身の状況に重大な影響を及ぼすおそれがある

として、従来型個室の利用の必要があると医師が判断した者 

 

30日連続の利用について 

注14 利用者が連続して30日を超えて指定短期入所療養介護を受けている場合においては、30日を超える

日以降に受けた指定短期入所療養介護については、診療所における短期入所療養介護費は、算定しない。 

 

(４) 口腔連携強化加算 50単位 

注 別に厚生労働大臣が定める基準に適合しているものとして、電子情報処理組織を使用する方法により、

都道府県知事に対し、老健局長が定める様式による届出を行った指定短期入所療養介護事業所の従業者

が、口腔の健康状態の評価を実施した場合において、利用者の同意を得て、歯科医療機関及び介護支援

専門員に対し、当該評価の結果の情報提供を行ったときは、口腔連携強化加算として、１月に１回に限

り所定単位数を加算する。 

 

(５) 療養食加算 ８単位 

注 次に掲げるいずれの基準にも適合するものとして、電子情報処理組織を使用する方法により、都道

府県知事に対し、老健局長が定める様式による届出を行い、当該基準による食事の提供を行う指定短

期入所療養介護事業所が、別に厚生労働大臣が定める療養食を提供したときは、１日につき３回を限

度として、所定単位数を加算する。 

イ 食事の提供が管理栄養士又は栄養士によって管理されていること。 

ロ 利用者の年齢、心身の状況によって適切な栄養量及び内容の食事の提供が行われていること。 

ハ 食事の提供が、別に厚生労働大臣が定める基準に適合する指定短期入所療養介護事業所におい

て行われていること。 

 

(６) 認知症専門ケア加算 

注 別に厚生労働大臣が定める基準に適合しているものとして、電子情報処理組織を使用する方法によ

り、都道府県知事に対し、老健局長が定める様式による届出を行った指定短期入所療養介護事業所に

おいて、別に厚生労働大臣が定める者に対して専門的な認知症ケアを行った場合は、当該基準に掲げ

る区分に従い、１日につき次に掲げる所定単位数を加算する。ただし、次に掲げるいずれかの加算を

算定している場合においては、次に掲げるその他の加算は算定しない。 

① 認知症専門ケア加算(Ⅰ) ３単位 

② 認知症専門ケア加算(Ⅱ) ４単位 

 

(７) 特定診療費 

注 利用者に対して、指導管理、リハビリテーション等のうち日常的に必要な医療行為として別に厚生

労働大臣が定めるものを行った場合に、別に厚生労働大臣が定める単位数に 10 円を乗じて得た額を

算定する。 
 
(８)  生産性向上推進体制加算 

注 別に厚生労働大臣が定める基準に適合しているものとして、電子情報処理組織を使用する方法によ

り、都道府県知事に対し、老健局長が定める様式による届出を行った指定短期入所療養介護事業所に

おいて、利用者に対して指定短期入所療養介護を行った場合は、当該基準に掲げる区分に従い、１月

につき次に掲げる所定単位数を加算する。ただし、次に掲げるいずれかの加算を算定している場合に

おいては、次に掲げるその他の加算は算定しない。 

㈠ 生産性向上推進体制加算(Ⅰ) 100単位 

㈡ 生産性向上推進体制加算(Ⅱ) 10単位 
 

(９) サービス提供体制強化加算 

注 別に厚生労働大臣が定める基準に適合しているものとして、電子情報処理組織を使用する方法によ

り、都道府県知事に対し、老健局長が定める様式による届出を行った指定短期入所療養介護事業所が、

利用者に対し、指定短期入所療養介護を行った場合は、当該基準に掲げる区分に従い、１日につき次

に掲げる所定単位数を加算する。ただし、次に掲げるいずれかの加算を算定している場合においては、
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次に掲げるその他の加算は算定しない。 

① サービス提供体制強化加算(Ⅰ)  ２２単位 

② サービス提供体制強化加算(Ⅱ)  １８単位 

③ サービス提供体制強化加算(Ⅲ)   ６単位 
 

(10)  介護職員等処遇改善加算 

注１ 別に厚生労働大臣が定める基準に適合する介護職員等の賃金の改善等を実施しているものとして、

電子情報処理組織を使用する方法により、都道府県知事に対し、老健局長が定める様式による届出を行

った指定短期入所療養介護事業所が、利用者に対し、指定短期入所療養介護を行った場合は、当該基準

に掲げる区分に従い、次に掲げる単位数を所定単位数に加算する。ただし、次に掲げるいずれかの加算

を算定している場合においては、次に掲げるその他の加算は算定しない。 

㈠ 介護職員等処遇改善加算(Ⅰ) ⑴から⑼までにより算定した単位数の 1000 分の 51 に相当する単位

数 

㈡ 介護職員等処遇改善加算(Ⅱ) ⑴から⑼までにより算定した単位数の 1000 分の 47 に相当する単位

数 

㈢ 介護職員等処遇改善加算(Ⅲ) ⑴から⑼までにより算定した単位数の 1000 分の 36 に相当する単位

数 

㈣ 介護職員等処遇改善加算 (Ⅳ) ⑴から⑼までにより算定した単位数の1000分の29に相当する単位

数 

 

ホ 介護医療院における短期入所療養介護費 
留意事項（介護医療院における短期入所療養介護費） 

① 介護医療院短期入所療養介護費を算定するための基準について 

イ この場合の短期入所療養介護には、介護医療院の空きベッドを利用して行われるものであることから、

所定単位数の算定（職員の配置数の算定）、定員超過利用・人員基準欠如（介護支援専門員に係るものを除

く。）・夜勤体制及び療養環境による所定単位数の減算及び加算については、介護医療院の本体部分と常

に一体的な取扱いが行われるものであること。したがって、緊急時施設診療費については、８の(29)を

準用すること。また、注 11 により、施設基準及び夜勤職員の基準を満たす旨の届出については、本体

施設である介護医療院について行われていれば、短期入所療養介護については行う必要がないこと。 

ロ 介護医療院である短期入所療養介護事業所の人員基準欠如による所定単位数の減算の基準は、通所介

護費等の算定方法第４号ニ(２)において規定しているところであるが、具体的な取扱いは以下のとおり

であること。 

ａ 医師、薬剤師、看護職員及び介護職員の員数が居宅サービス基準に定める員数を満たさない場合は、

所定単位数に100分の70を乗じて得た単位数が算定される。 

ｂ 短期入所療養介護を行う療養棟において、看護・介護職員の員数については居宅サービス基準に定

める員数を満たすが、看護師の員数の看護職員の必要数に対する割合が２割未満である場合は、Ⅰ型

介護医療院短期入所療養介護費の(Ⅲ)、Ⅰ型特別介護医療院短期入所療養介護費、ユニット型Ⅰ型介

護医療院短期入所療養介護費の(Ⅱ)、ユニット型Ⅰ型特別介護医療院短期入所療養介護費に100分の

90を乗じて得た単位数が算定される。 

ハ 特別診療費については、別途通知するところによるものとすること。 

ニ 施設基準及び夜勤職員基準を満たす旨の届出並びに夜間勤務等看護(Ⅰ)から(Ⅳ)までを算定するため

の届出については、本体施設である介護医療院について行われていれば、短期入所療養介護については

行う必要がないこと。 

② Ⅰ型介護医療院短期入所療養介護費（併設型小規模介護医療院以外の介護医療院が行う短期入所療養介

護の場合）又はユニット型Ⅰ型介護医療院短期入所療養介護費（併設型小規模ユニット型介護医療院以外

のユニット型介護医療院が行う短期入所療養介護の場合）を算定するための基準について 
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イ 当該介護医療院における短期入所療養介護について、適用すべき所定単位数の算定区分については、

月の末日においてそれぞれの算定区分に係る施設基準を満たさない場合は、当該施設基準を満たさなく

なった月の翌々月に変更の届出を行い、届出を行った月から当該届出に係る短期入所療養介護費を算定

することとなる。（ただし、翌月の末日において当該施設基準を満たしている場合を除く。） 

ロ 施設基準第 14 号ヨ(１)(一)ｈⅰ又は施設基準第 14 号ヨ(２)(一)ｂⅰについては、ハに示す重篤な身

体疾患を有する者とニに示す身体合併症を有する認知症高齢者の合計についてトに示す方法で算出し

た割合が、基準を満たすものであること。ただし、同一の者について、重篤な身体疾患を有する者の基

準及び身体合併症を有する認知症高齢者の基準のいずれにも当てはまる場合は、いずれか一方にのみ含

めるものとする。なお、当該基準を満たす利用者については、給付費請求明細書の摘要欄に、ハ又はニ

に示すいずれの状態に適合するものであるかについて、記載要領に示す記号を用いてその状態を記入す

ること。 

ハ 施設基準第14号ヨ(１)(一)ｈⅰ又は施設基準第14号ヨ(２)(一)ｂⅰの「重篤な身体疾患を有する者」

とは、次のいずれかに適合する者をいう。 

ａ ＮＹＨＡ分類Ⅲ以上の慢性心不全の状態 

ｂ Ｈｕｇｈ－Ｊｏｎｅｓ分類Ⅳ以上の呼吸困難の状態又は連続する１週間以上人工呼吸器を必要と

している状態 

ｃ 各週２日以上の人工腎臓の実施が必要であり、かつ、次に掲げるいずれかの合併症を有する状態。

なお、人工腎臓の実施については、他科受診によるものであっても差し支えない。 

(a) 常時低血圧（収縮期血圧が90mmHg以下） 

(b) 透析アミロイド症で毛根管症候群や運動機能障がいを呈するもの 

(c) 出血性消化器病変を有するもの 

(d) 骨折を伴う二次性副甲状腺機能亢進症のもの 

ｄ Ｃｈｉｌｄ－Ｐｕｇｈ分類Ｃ以上の肝機能障がいの状態 

ｅ 連続する３日以上、ＪＣＳ100以上の意識障がいが継続している状態 

ｆ 単一の凝固因子活性が40％未満の凝固異常の状態 

ｇ 現に経口により食事を摂取している者であって、著しい摂食機能障がいを有し、造影撮影（医科

診療報酬点数表中「造影剤使用撮影」をいう。）又は内視鏡検査（医科診療報酬点数表中「喉頭ファ

イバースコピー」をいう。）により誤嚥が認められる（喉頭侵入が認められる場合を含む。）状態 

ニ 施設基準第 14 号ヨ(１)(一)ｈⅰ又は施設基準第 14 号ヨ(２)(一)ｂⅰの「身体合併症を有する認知症

高齢者」とは、次のいずれかに適合する者をいう。 

ａ 認知症であって、悪性腫瘍と診断された者 

ｂ 認知症であって、次に掲げるいずれかの疾病と診断された者 

(a) パーキンソン病関連疾患（進行性核上性麻痺、大脳皮質基底核変性症、パーキンソン病） 

(b) 多系統萎縮症（線条体黒質変性症、オリーブ橋小脳萎縮症、シャイ・ドレーガー症候群） 

(c) 筋萎縮性側索硬化症 

(d) 脊髄小脳変性症 

(e) 広範脊柱管狭窄症 

(f) 後縦靱帯骨化症 

(g) 黄色靱帯骨化症 

(h) 悪性関節リウマチ 

ｃ 認知症高齢者の日常生活自立度のランクⅢｂ、Ⅳ又はＭに該当する者 

ホ 施設基準第 14 号ヨ(１)(一)ｈⅱ又は施設基準第 14 号ヨ(２)(一)ｂⅱについては、喀痰吸引、経管栄

養又はインスリン注射が実施された者の合計についてトに示す方法で算出した割合が、基準を満たすもの
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であること。 

へ 施設基準第 14 号ヨ(１)(一)ｈⅱ又は施設基準第 14 号ヨ(２)(一)ｂⅱの「経管栄養」の実施とは、経

鼻経管又は胃ろう若しくは腸ろうによる栄養の実施を指す。ただし、過去１年間に経管栄養が実施され

ていた者（入所期間が１年以上である入所者にあっては、当該入所期間中（入所時を含む。）に経管栄

養が実施されていた者）であって、経口維持加算を算定している者又は管理栄養士が栄養ケア・マネジ

メントを実施する者（令和２年度以前においては、経口維持加算又は栄養マネジメント加算を算定され

ていた者）については、経管栄養が実施されている者として取り扱うものとすること。「喀痰吸引」の

実施とは、過去１年間に喀痰吸引が実施されていた者（入所期間が１年以上である入所者にあっては、

当該入所期間中（入所時を含む。）に喀痰吸引が実施されていた者）であって、口腔衛生管理加算を算

定されている者又は平成３０年度から令和２年度の口腔衛生管理体制加算の算定要件を満たしている

者（平成３０年度から令和２年度においては口腔衛生管理加算又は口腔衛生管理体制加算を算定されて

いた者）については、喀痰吸引が実施されている者として取り扱うものとすること。「インスリン注射」

の実施においては、自ら実施する者は除くものであること。同一の者について、例えば、「喀痰吸引」

と「経管栄養」の両方を実施している場合、２つの処置を実施しているため、喀痰吸引と経管栄養を実

施しているそれぞれの人数に含めること。 

ト 施設基準第 14 号ヨ(１)(一)ｈのⅰ及びⅱ又は施設基準第 14 号ヨ(２)(一)ｂのⅰ及びⅱの基準につい

ては、次のいずれかの方法によるものとし、小数点第３位以下は切り上げることとする。なお、ここに

おいて入所者等（当該介護医療院における指定短期入所療養介護の利用者及び入所者をいう。以下３に

おいて同じ。）とは、毎日24時現在当該施設に入所している者をいい、当該施設に入所してその日のう

ちに退所又は死亡した者を含むものであること。 

ａ 月の末日における該当者の割合によることとし、算定日が属する月の前３月において当該割合の

平均値が当該基準に適合していること 

ｂ 算定日が属する月の前３月において、当該基準を満たす入所者等の入所延べ日数が全ての入所者

等の入所延べ日数に占める割合によることとし、算定月の前３月において当該割合の平均値が当該

基準に適合していること。 

チ 施設基準第 14 号ヨ(１)(一)ｉ又は施設基準第 14 号ヨ(２)(一)ｃの基準については、同号ⅰからⅲま

でのすべてに適合する入所者等の入所延べ日数が、全ての入所者等の入所延べ日数に占める割合が、基

準を満たすものであること。当該割合の算出にあたっては、小数点第３位以下は切り上げるものとする。

ただし、本人が十分に判断をできる状態になく、かつ、家族の来所が見込めないような場合も、医師、

看護職員、介護職員等が入所者等の状態等に応じて随時、入所者等に対するターミナルケアについて相

談し、共同してターミナルケアを行っていると認められる場合を含む。この場合には、適切なターミナ

ルケアが行われていることが担保されるよう、職員間の相談日時、内容等を記録するとともに、本人の

状態や、家族と連絡を取ったにもかかわらず来所がなかった旨を記載しておくことが必要である。 

リ 施設基準第 14 号ヨ⑴㈠ｊ又は施設基準第 14 号ヨ⑵㈠ｆの基準については、施設サービス計画の作成

や提供にあたり、入所者本人が希望しない場合を除き、入所者全員に対して、厚生労働省「人生の最終

段階における医療・ケアの決定プロセスに関するガイドライン」等を参考にしつつ、本人の意思を尊重

した医療・ケアの方針が実施できるよう、多職種が連携し、本人及びその家族と必要な情報の共有等の

支援を行うこと。 

ヌ 施設基準第14号ヨ(１)(一)ｆにおける「生活機能を維持改善するリハビリテーション」とは、以下の

考え方によるものとする。 

ａ 可能な限りその入所者等の居宅における生活への復帰を目指し、日常生活動作を維持改善するリ

ハビリテーションを、医師の指示を受けた作業療法士を中心とする多職種の共同によって、医師の

指示に基づき、療養生活の中で随時行うこと。 
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ｂ 生活機能を維持改善するリハビリテーションについても、「リハビリテーション・個別機能訓練、

栄養管理及び口腔管理の実施に関する基本的な考え方並びに事務処理手順及び様式例の提示につ

いて」第２のⅢの考え方は適用されるものである。具体的には、入所者等ごとに解決すべき日常生

活動作上の課題の把握（アセスメント）を適切に行い、改善に係る目標を設定し、計画を作成した

上で、当該目標を達成するために必要なリハビリテーションを、機能訓練室の内外を問わず、また

時間にこだわらず療養生活の中で随時行い、入所者等の生活機能の維持改善に努めなければならな

いこと。 

ル 施設基準第14号ヨ(１)(一)ｇにおける「地域に貢献する活動」とは、以下の考え方によるものとする。 

ａ 地域との連携については、介護医療院の人員、施設及び設備並びに運営に関する基準（平成30年

厚労省令第５号。以下「介護医療院基準」という。）第39条において、地域住民又はその自発的な

活動等との連携及び協力を行う等の地域との交流に努めなければならないと定めているところで

あるが、Ⅰ型介護医療院短期入所療養介護費(Ⅰ)を算定すべき介護医療院においては、自らの創意

工夫によって更に地域に貢献する活動を行うこと。 

ｂ 当該活動は、地域住民への介護予防を含む健康教室、認知症カフェ等、地域住民相互及び地域住

民と当該介護医療院の入所者等との交流に資するなど地域の高齢者に活動と参加の場を提供する

ものであるよう努めること。 

③ Ⅰ型介護医療院短期入所療養介護費（併設型小規模介護医療院の介護医療院が行う短期入所療養介護の

場合）又はユニット型Ⅰ型介護医療院短期入所療養介護費（併設型小規模ユニット型介護医療院のユニッ

ト型介護医療院が行う短期入所療養介護の場合）を算定するための基準について 

②を準用する。この場合において、②ヘ中「経鼻経管又は胃ろう若しくは腸ろうによる栄養の実施」と

あるのは「経鼻経管、胃ろう若しくは腸ろう又は中心静脈栄養による栄養の実施」と、同チ中「同号ⅰか

らⅳまでのすべてに適合する入所者等の入所延べ日数が、全ての入所者等の入所延べ日数に占める割合」

とあるのは「同号ⅰからⅳまでのすべてに適合する入所者等の入所延べ日数が、全ての入所者等の入所延

べ日数に占める割合と、19 を当該併設型小規模介護医療院におけるⅠ型療養床数で除した数で除した数

との積」と読み替えるものとする。 

④ Ⅱ型介護医療院短期入所療養介護費（併設型小規模介護医療院以外の介護医療院が行う短期入所療養介

護の場合）又はユニット型Ⅱ型介護医療院短期入所療養介護費（併設型小規模ユニット型介護医療院以外

の介護医療院が行う短期入所療養介護の場合）を算定するための基準について 

イ 当該介護医療院における短期入所療養介護について、適用すべき所定単位数の算定区分については、

月の末日においてそれぞれの算定区分に係る施設基準を満たさない場合は、当該施設基準を満たさなく

なった月の翌々月に変更の届出を行い、届出を行った月から当該届出に係る短期入所療養介護費を算定

することとなる。（ただし、翌月の末日において当該施設基準を満たしている場合を除く。） 

ロ 施設基準第14号タ(１)(一)ｅⅰについては、認知症高齢者の日常生活自立度のランクＭに該当する者

の合計についてヘに示す方法で算出した割合が、基準を満たすものであること。 

ハ 施設基準第14号タ(１)(一)ｅⅱについては、喀痰吸引又は経管栄養が実施された者の合計についてヘ

に示す方法で算出した割合が、基準を満たすものであること。 

ニ 施設基準第14号タ(１)(一)ｅⅱの「経管栄養」の実施とは、経鼻経管又は胃ろう若しくは腸ろうによ

る栄養の実施を指す。ただし、過去１年間に経管栄養が実施されていた者（入所期間が１年以上である

入所者にあっては、当該入所期間中（入所時を含む。）に経管栄養が実施されていた者）であって、経

口維持加算を算定している者又は管理栄養士が栄養ケア・マネジメントを実施する者（令和２年度以前

においては、経口維持加算又は栄養マネジメント加算を算定されていた者）は、経管栄養が実施されて

いる者として取り扱うものとすること。「喀痰吸引」の実施とは、過去１年間に喀痰吸引が実施されて

いた者（入所期間が１年以上である入所者にあっては、当該入所期間中（入所時を含む。）に喀痰吸引
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が実施されていた者）であって、口腔衛生管理加算を算定されている者又は平成 30 年度から令和２年

度の口腔衛生管理体制加算の算定要件を満たしている者（平成 30 年度から令和２年度においては口腔

衛生管理加算又は口腔衛生管理体制加算を算定されていた者）については、喀痰吸引が実施されている

者として取り扱うものとすること。同一の者について、例えば、「喀痰吸引」と「経管栄養」の両方を実

施している場合、２つの処置を実施しているため、喀痰吸引と経管栄養を実施しているそれぞれの人数

に含める。 

ホ 施設基準第14号タ(１)(一)ｅⅲについては、認知症高齢者の日常生活自立度のランクⅣ又はＭに該当

する者の合計についてヘに示す方法で算出した割合が、基準を満たすものであること。 

ヘ 施設基準第14号タ(１)(一)ｅのⅰからⅲの基準については、次のいずれかの方法によるものとし、小

数点第３位以下は切り上げることとする。なお、ここにおいて入所者等（当該介護医療院における指定

短期入所療養介護の利用者及び入所者をいう。以下３において同じ。）とは、毎日24時現在当該施設に

入所している者をいい、当該施設に入所してその日のうちに退所又は死亡した者を含むものであること。 

ａ 月の末日における該当者の割合によることとし、算定日が属する月の前３月において当該割合の

平均値が当該基準に適合していること 

ｂ 算定日が属する月の前３月において、当該基準を満たす入所者等の入所延べ日数が全ての入所者

等の入所延べ日数に占める割合によることとし、算定月の前３月において当該割合の平均値が当該

基準に適合していること。 

⑤ Ⅱ型介護医療院短期入所療養介護費（併設型小規模介護医療院が行う短期入所療養介護の場合）又はユ

ニット型Ⅱ型介護医療院短期入所療養介護費（併設型小規模ユニット型介護医療院が行う短期入所療養介

護の場合）を算定するための基準について 

イ ④イを準用する。 

ロ 施設基準第14号タ(１)(二)ｄⅰについては、認知症高齢者の日常生活自立度のランクＭに該当する者

の合計についてヘに示す方法で算出した割合と 19 を当該小規模介護医療院におけるⅡ型療養床数で除

した数との積が基準を満たすものであること。 

ハ 施設基準第14号タ(１)(二)ｄⅱについては、喀痰吸引又は経管栄養が実施された者の合計についてヘ

に示す方法で算出した割合と 19 を当該小規模介護医療院におけるⅡ型療養床数で除した数との積が基

準を満たすものであること。 

ニ 施設基準第14号タ(１)(二)ｄⅱの「経管栄養」の実施とは、経鼻経管又は胃ろう若しくは腸ろうによ

る栄養の実施を指す。ただし、過去１年間に経管栄養が実施されていた者（入所期間が１年以上である

入所者にあっては、当該入所期間中（入所時を含む。）に経管栄養が実施されていた者）であって、経

口維持加算を算定している者又は管理栄養士が栄養ケア・マネジメントを実施する者（令和２年度以前

においては、経口維持加算又は栄養マネジメント加算を算定されていた者）は、経管栄養が実施されて

いる者として取り扱うものとすること。「喀痰吸引」の実施とは、過去１年間に喀痰吸引が実施されて

いた者（入所期間が１年以上である入所者にあっては、当該入所期間中（入所時を含む。）に喀痰吸引

が実施されていた者）であって、口腔衛生管理加算を算定されている者又は平成 30 年度から令和２年

度の口腔衛生管理体制加算の算定要件を満たしている者（平成 30 年度から令和２年度においては口腔

衛生管理加算又は口腔衛生管理体制加算を算定されていた者）については、喀痰吸引が実施されている

者として取り扱うものとすること。同一の者について、例えば、「喀痰吸引」と「経管栄養」の両方を実

施している場合、２つの処置を実施しているため、喀痰吸引と経管栄養を実施しているそれぞれの人数

に含める。 

ホ 施設基準第14号タ(１)(二)ｄⅲについては、認知症高齢者の日常生活自立度のランクⅣ又はＭに該当

する者の合計についてヘに示す方法で算出した割合と 19 を当該小規模介護医療院におけるⅡ型療養床

数で除した数との積が基準を満たすものであること。 
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ヘ 施設基準第14号タ(１)(二)ｄのⅰからⅲの基準については、次のいずれかの方法によるものとし、小

数点第３位以下は切り上げることとする。なお、ここにおいて入所者等（当該介護医療院における指定

短期入所療養介護の利用者及び入所者をいう。以下３において同じ。）とは、毎日24時現在当該施設に

入所している者をいい、当該施設に入所してその日のうちに退所又は死亡した者を含むものであること。 

ａ 月の末日における該当者の割合によることとし、算定日が属する月の前３月において当該割合の

平均値が当該基準に適合していること 

ｂ 算定日が属する月の前３月において、当該基準を満たす入所者等の入所延べ日数が全ての入所者

等の入所延べ日数に占める割合によることとしは改正部分、算定月の前３月において当該割合の平

均値が当該基準に適合していること。 

⑥ 特別介護医療院短期入所療養介護費又はユニット型特別介護医療院短期入所療養介護費を算定するため

の基準について 

施設基準第14号レ又はネを満たすものであること。 

⑦ 特定介護医療院短期入所療養介護費について 

１ 利用対象者は、在宅において生活しており、当該サービスを提供するに当たり、常時介護職員による観

察を必要とする難病等を有する重度者又はがん末期の利用者を想定している。 

２ 所要時間による区分については、現に要した時間ではなく、短期入所療養介護計画に位置付けられた内

容の短期入所療養介護を行うための標準的な時間によることとされたところであり、単に、当日のサービ

ス進行状況や利用者の家族の出迎え等の都合で、当該利用者が通常の時間を超えて事業所にいる場合は、

短期入所療養介護のサービスが提供されているとは認められないものであること。したがって、この場合

は当初計画に位置付けられた所要時間に応じた所定単位数が算定されるものであること（このような家族

等の出迎え等までの間の「預かり」サービスについては、利用者から別途料金を徴収して差し支えない。）

また、ここでいう短期入所療養介護を行うのに要する時間には、送迎に要する時間は含まれないものであ

ること。 

これに対して、短期入所療養介護計画上６時間以上８時間未満の短期入所療養介護を予定していたが、

当日の利用者の心身の状況から、５時間の短期入所療養介護を行った場合には、６時間以上８時間未満の

短期入所療養介護の単位数を算定できる。 

⑧ 栄養管理について 

栄養士が、各利用者の年齢等に応じて適切な栄養量及び内容の食事提供を行う体制を整備し、各利用者の

栄養状態にあった栄養管理を行うこと。 
 

(1) Ⅰ型介護医療院短期入所療養介護費（１日につき） 

  a Ⅰ型介護医療院短期入所療養介護費(i)  b Ⅰ型介護医療院短期入所療養介護費(ii)  

（一）Ⅰ型

介護医療院

短期入所療

養 介 護 費

（Ⅰ） 

要介護１ ７７８単位 ８９４単位 

要介護２ ８９３単位 １，００６単位 

要介護３ １，１３６単位 １，２５０単位 

要介護４ １，２４０単位 １，３５３単位 

要介護５ １，３３３単位 １，４４６単位 

（二）Ⅰ型

介護医療院

短期入所療

養 介 護 費

（Ⅱ） 

要介護１ ７６８単位 ８８０単位 

要介護２ ８７９単位 ９９３単位 

要介護３ １，１１９単位 １，２３３単位 

要介護４ １，２２２単位 １，３３４単位 

要介護５ １，３１４単位 １，４２６単位 

（三）Ⅰ型 要介護１ ７５２単位 ８６４単位 
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介護医療院

短期入所療

養 介 護 費

（Ⅲ） 

要介護２ ８６３単位 ９７５単位 

要介護３ １，１０３単位 １，２１５単位 

要介護４ １，２０５単位 １，３１７単位 

要介護５ １，２９７単位 １，４０９単位 

 

（２）Ⅱ型介護医療院短期入所療養介護費（１日につき） 

  ａ Ⅱ型介護医療院短期入所療養介護費（ｉ）  ｂ Ⅱ型介護医療院短期入所療養介護費（ｉｉ）  

（一）Ⅱ型

介護医療院

短期入所療

養 介 護 費

（Ⅰ） 

 

要介護１ ７３１単位 ８４６単位 

要介護２ ８２９単位 ９４５単位 

要介護３ １，０４４単位 １，１５７単位 

要介護４ １，１３５単位 １，２４９単位 

要介護５ 
１，２１７単位 １，３３１単位 

（二）Ⅱ型

介護医療院

短期入所療

養 介 護 費

（Ⅱ） 

 

要介護１ ７１５単位 ８２８単位 

要介護２ ８１３単位 ９２７単位 

要介護３ １，０２７単位 １，１４１単位 

要介護４ １，１１７単位 １，２３３単位 

要介護５ 
１，２００単位 １，３１４単位 

（三）Ⅱ型

介護医療院

短期入所療

養 介 護 費

（Ⅲ） 

 

要介護１ ７０４単位 ８１７単位 

要介護２ ８０２単位 ９１６単位 

要介護３ １，０１５単位 １，１２９単位 

要介護４ １，１０６単位 １，２２１単位 

要介護５ 
１，１８８単位 １，３０２単位 

 

 

（３） 特別介護医療院短期入所療養介護費（１日につき） 

  ａ 特別介護医療院短期入所療養介護費（ｉ）  ｂ 特別介護医療院短期入所療養介護費（ｉｉ）  

（一）Ⅰ型

特別介護医

療院短期入

所療養介護

費 

 

要介護１ ７１７単位 ８２２単位 

要介護２ ８２１単位 ９２９単位 

要介護３ １，０５１単位 １，１５６単位 

要介護４ １，１４７単位 １，２５４単位 

要介護５ 
１，２３６単位 １，３４１単位 

（二）Ⅱ型

特別介護医

療院短期入

所療養介護

費 

 

要介護１ ６７０単位 ７７８単位 

要介護２ ７６４単位 ８７３単位 

要介護３ ９６７単位 １，０７６単位 

要介護４ １，０５４単位 １，１６１単位 

要介護５ 
１，１３２単位 １，２４０単位 

 

（４） ユニット型Ⅰ型介護医療院短期入所療養介護費（１日につき） 
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  ａ ユニット型介護医療院短期入所療養介護費（ｉ）  ｂ 経過的ユニット型介護医療院短期入所療養介護費  

（一）ユニ

ット型Ⅰ型

介護医療院

短期入所療

養 介 護 費

（Ⅰ） 

要介護１ ９１１単位 ９１１単位 

要介護２ １，０２３単位 １，０２３単位 

要介護３ １，２６８単位 １，２６８単位 

要介護４ １，３７１単位 １，３７１単位 

要介護５ 
１，４６４単位 １，４６４単位 

（二）ユニ

ット型Ⅰ型

介護医療院

短期入所療

養 介 護 費

（Ⅱ） 

要介護１ ９０１単位 ９０１単位 

要介護２ １，０１１単位 １，０１１単位 

要介護３ １，２５２単位 １，２５２単位 

要介護４ １，３５３単位 １，３５３単位 

要介護５ 
１，４４５単位 １，４４５単位 

 

（５） ユニット型Ⅱ型介護医療院短期入所療養介護費（１日につき） 

（一）ユニ

ット型Ⅱ型

介護医療院

短期入所療

養介護費 

要介護１ ９１０単位 

要介護２ １，０１４単位 

要介護３ １，２４１単位 

要介護４ １，３３７単位 

要介護５ １，４２４単位 

（二）経過

的ユニット

型Ⅱ型介護

医療院短期

入所療養介

護費 

要介護１ ９１０単位 

要介護２ １，０１４単位 

要介護３ １，２４１単位 

要介護４ １，３３７単位 

要介護５ 
１，４２４単位 

 

 

（６） ユニット型特別介護医療院短期入所療養介護費（１日につき） 

  ａ ユニット型Ⅰ型特別介護医療院短期入所療養介護費（ｉ）  ｂ 経過的ユニット型Ⅱ型特別介護医療院短期入所療養介護費（  

（一）ユニ

ット型Ⅰ型

特別介護医

療院短期入

所療養介護

費 

要介護１ ８５９単位 ８５９単位 

要介護２ ９６３単位 ９６３単位 

要介護３ １，１９３単位 １，１９３単位 

要介護４ １，２８９単位 １，２８９単位 

要介護５ 
１，３７６単位 １，３７６単位 

（二）ユニ

ット型Ⅱ型

特別介護医

療院短期入

所療養介護

費 

要介護１ ８６７単位 ８６７単位 

要介護２ ９６６単位 ９６６単位 

要介護３ １，１８１単位 １，１８１単位 

要介護４ １，２７３単位 １，２７３単位 

要介護５ 
１，３５４単位 １，３５４単位 
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（７） 特定介護医療院短期入所療養介護 

（一） ３時間以上４時間未満 ６８４単位 

（二） ４時間以上６時間未満 ９４８単位 

（三） ６時間以上８時間未満 １，３１６単位 

 

注１ (1)から(6)までについて、介護医療院である指定短期入所療養介護事業所であって、別に厚生労働大

臣が定める施設基準に適合し、かつ、別に厚生労働大臣が定める夜勤を行う職員の勤務条件に関する基

準を満たすものとして、電子情報処理組織を使用する方法により、都道府県知事に対し、老健局長が定

める様式による届出を行ったものにおける当該届出に係る療養棟（指定施設サービス等介護給付費単位

数表に規定する療養棟をいう。注２において同じ。）において、指定短期入所療養介護を行った場合に、

当該施設基準に掲げる区分及び別に厚生労働大臣が定める基準に掲げる区分に従い、利用者の要介護状

態区分に応じて、それぞれ所定単位数を算定する。ただし、当該夜勤を行う職員の勤務条件に関する基

準を満たさない場合は、所定単位数から 25 単位を控除して得た単位数を算定する。なお、利用者の数

又は医師、薬剤師、看護職員若しくは介護職員の員数が別に厚生労働大臣が定める基準に該当する場合

は、別に厚生労働大臣が定めるところにより算定する。 

 

特定介護医療院短期入所療養介護費 

注２ (7)について、介護医療院である指定短期入所療養介護事業所であって、別に厚生労働大臣が定める

施設基準に適合するものとして、電子情報処理組織を使用する方法により、都道府県知事に対し、

老健局長が定める様式による届出を行ったものにおける当該届出に係る療養棟において、利用者

(別に厚生労働大臣が定める者に限る。)に対して、日中のみの指定短期入所療養介護を行った場合

に、現に要した時間ではなく、短期入所療養介護計画に位置付けられた内容の指定短期入所療養介

護を行うのに要する標準的な時間でそれぞれ所定単位数を算定する。なお、利用者の数又は医師、

薬剤師、看護職員若しくは介護職員の員数が別に厚生労働大臣が定める基準に該当する場合は、別

に厚生労働大臣が定めるところにより算定する。 

 

ユニットにおける職員に係る減算について 

注３ (4)から(6)までについて、別に厚生労働大臣が定める基準を満たさない場合は、１日につき所定単位

数の100分の97に相当する単位数を算定する。 

ユニットにおける職員の員数が、ユニットにおける職員の基準に満たない場合の減算については、ある

月（暦月）において基準に満たない状況が発生した場合に、その翌々月から基準に満たない状況が解消さ

れるに至った月まで、入所者全員について、所定単位数が減算されることとする（ただし、翌月の末日に

おいて基準を満たすに至っている場合を除く。）。 

 

身体拘束廃止未実施減算について 

注４ 別に厚生労働大臣が定める基準を満たさない場合は、身体拘束廃止未実施減算として、所定単位数の

100分の１に相当する単位数を所定単位数から減算する。 

※ 身体拘束廃止未実施減算については、事業所において身体的拘束等が行われていた場合ではなく、居宅

サービス基準第 146 条第５項の記録（同条第４項に規定する身体的拘束等を行う場合の記録）を行ってい

ない場合及び同条第６項に規定する措置を講じていない場合に、利用者全員について所定単位数から減算

することとなる。具体的には、記録を行っていない、身体的拘束等の適正化のための対策を検討する委員

会を３月に１回以上開催していない、身体的拘束等の適正化のための指針を整備していない又は身体的拘

束等の適正化のための定期的な研修を実施していない事実が生じた場合、速やかに改善計画を都道府県知

事に提出した後、事実が生じた月から３月後に改善計画に基づく改善状況を都道府県知事に報告すること
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とし、事実が生じた月の翌月から改善が認められた月までの間について、利用者全員について所定単位数

から減算することとする。 

 

高齢者虐待防止措置未実施減算について 

注５ 別に厚生労働大臣が定める基準を満たさない場合は、高齢者虐待防止措置未実施減算として、所定単

位数の 100 分の１に相当する単位数を所定単位数から減算する。 

※ 高齢者虐待防止措置未実施減算については、事業所において高齢者虐待が発生した場合ではなく、指定

居宅サービス基準第 155 条（指定居宅サービス等基準第 155 条の 12 において準用する場合を含む。）に

おいて準用する第 37 条の２に規定する措置を講じていない場合に、利用者全員について所定単位数から

減算することとなる。具体的には、高齢者虐待防止のための対策を検討する委員会を定期的に開催してい

ない、高齢者虐待防止のための指針を整備していない、高齢者虐待防止のための年１回以上の研修を実施

していない又は高齢者虐待防止措置を適正に実施するための担当者を置いていない事実が生じた場合、速

やかに改善計画を都道府県知事に提出した後、事実が生じた月から３月後に改善計画に基づく改善状況を

都道府県知事に報告することとし、事実が生じた月の翌月から改善が認められた月までの間について、利

用者全員について所定単位数から減算することとする。 

 

業務継続計画未策定減算について 

注６ 別に厚生労働大臣が定める基準を満たさない場合は、業務継続計画未策定減算として、所定単位数の

100 分の１に相当する単位数を所定単位数から減算する。 

※ 業務継続計画未策定減算については、指定居宅サービス等基準第 155 条（指定居宅サービス等基準第

155 条の 12 において準用する場合を含む。）において準用する指定居宅サービス等基準第 30 条の２第１

項に規定する基準を満たさない事実が生じた場合に、その翌月（基準を満たさない事実が生じた日が月の

初日である場合は当該月）から基準に満たない状況が解消されるに至った月まで、当該事業所の利用者全

員について、所定単位数から減算することとする。 

 

療養環境減算について 

注７ 別に厚生労働大臣が定める施設基準に該当する指定短期入所療養介護事業所について、療養環境減算

として、当該施設基準に掲げる区分に従い、１日につき次に掲げる単位数を所定単位数から減算する。 

① 療養環境減算(Ⅰ) 25単位 

② 療養環境減算(Ⅱ) 25単位 

イ 療養環境減算(Ⅰ)は、介護医療院における短期入所療養介護を行う場合に、当該介護医療院の療養室

に隣接する廊下幅が、内法による測定で壁から測定して、1.8メートル未満である場合に算定するもの

である。なお、両側に療養室がある場合の廊下の場合にあっては、内法による測定で壁から測定して、

2.7メートル未満である場合に算定することとする。 

ロ 療養環境減算(Ⅱ)は、介護医療院における短期入所療養介護を行う場合に、当該介護医療院の療養室

に係る床面積の合計を入所定員で除した数が８未満である場合に算定すること。療養室に係る床面積

の合計については、内法による測定とすること。 

 

室料相当額控除について （※令和７年８月１日施行） 

注８ Ⅱ型介護医療院短期入所療養介護費(Ⅰ)のⅡ型介護医療院短期入所療養介護費(ⅱ)、Ⅱ型介護医療院

短期入所療養介護費(Ⅱ)のⅡ型介護医療院短期入所療養介護費(ⅱ)及びⅡ型介護医療院短期入所療養

介護費(Ⅲ)のⅡ型介護医療院短期入所療養介護費(ⅱ)並びにⅡ型特別介護医療院短期入所療養介護費

(ⅱ)について、別に厚生労働大臣が定める施設基準に該当する介護医療院である指定短期入所療養介護

事業所については、室料相当額控除として、１日につき26単位を所定単位数から控除する。 
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夜勤勤務等看護の加算について 

注９ (1)から(6)までについて、別に厚生労働大臣が定める夜勤を行う職員の勤務条件に関する基準を満た

すものとして、電子情報処理組織を使用する方法により、都道府県知事に対し、老健局長が定める様式に

よる届出を行った指定短期入所療養介護事業所については、当該基準に掲げる区分に従い、１日につき次

に掲げる単位数を所定単位数に加算する。 

イ 夜間勤務等看護(Ⅰ) 23単位 

ロ 夜間勤務等看護(Ⅱ) 14単位 

ハ 夜間勤務等看護(Ⅲ) 14単位 

ニ 夜間勤務等看護(Ⅳ) ７単位 

施設基準及び夜勤職員基準を満たす旨の届出並びに夜勤勤務等看護(Ⅰ)から(Ⅳ)までを算定するため

の届出については、本体施設である介護医療院について行われていれば、短期入所療養介護については行

う必要がないこと。 

 

認知症行動・心理症状緊急対応加算について 

注10 (１)から(６)までについて、医師が、認知症の行動・心理症状が認められるため、在宅での生活が困

難であり、緊急に指定短期入所療養介護を利用することが適当であると判断した者に対し、指定短期入

所療養介護を行った場合は、利用を開始した日から起算して７日を限度として、１日につき200単位を

所定単位数に加算する。 
 

緊急短期入所受入加算について 

注 11 別に厚生労働大臣が定める利用者に対し、居宅サービス計画において計画的に行うこととなってい

ない指定短期入所療養介護を緊急に行った場合は、緊急短期入所受入加算として、利用を開始した日か

ら起算して７日（利用者の日常生活上の世話を行う家族の疾病等やむを得ない事情がある場合は、１４

日）を限度として１日につき 90 単位を所定単位数に加算する。ただし、注 10 を算定している場合は、

算定しない。 

 

若年性認知症患者受入加算について 

注 12 別に厚生労働大臣が定める基準に適合しているものとして、電子情報処理組織を使用する方法によ

り、都道府県知事に対し、老健局長が定める様式による届出を行った指定短期入所療養介護事業所にお

いて、若年性認知症利用者に対して指定短期入所療養介護を行った場合は、若年性認知症利用者受入加

算として、(１)から(６)までについては１日につき 120 単位を、(７)については１日につき 60 単位を

所定単位数に加算する。ただし、注10を算定している場合は、算定しない。 

 

送迎加算について 

注13 利用者の心身の状態、家族等の事情等からみて送迎を行うことが必要と認められる利用者に対して、

その居宅と指定短期入所療養介護事業所との間の送迎を行う場合は、片道につき184単位を所定単位数

に加算する。 

 

注 14 次のいずれかに該当する者に対して、Ⅰ型介護医療院短期入所療養介護費(Ⅰ)、Ⅰ型介護医療院短期

入所療養介護費(Ⅱ)若しくはⅠ型介護医療院短期入所療養介護費(Ⅲ)、Ⅱ型介護医療院短期入所療養介

護費(Ⅰ)、Ⅱ型介護医療院短期入所療養介護費(Ⅱ)若しくはⅡ型介護医療院短期入所療養介護費(Ⅲ)又

はⅠ型特別介護医療院短期入所療養介護費若しくはⅡ型特別介護医療院短期入所療養介護費を支給す

る場合は、それぞれⅠ型介護医療院短期入所療養介護費(Ⅰ)のⅠ型介護医療院短期入所療養介護費(ii)、

Ⅰ型介護医療院短期入所療養介護費(Ⅱ)のⅠ型介護医療院短期入所療養介護費(ii)若しくはⅠ型介護

医療院短期入所療養介護費(Ⅲ)のⅠ型介護医療院短期入所療養介護費(ii)、Ⅱ型介護医療院短期入所療

養介護費(Ⅰ)のⅡ型介護医療院短期入所療養介護費(ii)、Ⅱ型介護医療院短期入所療養介護費(Ⅱ)のⅡ

型介護医療院短期入所療養介護費(ii)若しくはⅡ型介護医療院短期入所療養介護費(Ⅲ)のⅡ型介護医

療院短期入所療養介護(ii)又はⅠ型特別介護医療院短期入所療養介護費(ii)若しくはⅡ型特別介護医
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療院短期入所療養介護費(ii)を算定する。 

イ 感染症等により、従来型個室の利用の必要があると医師が判断した者 

ロ 別に厚生労働大臣が定める基準に適合する従来型個室を利用する者 

ハ 著しい精神症状等により、同室の他の利用者の心身の状況に重大な影響を及ぼすおそれがあると

して、従来型個室の利用の必要があると医師が判断した者 

 

注 15 指定施設サービス等介護給付費単位数表の規定により、注１及び注９の規定による届出に相当する

介護医療院サービス(介護保険法第８条第 29 項に規定する介護医療院サービスをいう。)に係る届出が

あったときは、注１及び注９の規定による届出があったものとみなす。 

 

３０日連続の利用について 

注16 利用者が連続して30日を超えて指定短期入所療養介護を受けている場合においては、30日を超える

日以降に受けた指定短期入所療養介護については、介護医療院における短期入所療養介護費は、算定し

ない。 

 

注 17 (3)又は(6)を算定している介護医療院である指定短期入所療養介護事業所については、(13)は算定しない。 

 

(８)  口腔連携強化加算 50単位 

注 別に厚生労働大臣が定める基準に適合しているものとして、電子情報処理組織を使用する方法によ

り、都道府県知事に対し、老健局長が定める様式による届出を行った指定短期入所療養介護事業所の

従業者が、口腔の健康状態の評価を実施した場合において、利用者の同意を得て、歯科医療機関及び

介護支援専門員に対し、当該評価の結果の情報提供を行ったときは、口腔連携強化加算として、１月

に１回に限り所定単位数を加算する。 

 

(９) 療養食加算 ８単位 

注 次に掲げるいずれの基準にも適合するものとして、電子情報処理組織を使用する方法により、都道

府県知事に対し、老健局長が定める様式による届出を行い、かつ、当該基準による食事の提供を行う

指定短期入所療養介護事業所が、別に厚生労働大臣が定める療養食を提供したときは、１日につき３

回を限度として、所定単位数を加算する。 

イ 食事の提供が管理栄養士又は栄養士によって管理されていること。 

ロ 利用者の年齢、心身の状況によって適切な栄養量及び内容の食事の提供が行われていること。 

ハ 食事の提供が、別に厚生労働大臣が定める基準に適合する指定短期入所療養介護事業所におい

て行われていること。 

 

(10) 緊急時施設診療費 

利用者の病状が著しく変化した場合に緊急その他やむを得ない事情により行われる次に掲げる医療行

為につき算定する。 

イ 緊急時治療管理（１日につき） 518単位 

注１ 利用者の病状が重篤となり救命救急医療が必要となる場合において緊急的な治療管理とし

ての投薬、検査、注射、処置等を行ったときに算定する。 

注２ 同一の利用者について１月に１回、連続する３日を限度として算定する。 

ロ 特定治療 

注 医科診療報酬点数表第１章及び第２章において、高齢者の医療の確保に関する法律第 57 条第
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３項に規定する保険医療機関等が行った場合に点数が算定されるリハビリテーション、処置、手

術、麻酔又は放射線治療（別に厚生労働大臣が定めるものを除く。を行った場合に、当該診療に

係る医科診療報酬点数表第１章及び第２章に定める点数に10円を乗じて得た額を算定する。 

 

(11) 認知症専門ケア加算 

注 別に厚生労働大臣が定める基準に適合しているものとして、電子情報処理組織を使用する方法によ

り、都道府県知事に対し、老健局長が定める様式による届出を行った指定短期入所療養介護事業所に

おいて、別に厚生労働大臣が定める者に対して専門的な認知症ケアを行った場合は、当該基準に掲げ

る区分に従い、１日につき次に掲げる所定単位数を加算する。ただし、次に掲げるいずれかの加算を

算定している場合においては、次に掲げるその他の加算は算定しない。 

① 認知症専門ケア加算(Ⅰ) ３単位 

② 認知症専門ケア加算(Ⅱ) ４単位 

 

(12) 重度認知症疾患療養体制加算 

注 別に厚生労働大臣が定める施設基準【※】に適合しているものとして、電子情報処理組織を使用す

る方法により、都道府県知事に対し、老健局長が定める様式による届出を行った指定短期入所療養介

護事業所において、利用者に対して、指定短期入所療養介護を行った場合に、当該施設基準に掲げる

区分に従い、利用者の要介護状態区分に応じて、それぞれ１日につき次に掲げる所定単位数を加算す

る。ただし、次に掲げるいずれかの加算を算定している場合においては、次に掲げるその他の加算は

算定しない。 

(1) 重度認知症疾患療養体制加算(Ⅰ) 

① 要介護１又は要介護２ 140単位 

② 要介護３、要介護４又は要介護５ 40単位 

(2) 重度認知症疾患療養体制加算(Ⅱ) 

① 要介護１又は要介護２ 200単位 

② 要介護３、要介護４又は要介護５ 100単位 
…………………………………………………………………………………………………………………………… 

【※】別に厚生労働大臣が定める施設基準は次のとおり。 

イ 重度認知症疾患療養体制加算(Ⅰ)の基準 

(1) 看護職員の数が、常勤換算方法で、当該介護医療院における指定短期入所療養介護の利用者及び入

所者（以下この号において「入所者等」という。）の数の合計数が４又はその端数を増すごとに１以上

であること。ただし、入所者等の数を４をもって除した数(その数が１に満たないときは、１とし、端

数は切り上げるものとする。)から６をもって除した数(その数が１に満たない端数が生じるときはこ

れを切り上げる。)を減じた数の範囲内で介護職員とすることができる。 

(2) 専任の精神保健福祉士（精神保健福祉士法（平成９年法律第131号）第２条に規定する精神保健福祉

士をいう。ロにおいて同じ。）又はこれに準ずる者及び理学療法士、作業療法士又は言語聴覚士がそれ

ぞれ１名以上配置されており、各職種が共同して入所者等に対しサービスを提供していること。 

(3) 入所者等が全て認知症の者であり、届出を行った日の属する月の前３月において日常生活に支障を

来すおそれのある症状又は行動が認められることから介護を必要とする認知症の者の割合が２分の１

以上であること。 

(4) 近隣の精神科病院(精神保健及び精神障がい者福祉に関する法律(昭和25年法律第123号)第19条の

５に規定する精神科病院をいう。以下この(4)及びロにおいて同じ。)と連携し、当該精神科病院が、必

要に応じ入所者等を入院(同法に基づくものに限る。ロにおいて同じ。)させる体制及び当該精神科病院

に勤務する医師の入所者等に対する診察を週４回以上行う体制が確保されていること。 

(5) 届出を行った日の属する月の前３月間において、身体拘束廃止未実施減算を算定していないこと。 
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ロ 重度認知症疾患療養体制加算(Ⅱ)の基準 

(1) 看護職員の数が、常勤換算方法で、入所者等の数が４又はその端数を増すごとに１以上 

(2) 当該介護医療院に専ら従事する精神保健福祉士又はこれに準ずる者及び作業療法士がそれぞれ１

名以上配置されており、各職種が共同して入所者等に対しサービスを提供していること。 

(3) 60平方メートル以上の床面積を有し、専用の器械及び器具を備えた生活機能回復訓練室を有してい

ること。 

(4) 入所者等が全て認知症の者であり、届出を行った日の属する月の前３月において日常生活に支障を

来すおそれのある症状又は行動が認められることから特に介護を必要とする認知症の者の割合が２分

の１以上であること。 

(5) 近隣の精神科病院と連携し、当該精神科病院が、必要に応じ入所者等を入院させる体制及び当該精

神科病院に勤務する医師の入所者等に対する診察を週４回以上行う体制が確保されていること。 

(6) 届出を行った日の属する月の前３月間において、身体拘束廃止未実施減算を算定していないこと。 
…………………………………………………………………………………………………………………………… 

イ 重度認知症疾患療養体制加算については、施設単位で体制等について届け出ること。 

ロ３イ(３)及び３ロ(４)の基準において、入所者等が全て認知症の者とあるのは、入所者等が全て認

知症と確定診断されていることをいう。ただし、入所者については、入所後３か月間に限り、認知

症の確定診断を行うまでの間はＭＭＳＥ（Mini Mental State Examination）において23点以下の

者又はＨＤＳ―Ｒ（改訂長谷川式簡易知能評価スケール）において20点以下の者を含むものとす

る。短期入所療養介護の利用者については、認知症と確定診断を受けた者に限る。なお、認知症の

確定診断を行った結果、認知症でないことが明らかになった場合には、遅滞なく適切な措置を講じ

なければならない。 

ハ イ(３)の基準において、届出を行った日の属する月の前３月において日常生活に支障を来すおそ

れのある症状又は行動が認められることから介護を必要とする認知症の者の割合については、以

下の式により計算すること。 

(a) (ⅰ)に掲げる数÷(ⅱ)に掲げる数 

(ⅰ) 届出を行った日の属する月の前３月における認知症高齢者の日常生活自立度のランクⅢ

b以上に該当する者の延入所者数 

(ⅱ) 届出を行った日の属する月の前３月における認知症の者の延入所者数 

ニ ロ(４)の基準において、届出を行った日の属する月の前３月において日常生活に支障を来すおそ

れのある症状又は行動が認められることから特に介護を必要とする認知症の者の割合については、

以下の式により計算すること。 

(a) (ⅰ)に掲げる数÷(ⅱ)に掲げる数 

(ⅰ) 届出を行った日の属する月の前３月における認知症高齢者の日常生活自立度のランクⅣ

以上に該当する者の延入所者数 

(ⅱ) 届出を行った日の属する月の前３月における認知症の者の延入所者数 

ホ ロ(３)の基準における生活機能回復訓練室については、「介護医療院の人員、設備及び運営に関す

る基準について」（平成30年３月22日老老発0322第１号）のとおり、機能訓練室、談話室、食堂

及びレクリエーション・ルーム等と区画せず、１つのオープンスペースとすることは差し支えな

い。また、生活機能回復訓練室については、入所者に対する介護医療院サービスの提供に支障を来

さない場合は、他の施設と兼用して差し支えない。 

ヘ イ(４)及びロ(５)の基準で規定している医師が診察を行う体制については、連携する近隣の精神

科病院に勤務する医師が当該介護医療院を週４回以上訪問し、入所者等の状況を把握するととも

に、必要な入所者等に対し診察を行っていること。ただし、老人性認知症疾患療養病棟（介護保険

法施行令（平成10年政令第412号）第４条第２項に規定する病床により構成される病棟を有する

病院の当該精神病床）の全部又は一部を転換し開設した介護医療院にあっては、当該介護医療院の
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精神科医師又は神経内科医師が入所者等の状況を把握するとともに、必要な入所者等に対し診察

を週４回以上行うことで差し支えない。なお、その場合であっても、近隣の精神科病院と連携し、

当該精神科病院が、必要に応じ入所者等を入院させる体制が確保されている必要がある。 
 

(13) 特別診療費 

注 利用者に対して、指導管理、リハビリテーション等のうち日常的に必要な医療行為として別に厚生

労働大臣が定めるものを行った場合に、別に厚生労働大臣が定める単位数に 10 円を乗じて得た額を

算定する。 

 

(14)  生産性向上推進体制加算 

注 別に厚生労働大臣が定める基準に適合しているものとして、電子情報処理組織を使用する方法によ

り、都道府県知事に対し、老健局長が定める様式による届出を行った指定短期入所療養介護事業所に

おいて、利用者に対して指定短期入所療養介護を行った場合は、当該基準に掲げる区分に従い、１月

につき次に掲げる所定単位数を加算する。ただし、次に掲げるいずれかの加算を算定している場合に

おいては、次に掲げるその他の加算は算定しない。 

㈠ 生産性向上推進体制加算(Ⅰ) 100単位 

㈡ 生産性向上推進体制加算(Ⅱ) 10単位 

 
 
(15) サービス提供体制強化加算 

注 別に厚生労働大臣が定める基準に適合しているものとして、電子情報処理組織を使用する方法によ

り、都道府県知事に対し、老健局長が定める様式による届出を行った指定短期入所療養介護事業所が、

利用者に対して指定短期入所療養介護を行った場合は、当該基準に掲げる区分に従い、1日につき次

に掲げる所定単位数を加算する。ただし、次に掲げるいずれかの加算を算定している場合においては、

次に掲げるその他の加算は算定しない。 

① サービス提供体制強化加算(Ⅰ)  ２２単位 

② サービス提供体制強化加算(Ⅱ)  １８単位 

③ サービス提供体制強化加算(Ⅲ)   ６単位 
 

(16)  介護職員等処遇改善加算 

注１ 別に厚生労働大臣が定める基準に適合する介護職員等の賃金の改善等を実施しているものとして、

電子情報処理組織を使用する方法により、都道府県知事に対し、老健局長が定める様式による届出

を行った指定短期入所療養介護事業所が、利用者に対し、指定短期入所療養介護を行った場合は、

当該基準に掲げる区分に従い、次に掲げる単位数を所定単位数に加算する。ただし、次に掲げるい

ずれかの加算を算定している場合においては、次に掲げるその他の加算は算定しない。 

㈠ 介護職員等処遇改善加算(Ⅰ) ⑴から⒂までにより算定した単位数の 1000 分の 51 に相当する

単位数 

㈡ 介護職員等処遇改善加算(Ⅱ) ⑴から⒂までにより算定した単位数の 1000 分の 47 に相当する

単位数 

㈢ 介護職員等処遇改善加算(Ⅲ) ⑴から⒂までにより算定した単位数の 1000 分の 36 に相当する

単位数 

㈣ 介護職員等処遇改善加算(Ⅳ) ⑴から⒂までにより算定した単位数の 1000 分の 29 に相当する

単位数 
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ＱＡ発出時期、文書番号等
文書名

1 短期入所療養介護 報酬
認知症専門ケア加算、認知症加
算

認知症専門ケア加算及び通所介護、地域密着型通所介護における認知
症加算並びに（看護）小規模多機能型居宅介護における認知症加算
（Ⅰ）・（Ⅱ）の算定要件について、「認知症介護に係る専門的な研修」や
「認知症介護の指導に係る専門的な研修」のうち、認知症看護に係る適
切な研修とは、どのようなものがあるか。

・ 現時点では、以下のいずれかの研修である。
① 日本看護協会認定看護師教育課程「認知症看護」の研修
② 日本看護協会が認定している看護系大学院の「老人看護」及び「精神看護」の専門看
護師教育課程
③ 日本精神科看護協会が認定している「精神科認定看護師」
・ ただし、③については認定証が発行されている者に限る。
※ 令和３年度介護報酬改定に関するＱ＆Ａ（Vol.４）（令和３年３月 29 日）問 29は削除す
る。

R6.3.15　事務連絡　介護保険
最新情報Vol.1225
「令和６年度介護報酬改定に
関するＱ＆Ａ（Vol.１）（令和６年
３月15 日）」の送付について
問17

2 短期入所療養介護 報酬
認知症専門ケア加算、認知症加
算

認知症高齢者の日常生活自立度の確認方法如何。

・ 認知症高齢者の日常生活自立度の決定に当たっては、医師の判定結果又は主治医意
見書を用いて、居宅サービス計画又は各サービスの計画に記載することとなる。なお、複
数の判定結果がある場合には、最も新しい判定を用いる。
・ 医師の判定が無い場合は、「要介護認定等の実施について」に基づき、認定調査員が
記入した同通知中「２(4)認定調査員」に規定する「認定調査票」の「認定調査票（基本調
査）」７の「認知症高齢者の日常生活自立度」欄の記載を用いるものとする。
・ これらについて、介護支援専門員はサービス担当者会議などを通じて、認知症高齢者
の日常生活自立度も含めて情報を共有することとなる。

（注）指定居宅サービスに要する費用の額の算定に関する基準（訪問通所サービス、居宅
療養管理指導及び福祉用具貸与に係る部分）及び指定居宅介護支援に要する費用の額
の算定に関する基準の制定に伴う実施上の留意事項について（平成 12 年 3 月 1 日老
企第 36 号厚生省老人保健福祉局企画課長通知）第二１(7)「「認知症高齢者の日常生活
自立度」の決定方法について」、指定介護予防サービスに要する費用の額の算定に関す
る基準の制定に伴う実施上の留意事項について」の制定及び「指定居宅サービスに要す
る費用の額の算定に関する基準（訪問通所サービス及び居宅療養管理指導に係る部分）
及び指定居宅介護支援に要する費用の額の算定に関する基準の制定に伴う実施上の留
意事項について」等の一部改正について（平成 18 年３月 17 日老計発 0317001 号、老振
発 0317001 号、老老発 0317001 号厚生労働省老健局計画・振興・老人保健課長連名通
知）別紙１第二１(6) 「「認知症高齢者の日常生活自立度」の決定方法について」及び指定
地域密着型介護サービスに要する費用の額の算定に関する基準及び指定地域密着型介
護予防サービスに要する費用の額の算定に関する基準の制定に伴う実施上の留意事項
について（平成 18 年３月 31 日老計発 0331005 号、老振発 0331005 号、老老発
0331018 号厚生労働省老健局計画・振興・老人保健課長連名通知）第二１(12)「「認知症
高齢者の日常生活自立度」の決定方法について」の記載を確認すること。
※ 令和３年度介護報酬改定に関するＱ＆Ａ（Vol.４）（令和３年３月 29 日）問 30は削除す
る。
※ 平成 27 年度介護報酬改定に関するＱ＆Ａ（平成 27 年４月１日）問 32は削除する。

R6.3.15　事務連絡　介護保険
最新情報Vol.1225
「令和６年度介護報酬改定に
関するＱ＆Ａ（Vol.１）（令和６年
３月15 日）」の送付について
問18

3 短期入所療養介護 報酬
認知症専門ケア加算、認知症加
算（Ⅰ）・（Ⅱ）

認知症介護に係る専門的な研修を修了した者を配置するとあるが、「配
置」の考え方如何。常勤要件等はあるか。

・ 専門的な研修を修了した者の配置については、常勤等の条件は無いが、認知症チーム
ケアや認知症介護に関する研修の実施など、本加算制度の要件を満たすためには事業
所内での業務を実施する必要があることから、加算対象事業所の職員であることが必要
である。
・ なお、本加算制度の対象となる事業所は、専門的な研修を修了した者の勤務する主た
る事業所１か所のみである。
※ 令和３年度介護報酬改定に関するＱ＆Ａ（Vol.４）（令和３年３月 29 日）問 31 は削除す
る。

R6.3.15　事務連絡　介護保険
最新情報Vol.1225
「令和６年度介護報酬改定に
関するＱ＆Ａ（Vol.１）（令和６年
３月15 日）」の送付について
問19

4 短期入所療養介護 報酬
認知症専門ケア加算、認知症加
算

 認知症専門ケア加算（Ⅱ）及び（看護）小規模多機能型居宅介護におけ
る認知症加算（Ⅰ）の認知症介護指導者は、研修修了者であれば管理者
でもかまわないか。

認知症介護指導者研修修了者であり、適切に事業所全体の認知症ケアの実施等を行っ
ている場合であれば、その者の職務や資格等については問わない。
※ 令和３年度介護報酬改定に関するＱ＆Ａ（Vol.４）（令和３年３月 29 日）問 32 は削除す
る。

R6.3.15　事務連絡　介護保険
最新情報Vol.1225
「令和６年度介護報酬改定に
関するＱ＆Ａ（Vol.１）（令和６年
３月15 日）」の送付について
問20

介護サービス関係 Q&A集（令和6年度介護報酬改定）ｖol.１～6
回答連番 基準種別 項目 質問サービス種別
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ＱＡ発出時期、文書番号等
文書名

介護サービス関係 Q&A集（令和6年度介護報酬改定）ｖol.１～6
回答連番 基準種別 項目 質問サービス種別

5 短期入所療養介護 報酬
認知症専門ケア加算、認知症加
算

認知症介護実践リーダー研修を修了していないが、都道府県等が当該研
修修了者と同等の能力を有すると認めた者であって、認知症介護指導者
養成研修を修了した者について、認知症専門ケア加算及び通所介護、地
域密着型通所介護における認知症加算並びに（看護）小規模多機能型居
宅介護における認知症加算（Ⅰ）・（Ⅱ）における認知症介護実践リーダー
研修修了者としてみなすことはできないか。

・ 認知症介護指導者養成研修については認知症介護実践研修（認知症介護実践者研修
及び認知症介護実践リーダー研修）の企画・立案に参加し、又は講師として従事すること
が予定されている者であることがその受講要件にあり、平成 20 年度までに行われたカリ
キュラムにおいては認知症介護実践リーダー研修の内容が全て含まれていたこと等の経
過を踏まえ、認知症介護実践リーダー研修が未受講であっても当該研修を修了したもの
とみなすこととする。
・ 従って、認知症専門ケア加算（Ⅱ）及び（看護）小規模多機能型居宅介護における認知
症加算（Ⅱ）については、加算対象となる者が 20 名未満の場合にあっては、平成 20 年
度以前の認知症介護指導者養成研修を修了した者（認知症介護実践リーダー研修の未
受講者）1 名の配置で算定できることとし、通所介護、地域密着型通所介護における認知
症加算については、当該者を指定通所介護を行う時間帯を通じて１名の配置で算定でき
ることとなる。
※ 令和３年度介護報酬改定に関するＱ＆Ａ（Vol.４）（令和３年３月 29 日）問 33 は削除す
る。

R6.3.15　事務連絡　介護保険
最新情報Vol.1225
「令和６年度介護報酬改定に
関するＱ＆Ａ（Vol.１）（令和６年
３月15 日）」の送付について
問21

6 短期入所療養介護 報酬
認知症専門ケア加算、認知症加
算

例えば、平成 18 年度より全国社会福祉協議会が認定し、日本介護福祉
士会等が実施する「介護福祉士ファーストステップ研修」については、認
知症介護実践リーダー研修相当として認められるか。

本加算制度の対象となる認知症介護実践リーダー研修については、自治体が実施又は
指定する研修としており、研修カリキュラム、講師等を審査し、適当と判断された場合には
認められる。
※ 令和３年度介護報酬改定に関するＱ＆Ａ（Vol.４）（令和３年３月 29 日）問 34 は削除す
る。

R6.3.15　事務連絡　介護保険
最新情報Vol.1225
「令和６年度介護報酬改定に
関するＱ＆Ａ（Vol.１）（令和６年
３月15 日）」の送付について
問22

7 短期入所療養介護 報酬
認知症専門ケア加算、認知症加
算

認知症介護実践リーダー研修修了者は、「痴呆介護研修事業の実施につ
いて」（平成 12 年９月５日老発第 623 号）及び「痴呆介護研修事業の円
滑な運営について」（平成 12 年 10 月 25 日老計第 43 号）において規定
する専門課程を修了した者も含むのか。

含むものとする。
※ 令和３年度介護報酬改定に関するＱ＆Ａ（Vol.４）（令和３年３月 29 日）問 35は削除す
る。

R6.3.15　事務連絡　介護保険
最新情報Vol.1225
「令和６年度介護報酬改定に
関するＱ＆Ａ（Vol.１）（令和６年
３月15 日）」の送付について
問23

8 短期入所療養介護 報酬
認知症専門ケア加算、認知症加
算

認知症専門ケア加算及び通所介護、地域密着型通所介護における認知
症加算並びに（看護）小規模多機能型居宅介護における認知症加算
（Ⅰ）・（Ⅱ）における「技術的指導に係る会議」と、特定事業所加算やサー
ビス提供体制強化加算における「事業所における従業者の技術指導を目
的とした会議」が同時期に開催される場合であって、当該会議の検討内
容の１つが、認知症ケアの技術的指導についての事項で、当該会議に登
録ヘルパーを含めた全ての訪問介護員等や全ての従業者が参加した場
合、両会議を開催したものと考えてよいのか。

貴見のとおりである。

R6.3.15　事務連絡　介護保険
最新情報Vol.1225
「令和６年度介護報酬改定に
関するＱ＆Ａ（Vol.１）（令和６年
３月15日）」の送付について
問24

9 短期入所療養介護 報酬
認知症専門ケア加算、認知症加
算

認知症専門ケア加算（Ⅱ）及び（看護）小規模多機能型居宅介護における
認知症
加算（Ⅰ）を算定するためには、認知症専門ケア加算（Ⅰ）及び（看護）小
規模多機能型居宅介護における認知症加算（Ⅱ）の算定要件の一つであ
る認知症介護実践リーダー研修修了者に加えて、認知症介護指導者養
成研修修了者又は認知症看護に係る適切な研修修了者を別に配置する
必要があるのか。

必要ない。例えば加算の対象者が20 名未満の場合、
・ 認知症介護実践リーダー研修と認知症介護指導者養成研修の両方を修了した者
・ 認知症看護に係る適切な研修を修了した者
のいずれかが１名配置されていれば、算定することができる。
（研修修了者の人員配置例）

（注）認知症介護実践リーダー研修と認知症介護指導者養成研修の両方を修了した者、
又は認知症看護に係る適切な研修を修了した者を１名配置する場合、「認知症介護に係
る専門的な研修」及び「認知症介護の指導に係る専門的な研修」の修了者をそれぞれ１名
配置したことになる。
※ 令和３年度介護報酬改定に関するＱ＆Ａ（Vol.４）（令和３年３月29 日）問38 は削除す
る。

R6.3.15　事務連絡　介護保険
最新情報Vol.1225
「令和６年度介護報酬改定に
関するＱ＆Ａ（Vol.１）（令和６年
３月15日）」の送付について
問26
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ＱＡ発出時期、文書番号等
文書名

介護サービス関係 Q&A集（令和6年度介護報酬改定）ｖol.１～6
回答連番 基準種別 項目 質問サービス種別

10 短期入所療養介護 運営 ユニット間の勤務について

ユニット型施設において、昼間は１ユニットに１人配置とされているが、新
規採用職員の指導に当たる場合や、夜間に担当する他ユニットの入居者
等の生活歴を把握する目的で、ユニットを超えた勤務を含むケア体制とし
てよいか。

引き続き入居者等との「馴染みの関係」を維持しつつ、柔軟なサービス提供により、より良
いケアを提供する観点から、職員の主たる所属ユニットを明らかにした上で、必要に応じ
てユニット間の勤務を行うことが可能である。

R6.5.17　事務連絡　介護保険
最新情報Vol.1263
「令和６年度介護報酬改定に
関するＱ＆Ａ（Vol.６）（令和６年
５月17日）」の送付について
問２

11 短期入所療養介護 運営 ユニット間の勤務について
ユニット型個室の特別養護老人ホームにおけるユニットの共同生活室間
の壁を可動式のものにすることについてどう考えるか。

ユニット型個室の特別養護老人ホームにおいては、適切なユニットケアとして、
・ 要介護高齢者の尊厳の保持と自立支援を図る観点から、居宅に近い居住環境の下で、
居宅における生活に近い日常生活の中で入所者一人ひとりの意思と人格を尊重したケア
を行うこと
・ 小グループ（ユニット）ごとに配置された職員による、入所者一人ひとりの個性や生活の
リズムに沿ったケアの提供などが必要とされているところであり、ユニットごとに空間を区
切った上で、ユニット単位でサービス提供を行うことが重視され、また、そのための介護報
酬の設定もなされているものである。
２．一方で、介護現場の生産性向上の取組によって、介護サービスの質の向上とともに、
職員の負担軽減等を図ることは重要であり、こうした観点から、国家戦略特別区域におけ
る実証実験の結果も踏まえれば、隣接する２つのユニットで介護ロボット等を共同で利用
する場合において、入所者等の処遇に配慮した上で、ユニットケアを損なわない構造の可
動式の壁を、機器や職員の移動時、レクリエーションの共同実施時等に一時的に開放す
る運用としても差し支えないものと考えられる。
（※）ユニット型個室の特別養護老人ホームにおいては、入所者等が安心して日常生活
を送ることができるよう、継続性（馴染みの関係）を重視したサービスの提供が求められて
いる。
３．また、「ユニット型個室の特別養護老人ホームの設備に関するQ&A について（平成23
年12 月１日付け厚生労働省老健局高齢者支援課・振興課事務連絡）及び「国家戦略特
別区域の指定に伴うユニット型指定介護老人福祉施設の共同生活室に関する特例につ
いて」（平成28 年３月18 日付け厚生労働省老健局高齢者支援課事務連絡）を廃止する。

R6.3.15　事務連絡　介護保険
最新情報Vol.1225
「令和６年度介護報酬改定に
関するＱ＆Ａ（Vol.１）（令和６年
３月15日）」の送付について
問97

12 短期入所療養介護 報酬 総合医学管理加算について
総合医学管理加算について、介護老人保健施設における短期入所療養
介護の利用中の利用者が治療管理が必要な状態になり、治療管理を
行った場合には算定可能か。

算定可能。

R6.3.19　事務連絡　介護保険
最新情報Vol.1229
「令和６年度介護報酬改定に
関するＱ＆Ａ（Vol.２）（令和６年
３月19日）」の送付について
問17

13 短期入所療養介護 報酬
認知症専門ケア加算、認知症加
算

「認知症介護実践リーダー研修の研修対象者として、介護保険施設・事
業所等においてサービスを利用者に直接提供する介護職員として、介護
福祉士資格を取得した日から起算して10 年以上、かつ、1,800 日以上の
実務経験を有する者あるいはそれと同等以上の能力を有する者であると
実施主体の長が認めた者については、令和９年３月31 日までの間は、本
文の規定に関わらず研修対象者」とあるが、「それと同等以上の能力を有
する者であると実施主体の長が認めた者」とは具体的にどのような者な
のか。

同等以上の能力を有する者として、例えば、訪問介護事業所において介護福祉士として７
年以上サービスを利用者に直接提供するとともに、そのうちの３年以上、サービス提供責
任者としても従事する者を研修対象者として認めていただくことは差し支えない。

R6.3.29　事務連絡　介護保険
最新情報Vol.1245
「令和６年度介護報酬改定に
関するＱ＆Ａ（Vol.３）（令和６年
３月29日）」の送付について
問4
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ＱＡ発出時期、文書番号等
文書名

介護サービス関係 Q&A集（令和6年度介護報酬改定）ｖol.１～6
回答連番 基準種別 項目 質問サービス種別

14 短期入所系サービス 報酬
生産性向上推進体制加算につい
て

加算（Ⅰ）（※100 単位/月）の算定開始に当たっては、加算（Ⅱ）の要件と
なる介護機器の導入前後の状況を比較し、生産性向上の取組の成果の
確認が求められているが、例えば、数年前又は新規に介護施設を開設
し、開設当初より、加算（Ⅰ）の要件となる介護機器を全て導入しているよ
うな場合については、当該介護機器の導入前の状況を把握している利用
者及び職員がいないなど、比較が困難となるが、導入前の状況の確認は
どのように考えるべきか。

介護機器の導入前の状況を把握している利用者及び職員がいない場合における生産性
向上の取組の成果の確認については、以下のとおり対応されたい。
【利用者の満足度等の評価について】
介護サービスを利用する利用者（５名程度）に、介護機器を活用することに起因する利用
者の安全やケアの質の確保についてヒアリング調査等を行い（※）、その結果に基づき、
利用者の安全並びに介護サービスの質の確保及び職員の負担軽減に資する方策を検討
するための委員会において当該介護機器の導入による利用者の満足度等への影響がな
いことを確認すること。
（※）介護機器活用した介護サービスを受ける中での、利用者が感じる不安や困りごと、介
護サービスを利用する中での支障の有無、介護機器活用による効果等についてヒアリン
グを実施することを想定している。また、事前調査が実施できない場合であって、ヒアリン
グ調査等を行う場合には、別添１の利用者向け調査票による事後調査の実施は不要とな
る。
【総業務時間及び当該時間に含まれる超過勤務時間の調査、年次有給休暇の取得状況
の調査について】
加算（Ⅱ）の要件となる介護機器を導入した月（利用者の受入れを開始した月）を事前調
査の実施時期（※）とし、介護職員の１月当たりの総業務時間、超過勤務時間及び年次有
給休暇の取得状況を調査すること。また、事後調査は、介護機器の導入後、生産性向上
の取組を３月以上継続した以降の月における介護職員の１月当たりの総業務時間、超過
勤務時間及び年次有給休暇の取得状況を調査し、事前調査の勤務状況と比較すること。
（※） 介護施設を新たに開設し、利用者の受入開始月から複数月をかけて利用者の数を
拡大するような場合については、利用者数の変化が一定程度落ち着いたと考えられる時
点を事前調査の対象月とすること。この場合、利用者数の変化が一定程度落ち着いた考
えられる時点とは、事前調査及び事後調査時点における利用者数と介護職員数の比に大
きな差がないことをいう。
（例） 例えば、令和６年１月に介護施設（定員50 名とする）を新たに開設し、同年１月に15
人受け入れ、同年２月に15 人受け入れ（合計30 名）、同年３月に15 人受け入れ（合計45
名）、同年４月に２名受け入れ（合計47 名）、のように、利用者の数を段階的に増加してい
く場合については、利用者の増加が落ち着いたと考えられる同年４月を事前調査の実施
時期とすること。

R6.4.30　事務連絡　介護保険
最新情報Vol.1261
「令和６年度介護報酬改定に
関するＱ＆Ａ（Vol.５）（令和６年
４月30日）」の送付について
問12
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老老発0327第１号 

保医発0327第８号 

令和６年３月27日 

 

地方厚生（支）局医療課長 

都道府県民生主管部（局） 

国民健康保険主管課（部）長    殿 

都道府県後期高齢者医療主管部（局） 

後期高齢者医療主管課（部）長 

 

 

 

厚生労働省老健局老人保健課長 

                         （公 印 省 略） 

 

厚生労働省保険局医療課長 

                         （公 印 省 略） 

 

 

「医療保険と介護保険の給付調整に関する留意事項及び医療保険と介護保険の相互に 

関連する事項等について」の一部改正について 

 

 

標記については、「要介護被保険者等である患者について療養に要する費用の額を算定

できる場合の一部を改正する告示」（令和６年厚生労働省告示第125号）及び「厚生労働

大臣が定める療養を廃止する件」（令和６年厚生労働省告示第126号）等が告示され、順

次適用されること等に伴い、「医療保険と介護保険の給付調整に関する留意事項及び医療

保険と介護保険の相互に関連する事項等について」（平成18年４月28日老老発第0428001

号・保医発第0428001号）の一部を下記のように改め、順次適用することとしたので、そ

の取扱いに遺漏のないよう貴管下の保険医療機関、審査支払機関等に対して周知徹底を図

られたい。 

なお、要介護被保険者等であって、特別養護老人ホーム等の入所者であるものに対する

診療報酬の取扱いについては、「特別養護老人ホーム等における療養の給付の取扱いにつ

いて」（平成18年３月31日保医発第0331002号）も併せて参照すること。 

 

記 

 

「記」以下を別添のとおり改める。 
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別添 

第１ 保険医療機関に係る留意事項について 

１ 介護保険における短期入所療養介護を利用中に医療保険からの給付を受けた場合

の取扱いについて 

(１) 介護保険における短期入所療養介護において、緊急その他の場合において療養

の給付を受けた場合において、当該医療保険における請求については、「入院外」

のレセプトを使用すること。 

(２) この場合において、医療保険における患者の一部負担の取扱いについても通常

の外来に要する費用負担によるものであること。 

 

２ 医療保険の診療項目と介護保険の特定診療費、特別療養費及び特別診療費の算定に

おける留意事項 

(１) 保険医療機関の病床から、同一建物内の介護医療院若しくは介護療養型老人保

健施設に入所した者又は当該医療機関と一体的に運営されるサテライト型小規

模介護療養型老人保健施設に入所した者にあっては、特別療養費又は特別診療費

に定める初期入所診療加算は算定できないものであること。ただし、当該施設の

入所期間及び当該施設入所前の医療保険適用病床における入所期間が通算して

６月以内の場合であって、当該入所した者の病状の変化等により、診療方針に重

要な変更があり、診療計画を見直す必要が生じた場合においては、この限りでな

い。 

(２) 保険医療機関の病床から介護医療院又は介護療養型老人保健施設に入所した

場合、当該入所した週において、医療保険の薬剤管理指導料を算定している場合

には、特別療養費又は特別診療費として定められた薬剤管理指導は算定できない

ものであること。また、介護医療院若しくは介護療養型老人保健施設から医療保

険適用病床に入院した場合についても同様であること。 

(３) 特定診療費又は特別診療費として定められた理学療法、作業療法、言語聴覚療

法、集団コミュニケーション療法及び精神科作業療法並びに特別療養費として定

められた言語聴覚療法及び精神科作業療法を行う施設については、医療保険の疾

患別リハビリテーション及び精神科作業療法を行う施設と同一の場合及びこれ

らと共用する場合も認められるものとすること。ただし、共用する場合にあって

は、施設基準及び人員配置基準等について、特定診療費、特別療養費又は特別診

療費及び医療保険のそれぞれにおいて定められた施設基準の両方を同時に満た

す必要があること。 

 

第２ 介護調整告示について 

要介護被保険者等である患者（介護医療院に入所中の患者を除く。）に対し算定でき

る診療報酬点数表に掲げる療養については、介護調整告示によるものとし、別紙１を参

照のこと。 

なお、要介護被保険者等であって、特別養護老人ホーム等の入所者であるものに対す

る診療報酬の取扱いについては、「特別養護老人ホーム等における療養の給付の取扱い
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について」（平成18年３月31日保医発第0331002号）も併せて参照すること。 

 

第３ 介護医療院に入所中の患者の医療保険における保険医療機関への受診等について 

１ 介護医療院の入所者が、入所者の病状からみて当該介護医療院において自ら必要な

医療を提供することが困難であると認めた場合には、協力医療機関その他の医療機関

へ転医又は対診を求めることを原則とする。 

 

２ 介護医療院サービス費を算定している患者について、当該介護医療院サービス費に

含まれる診療を他保険医療機関で行った場合には、当該他保険医療機関は当該費用を

算定できない。 

 

３ 介護医療院サービス費を算定する患者に対し専門的な診療が必要となった場合に

は、保険医療機関において当該診療に係る費用を算定できる。算定できる費用につい

ては介護調整告示によるものとし、別紙２を参照のこと。 

 

４ 医療保険適用の療養病床（以下「医療療養病床」という。）及び介護保険適用の療

養病床が混在する病棟の一部を介護医療院に転換した場合、夜間勤務等の体制につい

ては、病棟ごとに届出を行うことが可能であるが、１病棟を医療療養病床と介護医療

院とに分ける場合には、各保険適用の病床又は療養床ごとに、１病棟全てを当該保険

適用の病床又は療養床とみなした場合に満たすことのできる夜間勤務等の体制を採

用するものとすること。 

 

第４ 医療保険における在宅医療と介護保険における指定居宅サービス等に関する留意

事項 

１ 同一日算定について 

診療報酬点数表の別表第一第２章第２部（在宅医療）に掲げる療養に係る同一日算

定に関する考え方については、介護保険の指定居宅サービスは対象とするものではな

いこと。 

 

２ 月の途中で要介護被保険者等となる場合等の留意事項について 

要介護被保険者等となった日から、同一の傷害又は疾病等についての給付が医療保

険から介護保険へ変更されることとなるが、この場合において、１月あたりの算定回

数に制限がある場合（医療保険における訪問歯科衛生指導と介護保険における歯科衛

生士が行う居宅療養管理指導の場合など）については、同一保険医療機関において、

両方の保険からの給付を合算した回数で制限回数を考慮するものであること。 

 

３ 訪問診療に関する留意事項について 

(１) 指定特定施設（指定居宅サービス等の事業の人員、設備及び運営に関する基準

（平成11年厚生省令第37号）第174条第１項）、指定地域密着型特定施設（指定地

域密着型サービスの事業の人員、設備及び運営に関する基準（平成18年厚生労働
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省令第34号）第109条第１項）又は指定介護予防特定施設（指定介護予防サービ

ス等の事業の人員、設備及び運営並びに指定介護予防サービス等に係る介護予防

のための効果的な支援の方法に関する基準（平成18年厚生労働省令第35号）第230

条第１項）のいずれかに入居する患者（指定居宅サービス等の事業の人員、設備

及び運営に関する基準第192条の２に規定する外部サービス利用型指定特定施設

入居者生活介護及び指定介護予防サービス等の事業の人員、設備及び運営並びに

指定介護予防サービス等に係る介護予防のための効果的な支援の方法に関する

基準第253条に規定する外部サービス利用型指定介護予防特定施設入居者生活介

護を受けている患者を除く。）については在宅がん医療総合診療料は算定できな

い。 

(２) 要介護被保険者等については、在宅患者連携指導料は算定できない。 

(３) 特別養護老人ホーム入居者に対しては、「特別養護老人ホーム等における療養

の給付の取扱いについて」（平成18年３月31日保医発第0331002号）に定める場

合を除き、在宅患者訪問診療料を算定できない。 

 

４ 在宅患者訪問看護・指導料及び同一建物居住者訪問看護・指導料に関する留意事項

について 

介護保険におけるターミナルケア加算を算定した場合は、在宅患者訪問看護・指導

料の在宅ターミナルケア加算及び同一建物居住者訪問看護・指導料の同一建物居住者

ターミナルケア加算、介護保険における看護・介護職員連携強化加算を算定している

月にあっては、在宅患者訪問看護・指導料及び同一建物居住者訪問看護・指導料の看

護・介護職員連携強化加算を算定できない。 

 

５ 在宅患者緊急時等共同指導料に関する留意事項について 

介護保険における居宅療養管理指導費又は介護予防居宅療養管理指導費を算定し

た日は調剤に係る在宅患者緊急時等共同指導料を算定できない。 

 

６ 在宅患者訪問点滴注射管理指導料に関する留意事項について 

小規模多機能型居宅介護事業所、複合型サービス事業所において通所サービス中に

実施される点滴注射には算定できない。 

 

７ 精神科訪問看護・指導料に関する留意事項について 

精神疾患を有する患者について、精神科訪問看護指示書が交付された場合は、要介

護被保険者等の患者であっても算定できる。ただし、認知症が主傷病である患者（精

神科在宅患者支援管理料を算定する者を除く。）については算定できない。 

 

８ 訪問看護等に関する留意事項について 

(１) 訪問看護療養費は、要介護被保険者等である患者については、原則として算定

できないが、特別訪問看護指示書に係る指定訪問看護を行う場合、訪問看護療養

費に係る訪問看護ステーションの基準等（平成18年厚生労働省告示第103号。以
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下「基準告示」という。）第２の１の（１）に規定する疾病等の利用者に対する

指定訪問看護を行う場合（退院支援指導加算については、退院後行う初回の訪問

看護が特別訪問看護指示書に係る指定訪問看護である場合又は基準告示第２の

１の（１）に規定する疾病等の利用者に対する指定訪問看護である場合、訪問看

護情報提供療養費１については、同一月に介護保険による訪問看護を受けていな

い場合に限る。）、精神科訪問看護基本療養費が算定される指定訪問看護を行う

場合（認知症でない患者に指定訪問看護を行う場合に限る。）及び入院中（外泊

日を含む。）に退院に向けた指定訪問看護を行う場合には、算定できる。 

ただし、その場合であっても、介護保険の訪問看護等において緊急時訪問看護

加算、緊急時介護予防訪問看護加算又は緊急時対応加算を算定している月にあっ

ては24時間対応体制加算、介護保険における特別管理加算を算定している月にあ

っては医療保険の特別管理加算、介護保険における看護・介護職員連携強化加算

を算定している月にあっては医療保険の看護・介護職員連携強化加算、介護保険

における専門管理加算を算定している月にあっては医療保険の専門管理加算は

算定できない。また、介護保険の訪問看護等においてターミナルケア加算（遠隔

死亡診断補助加算を含む。）を算定した場合は、訪問看護ターミナルケア療養費

（遠隔死亡診断補助加算を含む。）は算定できない。 

(２) 要介護被保険者等については、在宅患者連携指導加算は算定できない。 

 

９ 訪問リハビリテーションに関する留意事項について 

在宅患者訪問リハビリテーション指導管理料は、要介護被保険者等である患者につ

いては、原則として算定できないが、急性増悪等により一時的に頻回の訪問リハビリ

テーションの指導管理を行う必要がある場合には、６月に１回、14日間に限り算定で

きる。 

 

10 リハビリテーションに関する留意事項について 

要介護被保険者等である患者に対して行うリハビリテーションは、同一の疾患等に

ついて、医療保険における心大血管疾患リハビリテーション料、脳血管疾患等リハビ

リテーション料、廃用症候群リハビリテーション料、運動器リハビリテーション料又

は呼吸器リハビリテーション料（以下「医療保険における疾患別リハビリテーション

料」という。）を算定するリハビリテーション（以下「医療保険における疾患別リハ

ビリテーション」という。）を行った後、介護保険における訪問リハビリテーション

若しくは通所リハビリテーション又は介護予防訪問リハビリテーション若しくは介

護予防通所リハビリテーション（以下「介護保険におけるリハビリテーション」とい

う。）の利用開始日を含む月の翌月以降は、当該リハビリテーションに係る疾患等に

ついて、手術、急性増悪等により医療保険における疾患別リハビリテーション料を算

定する患者に該当することとなった場合を除き、医療保険における疾患別リハビリテ

ーション料は算定できない。 

ただし、医療保険における疾患別リハビリテーションを実施する施設とは別の施設

で介護保険におけるリハビリテーションを提供することになった場合には、一定期間、
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医療保険における疾患別リハビリテーションと介護保険のリハビリテーションを併

用して行うことで円滑な移行が期待できることから、介護保険におけるリハビリテー

ションの利用開始日を含む月の翌々月まで、併用が可能であること。併用する場合に

は、診療録及び診療報酬明細書に「介護保険におけるリハビリテーションの利用開始

日」を記載することにより、同一の疾患等について介護保険におけるリハビリテーシ

ョンを行った日以外の日に医療保険における疾患別リハビリテーション料を算定す

ることが可能である。ただし、当該利用開始日の翌月及び翌々月に算定できる疾患別

リハビリテーション料は１月７単位までとする。 

なお、目標設定等支援・管理料を算定してから３月以内に、当該支援によって紹介

された事業所において介護保険におけるリハビリテーションを体験する目的で、同一

の疾患等について医療保険における疾患別リハビリテーションを行った日以外に１

月に５日を超えない範囲で介護保険におけるリハビリテーションを行った場合は、診

療録及び診療報酬明細書に「介護保険におけるリハビリテーションの利用開始日」を

記載する必要はなく、医療保険における疾患別リハビリテーションから介護保険にお

けるリハビリテーションへ移行したものとはみなさない。 

 

11 重度認知症患者デイ・ケア料等に関する留意事項について 

(１) 医療保険における重度認知症患者デイ・ケア料、精神科ショート・ケア、精神

科デイ・ケア、精神科ナイト・ケア又は精神科デイ・ナイト・ケア（以下「重度

認知症患者デイ・ケア料等」という。）を算定している患者に対しては、当該重

度認知症患者デイ・ケア料等を、同一の環境において反復継続して行うことが望

ましいため、患者が要介護被保険者等である場合であっても、重度認知症患者デ

イ・ケア料等を行っている期間内においては、介護保険における認知症対応型通

所介護費及び通所リハビリテーション費を算定できないものであること。 

ただし、要介護被保険者等である患者であって、特定施設（指定特定施設、指

定地域密着型特定施設又は指定介護予防特定施設に限る。）の入居者及びグルー

プホーム（認知症対応型共同生活介護又は介護予防認知症対応型共同生活介護の

受給者の入居施設）の入居者以外のものに対して行う重度認知症患者デイ・ケア

等については、介護保険における指定認知症対応型通所介護又は通所リハビリテ

ーションを行った日以外の日に限り、医療保険における重度認知症患者デイ・ケ

ア料等を算定できるものであること。 

(２) グループホーム（認知症対応型共同生活介護又は介護予防認知症対応型共同生

活介護の受給者の入居施設）の入居者については、医療保険の重度認知症患者デ

イ・ケア料は算定できないものであること。ただし、認知症である老人であって

日常生活自立度判定基準がランクＭに該当するものについては、この限りでない

こと。 

 

12 人工腎臓等に関する留意事項について 

介護老人保健施設の入所者について、人工腎臓の「１」から「３」までのいずれか

を算定する場合（「注13」の加算を算定する場合を含む。）の取扱いは、介護老人保
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健施設の入所者以外の者の場合と同様であり、透析液（灌流液）、血液凝固阻止剤、

生理食塩水、エリスロポエチン、ダルベポエチン、エポエチンベータペゴル及びＨＩ

Ｆ－ＰＨ阻害剤の費用は人工腎臓の所定点数に含まれており、別に算定できない。な

お、生理食塩水には、回路の洗浄・充填、血圧低下時の補液、回収に使用されるもの

等が含まれ、同様の目的で使用される電解質補液、ブドウ糖液等についても別に算定

できない。また、ＨＩＦ－ＰＨ阻害剤は、原則として人工腎臓を算定する保険医療機

関において院内処方すること。 
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(別紙１)

うち、小規模多機能
型居宅介護又は複合
型サービスを受けて
いる患者（宿泊サー
ビスに限る。）

うち、外部サービス利用
型指定特定施設入居者生
活介護又は外部サービス
利用型指定介護予防特定
施設入居者生活介護を受
ける者が入居する施設

併設保険医療機
関

併設保険医療機
関以外の保険医
療機関

― × ×
○

（入院に係るも
のを除く。）

○
（配置医師が行う場合を除く。）

○ × × × × ― × × × ×

○ × × ― ―

― ―
○

（配置医師が行う場合を除く。）

― ―
○

（配置医師が行う場合を除く。）

― ―
○

（配置医師が行う場合を除く。）

― ―
○

（配置医師が行う場合を除く。）

― ―
○

（配置医師が行う場合を除く。）

○ × ―

○ ○ ○

― ― ○

― ― ○

― ― ○

― ― ○

― ― ○

― ― ○

― ― ○

― ― ○

― ― ○

看護師等遠隔診療補助加算

特
掲

医
学
管
理
等

×

○

Ｂ００１－２－５　院内トリアージ実施料 ○ ×

○

Ｂ００１の22　がん性疼痛緩和指導管理料 ○

○
(Ｂ００１－２－８外来放射線照射
診療料又はＢ００１－２－１２外来
腫瘍化学療法診療料を算定する場合

に限る。)

○
(Ｂ００１－２－８外来放射線照射
診療料又はＢ００１－２－１２外来
腫瘍化学療法診療料を算定する場合

に限る。)

○
(Ｂ００１－２－８外来放射線照射
診療料又はＢ００１－２－１２外来
腫瘍化学療法診療料を算定する場合

に限る。)

○
(Ｂ００１－２－８外来放射線照射
診療料又はＢ００１－２－１２外来
腫瘍化学療法診療料を算定する場合

に限る。)

×

Ｂ００１の34　ハ　二次性骨折予防継続管理料３ ○ ×

×

Ｂ００１の27　糖尿病透析予防指導管理料 ○ ×

Ｂ００１の32　一般不妊治療管理料 ○ ×

Ｂ００１の26　植込型輸液ポンプ持続注入療法指導
管理料

○

Ｂ００１の33　生殖補助医療管理料

Ｂ００１の37　慢性腎臓病透析予防指導管理料 ○

○

○
(Ｂ００１－２－８外来放射線照射
診療料又はＢ００１－２－１２外来
腫瘍化学療法診療料を算定する場合

に限る。)

ア.介護老人保健施設
イ.短期入所療養介護又は介護予防
短期入所療養介護（介護老人保健施
設の療養室に限る。）を受けている
患者

Ｂ００１の24　外来緩和ケア管理料
○

（悪性腫瘍の患者に限る。）

Ｂ００１の25　移植後患者指導管理料

○

○ ×

通則第３号　外来感染対策向上加算 ○

Ｂ００１の10　入院栄養食事指導料 ― ×

通則第４号　連携強化加算

通則第５号　サーベイランス強化加算

通則第６号　抗菌薬適正使用体制加算

○

○

○

通則第３号ただし書　発熱患者等対応加算

ア.地域密着型介護老人福祉施設又は
介護老人福祉施設
イ.短期入所生活介護又は介護予防短
期入所生活介護を受けている患者

基
本

初・再診料 ○

入院料等 ×

区　分

１．入院中の患者以外の患者
（次の施設に入居又は入所する者を含み、３の患者を除く。）

３．入所中の患者

自宅、社会福祉施設、身体障害者施設等
（短期入所生活介護、介護予防短期入所
生活介護、短期入所療養介護又は介護予
防短期入所療養介護を受けているものを

除く。）
※１

認知症対応型グ
ループホーム
（認知症対応型
共同生活介護又
は介護予防認知
症対応型共同生
活介護）

特定施設（指定特定施設、指定地域
密着型特定施設及び指定介護予防特
定施設に限る。） 保険医療機関

（短期入所療養
介護又は介護予
防短期入所療養
介護を受けてい
る患者を除
く。）

短期入所療養介
護及び介護予防
短期入所療養介
護（介護老人保
健施設又は介護
医療院の療養室
を除く。）を受
けている患者

２．入院中の患者
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うち、小規模多機能
型居宅介護又は複合
型サービスを受けて
いる患者（宿泊サー
ビスに限る。）

うち、外部サービス利用
型指定特定施設入居者生
活介護又は外部サービス
利用型指定介護予防特定
施設入居者生活介護を受
ける者が入居する施設

併設保険医療機
関

併設保険医療機
関以外の保険医
療機関

ア.介護老人保健施設
イ.短期入所療養介護又は介護予防
短期入所療養介護（介護老人保健施
設の療養室に限る。）を受けている
患者 ア.地域密着型介護老人福祉施設又は

介護老人福祉施設
イ.短期入所生活介護又は介護予防短
期入所生活介護を受けている患者

区　分

１．入院中の患者以外の患者
（次の施設に入居又は入所する者を含み、３の患者を除く。）

３．入所中の患者

自宅、社会福祉施設、身体障害者施設等
（短期入所生活介護、介護予防短期入所
生活介護、短期入所療養介護又は介護予
防短期入所療養介護を受けているものを

除く。）
※１

認知症対応型グ
ループホーム
（認知症対応型
共同生活介護又
は介護予防認知
症対応型共同生
活介護）

特定施設（指定特定施設、指定地域
密着型特定施設及び指定介護予防特
定施設に限る。） 保険医療機関

（短期入所療養
介護又は介護予
防短期入所療養
介護を受けてい
る患者を除
く。）

短期入所療養介
護及び介護予防
短期入所療養介
護（介護老人保
健施設又は介護
医療院の療養室
を除く。）を受
けている患者

２．入院中の患者

― ― ○

― ―
○

（配置医師が行う場合を除く。）

― ―
○

（配置医師が行う場合を除く。）

― ― ○

○ × ―

○ × ―

○ × ―

○ × ―

― × ○

― ×
○

（配置医師が行う場合を除く。）

○
（療養病棟に入
院中の者に限

る。）

× ○

○
（療養病棟に入
院中の者に限

る。）

× ○

○ × ○

― ― ○

― ― ○

○ × ―

― ×
○

（配置医師が行う場合を除く。）

○ × ―

― ×
○

（配置医師が行う場合を除く。）

○ × ○

○ ○ ―

― × ○

○ × × ○ ―

○ ○ ○

○ × ○

注１

特
掲

医
学
管
理
等

○

○

Ｂ００７　退院前訪問指導料 ―

×

○
（同一月において、居宅療養管理指導費又は介護予防居宅療養管理指導費が算定されている場

合を除く。）
×

○
（同一月において、居宅療養管理指導費又は介護予防居宅療養管理指導費（医師が行う場合に

限る。）が算定されている場合を除く。）
×

○ ×

注２

注３

注４

注５及び注６

注８加算及び注９加算

×

Ｂ００７－２　退院後訪問指導料 ○ ×

Ｂ００９　診療情報提供料(Ⅰ)

○ ×

Ｂ００８　薬剤管理指導料 ― ×

Ｂ００８－２　薬剤総合評価調整管理料 ○ ×

Ｂ００５－７　認知症専門診断管理料 ○ ×

Ｂ００５－12　こころの連携指導料（Ⅰ） ○ ×

Ｂ００５－13　こころの連携指導料（Ⅱ） ○ ×

Ｂ００５－７－２　認知症療養指導料 ○ ×

Ｂ００５－８　肝炎インターフェロン治療計画料 ○ ×

Ｂ００５－６　がん治療連携計画策定料 ○ ×

Ｂ００５－６－２　がん治療連携指導料 ○ ×

Ｂ００５－６－４　外来がん患者在宅連携指導料 ○ ×

Ｂ００４　退院時共同指導料１ ― ×

Ｂ００５　退院時共同指導料２ ― ×

Ｂ００５－１－２　介護支援等連携指導料 ― ×

Ｂ００１－２－１２　外来腫瘍化学療法診療料 ○ ○

Ｂ００１－２－７　外来リハビリテーション診療料 ○ ×

Ｂ００１－２－８　外来放射線照射診療料 ○ ○

Ｂ００１－２－６　夜間休日救急搬送医学管理料 ○ ×
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「医療保険と介護保険の給付調整に関する留意事項及び医療保険と介護保険の相互に関連する事項等について」の一部改正について

うち、小規模多機能
型居宅介護又は複合
型サービスを受けて
いる患者（宿泊サー
ビスに限る。）

うち、外部サービス利用
型指定特定施設入居者生
活介護又は外部サービス
利用型指定介護予防特定
施設入居者生活介護を受
ける者が入居する施設

併設保険医療機
関

併設保険医療機
関以外の保険医
療機関

ア.介護老人保健施設
イ.短期入所療養介護又は介護予防
短期入所療養介護（介護老人保健施
設の療養室に限る。）を受けている
患者 ア.地域密着型介護老人福祉施設又は

介護老人福祉施設
イ.短期入所生活介護又は介護予防短
期入所生活介護を受けている患者

区　分

１．入院中の患者以外の患者
（次の施設に入居又は入所する者を含み、３の患者を除く。）

３．入所中の患者

自宅、社会福祉施設、身体障害者施設等
（短期入所生活介護、介護予防短期入所
生活介護、短期入所療養介護又は介護予
防短期入所療養介護を受けているものを

除く。）
※１

認知症対応型グ
ループホーム
（認知症対応型
共同生活介護又
は介護予防認知
症対応型共同生
活介護）

特定施設（指定特定施設、指定地域
密着型特定施設及び指定介護予防特
定施設に限る。） 保険医療機関

（短期入所療養
介護又は介護予
防短期入所療養
介護を受けてい
る患者を除
く。）

短期入所療養介
護及び介護予防
短期入所療養介
護（介護老人保
健施設又は介護
医療院の療養室
を除く。）を受
けている患者

２．入院中の患者

○ ○ ○

― × ○

○ × ○

― × ―

― × ○

○ × ○

○ × ○

○ × ○

○ ○ ○

○ × ○

○ × ○

〇 × ―

○ × ―

○ × ―

○ ○
○

※１

― × × ○
○

（配置医師が行う場合を除く。）

○
○

※10
― ×

ア：○　※８
（死亡日からさかのぼって30日以内
の患者及び末期の悪性腫瘍の患者に
限る。ただし、看取り介護加算(Ⅱ)
を算定している場合には看取り加算

は算定できない。）

イ：○　※10

Ｂ０１１－６　栄養情報連携料 ― ×

Ｃ０００　往診料

在
宅
医
療

特
掲

○

特
掲

医
学
管
理
等

Ｃ００１　在宅患者訪問診療料(Ⅰ)
（同一建物において同一日に２件以上医療保険から
給付される訪問診療を行うか否かにより該当する区
分を算定）

○

Ｂ０１１－５　がんゲノムプロファイリング評価提
供料

○

Ｂ００９－２　電子的診療情報評価料 ○

×

Ｂ０１０　診療情報提供料(Ⅱ) ○ ×

Ｂ０１０－２　診療情報連携共有料 ○ ×

Ｂ０１４　退院時薬剤情報管理指導料 ― ×

Ｂ０１５　精神科退院時共同指導料 ― ×

上記以外 ○ ×

×

×

Ｂ０１１　連携強化診療情報提供料 ○ ×

×

○ ×

○ ×

○
（同一月において、居宅療養管理指導費又は介護予防居宅療養管理指導費（医師が行う場合に

限る。）が算定されている場合を除く。）
×

○

○

注17加算（療養情報提供加算）

注18加算（検査･画像情報提供加算） ×

注11加算（認知症専門医療機関連携加算）
注12加算（精神科医連携加算）
注13加算（肝炎インターフェロン治療連携加算）

注14加算（歯科医療機関連携加算１）
注15加算（歯科医療機関連携加算２）

注16加算（地域連携診療計画加算）

○ ×注10加算（認知症専門医療機関紹介加算）
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「医療保険と介護保険の給付調整に関する留意事項及び医療保険と介護保険の相互に関連する事項等について」の一部改正について

うち、小規模多機能
型居宅介護又は複合
型サービスを受けて
いる患者（宿泊サー
ビスに限る。）

うち、外部サービス利用
型指定特定施設入居者生
活介護又は外部サービス
利用型指定介護予防特定
施設入居者生活介護を受
ける者が入居する施設

併設保険医療機
関

併設保険医療機
関以外の保険医
療機関

ア.介護老人保健施設
イ.短期入所療養介護又は介護予防
短期入所療養介護（介護老人保健施
設の療養室に限る。）を受けている
患者 ア.地域密着型介護老人福祉施設又は

介護老人福祉施設
イ.短期入所生活介護又は介護予防短
期入所生活介護を受けている患者

区　分

１．入院中の患者以外の患者
（次の施設に入居又は入所する者を含み、３の患者を除く。）

３．入所中の患者

自宅、社会福祉施設、身体障害者施設等
（短期入所生活介護、介護予防短期入所
生活介護、短期入所療養介護又は介護予
防短期入所療養介護を受けているものを

除く。）
※１

認知症対応型グ
ループホーム
（認知症対応型
共同生活介護又
は介護予防認知
症対応型共同生
活介護）

特定施設（指定特定施設、指定地域
密着型特定施設及び指定介護予防特
定施設に限る。） 保険医療機関

（短期入所療養
介護又は介護予
防短期入所療養
介護を受けてい
る患者を除
く。）

短期入所療養介
護及び介護予防
短期入所療養介
護（介護老人保
健施設又は介護
医療院の療養室
を除く。）を受
けている患者

２．入院中の患者

○
○

※10
― ×

ア：○　※８
（死亡日からさかのぼって30日以内
の患者及び末期の悪性腫瘍の患者に
限る。ただし、看取り介護加算(Ⅱ)
を算定している場合には看取り加算

は算定できない。）

イ：○　※10

○
（養護老人ホー

ム、軽費老人ホー
ムA型、特別養護老
人ホーム、有料老
人ホーム及びサー
ビス付き高齢者向
け住宅の入所者を

除く。）

○
※10

― × ―

○
（定員110名以下の
養護老人ホーム、
軽費老人ホームA
型、有料老人ホー
ム及びサービス付
き高齢者向け住宅
の入所者並びに特
別養護老人ホーム
の入所者（末期の
悪性腫瘍のものに

限る。）に限
る。）

― ― ×

ア：○　※８
（死亡日からさかのぼって30日以内
の患者及び末期の悪性腫瘍の患者に

限る。）

イ：○　※10

○
○

※10
○ × ○ ― × ―

― × ○

○ ○ ○

○
※２

○
※２及び※11

― ×
ア：○

（末期の悪性腫瘍の患者に限る。）
イ：○　※12

○
※２

（同一月におい
て、介護保険の

ターミナルケア加
算（遠隔死亡診断

補助加算を含
む。）を算定して
いない場合に限

る。）

○
※２及び※11

（同一月において、
介護保険のターミナ
ルケア加算（遠隔死
亡診断補助加算を含
む。）を算定してい
ない場合に限る。）

― ×

ア：○
（末期の悪性腫瘍の患者に限る。た
だし、看取り介護加算を算定してい
る場合には、在宅ターミナルケア加
算のロ又は同一建物居住者ターミナ

ルケア加算のロを算定する。）
イ：○　※12

○

Ｃ００４　救急搬送診療料 ○

×

Ｃ００２－２　施設入居時等医学総合管理料

在
宅
医
療

Ｃ００４－２　救急患者連携搬送料 ○

Ｃ００５　在宅患者訪問看護・指導料
Ｃ００５－１－２　同一建物居住者訪問看護・指導
料
（同一建物において同一日に２件以上医療保険から
給付される訪問指導を行うか否かにより該当する区
分を算定）

○
※２

×

○
※２

（ただし、看取り介護加算を算定している場合には、
在宅ターミナルケア加算のロ又は同一建物居住者ター

ミナルケア加算のロを算定する。）

×
在宅ターミナルケア加算及び同一建物居住者ター
ミナルケア加算

特
掲

Ｃ００１－２　在宅患者訪問診療料(Ⅱ) ○

Ｃ００２　在宅時医学総合管理料 ―

×

×

Ｃ００３　在宅がん医療総合診療料 ×

×

○
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「医療保険と介護保険の給付調整に関する留意事項及び医療保険と介護保険の相互に関連する事項等について」の一部改正について

うち、小規模多機能
型居宅介護又は複合
型サービスを受けて
いる患者（宿泊サー
ビスに限る。）

うち、外部サービス利用
型指定特定施設入居者生
活介護又は外部サービス
利用型指定介護予防特定
施設入居者生活介護を受
ける者が入居する施設

併設保険医療機
関

併設保険医療機
関以外の保険医
療機関

ア.介護老人保健施設
イ.短期入所療養介護又は介護予防
短期入所療養介護（介護老人保健施
設の療養室に限る。）を受けている
患者 ア.地域密着型介護老人福祉施設又は

介護老人福祉施設
イ.短期入所生活介護又は介護予防短
期入所生活介護を受けている患者

区　分

１．入院中の患者以外の患者
（次の施設に入居又は入所する者を含み、３の患者を除く。）

３．入所中の患者

自宅、社会福祉施設、身体障害者施設等
（短期入所生活介護、介護予防短期入所
生活介護、短期入所療養介護又は介護予
防短期入所療養介護を受けているものを

除く。）
※１

認知症対応型グ
ループホーム
（認知症対応型
共同生活介護又
は介護予防認知
症対応型共同生
活介護）

特定施設（指定特定施設、指定地域
密着型特定施設及び指定介護予防特
定施設に限る。） 保険医療機関

（短期入所療養
介護又は介護予
防短期入所療養
介護を受けてい
る患者を除
く。）

短期入所療養介
護及び介護予防
短期入所療養介
護（介護老人保
健施設又は介護
医療院の療養室
を除く。）を受
けている患者

２．入院中の患者

○
※２

（同一月におい
て、介護保険の特
別管理加算を算定
していない場合に

限る。）

○
※２及び※11

（同一月において、
介護保険の特別管理
加算を算定していな
い場合に限る。）

― ×
ア：○

（末期の悪性腫瘍の患者に限る。）
イ：○　※12

○ ― × ―

○
※２

（同一月におい
て、介護保険の専
門管理加算を算定
していない場合に

限る。）

○
※２及び※11

（同一月において、
介護保険の専門管理
加算を算定していな
い場合に限る。）

― ×
ア：○

（末期の悪性腫瘍の患者に限る。）
イ：○　※12

○
※２

（同一月におい
て、介護保険の

ターミナルケア加
算（遠隔死亡診断

補助加算を含
む。）を算定して
いない場合に限

る。）

○
※２及び※11

（同一月において、
介護保険のターミナ
ルケア加算（遠隔死
亡診断補助加算を含
む。）を算定してい
ない場合に限る。）

― ×
ア：○

（末期の悪性腫瘍の患者に限る。）
イ：○　※12

○
※２

○
※２及び※11

― ×
ア：○

（末期の悪性腫瘍の患者に限る。）
イ：○　※12

○
○

※２
― ×

○
（末期の悪性腫瘍の患者に限る。）

― × ―

― ×
○

（末期の悪性腫瘍の患者に限る。）

― × ―

― ×
○

（末期の悪性腫瘍の患者に限る。）

― × ―

― × ―

― ×
○

（末期の悪性腫瘍の患者に限る。）

― ×
○

（配置医師が行う場合を除く。）

遠隔死亡診断補助加算

その他の加算

○
（ただし、看取り介護加算を算定している場合には、
在宅ターミナルケア加算のロ又は同一建物居住者ター

ミナルケア加算のロを算定する。）

×

在
宅
医
療

×

Ｃ０１２　在宅患者共同診療料の１ ○ ×

×

Ｃ００８　在宅患者訪問薬剤管理指導料
（当該患者が居住する建築物に居住する者のうち当
該保険医療機関が当該指導料を算定する者の人数等
により該当する区分を算定）

× ×

Ｃ００９　在宅患者訪問栄養食事指導料
（当該患者が居住する建築物に居住する者のうち当
該保険医療機関が当該指導料を算定する者の人数等
により該当する区分を算定）

× ×

Ｃ０１０　在宅患者連携指導料 × ×

×

Ｃ００５－２　在宅患者訪問点滴注射管理指導料
○

※２
×

Ｃ００６　在宅患者訪問リハビリテーション指導管
理料
（同一建物において同一日に２件以上医療保険から
給付される訪問指導を行うか否かにより該当する区
分を算定）

○
（急性増悪等により一時的に頻回の訪問リハビリテーションが必要な患者に限る。）

×

Ｃ００７　訪問看護指示料 ○ ×

×

在宅移行管理加算

看護・介護職員連携強化加算

○
※２

（同一月において、介護保険の特別管理加算を算定し
ていない場合に限る。）

×

特
掲

×

○
※２

Ｃ００７－２　介護職員等喀痰吸引等指示料 ○

Ｃ０１１　在宅患者緊急時等カンファレンス料 ○

専門管理加算

○
※２

（同一月において、介護保険の専門管理加算を算定し
ていない場合に限る。）

×
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「医療保険と介護保険の給付調整に関する留意事項及び医療保険と介護保険の相互に関連する事項等について」の一部改正について

うち、小規模多機能
型居宅介護又は複合
型サービスを受けて
いる患者（宿泊サー
ビスに限る。）

うち、外部サービス利用
型指定特定施設入居者生
活介護又は外部サービス
利用型指定介護予防特定
施設入居者生活介護を受
ける者が入居する施設

併設保険医療機
関

併設保険医療機
関以外の保険医
療機関

ア.介護老人保健施設
イ.短期入所療養介護又は介護予防
短期入所療養介護（介護老人保健施
設の療養室に限る。）を受けている
患者 ア.地域密着型介護老人福祉施設又は

介護老人福祉施設
イ.短期入所生活介護又は介護予防短
期入所生活介護を受けている患者

区　分

１．入院中の患者以外の患者
（次の施設に入居又は入所する者を含み、３の患者を除く。）

３．入所中の患者

自宅、社会福祉施設、身体障害者施設等
（短期入所生活介護、介護予防短期入所
生活介護、短期入所療養介護又は介護予
防短期入所療養介護を受けているものを

除く。）
※１

認知症対応型グ
ループホーム
（認知症対応型
共同生活介護又
は介護予防認知
症対応型共同生
活介護）

特定施設（指定特定施設、指定地域
密着型特定施設及び指定介護予防特
定施設に限る。） 保険医療機関

（短期入所療養
介護又は介護予
防短期入所療養
介護を受けてい
る患者を除
く。）

短期入所療養介
護及び介護予防
短期入所療養介
護（介護老人保
健施設又は介護
医療院の療養室
を除く。）を受
けている患者

２．入院中の患者

○ × ― × ―

― × ―

○ ― ― ―

Ｃ１１６　在宅補助人工心臓（非拍
動流型）指導管理料

― ○
○

※１

その他の指導管理料 ― ×
○

※１

― × ○

― × × ×
○

※１

○ × ○

○

○
（単純撮影に係

るものを除
く。）

○

○

○
（第３節及び第
５節に限る。）

※３

○

○

○
（第２節に限

る。）
※４

○

○

○
（Ｈ００５視能
訓練及びＨ００
６難病患者リハ
ビリテーション
料に限る。）

○
（同一の疾患等について、介護保険
におけるリハビリテーションの利用
開始月の翌月以降は算定不可（ただ
し、別の施設で介護保険におけるリ
ハビリテーションを行う場合には、
利用開始月の３月目以降は算定不

可））

― ×
○

※１

― ×

○
（ただし、往診時に行う場合には精
神療法が必要な理由を診療録に記載

すること。）

― ×

○
（ただし、往診時に行う場合には精
神療法が必要な理由を診療録に記載

すること。）

○ × ―

○

○

○

特
掲

リハビリテーション

○
（同一の疾患等について、介護保険におけるリハビリテーションの利用開始月の翌月以降は算
定不可（ただし、別の施設で介護保険におけるリハビリテーションを行う場合には、利用開始

月の３月目以降は算定不可））

○
※７

精
神
科
専
門
療
法

Ｉ００２　通院・在宅精神療法
（１通院精神療法に限る。）

○ ×

Ｉ００２　通院・在宅精神療法
（２在宅精神療法に限る。）

Ｉ００５　入院集団精神療法 ― ×

○ ×

Ｉ００３－２　認知療法・認知行動療法 ○ ×

○ ○

投薬 ○
○

※３

注射 ○
○

※５

第２節第２款に掲げる在宅療養指導管理材料加算 ○ ○

検査 ○
○

※７

画像診断

上記以外 ○

在
宅
医
療

Ｃ０１４　外来在宅共同指導料 ―

×

第２節第１款に
掲げる在宅療養

指導管理料

―

Ｃ０１２　在宅患者共同診療料の２
Ｃ０１２　在宅患者共同診療料の３
（同一建物において同一日に２件以上医療保険から
給付される訪問診療を行うか否かにより該当する区
分を算定）

○ ×

Ｃ０１３　在宅患者訪問褥瘡管理指導料 ○ ×

特
掲
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うち、小規模多機能
型居宅介護又は複合
型サービスを受けて
いる患者（宿泊サー
ビスに限る。）

うち、外部サービス利用
型指定特定施設入居者生
活介護又は外部サービス
利用型指定介護予防特定
施設入居者生活介護を受
ける者が入居する施設

併設保険医療機
関

併設保険医療機
関以外の保険医
療機関

ア.介護老人保健施設
イ.短期入所療養介護又は介護予防
短期入所療養介護（介護老人保健施
設の療養室に限る。）を受けている
患者 ア.地域密着型介護老人福祉施設又は

介護老人福祉施設
イ.短期入所生活介護又は介護予防短
期入所生活介護を受けている患者

区　分

１．入院中の患者以外の患者
（次の施設に入居又は入所する者を含み、３の患者を除く。）

３．入所中の患者

自宅、社会福祉施設、身体障害者施設等
（短期入所生活介護、介護予防短期入所
生活介護、短期入所療養介護又は介護予
防短期入所療養介護を受けているものを

除く。）
※１

認知症対応型グ
ループホーム
（認知症対応型
共同生活介護又
は介護予防認知
症対応型共同生
活介護）

特定施設（指定特定施設、指定地域
密着型特定施設及び指定介護予防特
定施設に限る。） 保険医療機関

（短期入所療養
介護又は介護予
防短期入所療養
介護を受けてい
る患者を除
く。）

短期入所療養介
護及び介護予防
短期入所療養介
護（介護老人保
健施設又は介護
医療院の療養室
を除く。）を受
けている患者

２．入院中の患者

○ × ○

○ × ―

○
（認知症対応型通
所介護費又は通所
リハビリテーショ
ン費を算定した日
以外の日は算定

可）

○

○
（精神科退院指
導料又は地域移
行機能強化病棟
入院料を算定し

たものに限
る。）

× ○

○ ○ ―

○
（認知症対応型通
所介護費又は通所
リハビリテーショ
ン費を算定した日
以外の日は算定

可）

○

○
（精神科退院指
導料又は地域移
行機能強化病棟
入院料を算定し

たものに限
る。）

× ○

○ ○ ―

○
（認知症対応型通
所介護費又は通所
リハビリテーショ
ン費を算定した日
以外の日は算定

可）

○ ― ― ○

○ ○ ―

○
※９

○
※９及び※13

― ×

ア：○
（認知症患者を除く。）

イ：○　※13
（認知症患者を除く。）

○ ― × ―

― ―
○

（認知症患者を除く。）

○
（認知症対応型通
所介護費又は通所
リハビリテーショ
ン費を算定した日
以外の日は算定

可）

○

○
（認知症である
老人であって日
常生活自立度判
定基準がランク
Ｍのものに限

る。）

― ― ○

― ×
○

（精神科在宅患者支援管理料１のハ
を算定する場合を除く。）

○ ○
○

※１

×

Ｉ０１２　精神科訪問看護・指導料(Ⅰ)及び(Ⅲ)
（同一建物において同一日に２件以上医療保険から
給付される訪問看護を行うか否かにより該当する区
分を算定）（看護・介護職員連携強化加算以外の加
算を含む。）

○
※９

×

注５

注６

看護・介護職員連携強化加算

Ｉ０１０　精神科ナイト・ケア
Ｉ０１０－２　精神科デイ・ナイト・ケア

○
（当該療法を行っている期間内において、認知症対応
型通所介護費又は通所リハビリテーション費を算定し

た場合は算定不可）

×

Ｉ０１１　精神科退院指導料
Ｉ０１１－２　精神科退院前訪問指導料

― ×

×

Ｉ０１６　精神科在宅患者支援管理料 ○

× ×

Ｉ０１２－２　精神科訪問看護指示料 ○ ×

Ｉ０１５　重度認知症患者デイ・ケア料

○
（重度認知症患者デイ・ケアを行っ
ている期間内において、認知症対応
型通所介護費又は通所リハビリテー
ション費を算定した場合は算定不

可）

― ×

Ｉ００８　入院生活技能訓練療法 ― ×

Ｉ００８－２　精神科ショート・ケア

○
（当該療法を行っている期間内において、認知症対応
型通所介護費又は通所リハビリテーション費を算定し

た場合は算定不可）

×

上記以外 ○ ×

特
掲

精
神
科
専
門
療
法

Ｉ００７　精神科作業療法 ○ ×

― ×

Ｉ００９　精神科デイ・ケア

○
（当該療法を行っている期間内において、認知症対応
型通所介護費又は通所リハビリテーション費を算定し

た場合は算定不可）

×

104



「医療保険と介護保険の給付調整に関する留意事項及び医療保険と介護保険の相互に関連する事項等について」の一部改正について

うち、小規模多機能
型居宅介護又は複合
型サービスを受けて
いる患者（宿泊サー
ビスに限る。）

うち、外部サービス利用
型指定特定施設入居者生
活介護又は外部サービス
利用型指定介護予防特定
施設入居者生活介護を受
ける者が入居する施設

併設保険医療機
関

併設保険医療機
関以外の保険医
療機関

ア.介護老人保健施設
イ.短期入所療養介護又は介護予防
短期入所療養介護（介護老人保健施
設の療養室に限る。）を受けている
患者 ア.地域密着型介護老人福祉施設又は

介護老人福祉施設
イ.短期入所生活介護又は介護予防短
期入所生活介護を受けている患者

区　分

１．入院中の患者以外の患者
（次の施設に入居又は入所する者を含み、３の患者を除く。）

３．入所中の患者

自宅、社会福祉施設、身体障害者施設等
（短期入所生活介護、介護予防短期入所
生活介護、短期入所療養介護又は介護予
防短期入所療養介護を受けているものを

除く。）
※１

認知症対応型グ
ループホーム
（認知症対応型
共同生活介護又
は介護予防認知
症対応型共同生
活介護）

特定施設（指定特定施設、指定地域
密着型特定施設及び指定介護予防特
定施設に限る。） 保険医療機関

（短期入所療養
介護又は介護予
防短期入所療養
介護を受けてい
る患者を除
く。）

短期入所療養介
護及び介護予防
短期入所療養介
護（介護老人保
健施設又は介護
医療院の療養室
を除く。）を受
けている患者

２．入院中の患者

○
○

※６
○

○ ○ ○

○ ○ ○

○ ○ ○

○ × ○

○ × × × ―

― ―
○

※18
○

※18
○

※18

― ―
○

※18
○

※18
○

※18

○ × × × ―

そ
の
他

病理診断 ○ ○

Ｏ０００　看護職員処遇改善評価料 ―

Ｏ１０１　外来・在宅ベースアップ評価料（Ⅱ）

Ｏ１０２　入院ベースアップ評価料

Ｏ１００　外来・在宅ベースアップ評価料（Ⅰ）
○

※18

―

○
※７

○

特
掲

麻酔 ○
○

※７

放射線治療

処置 ○
○

※７

特
掲

○ S

○
※18

手術
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「医療保険と介護保険の給付調整に関する留意事項及び医療保険と介護保険の相互に関連する事項等について」の一部改正について

うち、小規模多機能
型居宅介護又は複合
型サービスを受けて
いる患者（宿泊サー
ビスに限る。）

うち、外部サービス利用
型指定特定施設入居者生
活介護又は外部サービス
利用型指定介護予防特定
施設入居者生活介護を受
ける者が入居する施設

併設保険医療機
関

併設保険医療機
関以外の保険医
療機関

ア.介護老人保健施設
イ.短期入所療養介護又は介護予防
短期入所療養介護（介護老人保健施
設の療養室に限る。）を受けている
患者 ア.地域密着型介護老人福祉施設又は

介護老人福祉施設
イ.短期入所生活介護又は介護予防短
期入所生活介護を受けている患者

区　分

１．入院中の患者以外の患者
（次の施設に入居又は入所する者を含み、３の患者を除く。）

３．入所中の患者

自宅、社会福祉施設、身体障害者施設等
（短期入所生活介護、介護予防短期入所
生活介護、短期入所療養介護又は介護予
防短期入所療養介護を受けているものを

除く。）
※１

認知症対応型グ
ループホーム
（認知症対応型
共同生活介護又
は介護予防認知
症対応型共同生
活介護）

特定施設（指定特定施設、指定地域
密着型特定施設及び指定介護予防特
定施設に限る。） 保険医療機関

（短期入所療養
介護又は介護予
防短期入所療養
介護を受けてい
る患者を除
く。）

短期入所療養介
護及び介護予防
短期入所療養介
護（介護老人保
健施設又は介護
医療院の療養室
を除く。）を受
けている患者

２．入院中の患者

○ ○ ○

○ × ―

○ × ―

○ × ○

― × ○

○ × ―

○ × ―

― × ○

○ ○
○

※１

○ × ―

〇 × ―

○ × ―

○ × ―

○ ○ ○

○ ○ ○

○ ○ ○

― ×
○

（末期の悪性腫瘍の患者に限る。）

― × ―

― ×
○

（末期の悪性腫瘍の患者に限る。）

○ ○ ○

× × ○

× × ○

× × ○

× × ×

Ｂ０１１－６　栄養情報連携料 ― ―

○
（同一月において、居宅療養管理指導費又は介護予防居宅療養管理指導費が算定されている場
合を除く。ただし、当該患者の薬学的管理指導計画に係る疾病と別の疾病又は負傷に係る臨時

の投薬が行われた場合には算定可）

×

１０の２　調剤管理料 ○ ○

１０の３　服薬管理指導料

○
（同一月において、居宅療養管理指導費又は介護予防居宅療養管理指導費が算定されている場
合を除く。ただし、当該患者の薬学的管理指導計画に係る疾病と別の疾病又は負傷に係る臨時

の投薬が行われた場合には算定可）

○

Ｃ００１－３　歯科疾患在宅療養管理料
○

（同一月において、居宅療養管理指導費又は介護予防居宅療養管理指導費が算定されている場
合を除く。）

○

Ｃ００１－５　在宅患者訪問口腔リハビリテーション指導管
理料

○
（同一月において、居宅療養管理指導費又は介護予防居宅療養管理指導費が算定されている場

合を除く。）

第１節に規定する調剤技術料 ○ ○

○

注14　服薬管理指導料の特例（かかりつけ薬剤師と
連携する他の薬剤師が対応した場合）

Ｃ００３　在宅患者訪問薬剤管理指導料 × ×

Ｃ００７　在宅患者連携指導料 × ×

Ｃ００８　在宅患者緊急時等カンファレンス料 ○ ×

上記以外 ○ ○

Ｂ０１４　退院時共同指導料１ ― ×

Ｂ０１５　退院時共同指導料２ ― ―

Ｃ００１　訪問歯科衛生指導料 × ○

―

Ｂ００８－２　薬剤総合評価調整管理料 ○ ×

Ｂ００９　診療情報提供料(Ⅰ)（注２及び注６）
○

（同一月において、居宅療養管理指導費又は介護予防居宅療養管理指導費が算定されている場
合を除く。）

○

Ｂ０１１－４　退院時薬剤情報管理指導料 ― ―

―

Ｂ００４－９　介護支援等連携指導料 ― ―

歯
科

Ｂ０００－４　歯科疾患管理料
Ｂ００２　歯科特定疾患療養管理料

○
（同一月において、居宅療養管理指導費又は介護予防居宅療養管理指導費が算定されている場

合を除く。）
○

Ｂ００４－１－４　入院栄養食事指導料 ―

Ｂ００６－３　がん治療連携計画策定料 ○ ○

Ｂ００６－３－２　がん治療連携指導料 ○ ○

Ｂ００７　退院前訪問指導料 ― ―

Ｂ００８　薬剤管理指導料 ―
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うち、小規模多機能
型居宅介護又は複合
型サービスを受けて
いる患者（宿泊サー
ビスに限る。）

うち、外部サービス利用
型指定特定施設入居者生
活介護又は外部サービス
利用型指定介護予防特定
施設入居者生活介護を受
ける者が入居する施設

併設保険医療機
関

併設保険医療機
関以外の保険医
療機関

ア.介護老人保健施設
イ.短期入所療養介護又は介護予防
短期入所療養介護（介護老人保健施
設の療養室に限る。）を受けている
患者 ア.地域密着型介護老人福祉施設又は

介護老人福祉施設
イ.短期入所生活介護又は介護予防短
期入所生活介護を受けている患者

区　分

１．入院中の患者以外の患者
（次の施設に入居又は入所する者を含み、３の患者を除く。）

３．入所中の患者

自宅、社会福祉施設、身体障害者施設等
（短期入所生活介護、介護予防短期入所
生活介護、短期入所療養介護又は介護予
防短期入所療養介護を受けているものを

除く。）
※１

認知症対応型グ
ループホーム
（認知症対応型
共同生活介護又
は介護予防認知
症対応型共同生
活介護）

特定施設（指定特定施設、指定地域
密着型特定施設及び指定介護予防特
定施設に限る。） 保険医療機関

（短期入所療養
介護又は介護予
防短期入所療養
介護を受けてい
る患者を除
く。）

短期入所療養介
護及び介護予防
短期入所療養介
護（介護老人保
健施設又は介護
医療院の療養室
を除く。）を受
けている患者

２．入院中の患者

× × ×

× × ×

× × ○

× × ○

× ×
○

（末期の悪性腫瘍の患者に限る。）

× ×
○

（末期の悪性腫瘍の患者又は注10に
規定する場合に限る。）

× ×
○

（末期の悪性腫瘍の患者に限る。）

○ × ―

× × ○

× × ○

× × ○

× × ○

○
※２

○
※２

（当該患者による
サービス利用前30日
以内に患家を訪問

し、訪問看護基本療
養費を算定した訪問
看護ステーションの
看護師等が指定訪問
看護を実施した場合
に限り（末期の悪性
腫瘍の以外の患者に
おいては、利用開始
後30日までの間）、
算定することができ

る。）

― ―

ア：○
（末期の悪性腫瘍の患者に限る。）

イ：○
（末期の悪性腫瘍の患者であって、
当該患者によるサービス利用前30日
以内に患家を訪問し、訪問看護基本
療養費を算定した訪問看護ステー

ションの看護師等が指定訪問看護を
実施した場合に限り、算定すること

ができる。）

１５の３　在宅患者緊急時等共同指導料

１４の２の１　外来服薬支援料１
○

（同一月において、居宅療養管理指導費又は介護予防居宅療養管理指導費が算定されている場
合を除く。）

×

○
（同一日において、居宅療養管理指導費又は介護予防居宅療養管理指導費が算定されている場

合を除く。）

×

０１　訪問看護基本療養費(Ⅰ)及び(Ⅱ)（注加算を含む。）
（同一建物において同一日に２件以上医療保険から給付され
る訪問看護を行うか否かにより該当する区分を算定）

○
※２

―

調
剤

１５の５　服薬情報等提供料
○

（同一月において、居宅療養管理指導費又は介護予防居宅療養管理指導費が算定されている場
合を除く。）

×

上記以外 ○

第３節に規定する薬剤料 ○

×

○
（※３及び※４）

第４節に規定する特定保険医療材料料 ○ ○

１３の２　かかりつけ薬剤師指導料

○
（同一月において、居宅療養管理指導費又は介護予防居宅療養管理指導費が算定されている場
合を除く。ただし、当該患者の薬学的管理指導計画に係る疾病と別の疾病又は負傷に係る臨時

の投薬が行われた場合には算定可）

×

１３の３　かかりつけ薬剤師包括管理料

○
（同一月において、居宅療養管理指導費又は介護予防居宅療養管理指導費が算定されている場
合を除く。ただし、当該患者の薬学的管理指導計画に係る疾病と別の疾病又は負傷に係る臨時

の投薬が行われた場合には算定可）

１５　在宅患者訪問薬剤管理指導料 × ×

１５の２　在宅患者緊急訪問薬剤管理指導料 ○

１５の４　退院時共同指導料 ―

○
（注10に規定する場合に限る。）

１４の２の２　外来服薬支援料２ ○

×

○

×
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うち、小規模多機能
型居宅介護又は複合
型サービスを受けて
いる患者（宿泊サー
ビスに限る。）

うち、外部サービス利用
型指定特定施設入居者生
活介護又は外部サービス
利用型指定介護予防特定
施設入居者生活介護を受
ける者が入居する施設

併設保険医療機
関

併設保険医療機
関以外の保険医
療機関

ア.介護老人保健施設
イ.短期入所療養介護又は介護予防
短期入所療養介護（介護老人保健施
設の療養室に限る。）を受けている
患者 ア.地域密着型介護老人福祉施設又は

介護老人福祉施設
イ.短期入所生活介護又は介護予防短
期入所生活介護を受けている患者

区　分

１．入院中の患者以外の患者
（次の施設に入居又は入所する者を含み、３の患者を除く。）

３．入所中の患者

自宅、社会福祉施設、身体障害者施設等
（短期入所生活介護、介護予防短期入所
生活介護、短期入所療養介護又は介護予
防短期入所療養介護を受けているものを

除く。）
※１

認知症対応型グ
ループホーム
（認知症対応型
共同生活介護又
は介護予防認知
症対応型共同生
活介護）

特定施設（指定特定施設、指定地域
密着型特定施設及び指定介護予防特
定施設に限る。） 保険医療機関

（短期入所療養
介護又は介護予
防短期入所療養
介護を受けてい
る患者を除
く。）

短期入所療養介
護及び介護予防
短期入所療養介
護（介護老人保
健施設又は介護
医療院の療養室
を除く。）を受
けている患者

２．入院中の患者

○
※９

○
※９及び※14

― ―

ア：○
（認知症患者を除く。）

イ：○　※14
（認知症患者を除く。）

○
ア：○
イ：×

―

○
※２又は精神科訪
問看護基本療養費
を算定できる者

○
※15及び※17

― ―
ア：○　※16

イ：○　※16及び※17

○
※２又は精神科訪
問看護基本療養費
を算定できる者
（同一月におい

て、緊急時訪問看
護加算、緊急時介
護予防訪問看護加
算又は緊急時対応
加算を算定してい

ない場合に限
る。）

○
※15及び※17

（同一月において、
緊急時訪問看護加

算、緊急時介護予防
訪問看護加算又は緊
急時対応加算を算定
していない場合に限

る。）

― ―
ア：○　※16

イ：○　※16及び※17

○
※２又は精神科訪
問看護基本療養費
を算定できる者

（同一月おいて、
介護保険の特別管
理加算を算定して
いない場合に限

る。）

○
※15及び※17

（同一月において、
介護保険の特別管理
加算を算定していな
い場合に限る。）

― ―
ア：○　※16

イ：○　※16及び※17

○
※２又は精神科
訪問看護基本療
養費を算定でき

る者

× ×

○
※２又は精神科訪
問看護基本療養費
を算定できる者

（末期の悪性腫瘍
等の患者である場
合又は退院後行う
初回の訪問看護が
特別訪問看護指示
書に係る指定訪問
看護である場合に

限る。）

○
※17

（末期の悪性腫瘍等
の患者である場合又
は退院後行う初回の
訪問看護が特別訪問
看護指示書に係る指
定訪問看護である場

合に限る。）

― ― ―

― ― ×

○
※２又は精神科訪問看護基本療養費を算定できる者

―

在宅患者連携指導加算 × ―

特別管理加算

○
※２又は精神科訪問看護基本療養費を算定できる者

（同一月おいて、介護保険の特別管理加算を算定して
いない場合に限る。）

―

退院時共同指導加算 ―

ア：○
※２又は精神科訪問看護基本療養費

を算定できる者
イ：×

退院支援指導加算

○
※２又は精神科訪問看護基本療養費を算定できる者

（末期の悪性腫瘍等の患者である場合又は退院後行う
初回の訪問看護が特別訪問看護指示書に係る指定訪問

看護である場合に限る。）

０１－２　精神科訪問看護基本療養費(Ⅰ)及び(Ⅲ)（注加算
を含む。）
（同一建物において同一日に２件以上医療保険から給付され
る訪問看護を行うか否かにより該当する区分を算定）

○
※９

―

24時間対応体制加算

○
※２又は精神科訪問看護基本療養費を算定できる者

（同一月において、緊急時訪問看護加算、緊急時介護
予防訪問看護加算又は緊急時対応加算を算定していな

い場合に限る。）

―

―

０１－３　訪問看護基本療養費(Ⅲ)及び精神科訪問看護基本
療養費(Ⅳ)

― ―

０２　訪問看護管理療養費
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うち、小規模多機能
型居宅介護又は複合
型サービスを受けて
いる患者（宿泊サー
ビスに限る。）

うち、外部サービス利用
型指定特定施設入居者生
活介護又は外部サービス
利用型指定介護予防特定
施設入居者生活介護を受
ける者が入居する施設

併設保険医療機
関

併設保険医療機
関以外の保険医
療機関

ア.介護老人保健施設
イ.短期入所療養介護又は介護予防
短期入所療養介護（介護老人保健施
設の療養室に限る。）を受けている
患者 ア.地域密着型介護老人福祉施設又は

介護老人福祉施設
イ.短期入所生活介護又は介護予防短
期入所生活介護を受けている患者

区　分

１．入院中の患者以外の患者
（次の施設に入居又は入所する者を含み、３の患者を除く。）

３．入所中の患者

自宅、社会福祉施設、身体障害者施設等
（短期入所生活介護、介護予防短期入所
生活介護、短期入所療養介護又は介護予
防短期入所療養介護を受けているものを

除く。）
※１

認知症対応型グ
ループホーム
（認知症対応型
共同生活介護又
は介護予防認知
症対応型共同生
活介護）

特定施設（指定特定施設、指定地域
密着型特定施設及び指定介護予防特
定施設に限る。） 保険医療機関

（短期入所療養
介護又は介護予
防短期入所療養
介護を受けてい
る患者を除
く。）

短期入所療養介
護及び介護予防
短期入所療養介
護（介護老人保
健施設又は介護
医療院の療養室
を除く。）を受
けている患者

２．入院中の患者

○
※２又は精神科訪
問看護基本療養費
を算定できる者

○
※15及び※17

― ―
ア：○　※16

イ：○　※16及び※17

○
※２又は精神科訪
問看護基本療養費
を算定できる者

（同一月おいて、
介護保険の看護・
介護職員連携強化
加算を算定してい

ない場合に限
る。）

― ― ×

○
※２又は精神科訪
問看護基本療養費
を算定できる者

（同一月おいて、
介護保険の専門管
理加算を算定して
いない場合に限

る。）

○
※15及び※17

（同一月おいて、介
護保険の専門管理加
算を算定していない

場合に限る。）

― ―
ア：○　※16

イ：○　※16及び※17

○
※２又は精神科訪
問看護基本療養費
を算定できる者

○
※15及び※17

― ―
ア：○　※16

イ：○　※16及び※17

○
※２又は精神科訪
問看護基本療養費
を算定できる者
（同一月におい

て、介護保険によ
る訪問看護を受け
ていない場合に限

る。）

○
※15及び※17

（同一月において、
介護保険による訪問
看護を受けていない

場合に限る。）

― ― ×

― ― ―

○
※２又は精神科訪
問看護基本療養費
を算定できる者

○
※15及び※17

― ― ×

専門管理加算

０３－２　訪問看護情報提供療養費２ ― ―

０３－３　訪問看護情報提供療養費３
○

※２又は精神科訪問看護基本療養費を算定できる者 ―

―

０３　訪問看護情報提供療養費１

○
※２又は精神科訪問看護基本療養費を算定できる者

（同一月において、介護保険による訪問看護を受けて
いない場合に限る。）

―

在宅患者緊急時等カンファレンス加算
○

※２又は精神科訪問看護基本療養費を算定できる者
―

看護・介護職員連携強化加算 × ―

訪問看護医療ＤＸ情報活用加算
○

※２又は精神科訪問看護基本療養費を算定できる者
―

○
※２又は精神科訪問看護基本療養費を算定できる者

（同一月おいて、介護保険の専門管理加算を算定して
いない場合に限る。）
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うち、小規模多機能
型居宅介護又は複合
型サービスを受けて
いる患者（宿泊サー
ビスに限る。）

うち、外部サービス利用
型指定特定施設入居者生
活介護又は外部サービス
利用型指定介護予防特定
施設入居者生活介護を受
ける者が入居する施設

併設保険医療機
関

併設保険医療機
関以外の保険医
療機関

ア.介護老人保健施設
イ.短期入所療養介護又は介護予防
短期入所療養介護（介護老人保健施
設の療養室に限る。）を受けている
患者 ア.地域密着型介護老人福祉施設又は

介護老人福祉施設
イ.短期入所生活介護又は介護予防短
期入所生活介護を受けている患者

区　分

１．入院中の患者以外の患者
（次の施設に入居又は入所する者を含み、３の患者を除く。）

３．入所中の患者

自宅、社会福祉施設、身体障害者施設等
（短期入所生活介護、介護予防短期入所
生活介護、短期入所療養介護又は介護予
防短期入所療養介護を受けているものを

除く。）
※１

認知症対応型グ
ループホーム
（認知症対応型
共同生活介護又
は介護予防認知
症対応型共同生
活介護）

特定施設（指定特定施設、指定地域
密着型特定施設及び指定介護予防特
定施設に限る。） 保険医療機関

（短期入所療養
介護又は介護予
防短期入所療養
介護を受けてい
る患者を除
く。）

短期入所療養介
護及び介護予防
短期入所療養介
護（介護老人保
健施設又は介護
医療院の療養室
を除く。）を受
けている患者

２．入院中の患者

○
※２又は精神科訪
問看護基本療養費
を算定できる者
（同一月におい

て、介護保険によ
るターミナルケア
加算（遠隔死亡診
断補助加算を含

む。）を算定して
いない場合に限

る。）

○
※15及び※17

（同一月において、
介護保険によるター
ミナルケア加算（遠
隔死亡診断補助加算
を含む。）を算定し
ていない場合に限

る。）

― ―

ア：○　※16
（ただし、看取り介護加算を算定し
ている場合には、訪問看護ターミナ

ルケア療養費２を算定する）
イ：○　※16及び※17

○
※２又は精神科訪
問看護基本療養費
を算定できる者

○
※15及び※17

― ―
ア：○　※16

イ：○　※16及び※17

○
※２又は精神科訪
問看護基本療養費
を算定できる者

○
※15及び※17

― ―
ア：○　※16

イ：○　※16及び※17

注）

※１

※２

※３

※４

―

〇：要介護被保険者等である患者について療養に要する費用の額を算定できる場合（平成20年厚生労働省告示第128号）の規定により算定されるべき療養としているもの　×：診療報酬の算定方法（平成20年厚生労働省告示第59号）第６号の規定
により算定できないもの　－：診療報酬の算定方法の算定要件を満たし得ないもの

社会福祉施設、身体障害者施設等、養護老人ホーム及び特別養護老人ホームに入居又は入所する者に係る診療報酬の算定については、「特別養護老人ホーム等における療養の給付の取扱いについて」（平成18年３月31日保医発第0331002号）に特
段の規定がある場合には、当該規定が適用されるものであること。

末期の悪性腫瘍等の患者及び急性増悪等により一時的に頻回の訪問看護が必要である患者に限る。

次に掲げる薬剤の薬剤料及び当該薬剤の処方に係る処方箋料に限る。
　・抗悪性腫瘍剤（悪性新生物に罹患している患者に対して投与された場合に限る。）
　・ＨＩＦ－ＰＨ阻害剤（人工腎臓又は腹膜灌流を受けている患者のうち腎性貧血状態にあるものに対して投与された場合に限る。）
　・疼痛コントロールのための医療用麻薬
　・抗ウイルス剤（Ｂ型肝炎又はＣ型肝炎の効能若しくは効果を有するもの及び後天性免疫不全症候群又はＨＩＶ感染症の効能若しくは効果を有するものに限る。）

次に掲げる薬剤の薬剤料に限る。
　・エリスロポエチン（人工腎臓又は腹膜灌流を受けている患者のうち腎性貧血状態にあるものに投与された場合に限る。）
　・ダルベポエチン（人工腎臓又は腹膜灌流を受けている患者のうち腎性貧血状態にあるものに投与された場合に限る。）
　・エポエチンベータペゴル（人工腎臓又は腹膜灌流を受けている患者のうち腎性貧血状態にあるものに投与された場合に限る。）
　・疼痛コントロールのための医療用麻薬
　・インターフェロン製剤（Ｂ型肝炎又はＣ型肝炎の効能又は効果を有するものに限る。）
　・抗ウイルス剤（Ｂ型肝炎又はＣ型肝炎の効能又は効果を有するもの及び後天性免疫不全症候群又はＨＩＶ感染症の効能又は効果を有するものに限る。）
　・血友病の患者に使用する医薬品（血友病患者における出血傾向の抑制の効能又は効果を有するものに限る。）

―

遠隔死亡診断補助加算

０６　訪問看護ベースアップ評価料
○

※２又は精神科訪問看護基本療養費を算定できる者

―

０５　訪問看護ターミナルケア療養費

○
※２又は精神科訪問看護基本療養費を算定できる者

（ただし、看取り介護加算を算定している場合には、
訪問看護ターミナルケア療養費２を算定する）

○
※２又は精神科訪問看護基本療養費を算定できる者
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うち、小規模多機能
型居宅介護又は複合
型サービスを受けて
いる患者（宿泊サー
ビスに限る。）

うち、外部サービス利用
型指定特定施設入居者生
活介護又は外部サービス
利用型指定介護予防特定
施設入居者生活介護を受
ける者が入居する施設

併設保険医療機
関

併設保険医療機
関以外の保険医
療機関

ア.介護老人保健施設
イ.短期入所療養介護又は介護予防
短期入所療養介護（介護老人保健施
設の療養室に限る。）を受けている
患者 ア.地域密着型介護老人福祉施設又は

介護老人福祉施設
イ.短期入所生活介護又は介護予防短
期入所生活介護を受けている患者

区　分

１．入院中の患者以外の患者
（次の施設に入居又は入所する者を含み、３の患者を除く。）

３．入所中の患者

自宅、社会福祉施設、身体障害者施設等
（短期入所生活介護、介護予防短期入所
生活介護、短期入所療養介護又は介護予
防短期入所療養介護を受けているものを

除く。）
※１

認知症対応型グ
ループホーム
（認知症対応型
共同生活介護又
は介護予防認知
症対応型共同生
活介護）

特定施設（指定特定施設、指定地域
密着型特定施設及び指定介護予防特
定施設に限る。） 保険医療機関

（短期入所療養
介護又は介護予
防短期入所療養
介護を受けてい
る患者を除
く。）

短期入所療養介
護及び介護予防
短期入所療養介
護（介護老人保
健施設又は介護
医療院の療養室
を除く。）を受
けている患者

２．入院中の患者

ｖ

※５

※６

※７

※８ 死亡日からさかのぼって30日以内の患者については、当該患者を当該特別養護老人ホーム（看取り介護加算の施設基準に適合しているものに限る。）において看取った場合（在宅療養支援診療所又は在宅療養支援病院若しくは当該特別養護老人ホームの協力医療機関の医師により行われたものに限る。）に限る。

※９

※10

※11

※12

※13

※14

※15

※16

※17

※18 当該ベースアップ評価料について、診療報酬の算定方法において、算定することが要件とされている点数を算定した場合に限る。

末期の悪性腫瘍等の患者、急性増悪等により一時的に頻回の訪問看護が必要である患者又は精神科訪問看護基本療養費を算定出来る者（認知症でない者に限る。）

末期の悪性腫瘍の患者又は精神科訪問看護基本療養費を算定出来る者（認知症でない者に限る。）に限る。

当該患者によるサービス利用前30日以内に患家を訪問し、訪問看護療養費を算定した訪問看護ステーションの看護師等が指定訪問看護を実施した場合に限り（末期の悪性腫瘍の患者以外の患者においては、利用開始後30日までの間）、算定することができる。

創傷処置（手術日から起算して十四日以内の患者に対するものを除く。）、喀痰吸引、摘便、酸素吸入、酸素テント、皮膚科軟膏処置、膀胱洗浄、留置カテーテル設置、導尿、膣洗浄、眼処置、耳処置、耳管処置、鼻処置、口腔、咽頭処置、間
接喉頭鏡下喉頭処置、ネブライザ、超音波ネブライザ、介達牽引、消炎鎮痛等処置、鼻腔栄養及び長期療養患者褥瘡等処置を除く。

検査、リハビリテーション、処置、手術又は麻酔について、それぞれ、特掲診療料の施設基準等（平成20年厚生労働省告示第63号）別表第12第１号、第２号、第３号、第４号又は第５号に掲げるものを除く。

認知症患者を除く。（ただし、精神科在宅患者支援管理料を算定する患者にあってはこの限りではない。）

当該患者によるサービス利用前30日以内に患家を訪問し、在宅患者訪問診療料、在宅時医学総合管理料、施設入居時等医学総合管理料又は在宅がん医療総合診療料（以下「在宅患者訪問診療料等」という。）を算定した保険医療機関の医師（配
置医師を除く。）が診察した場合に限り、算定することができる（末期の悪性腫瘍の患者以外の患者においては、利用開始後30日までの間に限る。）。
また、保険医療機関の退院日から当該サービスの利用を開始した患者については、当該サービス利用開始前の在宅患者訪問診療料等の算定にかかわらず、退院日を除き算定できる（末期の悪性腫瘍の患者以外の患者においては、利用開始後30日
までの間に限る。）。

当該患者によるサービス利用前30日以内に患家を訪問し、在宅患者訪問看護・指導料を算定した保険医療機関の看護師等が訪問看護・指導を実施した場合に限り、算定することができる（末期の悪性腫瘍の患者以外の患者においては、利用開始
後30日までの間に限る。）。

末期の悪性腫瘍の患者であって、当該患者によるサービス利用前30日以内に患家を訪問し、在宅患者訪問看護・指導料を算定した保険医療機関の看護師等が訪問看護・指導を実施した場合に限り、算定することができる。

次に掲げる費用に限る。
　・外来腫瘍化学療法診療料の１のイ、２のイ又は３のイ
　・外来化学療法加算
　・皮内、皮下及び筋肉内注射（がん性疼痛緩和指導管理料又は外来緩和ケア管理料（悪性腫瘍の患者に限る。）を算定するものに限る。）
　・静脈内注射（保険医が療養病床から転換した介護老人保健施設に赴いて行うもの又はがん性疼痛緩和指導管理料、外来緩和ケア管理料（悪性腫瘍の患者に限る。）、外来腫瘍化学療法診療料の１のイ、２のイ若しくは３のイ若しくは外来化学療法加算を
算定するものに限る。）
　・動脈注射（外来腫瘍化学療法診療料の１のイ、２のイ若しくは３のイ又は外来化学療法加算を算定するものに限る。）
　・抗悪性腫瘍剤局所持続注入（外来腫瘍化学療法診療料の１のイ、２のイ又は３のイを算定するものに限る。）
　・肝動脈塞栓を伴う抗悪性腫瘍剤肝動脈内注入（外来腫瘍化学療法診療料の１のイ、２のイ又はは３のイを算定するものに限る。）
　・点滴注射（保険医が療養病床から転換した介護老人保健施設に赴いて行うもの又はがん性疼痛緩和指導管理料、外来緩和ケア管理料（悪性腫瘍の患者に限る。）、外来腫瘍化学療法診療料の１のイ、２のイ若しくは３のイ若しくは外来化学療法加算を算
定するものに限る。）
　・中心静脈注射（がん性疼痛緩和指導管理料、外来緩和ケア管理料（悪性腫瘍の患者に限る。）、外来腫瘍化学療法診療料の１のイ、２のイ若しくは３のイ又は外来化学療法加算を算定するものに限る。）
　・植込型カテーテルによる中心静脈注射（がん性疼痛緩和指導管理料、外来緩和ケア管理料（悪性腫瘍の患者に限る。）、外来腫瘍化学療法診療料の１のイ、２のイ若しくは３のイ又は外来化学療法加算を算定するものに限る。）
　・エリスロポエチン（人工腎臓又は腹膜灌流を受けている患者のうち腎性貧血状態にあるものに投与された場合に限る。）の費用
　・ダルベポエチン（人工腎臓又は腹膜灌流を受けている患者のうち腎性貧血状態にあるものに投与された場合に限る。）の費用
　・エポエチンベータペゴル（人工腎臓又は腹膜灌流を受けている患者のうち腎性貧血状態にあるものに投与された場合に限る。）
　・ＨＩＦ－ＰＨ阻害剤（人工腎臓又は腹膜灌流を受けている患者のうち腎性貧血状態にあるものに対して投与された場合に限る。）
　・抗悪性腫瘍剤（悪性新生物に罹患している患者に対して投与された場合に限る。）の費用
　・疼痛コントロールのための医療用麻薬の費用
　・インターフェロン製剤（Ｂ型肝炎又はＣ型肝炎の効能又は効果を有するものに限る。）の費用
　・抗ウイルス剤（Ｂ型肝炎又はＣ型肝炎の効能又は効果を有するもの及び後天性免疫不全症候群又はＨＩＶ感染症の効能又は効果を有するものに限る。）の費用
　・血友病の患者に使用する医薬品（血友病患者における出血傾向の抑制の効能又は効果を有するものに限る。）

当該患者によるサービス利用前30日以内に患家を訪問し、精神科訪問看護・指導料を算定した保険医療機関の看護師等が訪問看護・指導を実施した場合に限り、利用開始後30日までの間、算定することができる。

当該患者によるサービス利用前30日以内に患家を訪問し、精神科訪問看護基本療養費を算定した訪問看護ステーションの看護師等が指定訪問看護を実施した場合に限り、利用開始後30日までの間、算定することができる。
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（別紙２）

併設保険医療機関
併設保険医療機関以外の保険
医療機関

併設保険医療機関
併設保険医療機関以外の保険
医療機関

基
本

× ○

○

区　分

ア.介護医療院に入所中の患者
イ.短期入所療養介護又は介護予防短期入所療養介護（介護医療院の療養床に限る。）を受けている患者

介護医療院サービス費のうち、他科受診時費用（362単位）
を算定しない日の場合

介護医療院サービス費のうち、他科受診時費用（362単位）
を算定した日の場合

初・再診料 ○

○

Ｂ００１の６　てんかん指導料 ○

入院料等 ×
○

（Ａ４００の１ 短期滞在手術等基本料１に限る。）

看護師等遠隔診療補助加算 ×

Ｂ００１の１　ウイルス疾患指導料

通則の４　連携強化加算

通則の５　サーベイランス強化加算

通則の６　抗菌薬適正使用体制加算

○

○

○

○

特
掲

医
学
管
理
等

通則の３　外来感染対策向上加算 ○

Ｂ００１の２　特定薬剤治療管理料 ○

Ｂ００１の３　悪性腫瘍特異物質治療管理料

Ｂ００１の７　難病外来指導管理料 ○

Ｂ００１の８　皮膚科特定疾患指導管理料 ○

Ｂ００１の14　高度難聴指導管理料 ○

Ｂ００１の15　慢性維持透析患者外来医学管理料 ○

Ｂ００１の16　喘息治療管理料 ○

Ｂ００１の９　外来栄養食事指導料
○

※１

Ｂ００１の11　集団栄養食事指導料
○

※１

Ｂ００１の12　心臓ペースメーカー指導管理料
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「医療保険と介護保険の給付調整に関する留意事項及び医療保険と介護保険の相互に関連する事項等について」の一部改正について

併設保険医療機関
併設保険医療機関以外の保険
医療機関

併設保険医療機関
併設保険医療機関以外の保険
医療機関

区　分

ア.介護医療院に入所中の患者
イ.短期入所療養介護又は介護予防短期入所療養介護（介護医療院の療養床に限る。）を受けている患者

介護医療院サービス費のうち、他科受診時費用（362単位）
を算定しない日の場合

介護医療院サービス費のうち、他科受診時費用（362単位）
を算定した日の場合

× ○ × ○

× ○ × ○

× ○ × ○

Ｂ００１の37　慢性腎臓病透析予防指導管理料 × ○

Ｂ００１－３　生活習慣病管理料（Ⅰ）
○

（注３に規定する加算に限る。）

Ｂ００１－２－４　地域連携夜間・休日診療料

Ｂ００１－２－５　院内トリアージ実施料

Ｂ００１－２－６　夜間休日救急搬送医学管理料

Ｂ００１－２－８　外来放射線照射診療料 ○

Ｂ００１－２－12　外来腫瘍化学療法診療料 ○

○
（注３に規定する加算に限る。）

Ｂ００１－３　生活習慣病管理料（Ⅱ）

Ｂ００１の34　ハ　二次性骨折予防継続管理料３ ○

Ｂ００１の35　アレルギー性鼻炎免疫療法治療管理料 ○

Ｂ００１の36　下肢創傷処置管理料 × ○

Ｂ００１の27　糖尿病透析予防指導管理料 × ○

Ｂ００１の32　一般不妊治療管理料 ○

Ｂ００１の33  生殖補助医療管理料 ○

Ｂ００１の24　外来緩和ケア管理料 ○

Ｂ００１の25　移植後患者指導管理料 ○

Ｂ００１の26　植込型輸液ポンプ持続注入療法指導管理料 ○

Ｂ００１の20　糖尿病合併症管理料 × ○

Ｂ００１の22　がん性疼痛緩和指導管理料 ○

Ｂ００１の23　がん患者指導管理料 ○

特
掲

医
学
管
理
等
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「医療保険と介護保険の給付調整に関する留意事項及び医療保険と介護保険の相互に関連する事項等について」の一部改正について

併設保険医療機関
併設保険医療機関以外の保険
医療機関

併設保険医療機関
併設保険医療機関以外の保険
医療機関

区　分

ア.介護医療院に入所中の患者
イ.短期入所療養介護又は介護予防短期入所療養介護（介護医療院の療養床に限る。）を受けている患者

介護医療院サービス費のうち、他科受診時費用（362単位）
を算定しない日の場合

介護医療院サービス費のうち、他科受診時費用（362単位）
を算定した日の場合

注１
注６
注８加算
注10加算 （認知症専門医療機関紹介加算）
注11加算（認知症専門医療機関連携加算）
注12加算（精神科医連携加算）
注13加算（肝炎インターフェロン治療連携加算）
注14加算（歯科医療機関連携加算１）
注15加算（歯科医療機関連携加算２）
注18加算（検査･画像情報提供加算）

× ○ × ○

× ○ × ○

× ○

Ｂ０１１－５　がんゲノムプロファイリング評価提供料 × ○

Ｂ０１２　傷病手当金意見書交付料 ○

上記以外 ×

○

Ｂ００９－２　電子的診療情報評価料

Ｂ０１０－２　診療情報連携共有料

Ｂ０１１　連携強化診療情報提供料 ○

Ｂ０１１－３　薬剤情報提供料 ×

Ｂ００５－７　認知症専門診断管理料 ○

Ｂ００５－８　肝炎インターフェロン治療計画料 ○

Ｂ００９　診療情報提供料（Ⅰ）

Ｂ００５－６　がん治療連携計画策定料 ○

Ｂ００５－６－２　がん治療連携指導料 ○

Ｂ００５－６－３　がん治療連携管理料 ○

Ｂ００１－３－２　ニコチン依存症管理料 × ○

Ｂ００１－７　リンパ浮腫指導管理料（注２の場合に限
る。）

○

特
掲

医
学
管
理
等
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「医療保険と介護保険の給付調整に関する留意事項及び医療保険と介護保険の相互に関連する事項等について」の一部改正について

併設保険医療機関
併設保険医療機関以外の保険
医療機関

併設保険医療機関
併設保険医療機関以外の保険
医療機関

区　分

ア.介護医療院に入所中の患者
イ.短期入所療養介護又は介護予防短期入所療養介護（介護医療院の療養床に限る。）を受けている患者

介護医療院サービス費のうち、他科受診時費用（362単位）
を算定しない日の場合

介護医療院サービス費のうち、他科受診時費用（362単位）
を算定した日の場合

× ○ × ○

×
○

（同一日において、特別診療
費を算定する場合を除く。）

× ○

× ○

注射
○

※３
○

（専門的な診療に特有の薬剤に係るものに限る。）

× ○

Ｉ００２　通院・在宅精神療法 × ○

Ｉ００３－２　認知療法・認知行動療法 × ○

特
掲

検査 × ○

画像診断
○

（単純撮影に係るものを除く。）
○

投薬
○

※２
○

（専門的な診療に特有の薬剤に係るものに限る。）

Ｉ００６　通院集団精神療法 ×

Ｉ００７　精神科作業療法 ×

Ｉ００８－２　精神科ショート・ケア（注５の場合を除
く。）

リハビリテーション
○

（Ｈ００５視能訓練及びＨ００６難病患者リハビリテ－ション料に限る。）

精
神
科
専
門
療
法

Ｉ０００　精神科電気痙攣療法 × ○

Ｉ０００－２　経頭蓋磁気刺激療法

×

特
掲

在
宅
医
療

Ｃ０００　往診料

Ｃ０１４　外来在宅共同指導料 －

第２節第２款に掲げる在宅療養指導管理材料加算 ○

上記以外 ×

Ｃ００４－２　救急患者連携搬送料 ○

Ｃ１１６　在宅補助人工心臓（非拍動流型）指導管理料 ○
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「医療保険と介護保険の給付調整に関する留意事項及び医療保険と介護保険の相互に関連する事項等について」の一部改正について

併設保険医療機関
併設保険医療機関以外の保険
医療機関

併設保険医療機関
併設保険医療機関以外の保険
医療機関

区　分

ア.介護医療院に入所中の患者
イ.短期入所療養介護又は介護予防短期入所療養介護（介護医療院の療養床に限る。）を受けている患者

介護医療院サービス費のうち、他科受診時費用（362単位）
を算定しない日の場合

介護医療院サービス費のうち、他科受診時費用（362単位）
を算定した日の場合

× ○

× ○

×
○

※６

×
○

※６
Ｏ１０１　外来・在宅ベースアップ評価料（ Ⅱ ）

○
※６

×

そ
の
他

Ｏ１００　外来・在宅ベースアップ評価料（ Ⅰ ）

上記以外

○
※６

手術 ○

○

歯
科

Ｂ００８－２　薬剤総合評価調整管理料 ×

Ｂ０１４　退院時共同指導料１ ×

Ｃ００３　在宅患者訪問薬剤管理指導料 ×

Ｃ００７　在宅患者連携指導料 ×

Ｃ００８　在宅患者緊急時等カンファレンス料 ×

上記以外 ○

特
掲

麻酔 ○

放射線治療 ○

特
掲

処置
○

※４

精
神
科
専
門
療
法

Ｉ００９　精神科デイ・ケア（注６の場合を除く。） ×

Ｉ０１５　重度認知症患者デイ・ケア料 ×

上記以外 ×

病理診断 ○
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「医療保険と介護保険の給付調整に関する留意事項及び医療保険と介護保険の相互に関連する事項等について」の一部改正について

併設保険医療機関
併設保険医療機関以外の保険
医療機関

併設保険医療機関
併設保険医療機関以外の保険
医療機関

区　分

ア.介護医療院に入所中の患者
イ.短期入所療養介護又は介護予防短期入所療養介護（介護医療院の療養床に限る。）を受けている患者

介護医療院サービス費のうち、他科受診時費用（362単位）
を算定しない日の場合

介護医療院サービス費のうち、他科受診時費用（362単位）
を算定した日の場合

退院時共同指導加算

※１

※２

※３

※４

※５

※６ 当該ベースアップ評価料について、診療報酬の算定方法において、算定することが要件とされている点数を算定した場合に限る。

次に掲げる薬剤の薬剤料に限る。
　・エリスロポエチン（人工腎臓又は腹膜灌流を受けている患者のうち腎性貧血状態にあるものに投与された場合に限る。）
　・ダルベポエチン（人工腎臓又は腹膜灌流を受けている患者のうち腎性貧血状態にあるものに投与された場合に限る。）
　・エポエチンベータペゴル（人工腎臓又は腹膜灌流を受けている患者のうち腎性貧血状態にあるものに投与された場合に限る。）
　・疼痛コントロールのための医療用麻薬
　・インターフェロン製剤（Ｂ型肝炎又はＣ型肝炎の効能又は効果を有するものに限る。）
　・抗ウイルス剤（Ｂ型肝炎又はＣ型肝炎の効能又は効果を有するもの及び後天性免疫不全症候群又はＨＩＶ感染症の効能又は効果を有するものに限る。）
　・血友病の患者に使用する医薬品（血友病患者における出血傾向の抑制の効能又は効果を有するものに限る。）

創傷処置（手術日から起算して十四日以内の患者に対するものを除く。）、喀痰吸引、摘便、酸素吸入、酸素テント、皮膚科軟膏処置、膀胱洗浄、留置カテーテル設置、導尿、膣
洗浄、眼処置、耳処置、耳管処置、鼻処置、口腔、咽頭処置、間接喉頭鏡下喉頭処置、ネブライザ、超音波ネブライザ、介達牽引、消炎鎮痛等処置、鼻腔栄養及び長期療養患者褥
瘡等処置を除く。

末期の悪性腫瘍等の患者及び急性増悪等により一時的に頻回の訪問看護が必要である患者に限る。

１０の２　調剤管理料 ○

１０の３　服薬管理指導料 ○

１４の２の２　外来服薬支援料２ ○

訪問看護療養費 ×

○
※５又は精神科訪問看護基本療養費を算定できる者

介護報酬において、指定施設サービス等に要する費用の額の算定に関する基準（平成12年厚生省告示第21号）の別表（指定施設サービス等介護給付費単位数表）の４のイからヘま
での注５７に掲げる減算を算定した場合に限る。

次に掲げる薬剤の薬剤料と当該薬剤の処方に係る処方箋料に限る。
　・抗悪性腫瘍剤（悪性新生物に罹患している患者に対して投与された場合に限る。）
  ・ＨＩＦ－ＰＨ阻害剤（人工腎臓又は腹膜灌流を受けている患者のうち腎性貧血状態にあるものに対して投与された場合に限る。）
　・疼痛コントロールのための医療用麻薬
　・抗ウイルス剤（Ｂ型肝炎又はＣ型肝炎の効能若しくは効果を有するもの及び後天性免疫不全症候群又はＨＩＶ感染症の効能若しくは効果を有するものに限る。）

第１節に規定する調剤技術料

上記以外

○
（※２）

○
（専門的な診療に特有の薬剤に係るものに限る。）

×

○

第３節に規定する薬剤料

１５の２　在宅患者緊急訪問薬剤管理指導料
○

（注10に規定する場合に限る。）
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介護保険関連情報のホームページアドレスについて 

 

 介護保険関連情報のホームページアドレスをまとめたものです。常に介護保険の最新情

報を御確認していただくとともに、日頃の業務で疑問が生じた場合等に御活用ください。 

 

（１）厚生労働省 令和６年度介護報酬改定について 

    https://www.mhlw.go.jp/stf/newpage_38790.html 

 

（２）介護保険最新情報（厚生労働省ホームページ） 

   厚生労働省から発出される介護保険の最新情報を掲載 

https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/hukushi_kaigo/kaigo_kourei

sha/index_00010.html 

 

（３）介護サービス関係Ｑ&Ａ（厚生労働省ホームページ） 

   介護サービス関係のＱ&ＡをＰＤＦ又はエクセルファイルで閲覧可能 

https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/hukushi_kaigo/kaigo_kourei

sha/qa/ 

 

（４）ＷＡＭ ＮＥＴ 介護サービス関係Ｑ&Ａ一覧 

   介護サービス関係Ｑ&Ａの内容を検索できるページ 

https://www.wam.go.jp/wamappl/R3kaigoServiceQA.nsf/aList?Open&sc=&qn=

&tn=&pc=1 

 

（５）「医療保険と介護保険の給付調整に関する留意事項及び医療保険と介護保険の相互に

関連する事項等について」の一部改正について 

    https://www.mhlw.go.jp/content/12404000/001235902.pdf 

    ※ 検索サイトで「保医発 0327第 8号」で検索すると閲覧できます。 
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